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序章 
 
日本の健康危機管理は、歴史的に厚生労働省（旧内務省及び旧厚生省）や自治体の保健
衛生部局を中心に対応されてきたが、近年の大規模な健康危機の発生によって、横断的な
体制が求められている。 
2009（H21）年に発生した新型インフルエンザ H1N1 の対応では、事前の想定と異なり
病原性の弱いものであったため、行政内部の意思決定に混乱が生じ、行政判断の遅れや対
応の混乱が生じた。その後、2012（H24）年に新型インフルエンザ等対策特別措置法（平
成 24 年法律第 31 号）（以下、「特措法」という。）が成立し、従来厚生労働省の所管であっ
た大規模感染症への対応について、危機管理の一環として内閣官房が担う流れができた。
自治体においても、大規模な自然災害等を契機に危機管理部局が設置され、大規模感染症
対策を危機管理の一環として所掌する動きもみられている。国と自治体の健康危機管理体
制は大きく変化してきていると考えられる。 
本稿では、国と自治体の健康危機管理体制の変遷を踏まえ、現在の行政組織体制上の課
題を明確化することを目的とする。筆者は、2008（H20）年 4 月～2010（H22）年 3 月に
厚生労働省健康局新型インフルエンザ対策室の勤務経験及び、2012（H24）年 6 月～2013
（H25）年 9 月に内閣官房新型インフルエンザ等対策室の勤務経験を踏まえ、健康危機管
理に関連する厚生労働省と内閣官房の組織間関係の実態を把握した。その経験を通じて、
健康危機発生時の行政機関間の情報共有や役割分担等の不明確さによって、意思決定の遅
延の要因となっている点を課題として認識した。 
本稿では、特に行政機関間の関係（内閣官房と厚生労働省、自治体の危機管理部局と保
健衛生部局等）に着目し、対応方針決定過程を分析することで、健康危機時における行政
組織体制の現状と課題を分析する。 
序章では、研究の背景及び目的と実施方法、研究の対象範囲、先行研究をまとめる。 
 
第1節 背景 
日本の公衆衛生対策は、戦前から近年まで国においては内務省及び内務省から分離した
厚生省（現厚生労働省）、自治体においては保健衛生部局の所管業務として対応されてき
た。また、戦前には行政警察業務として実施された時期や、戦後は連合国総司令部
（General Headquarters；以下、「GHQ」という。）による公衆衛生への介入がなされた
歴史もある。 
公衆衛生対策には、集団への疾病の拡大を予防するために、患者の隔離等の移動を制限
する行為を伴う場合がある。高度成長期を経た 1970 年代以降、人権意識の高まり等を背景
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に、予防接種後の健康被害について国に対する訴訟が相次ぎ、国の公衆衛生対策の縮小が
見られるようになった。1998（H10）年に成立した、感染症の予防及び感染症の患者に対
する医療に関する法律（平成 10 年法律第 104 号）（以下、「感染症法」という。）の序文に
おいても「感染症の患者等の人権を尊重」することが明記され、感染症に的確に対応する
ことが示されている。 
一方、1990 年代から 2000 年代にかけて、大規模な自然災害や新たな疾病や感染症等に
起因する健康被害の発生が脅威となってきた。部局横断的な健康危機管理が必要であると
いう観点から、1997（H9）年、厚生省（当時）大臣官房に健康危機管理室が設置されるな
どの体制が整備された。公衆衛生対策における危機管理の機能が強化されたといえる。 
同時に 1998（H10）年当時の橋本内閣によって内閣機能の強化が進められ、内閣官房に
危機管理監が設置されるなど危機管理体制も強化された。健康危機に関しても、関係省庁
横断的な会議体が設けられ、内閣官房が総合調整の立場にあることが明確化された。自治
体においても、1995（H7）年の阪神淡路大震災以降、危機管理監が設置される動きがある
など、トップダウンの危機管理体制が整備されてきた。 
しかし、2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 の発生時、健康危機管理体制の問
題点が露呈し、国においては内閣官房と厚生労働省の役割分担、自治体においては危機管
理部局と保健衛生部局の役割分担が不明瞭であることが示唆された。 
日本における健康危機管理は、近年、省庁横断的な取り組みが始まったところである。
2009（H21）年の新型インフルエンザは、省庁横断的な取り組みの試金石と位置づけられ
るものであったと考えられる。このため本稿では、2009（H21）年の新型インフルエンザ
H1N1 発生初期の行政対応に焦点を当て、国、自治体の政策決定過程を分析し、国及び自
治体の健康危機管理体制の実態と課題について検証することを目的とする。 
 
第2節 研究の目的と実施方法 
本節では、研究の目的及び研究対象範囲について示す。 
 
1.  研究のねらい 
本稿では、国と自治体の健康危機管理体制の課題の明確化を目的とした。そのため、「健
康危機管理の政策特性」や「健康危機発生時の行政組織の課題」に着目して分析を行う。 
まず、現在の健康危機管理体制の課題を明確にするために、国及び自治体の公衆衛生対
策の歴史的経緯を調査する。また、健康危機管理体制の課題を抽出するためには、具体的
な活動事例における対策実施の阻害要因等を明らかにする必要がある。そのため、近年の
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大規模な健康危機の事例として 2009（H21）年の新型インフルエンザを題材として、調査
分析を行う。 
健康危機管理は、国では厚生労働省と内閣官房、自治体では自治体の保健衛生部局の
他、保健所が主体となる。本研究では、具体的な活動事例について、実施主体ごとに分析
を行う。各々の観点の詳細を以下に示す。 
 
（1） 健康危機管理の政策特性 
健康危機管理体制の課題を把握するために、現在の健康危機管理体制に至るまでの歴史
的な経緯を明らかにする。健康危機管理は、戦前には公衆衛生対応として行政警察が担当
し、戦後の一定期間は GHQ による強力な介入が行われた歴史がある。本稿では、現在の
国及び自治体の体制を構築する基礎となった政策の原点を明確にし、現在の健康危機管理
体制の課題を明確化する。 
また、健康危機の予防として実施される予防接種行政については、1970 年代以降の接種
後の健康被害等に対する批判の動きやそれに伴う行政の縮小が見られる点も明らかにして
いく。本稿では新型インフルエンザワクチンについても、インフルエンザの予防接種にお
ける歴史的な経緯から現在に至っている課題を含めて明らかにする。 
 
（2） 健康危機発生時の組織体制の課題分析 
健康危機管理体制の課題を把握するために、実際の健康危機発生時の活動事例を分析
し、課題を明確化する。 
国においては、健康危機管理を行う内閣官房や厚生労働省の関係、自治体においては危
機管理部局及び保健衛生部局の関係、を主な分析対象とする。 
なお厚生労働省内においては、主に健康危機管理を所管する部局間の課題を明確にする
ため、2009（H21）年時点の大臣官房、健康局、医薬・食品局（当時）等の各局の動きも
分析対象とする。 
調査手法としては、各種文献調査の他、健康危機管理発生時の各機関の発信文書や会議
録等から実態を分析するほか、関係者に対するヒアリング調査、アンケート調査等を行
い、組織間の役割分担の詳細を明らかにする。 
 
2.  健康危機管理の定義 
以下に研究の対象範囲や言葉の定義を示す。 
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（1） 研究の対象範囲 
日本において「健康危機管理」という概念は比較的新しいものである。従来は医薬品、
感染症等の対象物質ごとに行われた危機管理行政について、薬害エイズへの反省が出発点
となって部局横断的に対策を講じる必要性から「厚生省健康危機管理基本指針（1997
（H9）年）」が策定された1。同指針において、「健康危機」は「医薬品、食中毒、感染
症、飲料水その他何らかの原因により生じる国民の生命、健康の安全を脅かす事態に対し
て行われる健康被害の発生予防、拡大防止、治療等に関する業務であって、厚生労働省の
所管に属するものをいう。」と定義されている2。 
 
表 0-1 本稿における各単語の定義 
単語 定義 
危機管理 自然災害、事故、テロ・武力攻撃、医薬品、食中毒、感染症、飲料水等、なんら
かに起因した国民の生命、身体又は財産に直接重大な被害が生じ、又は生じるお
それがある緊急の事案に対して行政機関が行う業務 
健康危機管理 医薬品、食中毒、感染症、飲料水等に起因した国民の生命、健康の安全を脅かす
突発的な事態に対して行われる健康被害の発生予防、初期対応、拡大防止、治療
等に関して行政機関が行う業務 
感染症対策 感染症に起因する国民の生命、健康の安全を脅かす事態に対して行われる健康被
害の発生予防、拡大防止、治療等に関して、行政が行う業務 
※「健康危機管理」の一部であるが、突発的な事態のみでなく、平時からの対策
を含む。 
公衆衛生対策 国民の健康の保持・増進をはかり、疾病を予防するため、行政機関が行う衛生業
務。母子保健・学校保健・老人保健・環境衛生・生活習慣病対策・感染症予防な
どがある。 
保健医療対策 公衆衛生対策及び医療機関が行う治療、予防等の医療措置を含む業務。 
出所：筆者作成 
  
本稿では、「健康危機管理」について同指針の方針を踏襲しつつ、平時の感染症対策と区
分し、かつ行政全般の対応を指すこととし、「医薬品、食中毒、感染症、飲料水に起因した
国民の生命、健康の安全を脅かす突発的な事態に対して行われる健康被害の発生予防、初
期対応、拡大防止、治療等に関して行政が行う業務」と定義する。（表 0-1） 
「危機管理」は、「健康危機管理」の上位概念であり、「自然災害、事故、テロ・武力攻
撃、健康危機」を対象として、「国民の生命、身体又は財産に直接重大な被害が生じ、又は
生じるおそれのある緊急事態に対して行われる行政施策」と定義する3。なお、「災害対策
基本法」において「災害」は「自然災害又は大規模な火事・爆発、他」とされており、感
染症等は災害に含まれていない4。 
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「感染症対策」は、「健康危機管理」の下位概念に加え、平時の業務を含むものとし、
「感染症に起因する国民の生命、健康の安全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発
生予防、拡大防止、治療等に関して行政が行う業務」と定義する。 
 
（2） 新型インフルエンザについて 
新型インフルエンザとは、毎年、冬に流行する季節性インフルエンザとウイルスの亜型
が大きく異なる未知のインフルエンザである。一般に人間が罹患したことがないため、発
生した場合急速に流行が拡大し、かつ重症化することが恐れられており、国民生活及び国
民経済に重大な影響を与えることが想定されている。 
インフルエンザウイルス（A 型）は表面に、ヘマグルチニン（H）とノイラミニダーゼ
（N）というタンパク質を持っている。ヘマグルチニンは 16 種類（H1～H16）、ノイラミ
ニダーゼは 9 種類（N1～N9）あり、その組み合わせにより病原性や感染力が異なる。 
現在の季節性インフルエンザは H1N1 や H2N3 等の亜型であるが、水鳥などの体内には
多くの亜型が保有されており、遺伝子変異を繰り返すうちに豚などの家畜や人に感染する
力を有するようになる。現在、このうち「H5N1」という亜型が人に感染力な変異を起こ
し、健康被害が拡大することが懸念されている。2005（H17）年に世界保健機関（以下、
「WHO」という。）により、H5N1 型の新型インフルエンザ発生の危険が警鐘され、日本
を含め世界各国で行動計画が作成され、医薬品の備蓄などの対策が講じられた。 
20 世紀には 2 回の大きな新型インフルエンザが発生しており、日本国内でも大きな健康
被害が生じている。特に 1918（T7）年に発生したスペインインフルエンザと呼ばれる新型
インフルエンザは、世界全体で 4000 万人、日本国内でも約 39 万人が死亡しており、大き
な脅威であったとされている。（表 0-2） 
 
表 0-2 過去の新型インフルエンザの世界的流行状況 
流行時期 
（）内は日本国内 
通称 
死亡者数 
（）内は日本国内 
致死率 
1918 年～1919 年 
（1918 年 8 月～2021 年 7 月まで 
3 回の流行のピークがあった） 
スペインインフ
ルエンザ 
4000 万人 
（約 39 万人） 
約 2% 
1957 年～1958 年 
（1957 年 5 月～1958 年春まで 2 回
の流行のピークがあった） 
アジアインフ
ルエンザ 
200 万人以上 
（約 7,700 人） 
約 0.53% 
出所：内閣官房、新型インフルエンザ等対策有識者会議（第 2 回）、（2012（H24）年 9 月 11 日）資料
15に基づき筆者作成 
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本稿では、H5N1 型の新型インフルエンザを想定して策定された事前の「新型インフル
エンザ対策行動計画（以下、「政府行動計画」という。）」と、実際に 2009（H21）年に発
生した新型インフルエンザ H1N1 で、病原性が異なったにも関わらず、迅速な方針転換が
できなかった健康危機管理体制の不備に焦点を当てる。 
なお、本稿で「新型インフルエンザ等」と記す場合は、特別措法（第 2 条第 1 号）で定
義されるものであり、感染症法の「新型インフルエンザ等感染症（第 6 条第 7 項）」と「新
感染症（第 6 条第 9 項）」を包括したものとする。（図 0-1） 
 
図 0-1 「新型インフルエンザ等」の定義 
 
出所：内閣官房、新型インフルエンザ等対策有識者会議（第 3 回）、（2012（H24）年 10 月 16 日）資
料 1 より引用6 
 
（3） 健康危機と自然災害の政策特性について 
日本における行政の危機管理のうち、自然災害への対応は災害対策基本法（1961
（S36）年制定） 及び災害救助法（1947（S22）年制定）に基づいて実施されている。 
災害対策基本法は国土及び国民の生命等を災害から保護するため、国、自治体、その他
の公共機関の体制を確立し、災害の予防、応急対策、普及等の対策を定めるものである7。
災害対策基本法の「災害」の定義に感染症は含まれていないため、感染症による健康被害
は災害対策基本法の対象外となる。（図 0-2） 
 
図 0-2 健康危機管理に関連する法令の位置づけ（2009（H21）年時点） 
 
出所：厚生労働省、地域保健対策検討会（第 5回）（2011年 10月 28日）参考資料２8を参考に筆者作成 
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感染症対策は、感染症法、検疫法（昭和 26 年法律第 201 号）、及び予防接種法（昭和 23
年法律第 69 号）等に基づく対応が執られることとなっている。 
 
3.  研究対象 
本稿では、国及び自治体の危機管理及び保健衛生に関わる行政組織の体制と対応及び組
織間関係を分析対象とする。具体的な国及び自治体の研究対象組織及びその考え方を以下
に示す。 
 
（1） 国 
本稿で研究対象とする国の組織は、危機管理を所管する内閣官房及び保健衛生行政を所
管する厚生労働省とする。 
内閣官房では、健康危機管理を所管する内閣官房副長官補（内政担当）及び 2011 年 7 月
に設置された新型インフルエンザ等対策室を対象とする。 
厚生労働省では、2009（H21）年時点の「新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに
関する関係省庁対策会議（以下「関係省庁対策会議」という。）」のメンバーである大臣官
房、健康局、医薬・食品局（現：医薬・生活衛生局）を対象とする。なお、国の行政機関
は、省庁・局・部・課といった単位組織に分割され、単位組織ごとに所掌事務が分掌され
ているため、特に本稿で対象とする新型インフルエンザ対策に係る表 0-3 に示す局・課に
着目する。なお、現在の医薬・生活衛生局は、本稿では基本的に 2009（H21）年時点の
「医薬・食品局」と表記する。 
 
表 0-3 本稿で対象とする厚生労働省の組織の主な分掌業務 
単位組織 単位 分掌（関連部分の抜粋・要約） 
厚
生
労
働
省 
大臣官房 局  厚生労働省の行政を総括し、基本政策の立案、法令の制定改廃、予算編
成、組織、人事、国際関係及び統計等を含めた総合調整を行う。 
 厚生科
学課 
課  疾病の予防及び治療に関する研究その他厚生労働省の所掌事務に関する
科学技術に関する事務の総括に関すること。 
 原因の明らかでない公衆衛生上重大な危害が生じ、又は生じるおそれが
ある緊急の事態への対処に関すること。 
 厚生労働省の所掌事務に係る災害対策に関する事務の総括に関するこ
と。 
健康局 局  保健所等を通じた地域保健の向上、感染症に関すること。 
 生活習慣病の対策。 
 国民の健康に関すること。 
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 結核感
染症課 
課  結核その他の感染症の発生及びまん延の防止並びに感染症の患者に対す
る医療に関すること（他局並びに総務課及び健康課の所掌に属するもの
を除く。) 
 感染症により公衆衛生上重大な危害が生じ、又は生じるおそれがある緊
急の事態への対処に関すること。 
 港及び飛行場における検疫に関すること（医薬・生活衛生局の所掌に属
するものを除く。） 
医薬・生
活衛生局 
（2009 年
時点は医
薬食品
局） 
課  医薬品・医薬部外品・化粧品・医療機器及び再生医療等製品の有効性・
安全性の確保対策のほか、血液事業、麻薬・覚せい剤対策など、国民の
生命・健康に関すること 
 食品の安全確保による国民の健康の保護及び理・美容店などの生活衛生
関係営業の振興策等、生活環境の確保に関すること 
 血液対
策課 
課  採血業の監督に関すること 
 献血の推進に関すること 
 血液製剤の適正な使用の確保、血液製剤の安定的な供給の確保に関する
こと。 
 生物学的製剤の生産及び流通の増進、改善及び調整に関すること（健康
局の所掌に属するものを除く。）。 
 検疫所
業務管
理室  
室  検疫港又は検疫飛行場の区域内にある船舶若しくは航空機又は施設、建
築物その他の場所の衛生状態の調査に関すること。 
 検疫所の組織及び運営一般に関すること。 
出所：厚生労働省 Web サイト（主な仕事（所掌事務）厚生労働省の組織）9を基に筆者作成 
 
（2） 自治体 
日本における保健衛生行政の体系は、基本的には国（厚生労働省）－都道府県（保健衛
生部局）・保健所－市町村（保健衛生部局）・保健センターという体系が確立されている。
保健所は基本的には都道府県に設置されているが、地域保健法（昭和 22 年法律第 101
号）第 5 条に基づいて、指定都市、中核市、保健所政令市、特別区においても、保健所を
設置することが定められている。感染症法（第 64 条）においても、これらの保健所を設置
する市においては、都道府県及び都道府県知事と同等の責任及び権限が付与されている
10。 
保健所は、感染症法に基づく隔離措置や、食品衛生法に基づく営業許可などの権力的な
行政を執行する行政機関であり、厚生労働省の「地域保健対策の推進に関する基本的な指
針」において健康危機管理の拠点として位置づけられている11。なお、市町村に設置され
ている保健センターは対人保健サービスを行う機関であり、行政機関ではない。 
このため、本稿では、都道府県のほか、保健所を設置されている指定都市、中核市、保
健所政令市（保健所の設置を政令で定める市）を研究対象とする。（図 0-3） 
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図 0-3 自治体の保健衛生行政体制と本稿の対象範囲 
 
出所：厚生労働統計協会（2011）等に基づき筆者作成 
 
また、本稿では都道府県、指定都市、中核市、保健所政令市を「自治体」と記す。都道
府県、指定都市を示す場合は「都道府県等」という12。また、指定都市、中核市、保健所
政令市のみを示す場合は「政令市等」という。（表 0-4） 
 
表 0-4 本稿で対象とする自治体の範囲 
区分 定義 
自治体 都道府県等を示す。具体的には、都道府県、指定都市、中核市、保健所政令
市（保健所の設置を政令で定める市）、特別区を示す。 
政令市等 保健所の設置主体のうち、都道府県及び特別区を除くもの。具体的には、指
定都市、中核市、保健所政令市（保健所の設置を政令で定める市）を示す。 
 
指定都市 地方自治法第 252 条の 19 第 1 項に定める以下の 20 市 
札幌市／仙台市／新潟市／さいたま市／千葉市／横浜市／川崎市／相模原市／静岡市
／名古屋市／浜松市／京都市／大阪市／神戸市／堺市／岡山市／広島市／福岡市／北
九州市／熊本市 
中核市 地方自治法第 252 条の 22 第 1 項に定める以下の 48 市 
旭川市／函館市／青森市／八戸市／盛岡市／秋田市／郡山市／いわき市／宇都宮市／
前橋市／高崎市／川越市／越谷市／船橋市／柏市／八王子市／横須賀市／富山市／金
沢市／長野市／岐阜市／豊田市／豊橋市／岡崎市／大津市／豊中市／高槻市／東大阪
市／枚方市／姫路市／西宮市／尼崎市／奈良市／和歌山市／倉敷市／呉市／福山市／
下関市／高松市／松山市／高知市／久留米市／長崎市／佐世保市／大分市／宮崎市／
鹿児島市／那覇市 
保健所政令市 
（保健所の設
置を政令で定
める市） 
地域保健法施行令第 1 条の 3 に定める以下の 6 市 
小樽市／町田市／藤沢市／茅ヶ崎市／四日市市／大牟田市 
  出所：全国保健所長会の Webサイト13を基に筆者作成 
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自治体の内部組織としては、首長、危機管理部局、保健衛生部局、都道府県（市）対策
本部等の関係を分析対象とする。なお、自治体によって様々な部局名があるが、本稿では
危機管理を所管する行政部局を「危機管理部局」、感染症管理及び保健衛生を担当する行政
部局を「保健衛生部局」と記す。 
 
（3） 保健所 
保健所は基本的に都道府県において設置されているが、地域保健法によって指定された
74 市と東京都の 23 特別区は直轄の保健所においても設置が義務付けられている14。都道府
県型と政令市型の保健所は、両者とも感染症等の広域的業務を行う責務を有している。さ
らに、政令市型には市町村業務の一部である母子保健事業や生活習慣病対策等の住民サー
ビス業務も行うこととされている。なお多様化、高度化する対人保健サービスの需要に対
応するため、厚生省は 1978（S53）年から市町村保健センターの整備を推進している。 
 
表 0-5 保健所の業務 
区分 概要 
都道府県型の
保健所 
管内の市町村と協力して、関係機関（医療機関、医師会等）と調整し、食品
衛生や感染症等の広域的業務、医事・薬事衛生や精神・難病対策等の専門的
な業務を行う。 
大規模で広域的な感染症や食中毒の他、自然災害や原因不明の健康危機管理
にとりくみ、地域全体の住民の健康のレベルアップを図る。 
政令市型の保
健所 
都道府県型の保健所が行う専門的、広域的な業務に加え、市区町村の業務と
されている乳幼児健診等の母子保健事業、特定健診・特定保健指導等の生活
習慣病対策、更に、がん対策等の住民に身近な直接的な事業を行い、より地
域に密着して、地域全体の健康づくりを推進する。 
本庁の保健部
局 
都道府県や政令市等の本庁（県庁等や市役所）では、主に各分野ごとに企画
調整機能を発揮し、それぞれの自治体全体の健康や保健衛生に関する計画づ
くりを行うとともに、予算の獲得や条例の制定等の業務を行う。 
出所：全国保健所長会の Web サイト15等に基づき筆者作成 
 
表 0-6 設置主体別の保健所設置数（2018（H30）年 2 月時点） 
設置主体 都道府県 
注１） 
指定都市 
注２） 
中核市 
注３） 
その他政令市 
特別区 計 
設置数 
（カ所） 
363 41 48 6 23 495 
注１）指定都市（地方自治法第 252条の 19第 1項に定める 20市）の保健所数 
札幌、仙台、新潟、さいたま、千葉、横浜、川崎、相模原、静岡、名古屋（16）、浜松、京都、大阪、神戸、
堺、 岡山、広島、福岡（7）、北九州、熊本 
注２）中核市（地方自治法第 252条の 22第 1項に定める 48市）１市１保健所  
注３）政令で定める市（地域保健法施行令第 1条の 3に定める 6市）１市１保健所  
出所：全国保健所長会 Web サイト「保健所設置数・推移」16を基に筆者作成 
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第3節 先行研究 
本稿で研究対象とする国及び自治体の組織体制や組織間関係、健康危機時の行政対応に
関する先行研究を以下にまとめる。 
 
1.  国の組織体制等に関する先行研究 
国の組織体制等のうち、内閣官房及び厚生労働省の組織及び組織間関係、官僚制、予防
接種行政に関する先行研究を以下にまとめる。 
 
（1） 内閣機能の強化と組織間関係 
本稿で対象とする、内閣官房の厚生労働省と組織間関係は、内閣機能の強化つまり官邸
主導体制の強化と密接な関連がある。 
新藤（2012）は、橋本内閣の主な成果として、官邸主導体制の確立、具体的には「内閣
法の改正」、「内閣官房の強化と内閣府の設置」、「副大臣・大臣政務官制度の設置」を挙
げ、特に内閣府の設置の意味について分析している。1998（H10）年 7 月に橋本内閣の下
で制定された中央省庁等改革基本法は内閣法一部改正法や内閣府設置法を含む 17 本の法律
を 1 本に括った一括法であり、同法に基づき、首相を主任大臣とする内閣府が成立した。
戦後日本の内閣運営は、府省は各国務大臣によって所轄され、首相が直接指揮できるのは
総理府（当時）のみであった。新藤は、内閣府の特徴として、国家行政組織法の枠外の組
織であること、経済諮問会議や総合科学技術会議等の重要政策に関する会議が常設され、
政策に影響力を及ぼしたことを指摘している。 
西尾（2001）においても、「橋本行革」の柱のひとつは内閣機能の強化であり、その意図
は、国会と内閣を対等と見る三権分立の考え方を否定し、議院内閣制の理念を再確認する
ことにあった、としている。つまり府省間調整システムを国家行政組織法上に明文化する
とともに、各府省間の政策調整に対して内閣官房及び内閣府が一段高い立場から行う総合
調整機能を充実させることで「主権者たる国民→国権の最高機関である国会→内閣総理大
臣→内閣→各省大臣」の構図を明記したもの、と解説している。橋本行革から始まった内
閣機能強化の政策が小泉内閣において強化され、本研究対象の 2009（H21）年時点の麻生
内閣においても続いていた。 
本稿の問題意識は、大規模感染症等発生時の健康危機発生時の国及び自治体の組織間関
係にある。内閣官房は本稿で着目する組織間関係の、国における当事者であり、内閣機能
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の強化は、組織間関係に影響を与えるものと考えられる。国の健康危機管理における内閣
官房と厚生労働省の関係については、内閣機能の強化という文脈を踏まえて分析したい。 
 
（2） 官僚制に関する先行研究 
官僚制では、職務行為が明確に区分され、法令や規定という形に形式化されており、主
な長所としては、技術的能力、正確性、迅速性、連続性、などがあげられる。 
一方、官僚制に対する批判としては、一般的には、杓子定規の形式主義、法規万能主
義、縄張り主義（セクショナリズム）、特権意識、等があげられ、これらの官僚制組織に特
有の行動様式に対する批判を総称して、官僚主義（bureaucratism）と呼ばれる。 
官僚制の負の要素については、マートン（1961）によってヴェブレンの「訓練された無
能力」の概念をはじめとするいわゆる「官僚制の逆機能」等の概念が、体系的に分析され
ている17。「訓練された無能力」とは、訓練と技術にもとづいて従来は効果があった行為
も、変化した条件の下では不適当であることがある、という概念である。官僚制の特徴で
ある法令に基づいた迅速かつ形式的な処理、つまり従前の条件の下で最適化された対応
が、重要な変化に気が付かない新しい条件の下では、誤った対応となる可能性がある、と
いう概念である。 
感染症対策において隔離等の対策は必要悪であり、適切に運用すれば感染拡大を防止す
るという効果を発揮するが、必要以上に対策を講じた場合は人権侵害にあたるという批判
を受けて、法令に厳格な運用がなされてきた。また、予防接種についても国が推奨したワ
クチン接種によって健康被害を生じるなどの副作用に対する批判を受け、慎重な運用が行
われてきた。政策の連続性を考慮すると、感染症対策は慎重に行う必要がある。しかし、
感染症パンデミック（世界的流行）等の緊急時にあたってはこれが不適切である可能性が
ある。つまり、法令や規則に基づいた対応が「訓練された無能力」に通じる可能性もあ
る。本稿では、先行研究において概念が整理されている「訓練された無能力」について、
感染症パンデミックに直面した際の国の対応を事例として実証的に検証することを目的と
する。 
官房組織と事業組織の関係について、西尾（2001）は日本の行政機関の単位組織は、「官
房系統組織の濃密な統制に服している」と指摘している18。ここでいう「官房組織」は行
政組織内の官房と事業部門の関係であり、具体的には厚生労働省内の官房組織（大臣官房
厚生科学課等）と事業組織（健康局結核感染症課等）の関係である。本稿では、組織間の
関係として、官邸における官房系統組織である内閣官房と厚生労働省の関係を中心に分析
し、厚生労働省組織内の組織間関係は今後の課題とする。 
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さらに、日本の官僚組織の行動形態について、大森（1993）等を初めとして、大部屋主
義である点、つまり責任の所在が不明確である点が示されている。大部屋主義では同室の
職員が互いに協力しカバーし合う関係にあり、責任の所在が不明確になるという特徴があ
る。本稿で対象とした健康危機発生時の行政判断等において、大部屋主義による影響があ
った点も推察されるが、本稿では主に組織間関係に着目して分析を行うため、組織内の関
係については詳細な分析は行わない。 
 
（3） 技術官僚について 
官僚組織の課題の１つとして「技術官僚」という制度的な課題が、新藤（2000）、村松
（1994）によって分析されている。新藤（2000）は、1980 年代に発生した HIV 薬害事件
について、責任を分散させる大部屋主義の構造とともに、医系技官という技術官僚の位置
づけがもたらしたものであると分析している。具体的には、事件発生当時の薬務局生物製
剤課は、局長は法・経・行政系のキャリア、局次長級の審議官は薬系技官であり、医師の
資格を有する医系技官である生物製剤課長に指示を出せなかった、と分析されている。 
村松（1994）は、中央省庁における省庁縦割り等のセクショナリズムについて、「官僚制
全体におよぶ人事の統一性がないことにも原因がある」他、「省庁組織や公務員制度等の制
度的な要因によって大きく性格づけられている」、と指摘している。セクショナリズムにつ
いて、戦後、日本が少ないリソースで欧米に追い付くという目標を実現するための競争力
につながった点も認めている。また技術官僚（医系技官等）について、法・経・行政系中
心のキャリア組の維持のために特別の裁量として、技官集団は「人事権を含めて『自治
権』がある」という課題を指摘している。 
技術官僚の問題は、マネジメントと専門性に関わる問題でもあるといえる。 
田尾（2012）はマネジメントと専門性の組織論について分析している。公共分野や人的
サービスの領域では、多義性や非マニュアル化等の特徴から、現場レベルに専門家が必要
となる。田尾は、Greenwood（1957）の定義を踏襲しつつ「専門家は専門的な知識や技
術、自律性を備えたもの」という定義を引用し、専門家を多く有する組織における、マネ
ジメントの限界を論じている。専門家の典型としては、医師があげられ、行政組織におい
てはストリート・レベルの官僚制に類する概念である、という分析をしている19。 
本稿で対象とする厚生労働省内の部局は、医師の資格を有した技術官僚を多く配置して
おり、専門家のマネジメントの有する特有な課題が含まれることが想定される。また本稿
で研究対象とする新型インフルエンザ対策に関わる厚生労働省内組織においても、医系技
官が局長・部長・課長・室長を務めることが暗黙にルール化されており、人事権に関して
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『自治』が認められている点が推察できる。ただし、本稿では、組織間の関係に着目し、
技術官僚のマネジメント上の課題については、今後の課題としたい。 
 
（4） NPM型行政改革について 
行政組織の管理手法としては、2000 年以降、行政組織への民間企業の経営手法の導入、
いわゆる New Public Mnagement（以下、「NPM」という）型の行政改革が推進されてき
た。「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」（2001（H13）年 6 
月 26 日閣議決定）においては、「新たな行政手法として、ニューパブリックマネージメン
トが世界的に大きな流れ」となっており、NPM の「基本的な方向性に沿って、具体的な改
革を引き続き精力的に進めていく必要がある」としている。 
稲継（2006）は、「NPM は多くの OECD 諸国における 1970 年代末からの官僚制改革の
アジェンダを特徴づけてきた、広範囲に類似している行政原理の傾向を表す簡略な名称」
として、クリストファー・フッドの整理として、NPM 改革の構成要素として、「①専門家
による行政組織の実践的な経営」を挙げている。その特徴として、権限移譲の代わりに、
自由な管理、結果重視が求められるという点が挙げられる。 
 
（5） 予防接種行政に関する先行研究 
感染症対策のうち特に予防接種行政に関する先行研究として、手塚（2010）の分析が挙
げられる。手塚は、予防接種行政に見られる厚生労働行政の消極的な対応を「行政の委縮
（又は不作為過誤）」であると指摘している。予防接種は特定の疾病を予防するために実施
され、有効なワクチンを接種すれば疾病に罹患しないメリットがあるが、多数に接種すれ
ば一定の割合で副作用の被害が発生する、というディレンマが生じるものである。一方、
有効なワクチンがあるにも関わらず副作用への批判を恐れて、行政が予防接種を進めない
（承認しないなど）という行動を執った場合、疾病の罹患によって多数の死亡者が発生す
る可能性がある。手塚はこのような予防接種行政における行政の対応について、過誤を回
避する（不作為過誤）と分析している。 
手塚が予防接種行政の官僚の行動様式に関して指摘した「行政の不作為過誤」という実
証的分析に着目しつつ、本稿では大規模感染症発生等の危機事象に着目し、また組織間関
係に着目して分析を試みる。 
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2.  自治体の組織体制 
健康危機管理に関する自治体の組織体制としては、自治体の危機管理部局（一部防災担
当）、保健衛生部局のほか、保健所を調査対象とした先行研究を以下にまとめる。 
 
（1） 自治体の危機管理体制 
自治体における組織体制については、2000（H12）年 4 月の地方分権の推進を図るため
の関係法律の整備等に関する法律（以下、「地方分権一括法」）の施行に伴い、自治体行政
を自主的かつ総合的に実施するよう変革が求められた。総務省に設置された研究会（分権
型社会に対応した地方行政組織運営の刷新に関する研究会）が発表した「分権型社会にお
ける自治体経営の刷新戦略（2005 年）」においても、自治体の自主的、総合的な行政運営
のためには、「首長のリーダーシップとそれを支えるトップマネジメントサポート機能の強
化が重要」である点が指摘されている20。 
同研究会においては、自治体の危機管理対応としては危機管理専門部局の設置や危機管
理専門幹部に権限を付与することの重要性が言及されている21。また、自治体の現在の体
制として、危機管理担当は、総務部局又は生活・環境部局に属する割合が多いが、危機管
理専門部局が増加している状況も確認されている。 
さらに中邨ら（2014）によると、阪神淡路大震災以降、危機管理を担当する専門部門を
設置する自治体が増えた点、2011（H23）年東日本大震災を機にさらに危機管理専門の部
門を新設する動きがみられている点が指摘されている。これらの先行研究では、自治体が
直面するあらゆる危機が想定されているものの、現在の自治体の危機管理は自然災害対応
が中心であるため、健康危機発生時の詳細な検討はなされていない。 
山之内ら（2008）は、自治体における地方分権の確立のために首長のトップマネジメン
トをサポートするための、自治体組織の変化等の取組を研究するとともに、条例等により
制度的な位置づけを明確にすべきであるとしている。官房機能の強化の必要性を述べてい
るが、本稿で着目する危機管理部局は、厳密には官房機能ではないが、自治体に設置され
ている危機管理幹部は、首長をサポートする役割として位置づけられている。危機管理機
能の強化については、トップマネジメントのサポート機能を有する点にも注視したい。 
 
（2） 保健所と健康危機管理 
健康危機管理に関する自治体内の事務権限に関して、神尾ら（2005）は首長と保健所長
の関係に着目して分析している。神尾ら（2005）の分析において、社会生活全般に影響を
及ぼす特に重大な権限と考えられる入院措置等についても、首長から保健所に権限移譲さ
 16 
れている事例が多い実態が明らかにされた。保健所のみでなく本庁の保健衛生部局も十分
な関与が必要である、と指摘している。神尾らは、自治体内部の本庁と保健所の組織間関
係に言及したものであるが、本稿では、国と自治体の組織間関係に着目して分析を行う。 
保健所政令市の視点からの地方分権の効果と限界については、野沢（2010）の研究があ
げられる。野沢（2010）は、特に小規模な保健所政令市における現行制度の分権のあり方
の限界が述べている。本稿で着目する健康危機発生時の国及び自治体の組織間の役割分担
についても、地方分権の一部ではあるが、本稿では特に緊急事態発生時に絞った国と自治
体の役割に着目し、調査分析を行う。 
 
3.  分析の視点 
先行文献と本校で着目する分析の視点を以下に整理する。 
本稿で着目するのは、健康危機発生時の行政機関の危機管理部局と保健衛生部局間の関
係である。１点目は国における内閣官房と厚生労働省の関係、２点目は自治体における危
機管理部局と保健衛生部局の関係である。先行文献では、内閣機能の強化や官僚の行動様
式に関する包括的な分析及び人事面における課題等が分析されているが、本稿で対象とし
た健康危機発生時の行政の組織間関係に言及したものはない。 
本稿では組織の位置づけとして、危機管理と保健衛生の各々の機能に着目した。各機能
の位置づけとしては、「危機管理」組織は一般に「マネジメント」の機能、「保健衛生」組
織は一般に「プロフェッショナル」の機能を期待されている。組織間関係の分析にあたっ
ては、マネジメントとプロフェッショナルの関係にも着目しながら分析を行う。 
 
表 0-7 本稿の分析の視点 
組織の位置づけ 
 
区分 
危機管理 
（マネジメント） 
保健衛生 
（プロフェッショナ
ル） 
分析の視点 
国 内閣官房 厚生労働省 
①国における内閣官房と
厚生労働省の関係 
自治体 
（都道府県、政令市等） 
危機管理部局 
（官房組織等） 
保健衛生部局 
（保健所等） 
② 自治体における危機
管理部局と保健衛生部局
の関係 
 出所：筆者作成 
 
なお、組織間の役割分担について、岩崎（1996）は、中央と地方の組織の文献の文脈の
中で、組織の自立性と分担について、組織の自立性を議論する際には以下の点を明確にす
る必要があるとしている。つまり、①同一組織内で指令系統が完結するのか、②組織を超
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える指令系統が存在するのか、③地方組織は中央組織から自立した対等な関係にあるの
か、という３点である。その上で、事項ごとに決定と執行の権限をセットにする方法（責
任分担：decentralization）と決定する組織と執行する組織を分ける方法（機能分担：
deconcentration）に整理する必要がある点に言及している。岩崎は「組織間関係」につい
て「国と自治体の組織間関係」の分析の視点として提示しているが、本稿では国の内閣官
房と厚生労働省の組織間関係等にも言及する。 
本稿では、健康危機管理体制について、決定と執行の組織が別である場合がある点に着
目し、この考え方を参考として分析を試みる。 
 
第4節 本稿の構成 
本稿の構成を図 0-4 に示す。国と自治体の各々の組織間の関係について時系列とともに
分析を行った。 
 
図 0-4 本稿の構成 
 
出所：筆者作成 
 
序章では、「健康危機管理」の定義を整理するとともに、先行研究の分析を行う。また本
研究の目的とその方法等を明確化する。 
 18 
第 1 章では、国及び自治体における健康危機管理の歴史的経緯を調査分析する。国にお
いては厚生省が衛生事務を担いながら実務レベルでは警察行政において実施された点や、
戦後の一定期間の GHQ による衛生行政への介入等の歴史的経緯を整理するとともに、そ
の後予防接種の副反応被害等への批判を受けて縮小した行政体制を分析する。また、橋本
行革以降の内閣官房の危機管理機能強化や総合調整機能の確立等にも着目し、現状の組織
間関係を歴史的背景から理解する。 
自治体においては、保健所を中心として実施されてきた保健相談の体制のほか、都道府
県と同等の権限を有する政令市等と国との関係の背景を調査分析する。また、近年の危機
の大型化に備えて、各自治体で整備されている危機管理組織の動向等についても着目す
る。 
第 2 章では、2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 発生時の国の初動対応を事例
として取り上げ、健康危機管理体制の課題を分析する。特に、新型インフルエンザ対策の
中心的役割を担う厚生労働省、及び総合調整を行う立場にある内閣官房の対応に着目す
る。具体的には、厚生労働省が発信した通知や会議録等を分析し、想定外の事態に対する
対応実態及び方針の決定過程を明確化する。 
第 3 章では、2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 発生時の自治体の初動対応に
ついて 6 自治体を事例調査し、健康危機管理の体制整備、意思決定等の課題を分析する。
特に、危機管理部局と保健衛生部局の体制を類型化し、各体制の特徴を分析する。また、
国と自治体の関係について、情報共有や方針決定に関しての課題を抽出する。その際、危
機管理部局が積極的に係っている自治体とそれ以外を比較し、長所短所を事例調査で明ら
かにすることを目的とする。 
第 4 章では、2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 発生時の「新型インフルエン
ザ（A/H1N1）ワクチン接種事業」（以下、「新型インフルエンザ予防接種事業」という。）
を事例として、国の意思決定方法等を調査・分析する。厚労省内では総合調整機能が充分
発揮できていなかった点、予防接種法、感染症法の趣旨的にも、新型インフルエンザ予防
接種事業の推進が困難であった背景等を分析する。 
第 5 章では、2012（H24）年に施行された特措法の成立経緯と運用について調査・分析
する。新型インフルエンザ等の国内発生時に、法律で施設の使用を制限するという措置に
あたって、科学的根拠に基づく判断のための運用手順の決定方法に着目して分析を行う。
特に、科学的根拠が不明確な段階での緊急事態宣言の発動について、政治的な判断のあり
方について議論された経緯を分析する。 
第 6 章では、自治体における健康危機管理の体制を整理するとともに、新型インフルエ
ンザ H1N1 発生時の対応を整理し、自治体における健康危機管理体制の課題を抽出する。
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近年強化されている危機管理部局の、健康危機管理への関与の実態と課題について把握す
ることを目的とする。 
第７章では、前章で分析した国及び自治体における健康危機管理の実態と課題を、本稿
で対象とした新型インフルエンザ H1N1 発生時の実態をふまえながら整理する。さらに国
と自治体における健康危機管理体制の実態と課題について考察する。 
 
 
 
1 平成 24 年度感染症危機管理研修会資料「厚生労働省の健康危機管理対策」（2017 年 10 月 17 
日）厚生労働省大臣官房厚生科学課長 https://www.niid.go.jp/niid/ja/open-campus/emergency-
seminar/2193-general-info/lecture/emergency-seminar/2705-kikikannri-24.html（2012）P10-
11 
2 厚生労働省健康危機管理基本指針において、「『健康危機管理』とは、医薬品、食中毒、感染
症、飲料水その他何らかの原因により生じる国民の生命、健康の安全を脅かす事態に対して行わ
れる健康被害の発生予防、拡大防止、治療等に関する業務であって、厚生労働省の所管に属する
ものをいう。」と定義されている。 
3 総務省消防庁に設置された「地方公共団体における総合的な危機管理体制の整備に関する検討
会」において検討の対象とする危機管理事案を「当該地方公共団体において発生する、住民の生
命、身体又は財産に直接重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急の事案」とされてお
り、「自然災害、事故、武力攻撃・テロ、感染症、その他」を対象としている。 
4 災害対策基本法（第２条１ 暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火その他
の異常な自然現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに
類する政令で定める原因により生ずる被害をいう。） 
5 内閣官房新型インフルエンザ等対策有識者会議第 2 回（平成 24 年 9 月 11 日） 資料 1、P3、
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/yusikisyakaigi/dai2/siryou1.pdf（2018 年 1 月 28 日最終ア
クセス） 
6 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/yusikisyakaigi/dai3/siryou1.pdf 
7 災害は「暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火、その他の異常な自然現象
又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する政令で定め
る原因により生ずる被害をいう。（災害対策基本法第二条）」と定義されている。なお、東日本大
震災後、2013 年の改定で「崖崩れ、土石流、地滑り」が加えられた。 
8 第 5 回地域保健対策検討会（2011 年 10 月 28 日）参考資料２「健康危機管理に関連する法令
等」、http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001tk4r-att/2r9852000001tkai.pdf（2018 年 1
月 28 日最終アクセス） 
9 厚生労働省 Web サイト（主な仕事（所掌事務）厚生労働省の組織）、
http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shigoto/（2018 年 1 月 28 日最終アクセス） 
10感染症法（第 64 条）に「保健所を設置する市又は特別区にあっては、（略）「都道府県知事」と
あるのは「市長」又は「区長」と、「都道府県」とあるのは「市」又は「区」とする。」という記
載がある。 
11 厚生労働省の「地域保健対策の推進に関する基本的な指針（H6 年 12 月 1 日厚生省告示第
374 号）」を H12 年３月に改正。「地域保健の専門的、技術的かつ広域的拠点である保健所
は、地域における健康危機管理においても、中核的役割を果たすべきである旨が定められて
いる。」と記載。 
12 「保健所政令市」又は「保健所設置市」と称する場合もあるが、本稿では、指定都市、中核
市、保健所政令市を包括して「政令市等」という。 
13 全国保健所長会「保健所設置数・推移」http://www.phcd.jp/03/HCsuii/index.html（2018 年 2
月 3 日最終アクセス） 
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14 地域保健法第 5 条で、「保健所は、都道府県、地方自治法第 252 条の 19 第１項の指定都
市、同法第 252 条の 22 第 1 項の中核市その他の政令で定める市又は特別区が、これを設置
する。」と定められている。 
15 全国保健所長会 Web サイト http://www.phcd.jp/03/about/（2018（H30）年 2 月 1 日最終アク
セス） 
16 全国保健所長会「保健所設置数・推移」、（http://www.phcd.jp/03/HCsuii/）（2018 年 1 月 28 日
最終アクセス） 
17 マートン（1961）P181、西尾（1993）P232 
18 西尾（1993）は「日本の行政機関の単位組織は、上級機関の直接の指揮監督に服しているとい
うよりも、むしろこれに変えて官房系統組織の濃密な統制に服しているようにみえる」としてい
る 
19 田尾（2012）P215-219 
20 「分権型社会における自治体経営の刷新戦略」分権型社会に対応した地方行政組織運営の刷新
に関する研究会（座長：岩崎美紀子筑波大学大学院人文社会科学研究科教授、事務局：総務省自
治行政局行政体制整備室）等において提言されている。 
21 これらの提言では、阪神・淡路大震災や中越地震等を経験した自治体において、危機管理専門
部局の設置や危機管理監の設置等が行われている事例を根拠としている。 
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第1章 国及び自治体の健康危機管理体制とその歴史的経緯 
 
本章では、国と自治体の健康危機管理の歴史的経緯について、時代背景と体制に着目し
て分析する。国においては衛生行政を所管する厚生労働省（旧内務省及び旧厚生省）、危機
管理を所管する内閣官房を対象とする。自治体においては健康危機管理の拠点と位置づけ
られている保健所を中心に調査分析を行う。 
 
第1節 国の健康危機管理体制とその歴史的経緯 
日本の保健衛生・健康危機管理業務は、戦前から今日まで基本的には内務省及び厚生省
（現厚生労働省）の所管業務として実施されてきた。本節では、国の健康危機管理の中心
を担う厚生労働省と、近年健康危機管理体制を強化している内閣官房を対象として調査、
分析する。 
 
1.  厚生労働省における健康危機管理の歴史的経緯 
（1） 内務省時代の保健衛生行政 
日本の保健衛生行政は、1872（M5）年文部省に医務課が設置されたことで本格化さ
れ、国民の健康保護と疾病の治療等を目的とした医政の制定等の法整備がなされた22。
1875（M8）年に内務省に衛生局が新設され衛生行政が移管されて以後、1938（S13）年
の厚生省設置まで公衆衛生対策を内務省衛生局が担当したが、患者が発生した場合の患者
の隔離や患家の消毒・交通遮断等の措置は内務省警保局の所管であった。 
明治初期、文明開化政策の中で諸外国との交流を活発化した結果、多様な感染症が海外
から流入したことで、公衆衛生対策の最大の課題はコレラ対策であった。1877（M10）
年、清国（当時）のコレラ流行の情報を得て、内務省は「虎列剌病予防心得」を各府県に
通達したが、西南戦争による軍隊の移動に伴って全国的に流行した。1879（M12）年に
は、日本国内のコレラによる死亡者が 10 万人を超え、この事態に対応するため「虎列剌
病予防仮規則」が施行された。同規則では、患者発見の届出、検疫委員の設置、難病院の
設置、患家の標示、患家等の交通遮断、などが規定された。当時は根本的な治療方法や予
防対策が確立していなかったため、患者の隔離対策が中心であり、患者の隔離等は行政警
察事務の一環として実施された。警察官の権限で患者を難病院に送り、患者の家とその付
近の消毒・交通遮断が行われた23。 
 22 
また、同年、コレラの国内侵入を防止するため、日本初の統一的な検疫規則である「海
港虎列剌病伝染予防規則」が布告された。しかし、当時の治外法権を認める不平等条約の
下で諸外国の海港検疫の実施は部分的なものであった。 
1880（M13）年に統一的な感染症予防対策である「伝染病予防規則（太政官布告）」が
定められ、同規則に違反した入港船舶から上陸又は陸揚げした者は、１年以下の軽禁固、
または 200 円以下の罰金が科されることとなった。伝染病予防規則は、数次にわたる改正
され、1897（M30）年「伝染病予防法（法律第 36 号）」が制定された。同法は、コレラや
赤痢などの 8 疾病を対象とし、患者等の届出義務、隔離等の対策を講じることが示され、
1999（H11）年に「感染症法」が施行されるまで、長期に渡り国内の感染症予防の中心的
な法令と位置づけられた24。 
さらに、伝染病予防法 33 条の規定に基づいて、1899（M32）年、検疫に関する特別法
として「海港検疫法」が交付・施行された。これは前年（1898（M31）年）の日英通商海
港条約・日米通商海港条約の署名により、治外法権の撤廃が図られたことで実現したもの
であり、同法により独自の海港検疫体制が実現した。なお、検疫に関しては、開港規則
（1898（M31）年施行）では港湾局所管とされていたが、翌 1899（M32）年「海港検疫
法」の公布に伴い、内務省直轄の海港検疫所が横浜、神戸、長崎、口ノ津に設置された。
更にペストの流行に備えて、1900（M33）年に「臨時海港検疫所官制」が交付され、臨時
海港検疫所は地方長官が管理し、所長には所在地府県の警察部長が充てられた25。 
 
図 1-1 内閣発足時と厚生省創設当時の組織構成 
1885（M18）年 12 月 
内務省：内閣制度発足時点の組織構成 
1938（S13）年 1 月 11 日 
厚生省創設当時 
 
 
出所：厚生問題研究会（1988）に基づき筆者作成 
 
  
大臣官房 秘書官２人
総務局 書記官５人
県治局 府県課
警保局 警務課
土木局 治水課
衛生局 衛生課
医務課
地理局
社寺局
会計課
大臣官房
体力局
衛生局 保健課
指導課
医務課
予防局 優生課
予防課
防疫課
社会局
労働局
臨時軍事援護部
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（2） 厚生省創設前後の保健衛生行政 
大正期に入り、結核、乳児死亡率、性病の蔓延等の問題から、これらの調査研究を行う
機関として保健衛生調査会が設置された（1916（T5）年）。1918（T7）年には、世界的に
スペインインフルエンザと呼ばれる新型インフルエンザが大流行し、日本国内でも約 39
万人の死者を出したとされている。国はイギリスのヘルスセンター等、欧米諸国の保健指
導施設の調査を行い、国内の各地域に現在の保健所に類似した機能を有する機関が設置さ
れた26。 
その後、内務省衛生局において国民保健の積極的指導を任務とする保健所を創設するた
め、1937（S12）年に「保健所法（法律第 42 号）」が制定された。保健所は当初各県１ヵ
所ずつを目処として計画され、1938（S13）年 4 月、全国 49 箇所で発足したが、その後
急速に重要性が認められ、1943（S18）年には 306 箇所に増加して役割が強化された27。 
同時に、国民の体力向上及び結核撲滅などの強化のため、1938（S13）年内務省から分
離する形で厚生省が創設された。衛生行政は内務省から厚生省に移管され、検疫に関する
事務は厚生省予防局防疫課が担当した28。一方、府県においても、1942（S17）年の「地
方官官制」等の改正に伴い、1893（M26）年以来警察の所管であった衛生事務が内政部に
移管された。 
 
図 1-2 戦前・戦中・戦前の厚生省の組織構成 
1941（S16）年 8 月１日 
太平洋戦争直前 
1943（S18）年 11 月１日 
国内の防衛体制強化 
1945（S20）年 10 月１日 
終戦後：防疫体制強化 
 
 
 
出所：厚生問題研究会（1988）に基づき筆者作成 
  
（行政改革：太平洋戦争直前） （行政改革：国内防衛体制の徹底強化）
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昭和18年11月1日 昭和20年10月1日昭和16年8月1日
（行政改革：太平洋戦争直前） （行政改革：国内防衛体制の徹底強化）
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昭和18年11月1日 昭和20年10月1日昭和16年8月1日（行政改革：太平洋戦争直前） （行政改革：国内防衛体制の徹底強化）
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昭和18年11月1日 昭和20年10月1日昭和16年8月1日
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（3） 終戦後：GHQ主導の公衆衛生対策 
1945（S20）年の第二次世界大戦の終戦前後、衣食住の欠乏、交通機関の混乱、衛生状
況の悪化等により、国民の生活水準は極度に悪化した。同時に海外の戦地からの復員等に
伴う様々な感染症の侵入・国内蔓延を背景として、GHQ により積極的な公衆衛生対策の
指導が行われ、結果的に日本の公衆衛生の水準は著しく向上した。 
GHQ によって、保健医療行政改革のうち特に行政機構の改革が重点的に行われた。具
体的には、保健医療行政機構が過小であること、保健医療行政の責任者には専門家を充て
るべきであることが指摘され、「日本政府の保健及び厚生行政機構改正に関する件
（SCAPIN945）の覚書」が発信された。これを受け、国は 1946（S21）年に厚生省改革
を行い、従来の衛生局に代えて、公衆保健局、医務局、予防局の３局を設置し、局長に衛
生技官を充てた。また、1947（S22）年には新設された３局で、公衆衛生局衛生統計課、
医務局整備課、予防局検定課、などの課が新設された29。このうち、予防局検定課は、感
染症に関するワクチン等の製造・企画、検査・監督、予防衛生研究所に関することを所掌
していた。 
1947（S22）年 9 月に労働省が創設され、労政局、労働基準局、職業安定局の３局は厚
生省から労働省に移管された。終戦後、GHQ の指示の下に緊急対策として、発疹チフ
ス、パラチフスの予防接種が行われ、患者の発生数、死亡数が激減した。この成果に基づ
き 1948（S23）年、「予防接種法」が制定・施行された。同法は従来の種痘のほか、腸チ
フス、パラチフス、ジフテリア、百日咳及び結核について定期の予防接種を国民の義務と
した。また発疹チフス、コレラ、ペスト、しょう紅熱、インフルエンザ、ワイル病につい
て臨時の予防接種を義務付けた。当時、全国民に種痘以外のものについて予防接種の義務
付けは諸外国にも例がなく、強力な予防接種体制が敷かれた時期であった。しかし結果的
には、予防接種による感染症の予防が短期間に著しい効果を上げ、予防接種の効果を実証
する形となった。 
一方、予防接種法施行直後の 1948（S23）年 11 月、京都市でジフテリア予防接種渦事
件（無毒化が不完全なジフテリアワクチンによる死亡事故）が発生し、死者 68 名という
犠牲者を出した。予防接種の実施継続が危ぶまれたが、その後も予防接種は広範に実施さ
れ、国民に普及した30。 
戦後の GHQ による公衆衛生対策への介入は、基本的には連合国兵士の健康維持を目的
としていたため、権力的かつ徹底的なものであったが結果的には日本の公衆衛生対策の科
学性を高めた。組織的にも衛生技官の登用等により、医学的・科学的な衛生行政を進める
契機となった。 
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図 1-3 労働省分離前後の厚生省の組織体制 
1947（S22）年 5 月 2 日 
労働省分離直前の厚生省 
1948（S23）年 7 月 15 日 
労働省創設時の厚生省 
  
出所：厚生問題研究会（1988）に基づき筆者作成 
 
（4） 高度経済成長期の公衆衛生対策 
1960～70 年代に入ると、上下水道・ごみ処理施設等生活環境施設の整備、国民の生活
水準の向上、ワクチンの改良開発、防疫対策の進歩などにより、感染症の流行規模が縮小
した。公衆衛生対策としては、高度経済成長に伴う公害の深刻化に対処や人口の高齢化等
が新たな社会課題となった。 
また、権力的に進められていた予防接種事業については、その効果を科学的に検証する
動きが広まった。1955（S30）年度に厚生省が実施したジフテリアの免疫調査の結果、一
部の年代で免疫効果が低下している事が確認され、1958（S33）年に予防接種法の改正が
行われ、効果的なワクチン接種が推進されてきた。 
一方で 1959（S34）年の後半から増加した急性灰白随炎（ポリオ）患者に対する緊急の
予防接種等も実施された。内閣は 1960（S35）年 8 月閣議了解により「急性灰白随炎（ポ
リオ）緊急対策要綱」を定め、厚生省はポリオの研究者約 60 名を召集し 1960（S35）年
12 月に「弱毒生ポリオウイルスワクチン研究協議会」を発足させ、対策の検討が進められ
た。認可されていないワクチンの使用について、内閣において方針を定め、厚生省におい
て技術的な検討を行うという連携がなされていたことが推察できる。 
厚生省はソークワクチンと呼ばれる不活化のワクチンを確保し、さらに 1961（S36）年
には予防接種法が改正され、ポリオは定期及び臨時に予防接種を行う疾病に加えられた。
しかし、ポリオ患者数はその後も増加を示したことから、定期接種該当者以外の年齢層に
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社会局 社会局
児童局 S22-S39 児童局
労政局
労働基準局
職業安定局 S22-S22
保険局 保険局
昭和23年7月15日昭和22年5月2日
（労働省分離直前） （労働省の設立）
大臣官房 大臣官房
公衆保健局 S21-S23 公衆衛生局 S23-S59
医務局 S21-S59 医務局
予防局 S21-S24 予防局
薬務局 S23-H9
社会局 社会局
児童局 S22-S39 児童局
労政局
労働基準局
職業安定局 S22-S22
保険局 保険局
昭和23年7月15日昭和22年5月2日
 26 
もワクチン接種を希望する声が高まった。1961（S36）年 6 月に緊急の行政措置として、
ファイザー社製の生ワクチン 35 万人分を緊急輸入及び使用することが判断された。翌
日、当時の古井喜実大臣が新聞に大臣談話を掲載し、大臣が全責任を持つという形を取っ
たとされる。 
また、公害等の環境衛生に対する問題も噴出し、1971（S46）年に環境庁が創設され、
厚生省の一部（大臣官房国立公園部、環境衛生局公害部）が統合された。 
 
（5） 健康被害や薬害への批判の時代 
1976（S51）年、予防接種法が改正され、予防接種による健康被害に対し、医療費・医
療手当て・障がい年金・死亡一時金などの救済制度が設けられた。 
一方、現代の高速交通網の発達や開発等による環境変化等により、1970 年代以降エボラ
出血熱やウエストナイル熱など、多くの新たな感染症が出現し、また、克服されつつある
と考えられてきた結核やマラリアなどの感染症（再興感染症）が再流行するなど脅威が高
まってきた。 
 
図 1-4 環境省創設前後の厚生省の組織体制 
1964（S39）年 7 月 1 日 
（環境庁創設前の厚生省） 
1984（S59）年 7 月 1 日 
（環境庁創設後の厚生省） 
  
出所：厚生問題研究会（1988）に基づき筆者作成 
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公衆衛生局 健康政策局 S59-H13
医務局
保健医療局 S59-H13
生活衛生局 S59-H13
薬務局 薬務局
社会局 社会局
児童家庭局 S39-H13 児童家庭局
環境衛生局 S36-S59
国立公園局 S39-S43
保険局 保険局
年金局 S34-H13 年金局
援護局 S36-H4 援護局
昭和39年7月1日 昭和59年7月1日
大臣官房 大臣官房
公衆衛生局 健康政策局 S59-H13
医務局
保健医療局 S59-H13
生活衛生局 S59-H13
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社会局 社会局
児童家庭局 S39-H13 児童家庭局
環境衛生局 S36-S59
国立公園局 S39-S43
保険局 保険局
年金局 S34-H13 年金局
援護局 S36-H4 援護局
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国の健康危機管理は、厚生労働省の担当部局（医薬・食品局、食品安全部、健康局結核
感染症課）等を中心に、医薬品、食品、感染症等の原因ごとの対策が講じられてきた。し
かし、1980 年代に発生した薬害エイズ問題をきっかけに、横断的な組織における対応の必
要性が認識された。 
具体的には、1997（H9）年、厚生省（当時）大臣官房厚生科学課に健康危機管理対策
室（現健康危機管理災害対策室）が設置され、「厚生省健康危機管理対策基本指針」が発出
された31。同指針では健康危機管理のため、従来は、医薬品、食品に起因する事案（医
薬・食品局）、感染症（健康局）、水に起因する事案（健康局）等、部局ごとに対応してい
たものを、部局横断的に大臣官房で一元的に調整する方針とされたものであり、迅速な情
報収集、対策の策定・実施の基本的な仕組みが定められた32。厚生省において、その他
「感染症健康危機管理実施要領」等が発出され、健康危機管理に対する国の基本方針とと
もに、自治体に対する健康危機管理体制の確保を求める法令等の改正が行われた。 
1948（S23）年に予防接種法が制定され、12 疾病のワクチン接種が義務化された後、感
染症による死者は大きく減少した。一方で、1960 年代半ば頃からワクチンによる健康被害
等が注視されるようになった。特に、1989（H1）年から開始された MMR ワクチン33の副
反応として、無菌性髄膜炎が多発したことで訴訟が起き、４年後に中止される事態になっ
た。 
その後、1994（H6）年に予防接種法が改正され、接種要件が「義務」から「勧奨」接
種へと緩和され、接種形態も「集団」から「個別」接種へと変わり、予防接種の有無は個
人の判断に委ねられることとなった。この方針はその後も続き、結果として、ワクチンの
接種率が大幅に低下した。手塚（2010）は、こうした経緯から厚生労働省の予防接種行政
は縮小し、不作為過誤の行政が続いている点を指摘している。 
予防接種後の有害事象の中には『紛れ込み』と呼ばれる、偶然の副反応も存在するが、
その因果関係の立証が困難であり、予防接種に起因するという心証を与える例も多い。こ
のため、国による「無過失責任」が認められたことも、国の不作為過誤を招く結果となっ
た点が指摘される（手塚、2010）。 
こうした背景の下、1998（H10）年に感染症法が制定され、1999（H11）年に施行され
た。同法は、従来、感染症対策を担ってきた伝染病予防法、性病予防法、「後天性免疫不全
症候群の予防に関する法律（以下「エイズ予防法」という。）」を廃止・統合して制定され
たものである。 
感染症法や検疫法によって実施できる措置は、患者の隔離や停留、入院勧告、外出自粛
要請等である。これらの対応は、「感染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由」があ
る場合にのみ執行可能である。我が国の感染症対策は、歴史的に患者に対する差別的な隔
離政策等が行われた歴史もあり、感染症法では「患者等の人権を尊重」することが法律の
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序文に記されている。感染症法は、科学的な根拠なしに、隔離や入院措置などの移動の自
由を侵害する人権侵害につながる措置を行わない、という考え方に基づいていると言え
る。 
また、感染症法においては、2003（H15）年に発生した重症急性呼吸器症候群（Severe 
Acute Respiratory Syndrome；以下、「SARS」という。）の対応への経験から、検疫所と
の連携（感染症法第 15 条の 3）などの項目が強化されるとともに、新型インフルエンザ発
生の懸念から、新型インフルエンザが感染症法上の新たな類型に組み入れられるなどの改
正が行われた。 
 
（6） 健康危機管理の強化 
1990 年代、阪神・淡路大震災（1995（H7）年）、犯罪としては地下鉄サリン事件
（1995（H7）年）など、国民の生命、健康の安全に重大な影響を及ぼす事態が頻発した
ことを受けて、健康危機管理のあり方が問題となった。 
1998（H10）年 4 月内閣官房に危機管理監が設置され、重大な緊急事態への対処及び発
生防止を所管することとなった（内閣法第 15 条）。また、厚生労働省の健康危機管理は、
大臣官房に設置された「厚生科学課・健康危機管理対策室」を中心に国内外の健康危機情
報を集約し、適宜、健康危機管理担当部局と調整することとなっている。厚生労働省内で
解決できる事案は、厚労省内の「健康危機管理対策部局」において対策の検討及び決定
し、省内で解決できない大規模な緊急事態が発生した場合には、厚生労働省の幹部（技術
総括審議官）が官邸危機管理センターに参集し、省庁横断的に対応することとなってい
る。 
同時に厚生省公衆衛生審議会に、健康危機に対する自治体の保健衛生部門の役割を検討
する「地域保健問題検討会」が設置され（1997（H9）年 11 月）、「地域における健康危機
管理の在り方について」等の提言（1999 年 8 月）」が行われた。厚生省ではこの提言を踏
まえ、「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」を 2000（H12）年 3 月に改正し、保
健所が地域保健の専門的技術的かつ広域的拠点であり、健康危機管理においても中核的役
割を果たすべきであるという方針が示された34。 
さらに、2003（H15）年に発生した SARS や高病原性鳥インフルエンザなどの新興・再
興感染症、腸管出血性大腸菌 O-157 による大規模食中毒、阪神淡路大震災などの自然災害
をきっかけとして体制が強化された。特に国及び自治体ともに、緊急時における初動体制
の不備が指摘されたことから、初動体制の強化が行われた。 
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表 1-1 国の健康危機管理体制の歴史的背景 
年月 組織改正・法改正等 区分 概 要 
1872 年 
（M5） 
文部省医務課設置  組織 
国の西洋医学採用の方針に伴い、衛生行政（国民の健康
保護と疾病の治療）を所管する行政として設置。 
1874 年 
（M7） 
医制公布 法令 
医療制度や衛生行政に関する各種規定を定めた日本初の
近代的医事衛生法規が公布 
1875 年 
（M8） 
内務省官制の制定 
内務省衛生局創設  
法令 
組織 
内務省官制に基づき、衛生行政が文部省医務課から内務
省衛生局に移管。 
1879 年 
（M11） 
コレラ病予防規則の制
定 
法令 1879 年のコレラ大流行（患者数 16 万人、死亡者 10 万
人）に対応するため、感染症予防対策を定めたもの。 
1880 年 
（M13） 
伝染病予防規則の制定 法令 コレラ大流行に対応し、統一的かつ恒常的な感染症予防
対策を定めたもの。 
1897 年 
（M30） 
伝染病予防法の制定 法令 コレラ、赤痢、ペスト等の８疾病を対象疾病とし、患者
等の届出義務、隔離、患家の交通遮断等を規定。1999 年
4 月に「感染症予防法」が施行されるまで、約一世紀に渡
り国内感染症予防の中心法規となった。 
1904 年 
（M37） 
結核予防規則 法令 都市労働者間での結核の流行が問題となり、同法が制
定。（1900～1920 年代の結核死亡者数は 10 万人以上で推
移したとされる） 
1918 年 
（T7） 
新型インフルエンザ
（スペインインフルエ
ンザ）の大流行 
社会
情勢 
世界的に新型インフルエンザが大流行し約 4000 万人の死
亡者が発生。日本でも約 39 万人の死者数であったと推計
されている。 
1919 年 
（T8） 
結核予防法の制定 法令 結核患者の増加に対して、統一的な結核予防施策を望む
声を受けて、制定された。（感染源となる患者の隔離等を
中心とするものであった） 
1937 年 
（S12） 
保健所法制定 
保健所の設置 
法令 
組織 
国民を対象とする国の健康指導相談の機関として、全国
で 49 か所に設置、以後 5 年間で 187 か所に整備された。 
1938 年 
（S13） 
厚生省創設 
法令
組織 
厚生省官制に基づき内務省から分離する形で厚生省が設
置され、保健所を含む衛生行政は厚生省衛生局の所管と
なった。 
1947 年 
（S22） 
厚生省から労働省が分
離 組織 
労政局、労働基準局、職業安定局の 3 局が厚生省から労
働省に移管された。 
1948 年 
（S23） 
予防接種法の施行 
法令 
天然痘、百日せき、ペスト、コレラ、インフルエンザ等
の 12 疾病を対象とし、定期接種、臨時接種の枠組みを定
めたもの。被接種者に接種義務あり。 
※1994 年の予防接種法の改正により努力規定と改正され
るまで義務規定があった。 
1951 年 
（S26） 
結核予防法の施行 
法令 
同名の「結核予防法」（大正 8 年法律第 26 号）が廃止さ
れ新たに制定されたもの。予防体系の確立を図ることに
重点が置かれ、治療の患者の医療費負担を公費により軽
減する制度が設けられた。 
※2007 年 3 月 31 日に廃止され、感染症法に統合。 
1952 年 
（S27） 
検疫法施行 
法令 
コレラ、ペスト、痘そう、黄熱を対象疾病とし、海外か
らの入国者の国内侵入を阻止するために制定された。 
1956 年 
（S31） 
新型インフルエンザ
（アジアインフルエン
ザ）の大流行 
社会
情勢 
世界的に新型インフルエンザが流行し約 200 万人の死亡
者が発生。日本では約 1 万人の死者数であったと推計さ
れている。 
1989 年 
（H1） 
エイズ予防法制定 
法令 後天性免疫不全症候群の予防に関する法律 
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表 1-1 国の健康危機管理体制の歴史的背景（つづき） 
年月 組織改正・法改正等 区分 概 要 
1992 年 
（H4） 
予防接種ワクチン禍集
団訴訟 
社会
情勢 
予防接種ワクチンによる副反応訴訟。国の無過失責任を
認める判決がなされた。 
1994 年 
（H6） 
予防接種法一部改定 
法令 
予防接種法対象疾病からインフルエンザ、コレラ、痘そ
う、ワイル熱が削除された。 
1995 年 
（H7） 
阪神・淡路大震災 
地下鉄サリン事件 
社会
情勢 
国・自治体の危機管理に対する初動対応が問題視され、
国及び自治体において危機管理監の設置が進められる。 
1996 年 
（H8） 
危機管理センター、内
閣情報集約センター設
置 
組織 
官邸の危機管理機能を強化する目的で、官邸に危機管理
センター、内閣情報集約センター（24 時間体制）が整備
された。 
1998 年 
（H10） 
内閣危機管理監の設置 
法令
組織 
内閣の危機管理機能強化の一環として、内閣法の改定に
より内閣官房に危機管理監が設置される。 
※重大テロ発生時の国の初動体制が閣議決定される 
1998 年 
（H10）  
感染症法制定 
法令 
伝染病予防法、エイズ予防法を組み込む形で制定。患者
の届出義務、隔離等を規定するもの。1999 年施行。 
2000 年 
（H12） 
「地域保健対策の推進
に関する基本的な指
針」（厚生省告示）の
一部改正 
法令 
都道府県、政令保健所及び市町村保健センターの整備、
⑥地域健康対策にかかる人材の確保及び資質の向上、な
どの項目が改正の主な事項としてあげられた。 
2000 年 
（H12） 
地方分権一括法 
法令 
感染症法における都道府県・市町村の役割が、法定受託
事務と定められた。 
2001 年 
（H13） 
厚生労働省創設 
組織 
厚生省と労働省が合体し、厚生労働省という巨大省庁が
誕生した。 
2003 年 
（H15） 
感染症法の改正 
法令 
SARS への対応を踏まえて感染症法上の一類感染症の対
象疾病として重症急性呼吸器症候群（SARS）が指定。 
※検疫の強化（健康監視）に対応するため、検疫所との
連携等（第 15 条 3）等が組み込まれた。 
2009 年 
（H21） 
新型インフルエンザ
H1N1 発生 
社会
情勢 
病原性が弱く健康被害は少なかったが、想定外の事態と
して、社会の混乱が生じた。 
2012 年 
（H24） 
新型インフルエンザ等
対策特別措置法成立 法令 
健康危機発生時に緊急事態宣言を発出し、健康危機管理
を行う目的で法整備された。 
2013 年 
（H25） 
内閣官房国際感染症対
策調整室設置 組織 
西アフリカで発生したエボラ出血熱対応等を目的として
設置された。 
出所：内務省史（1980）、厚生問題研究会（1988）、厚生労働統計（2014）等をもとに筆者作成 
 
（7） 健康危機管理に関する現在の国の体制 
厚生労働省における健康危機管理体制は、危機の要因（医薬品、食品、感染症、飲料
水）ごとに、医療法、食品衛生法、感染症法、水道法等の各種の法令が定められて実施さ
れてきた。しかし数々の健康危機を経て、大臣官房に健康危機・災害対策室が設置され、
部局横断的に危機管理を行う体制が整備されている。 
本稿で取り扱う新型インフルエンザに関しては、健康局内の結核感染症課及び新型イン
フルエンザ対策推進室が所管しているが、検疫に関しては医薬・生活衛生局検疫所業務管
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理室、ワクチン製造等は医薬・生活衛生局血液対策課、医薬品等の流通は医政局経済課が
所管するなど、部局横断的な取り組みである。 
また、第二次世界大戦後に GHQ において、公衆衛生関係の部局の長には公衆衛生の専
門家を充てる方針が定められて以降、2017（H29）年 1 月時点も主要な部局の長に医系技
官が充てられている。特に新型インフルエンザの主要な対応部局である健康局、結核感染
症課、新型インフルエンザ等対策室の局長・課長・室長は医系技官が充てられている実態
にある。（図 1-5） 
こうした人事は科学的・医学的な公衆衛生政策を進める目的であり、厚生労働省の健康
危機管理体制は科学的・医学的な対応が求められる体制であった点が確認できる。 
 
図 1-5 厚生労働省の新型インフルエンザ対策に関わる組織（2017（H29）年時点） 
 
出所：厚生労働省 Web サイト35に基づき筆者作成 
 
一方、国内外の健康危険情報について横断的な役割りを果たす目的で、大臣官房厚生科
学課健康危機管理対策室が設置されている。同室は、国内の病院・保健所（都道府県、政
令市等）、海外の関係機関等から直接又は厚生労働省の担当部署等を通じて、情報を集約す
る役割有する。また、内閣官房への情報共有等も当該部署を通じて行われる仕組みが構築
されている。（図 1-6） 
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図 1-6 国（厚生労働省）の健康危機情報収集体制 
 
出所：厚生労働省大臣官房厚生科学課長（2011）等を元に筆者作成 
 
2.  内閣官房における健康危機管理の歴史的経緯 
内閣官房の健康危機管理体制を整理するため、まず、健康危機管理の上位概念とする危
機管理の体制の概要に触れる。 
 
（1） 内閣官房の機能強化及び総合調整機能の強化 
内閣の体制は、内閣総理大臣を直接に補佐・支援する機関である内閣官房において担っ
ており、内閣総理大臣以下、内閣官房長官、内閣官房副長官に次いで、内閣官房危機管理
監の役職が設置されている（図 1-7）。 
1999（H11）年の橋本行革により実施された内閣機能の強化の意図は、国会と内閣を対
等と見る三権分立の考え方を否定し、議院内閣制の理念を再確認することにあった、と考
えられる。西尾（2001）は、これを「主権者たる国民→国権の最高機関である国会→内閣
総理大臣→内閣→各省大臣」の構図を明記したもの、と解説している。 
いずれにしても、内閣の危機管理機能も強化され、各省庁に対する総合調整機能が明治
的にされている。各省庁に対する総合調整機能を具現化する役割として、内閣参事官とし
て各省庁の課長級ポストの人材が配置されている。 
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図 1-7 国（内閣官房）の危機管理に関する組織（2017 年時点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：内閣官房組織図36をもとに筆者作成 
 
（2） 内閣官房における危機管理体制の概要 
内閣官房では、1996（H8）年に設置された内閣情報集約センターにおいて、24 時間体
制で大災害や重大な事故・事件に関する情報が処理されている。同センターは、警察庁、
消防庁、防衛省、海上保安庁等からの出向者で組織されており、情報集約センターが受け
付けた通報は官邸危機管理センターに通報され、必要に応じて初動対応態勢が整えられ
る。さらに、1997（H9）年に「内閣の危機管理機能の強化に関する行政改革会議」にお
ける提言を受けて、内閣の危機管理機能が強化されることとなり、その一環で 1998
（H10）年 4 月内閣危機管理監が設置されるとともに、内閣安全保障室が内閣安全保障・
危機管理室に改変された。 
内閣危機管理監は、国の防衛を除く国民全般の危機管理を統括することを職務としてお
り、『国民の生命、身体又は財産に重大な被害が生じ又は生じるおそれがある緊急の事態へ
の対処及び当該事態の発生の防止の役割』が所掌業務となっている（内閣法第 15 条）37。
危機管理監は特別職の国家公務員であり、内閣総理大臣の申出により内閣において任免さ
れる。なお、歴代の内閣危機管理監は警察庁出身者が任命されている。 
また、2003（H15）年 11 月の閣議決定により、内閣危機管理監が官邸危機管理センタ
ーに他省庁を含めた緊急参集チームを緊急参集させることも定められている38。 
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危機が多様化し、一省庁では対応できない事案が増加したことを背景に、内閣官房が危
機管理を主導する流れがある。内閣官房の危機管理体制は、重大テロ発生時の国の初動措
置（1998（H10）年）、不審船への国の初動措置（2001（H13）年）など個別の危機に対
する初動措置の他、あらゆる緊急事態への国の初動対処体制についても閣議決定された
（2003（H15）年）。 
健康危機管理に関しても、2009（H21）年に内閣官房に「新型インフルエンザ等対策
室」が設置されて以降、感染症パンデミックに対する内閣官房の役割が大きくなった。
2014（H25）年に西アフリカを中心にエボラ出血熱が流行した際にも、「エボラ出血熱対
策室」が設置され、日本からも厚生労働省及び外務省、国際協力機構（JICA）等を通じ
て、多くの専門家が海外派遣され、国際的な支援が行われた。 
 
表 1-2 官邸の緊急事態対処体制整備の主な経緯 
年月 概   要 
1995(H7)年 2月 大規模災害に対応する緊急参集チームを設置 
情報伝達窓口を内閣情報調査室とする閣議決定 
1996(H8)年 4月 官邸に危機管理センターを設置 
1996(H8)年 5月 官邸に 24時間体制の内閣情報集約センターを設置 
1997(H9)年 5月 （内閣の危機管理機能の強化に関する行政改革会議の意見集約） 
1998(H10)年 4月 内閣危機管理監を設置。内閣安全保障室を内閣安全保障・危機管理室に改組 
1998(H10)年 4月 重大テロ発生時の国の初動措置を閣議決定 
2001(H13)年１月 内閣安全保障・危機管理室を官房副長官補付に改組 
2002(H14)年 4月 新官邸危機管理センターの運用開始 
2003(H15)年 6月 安全保障会議の下に事態対処専門委員会を設置 
2003(H15)年 11月 あらゆる緊急事態への国の初動対処体制について閣議決定 
各種事案に対応する緊急参集チームを新たに構成 
2004(H16)年１月 水際危機管理チーム、空港・港湾危機管理官を設置 
2009(H21)年 7月 新型インフルエンザ等対策室設置 
2014(H26)年 10月 エボラ出血熱対策室設置（西アフリカを中心にエボラ出血熱の流行） 
2015(H27)年 9月 国際感染症対策調整室設置 
出所：内閣官房組織図、及び内閣法の記載等をもとに筆者作成 
 
 
第2節 自治体の健康危機管理体制とその歴史的経緯 
本節では、自治体の健康危機管理体制の歴史的背景を調査・分析する。明治時代に府県
に設置された衛生課や戦前に国の組織として全国に設置された保健所を含め、現在の自治
体の健康危機管理体制の背景を示す。 
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1.  自治体の健康危機管理体制の経緯 
自治体の健康危機管理体制について、戦前から戦後及び 2000（H12）年の地方分権改革
による機関委任事務の廃止等について、歴史的背景を分析する。 
 
（1） 戦前の地方における衛生行政 
1874（M7）年に公布された「医政」に基づき、各府県に地方官の下に医務掛吏員が置
かれた。さらに、明治初期のコレラの大流行等の結果、衛生行政に対する需要が増大し、
1879（M12）年に内務省から府県に衛生課の設置が指示された。 
1886（M19）年、「地方官官制」が制定され、各府県に一律に第一部、第二部、印税
部、警察本部が設置され、衛生事務が第二部に置かれた。同時に郡区に警察署及び警察分
署がおかれ、行政警察事務の一部として実施された。1890（M23）年に地方官官制が改正
され、府県に内務部が設置され、衛生事務を所掌することとなった。同年、府県制と郡制
も制定され、地方制度は府県、郡市、町村からなる三層に構造化された。これにより町村
は郡の、郡市は府県の、府県は内務省の監督を受けるという上下のヒエラルヒー構造が明
確化された39。西尾（2001）は、これらの制度により市町村の地方自治は強化され、府県
の官治団体としての性格が強化された、としている。 
大正期に入り、結核、乳児死亡率、性病の蔓延等の問題や、世界的に大流行したスペイ
ンインフルエンザと呼ばれる新型インフルエンザの流行（1918（T7）年）、等を契機とし
て、各地域に簡易保険健康相談所（1922（T11）年設置）、結核予防健康相談所（1923
（T12）年設置）、小児保健所（1926（T15）年設置）、健康保険健康相談所（1934（S9）
年設置）等の、現在の保健所に類似した機能を有する機関が出現した。 
その後、1937（S12）年に「保健所法」が制定され、全国に保健所が設置された。設置
当時の保健所は行政権限を持たず、国民一般を対象とする国の健康指導相談の指導機関と
位置づけられていた40。 
1893（M26）年に地方官官制が全面改正され、衛生事務は内務部から警察部に移管され
た。郡区の衛生行政が警察署を通じて行われていたため、その効率化を目的としたもので
あった41 。 
その後、1942（S17）年の「地方官官制」等の改正に伴い、警察の所管であった衛生事
務が内政部に移管された。これに伴い、各府県の警察部長が務めていた臨時海港検疫所長
は、内政部長が務めることとなった42。 
上記のように衛生行政は内務省で事務を所掌しつつも、実務を警察行政によって担われ
ていた歴史がある。特に感染症対策については、相談指導の機能のほか患者の隔離等の実
働が伴うため、衛生行政のみでは困難であるという性格があるためであると考えられる。 
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（2） GHQの指導による自治体の保健行政の変化 
第二次世界大戦後、GHQ は地方においても各府県に衛生部及び民生部を置くように指
示し、1947（S22）年の地方自治法の改正に伴い、法律的に必置のものとされた。また、
1942（S17）年に道府県の衛生行政が警察部から内政部に移管された後も、食品衛生、急
性伝染病予防等は、警察部で所管されてきたが、これらも含め、1947（S22）年 4 月から
衛生部で所管することとなった。 
さらに、GHQ の意向により保健所が公衆衛生対策の第一線機関として活用することと
され、1947（S22）年 4 月「保健所機構の拡充強化に関する件」の覚書が発せられ、同
年、保健所法が全面改正された。保健所は健康相談、保健指導のほか、医事・薬事・食品
衛生・環境衛生などに関する行政機能を併せ持ち、公衆衛生の主要な機関として飛躍的に
拡充強化された。発足当時、全国に 675 か所、定員約 19,000 人となり戦前に比べて３倍
近い人員となっていた。 
なお、以前の保健所は都道府県及び勅令指定の 5 市（京都市、大阪市、横浜市、神戸
市、名古屋市）に設置されていた。1948（S23）年に GHQ から、市に設置される保健所
は市が設置主体になるべきとの意向が示され、「保健所法施行令（1948（S23）年）」に規
定する 30 市が保健所の設置主体となった。これに伴い、市設置の保健所にも都道府県知
事の権限を委任するという独特の法制が採用された43 。 
 
（3） 地方分権と危機管理体制強化の動向 
自治体の組織体制は、2000 年 4 月の地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関
する法律（以下、「地方分権一括法」）の施行に伴い、自治体行政を自主的かつ総合的に実
施するよう変革が進められた。山之内ら（2008）は、先進的な自治体において首長のトッ
プマネジメントをサポートするために民間企業の組織管理手法の一部を取り入れるなど、
様々な取り組みがされている点を明らかにするとともに、これらの取り組みが恒常的にな
るよう、条例等により制度的な位置づけを明確にすべきであると論じている。 
総務省に設置された研究会（分権型社会に対応した地方行政組織運営の刷新に関する研
究会）が発表した「分権型社会における自治体経営の刷新戦略（2005 年）」においても、
自治体の自主的、総合的な行政運営のためには、「首長のリーダーシップとそれを支えるト
ップマネジメントサポート機能の強化が重要」である点が指摘されている44。 
また、自治体における危機管理体制は、近年の自然災害等の頻発・大規模化を踏まえ
て、総務省消防庁等を中心として、様々な検討がなされている45。同検討会では、自治体
の危機管理対応のために危機管理専門部局の設置や危機管理幹部の権限の付与が重要であ
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る点が言及されている46。さらに、自治体の現在の体制として、危機管理担当は総務部局
又は生活・環境部局に属する割合が多いが、危機管理専門部局が増加している状況も確認
されている。中邨ら（2014）において、阪神淡路大震災以降、危機管理を担当する専門部
門を設置する自治体の増加、2011 年東日本大震災を機にさらに危機管理専門の部門を新設
する動きがみられている点が指摘されている。 
 
（4） 地方分権改革と感染症対策の動向 
自然災害を中心とした危機管理体制における自治の強化の一方で、健康危機に関して
は、国の指示に基づき対応する方向が強い。上記の地方分権一括法の施行に伴い、機関委
任事務が廃止された後も、感染症法の一部は法定受託事務として厚生労働大臣が都道府県
知事に指示することができるとされている47。 
これは、感染症対策が平成 10 年 5 月に制定された地方分権推進計画に示された自治体
に対する国の関与の例外規定にあたるためである48。 
 
2.  保健所の機能について 
日本における保健衛生行政は、「国（厚生労働省）－都道府県（保健衛生部局）・保健所
－市町村（保健衛生部局）・保健センター」という体系となっている。保健所長は医師の資
格を持つものが充てられることとなっており、専門家としての役割も期待されている。保
健所長という立場は、専門家としての役割とマネジメントの両方を兼ね備えた能力が期待
されていると考えられる。なお、政令市等では、保健所が市町村の保健衛生部局を兼ねる
体制となっている場合もある。 
前項で示したとおり、保健所は内務省衛生局によって、地方における健康指導相談の拠
点として 1938（S13）年に創設された。戦後、1947（S22）年の保健所法の全面改訂に伴
い、都道府県等の組織として位置づけられるとともに、行政機関としての機能を持つこと
となった。その原型は、1948（S23）年 GHQ の占領下で制定された保健所法において、
環境衛生と対人保健を一体化・総合化した行政機関として位置づけられたものであるとさ
れている。 
保健所の主な業務は地域保健法に定められている業務（表 1-3）について、企画、調
整、指導及びこれらに必要な事業を行うことである。保健所は住民に対する保健衛生行政
の窓口であるとともに、中核的な組織として機能しているといえる。 
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表 1-3 保健所の主な業務 
・地域保健に関する思想の普及及び向上に関する事項 
・人口動態統計その他地域保健に係る統計に関する事項 
・栄養の改善及び食品衛生に関する事項 
・住宅、水道、下水道、廃棄物の処理、清掃その他の環境の衛生に関する事項 
・医事及び薬事に関する事項 
・保健師に関する事項 
・公共医療事業の向上及び増進に関する事項 
・母性、乳幼児、老人の保健に関する事項 
・歯科保健に関する事項／精神保健に関する事項 
・治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病により長期に療養を必要とする者の保健に
関する事項 
・エイズ、結核、性病、伝染病その他の疾病の予防に関する事項 
・衛生上の試験及び検査に関する事項 
・その他地域住民の健康の保持及び増進に関する事項 
出所：地域保健法（第６条）から抜粋。強調、下線は筆者が加筆 
 
現在、保健所は人口 30 万人以上の市に設置することが目安とされ、地域保健法（第 5
条）において、都道府県、指定都市、中核市、その他政令で定める市及び特別区に設置す
ることが定められている。2018（H30）年 2 月時点、保健所は全国に 495 か所が設置され
ており、そのうち都道府県主体は 363 か所、１都道府県平均で 7.7 か所設置されている
（表 0-6）。 
一方、指定都市の保健所は１都市１保健所の例が多く、中核市及びその他政令市は１市
１保健所と定められている。都道府県には自治体に複数保健所が設置されているが、政令
市等には１市１保健所である点は、保健所が健康危機管理の中心的役割を果たす体制とし
ては重要な点であると考えられる。 
保健所における健康危機管理の業務は、「健康危機の発生の未然防止」、「健康危機発生時
に備えた準備」、「健康危機への対応」、「健康危機による被害の回復」の４つに分けて整理
される49。 
組織上の保健所は、都道府県や政令市等の保健衛生部局の一部と位置付けられている
が、歴史的に国が管理していた時期があることや、保健所長に医師を配置する人事の問題
等もあり、その独立性が問題視されている面もある。感染症対策に関しては、医療機関で
感染症患者が確認された場合、医療機関から保健所に連絡され、保健所から直接厚生労働
省に報告するという情報の流れもある。また、保健所間の横のつながりも強く、全国の保
健所が連携した全国保健所長会が組織されている。さらに保健所長会として行動計画やガ
イドライン等の作成、人材育成などの機能も有しており、独立性の高さが推察される。 
2000（H12）年 3 月に保健所法を改定して制定された地域保健法において、住民に身近
で頻度の高い母子保健サービスなどの主な実施主体が市町村に変更され、既存の市町村サ
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ービスである老人保健サービスと併せて、保健サービスを一元的に市町村が提供する方針
が示された。現在は、保健所を組織上の本庁の部相当の組織として、既存の保健衛生部局
と統合させる動きも報告されている。こうした動きは、健康危機管理に備えて保健所の専
門職員が対策に専念できるよう、意思決定過程をできるだけ短くする目的がある点も指摘
されている（野沢、2010）。 
なお、地域保健法第 9 条において、保健所の設置者である都道府県等は、職権に属する
事項（地域保健法第 6 条）について、保健所長に委任することができるとされている50。
神尾ら（2006）が実施した、全国の自治体に対する保健所長への委任状況についての調査
をみると、多数の自治体で健康危機管理に関して首長の権限を保健所長等に「事務委任」
又は、権限は首長のままで、判断を任せる「専決」を行っていることが確認できる（表 
1-4）。 
特に新型インフルエンザ発生時に実施される健康診断の実施（第 17 条第 2 項）や入院
の勧告、入院の実施については、保健所長等に委任されている割合が高い。ただし、社会
的影響の大きい一部の措置、例えば地域保健法第 33 条（交通の制限及び遮断）等につい
ては、保健所長に委任している自治体はごく少数（3.6％）であり、首長が判断することと
している割合が高い（65.4%）。神尾ら（2006）は、「交通遮断及び制限（第 33 条）」につ
いても、一部の県市区が保健所に権限を委任していることを問題視しており、これは権限
内容の重さを認識しているとは言いがたく、首長が総合的な判断を下すべきである、と指
摘している。 
 
表 1-4 感染症法における首長から保健所長への委任状況（2002（H14）年時点） 
感染症法の条項 内容 
首長のまま
（％） 
保健所長・
統合組織の
長委任
（％） 
第 17 条第１項 健康診断の勧告 9.1 90.9 
第 17 条第２項 健康診断の実施 10.9 89.1 
第 18 条第４項 就業制限に係る確認 7.3 92.7 
第 19 条第１項 入院の勧告（一類感染症患者※） 8.2 91.8 
第 19 条第２項・４項 入院の実施（一類感染症患者※） 9.1 90.9 
第 21 条 入院患者の移送（一類感染症患者※） 14.5 85.5 
第 30 条第２項 埋葬の許可 17.3 82.7 
第 32 条 建物に係る措置 54.6 44.4 
第 33 条 交通の制限及び遮断 65.4 3.6 
第 35 条第１項 質問及び調査 14.5 85.5 
第 45 条第１項 新感染症に係る健康診断の勧告 25.5 74.5 
※第 26 条に新型インフルエンザ等感染症の準用規定あり51 
出所：神尾ら（2006）52を基に、筆者作成 
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3.  地方分権と危機管理体制の流れ 
自治体の危機管理に関しては、自然災害・異常気象の頻発・大規模化等に伴い、総合的
な危機管理体制を強化することが課題とされている。現在の自治体における危機管理が自
然災害中心であり、感染症等の健康危機を想定したものとなっていない点が示唆される。 
自治体においては、2000（H12）年の地方分権一括法等を背景に自主的かつ総合的な行
政運営の機運が高まり、首長のリーダーシップ及びそれを支えるトップマネジメント機能
（官房機能）の強化が進められてきた。自然災害に関しても、阪神淡路大震災、中越地
震、東日本大震災等の経験を踏まえ、危機管理専門部局を設置し、組織横断的な危機管理
を行う動きが確認されている。特に、都道府県については、危機管理専門部局を設置する
動きが強く、既に多くの自治体で整備されている。しかし、これらの危機管理専門部局の
所掌に感染症が含まれていない例もある53。 
 
第3節 健康危機管理における法体系 
感染症は感染症法、検疫法及び予防接種法等に基づいて対応されている。 
また、全国にかつ急速にまん延し、国民生活及び国民経済に重大な影響を及ぼす影響の
ある新感染症等の場合は 2013（H25）年 4 月に施行された特措法の対象となる。 
本項では、健康危機管理のうち感染症対策の根拠となる感染症法、検疫法、及び予防接
種法について、国と自治体の権限を分析する。 
 
1.  感染症法について 
感染症対策の中核となる感染症法は、伝染病予防法、エイズ予防法を組み入れる形で、
1999（H11）年に制定され、その後、2003（H15）年に発生した SARS への対応から得ら
れた教訓などを踏まえ、2006（H18）年には生物テロや事故による感染症の発生・まん延
を防止するための病原体管理体制の確立等を目的として法改正が行われた。 
感染症法においては、感染症の発生状況に即してきめ細かく対応することが必要である
ため、一義的に都道府県が現地の実情に即応して迅速に判断し、入院措置等を含めて実施
できる体制となっている。 
感染症法は、感染症を病原性の程度で６つに区分され（一類・二類・三類・一類・五
類、新型インフルエンザ等感染症）、各々の感染症に応じたまん延防止・予防を目的とした
措置が行われる。具体的には、「感染症に関する情報の収集及び公表（第 12 条～第 16
条）」、「健康診断、就業制限及び入院（第 17 条～第 26 条）」、「消毒その他の措置（第 27
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条～第 36 条）」、「医療（第 37 条～第 44 条）」等の措置を、都道府県知事が行うこととさ
れている。 
本稿では、新型インフルエンザ発生後の初動対応の１つである隔離や停留などについて
着目したが、感染者を隔離・停留できるのは、非常に感染力が強いまたは致死率が高い感
染症に限定される措置である。具体的には、一類感染症（エボラ出血熱、ペスト等）や新
型インフルエンザ等感染症の患者又は感染疑いがある者に限定される54。 
下記に、感染症法及び検疫法の対策の一部を記載する。（表 1-5） 
 
表 1-5 類型（対象疾病）ごとに感染症法及び検疫法で定められている措置 
類型 
一類感染
症 
二類感染症 
三類感染
症 
四 類 感 染
症 
五 類 感 染
症 
新型イン
フルエン
ザ等感染
症 
疾病名 
 
措置内容 
エボラ出血
熱、ﾍﾟｽﾄ、
ラッサ熱 
等 
結核､SARS、
鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
(H5N1,H7N3）
等 
コレラ、細
菌性赤痢、
腸チフス 
等 
黄熱、狂犬
病、マラリ
ア 等 
ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ、
性器ｸﾗﾐｼﾞｱ
感染症、梅
毒 等 
新型インフ
ルエンザ／
再興型イン
フルエンザﾞ 
隔離【検疫法】 ○ × × × × ○ 
停留【検疫法】 ○ × × × × ○ 
検査【検疫法】 ○ × × × × ○ 
入院の勧告・措
置 
○ ○ × × × ○ 
就業制限 ○ ○ ○ × × ○ 
医師の届出 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
健康状態の報告
要請 
× × × × × ○ 
外出自粛要請 × × × × × ○ 
出所：感染症法研究会（2008）を基に筆者作成 
 
また、感染症法及び検疫法に定められている厚生労働省及び都道府県等の主な役割を以
下に示す。2008（H20）年 5 月感染症法上の改正で、新たな類型として新型インフルエン
ザ及び再興型インフルエンザが規定された。この改定によって、検疫所長が都道府県知事
に新型インフルエンザ疑い患者等の情報を通知し、都道府県知事による健康監視を行うこ
となどが規定された。（表 1-6）。 
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表 1-6 感染症法に定められている厚生労働省と都道府県等の主な役割 
●国（厚生労働大臣）の役割 
・ 感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針を策定する（感染症法第 9 条） 
・ 厚生労働省は、感染症の発生予防又は感染症の発生状況・動向・原因を明らかにする必要があ
るときは、指定感染症の疑いがある者に質問や調査をすることができる。（感染症法第 15
条） 
●国（検疫所）の役割 
・ 検疫所長は、健康状態に異状を生じた者を確認したときは、当該者の居所の所在地を管轄す
る都道府県知事に当該指示した事項その他の厚生労働省令で定める事項を通知しなければな
らない。（検疫法 第 18 条 4） 
●都道府県等の役割（保健所設置市・特別区は、市長又は区長） 
・ 都道府県知事は、指定感染症の感染が疑われる者について医師から連絡を受けた際、定めら
れた期間内に当該届出の内容を厚生労働大臣に報告しなければならない。（第 12 条 1） 
・ 指定感染症に関する発生状況及び動向の把握し、厚生労働大臣に報告しなければならない
（第 14 条）※基本的には、季節性インフルエンザ等の定点観測を想定されたもの 
・ 都道府県知事は、検疫法の規定により検疫所長から健康状態に異状を生じた者に対し（略）、
当該都道府県の職員に、当該健康状態に異状を生じた者その他の関係者に質問させ、又は必
要な調査をさせることができる。（感染症法 第 15 条 2） 
・ 都道府県知事は、一類感染症のまん延を防止するため必要があると認めるときは、当該感染
症の患者に対し感染症指定医療機関への入院を勧告することができる。勧告に従わないとき
は入院させることができる。（第 19 条）（第 26 条に新型インフルエンザの準用規定） 
● 市区町村の役割（※保健所設置市は上記の都道府県等の役割に加え、以下の役割を担う） 
・ 市町村は、都道府県知事が生活の用に供される水の使用又は給水を制限し、又は禁止すべきこ
とを命じたときは、同項に規定する期間中、当該生活の用に供される水の使用者に対し、生活
の用に供される水を供給しなければならない。（第 31 条） 
出所：感染症法及び検疫法の条文から筆者が抜粋、要約。強調・下線は筆者が加筆。 
 
健康監視は、従来は、検疫所（厚生労働省）によって行われており、健康状態に異状が
生じた者が確認された場合に、都道府県に通知され、都道府県知事により質問や調査が行
われる仕組みとなっていた。しかし、新型インフルエンザのように感染力が強い感染症の
場合、健康状態に異常が生じてから、都道府県知事に通知が行われたのでは、国内対応が
遅れる可能性がある。 
このため、新型インフルエンザに対する健康監視については、健康状態に異状がない場
合でも、感染したおそれがある者を確認した場合には、すぐに都道府県知事に通知し、都
道府県が健康監視を行う仕組みとなった。（図 1-8） 
感染症法の特徴として、政令市等が都道府県と同等レベルの責務を負う事にある。同法
第 64 条において、政令市等は都道府県と同様に患者情報の連絡や疑い患者に対する入院
勧告を行う権利があることが示されている。また、国に対する連絡等も政令市等から直接
行うこととなっており、これにより都道府県には政令市等の患者情報が集約されないとい
う課題もある55。 
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図 1-8 検疫法・感染症法に定められている国（検疫所）及び都道府県の役割 
 
【従来の健康監視の仕組み】       【2008 年の感染症法・検疫法改正後】 
    
出所：感染症法及び検疫法の条文から筆者作成 
 
なお、新型インフルエンザ等感染症は、そのまん延を防ぐために一類疾病相当と同様に
患者等の隔離や停留などを行うことが、法的に担保されている。その他、健康状態の報告
要請や外出自粛要請など、新型インフルエンザ等感染症のみに認められる措置もある。（表 
1-5） 
新型インフルエンザの感染力が非常に強いものと想定されていることから、まん延を防
ぐために強い措置の必要性を示すものでもあると考えられる。 
 
2.  地域保健法に基づく健康危機管理業務 
地域保健法に基づき「地域保健対策の推進に関する基本的な指針（1994 年 12 月 1 日厚
生省告知第 374 号）」（以下、「基本指針」）の一部が改正され、地域における健康危機管理
体制の確保が規定された56。同指針では、「なお、健康危機管理体制の中心となる管理責任
者としては、地域の保健医療に精通した保健所長が望ましい。」と記されているように、健
康危機管理など専門的・技術的な事務は保健所に残された。保健所長は地域保健法施行令
（第 4 条）において医師の資格を有していることが求められており、専門職としての判断
することが期待されているといえる57。 
さらに同指針において、各地域が健康危機管理の手引き書を作成することとされてお
り、手引書作成のために、厚生労働省に設置された「地域における健康危機管理のあり方
検討会」において、「地域健康危機管理ガイドライン」（2005（H17）年 3 月）が作成され
た。同ガイドラインでは、「保健所は地域における健康危機管理においても中核的役割を果
たすべきである」ものとして、「健康危機の発生の未然防止」、「健康危機発生時に備えた準
備」、「健康危機への対応」、「健康危機による被害の回復」の役割が付されている58。 
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3.  新型インフルエンザ等対策特別措置法（特措法） 
感染症のうち、全国的かつ急速にまん延し、国民生活及び国民経済に重大な影響を及ぼ
すおそれがある新型インフルエンザ等の感染症が発生した場合は、特措法の対象となる。 
特措法では、医師への医療従事要請・指示（第 31 条）、学校や社会福祉施設等の施設使
用制限要請・指示（第 45 条）をはじめとして、感染予防のための措置を行うことが可能
となる。こうした措置を行うのは都道府県知事に役割が付与されている。その際、特措法
には政令市等に都道府県と同様の義務を課すことがないため、指定都市や政令市等に指示
をするのも都道府県知事となる。この点は、「都道府県等」に健康危機管理に関する役割が
付されている地域衛生法及び感染症法と役割に差異がある59。 
また、都道府県では警察本部長、市町村では消防長が対策本部員とされているものは、
災害対策基本法等の他の危機管理法令に準じたものであると考えられる。特に消防機関に
ついては、現在、保健所の役割となっている感染症患者の移送等について協力要請がある
などの実態もあり、健康危機管理の対応の連携機関として重要な位置づけを占めると考え
られる60。 
 
表 1-7 特措法で定められている発生時の対策本部の体制 
 都道府県 市町村 
発生時に設
置される対
策本部 
都道府県対策本部 市町村対策本部 
設置義務 発生時の設置義務あり（第 22条） 
緊急事態宣言時の設置義務あり（第
34条） 
本部長 都道府県知事（第 23条） 市町村長（第 35条） 
本部員 
・副知事  
・都道府県教育委員会の教育長  
・警視総監又は道府県警察本部長 
・特別区の消防長  
・その他、都道府県知事が当該都道府県の職員の
うちから任命する者 
（第 23条） 
・副市町村長  
・市町村教育委員会の教育長 
・消防長又は消防吏員（又は消防団
長）  
・その他、市町村長が当該市町村の
職員のうちから任命する者 
（第 35条） 
責務（一
部） 
・特定接種の実施への協力（第 28条） 
・医師等への医療従事の要請・指示等（第 31条） 
・学校、社会福祉施設等の施設使用制限等の要
請・指示（第 45条） 
・予防接種の実施への協力（第 46条） 
・病院や、医薬品販売業者等である指定（地方）
公共機関における診療、薬品等の販売（第 47
条） 
・臨時の医療施設の開設、土地等の使用（第 48
条、49条） 
・特定物資の売渡しの要請・収用（第 55 条） 
・特定接種の実施への協力（第 28
条） 
・住民に対する予防接種（第 46条） 
出所：特措法を基に筆者作成 
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第4節 小括（国及び自治体の健康危機管理の歴史的経緯） 
本節では、国と自治体の健康危機管理の歴史的経緯から、現状を分析する。 
 
1.  国の健康危機管理の歴史的経緯 
我が国における公衆衛生対策は、戦前までは実務レベルでは行政警察が担当し、戦後は
GHQ の指導により権威的な対策が講じられてきた歴史がある。その後、保健医療行政の
責任者には公衆衛生の専門家を充てる方針により、国では厚生省、自治体では保健所や保
健衛生部局を中心とした体制に転換された。また、1946（S21）年に実施された厚生省の
保健医療に関わる局長に公衆衛生の専門家である医系技官を充てる人事は、現在も継続さ
れている。この対応の意図として厚生省及び厚生労働省は、科学的・医学的根拠に基づく
政策を講じることが期待されたためであることが推察される。 
その後、1980 年代に発生した血液製剤等による薬害問題、予防接種による健康被害の集
団訴訟等の国の敗訴等を背景に、衛生行政に縮小の動きが見られるようになった。1999
（H11）年に施行された感染症法の序文に「患者等の人権を尊重」することが記載される
など、必要以上の対応を行うことを厳に戒める内容が示されている。その動きが高じて、
批判を避けるために厚生労働行政の不作為過誤（必要な対策を行わない）という現象が生
じていることも指摘されている。 
一方、内閣官房は橋本行革に伴う内閣機能の強化と相まって、自然災害等に関する危機
に関しては、内閣官房の危機管理機能が強化されてきた。1995（H7）年の阪神淡路大震
災後、1996（H8）年に官邸に設置された危機管理センターや、内閣官房副長官に次ぐポ
ストとして設置された内閣危機管理監等である。 
また、厚生労働省内部においても、厚生労働大臣を補佐する組織である大臣官房に健康
危機管理対策室が設置されるなど、健康危機発生時にはトップダウンの対応が求められる
ことが確認された。 
 
2.  自治体の健康危機管理の歴史的経緯 
1890（M23）年の地方官官制改正によって、府県に設置された内務部が衛生事務を所掌
することとなった。同年、府県制と郡制の制定により、地方制度は府県、郡市、町村から
なる三層に構造化され、町村は郡の、郡市は府県の、府県は内務省の監督を受けるという
上下のヒエラルヒー構造が明確化された。 
さらに明治初期の感染症（コレラ）の大流行等を契機として、内務省からの指示で各自
治体に衛生部局が設置されるなど、地方の衛生行政は中央集権的な色彩が強まっている。
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その際、感染症患者の隔離等の業務は警察行政の一部として実施されていた。その後、
1937（S12）年には保健所法が制定され、国の保健指導機関として、全国の自治体に現在
の保健所の原型が構築された。 
戦後は、GHQ の意向により、衛生行政の拡充が行われ各府県の衛生部は必置のものと
されるとともに、保健所は公衆衛生対策の中心的機関として強化された。保健所は都道府
県及び指定都市に設置されたが、この時制定された「保健所法施行令（1948 年）」によ
り、市設置の保健所にも都道府県知事の権限を委任するという独特の制度ができ、現在に
至っている。つまり、感染症法（第 64 条）で定められている都道府県知事が行う「健康
診断、就業制限及び入院」、「医療」等の措置について保健所が設置されている政令市等が
都道府県と同等の役割を担うことになった。 
2000 年の地方分権改革とともに機関委任事務が廃止されたが、感染症対策については、
例外規定として、国の法定受託事務として、国の影響を残したものとなった。これは国民
の生命、健康、安全に直接関係し、かつ広域的な被害のまん延防止のためには、全国で統
一的な対策を講じることが有効であると考えられたためであると考えられる。 
 
3.  国と自治体の健康危機管理の歴史的経緯 
上記のように、国では厚生労働省の感染症対策（特に予防接種対策）の縮小と内閣官房
の機能拡大、自治体では知事や危機管理部局の役割の拡大が確認された。 
また、感染症法については、地方自治一括法の例外措置として法定受託事務となってい
ることからも、国と自治体の関係が密接であることが推察される。つまり、（国）厚生労働
省－（都道府県）保健衛生部局／都道府県保健所－（市町村）保健衛生部局／市町村保健
所（又は保健センター）」という体系に沿って感染症対策が講じられることとなる。 
このような体制と歴史的経緯が、健康危機発生時の国や自治体の方針決定にどのような
影響を与えるか、次章以降に分析する。 
 
22 大霞会（1980）「内務省史 第 1 巻」P212 
23 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P62-63 
24 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P62 
25 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P196-197 
26 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P345 
27 大霞会（1980）「内務省史 第 3 巻」P235 
28 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P448 
29 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P588 
30 厚生問題研究会(1988) 「厚生省五十年史」P592 
31 厚生労働省大臣官房厚生科学課健康危機管理災害対策室「国における健康危機管理の取組」
（2014 年 3 月 19 日 川崎市健康危機管理対策研修会資料）より。「厚生労働省健康危機管理対策
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基本指針」は薬害エイズ問題を機に、厚生労働省大臣官房に設置された「医薬品による健康被害
の再発防止対策プロジェクトチーム」が発表した報告書（1996 年 7 月）の提言により策定され
た。同報告書では、厚生科学審議会（仮称）の創設や医薬品、食中毒、感染症及び飲料水等の関
係部局と大臣官房から構成される「厚生省健康危機管理調整会議」を設置することが定められ、
大臣官房厚生科学課に健康危機管理対策室が設置された、とされる。 
32 厚生労働省大臣官房厚生科学課長〔2011〕 
33  MMR ワクチンとは、麻疹（measles）、流行性耳下腺炎（いわゆるおたふく風邪）
（mumps）、風疹（rubella）の 3 種類の混合ワクチン。日本では 1988 年から 1993 年まで実施
されていた。しかし流行性耳下腺炎ワクチンによる無菌性髄膜炎発生率が高い事が問題となり、
中止となった。 2006 年 4 月から麻疹・風疹混合（MR）ワクチンの接種が開始された。 
34 「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」（1994 年 12 月 1 日厚生省告示第 374 号） 
35  厚生労働省医系技官採用情報（http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/saiyou/ikei/）のう
ち、厚生労働省組織図
（http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/saiyou/ikei/dl/ikei2017_31.pdf）（2018 年 2 月 3 日
最終アクセス） 
36 内閣法（（昭和二十二年一月十六日法律第五号）第 15 条に「内閣官房に、内閣危機管理監一人
を置く。」と記載されて、以下業務が規定されている。 
2 内閣危機管理監は、内閣官房長官及び内閣官房副長官を助け、命を受けて内閣官房の事務のう
ち危機管理（国民の生命、身体又は財産に重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急の事
態への対処及び当該事態の発生の防止をいう。）に関するもの（国の防衛に関するものを除く。）
を統理する。 
37 内閣官房組織図（http://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/sosiki/index.html（2018 年 2 月 3 日最終ア
クセス）） 
38 緊急事態に対する政府の初動対処体制について「2.緊急参集チーム等 1.内閣危機管理監は、
事態に応じ緊急参集チームを官邸危機管理センターに緊急参集させ、政府としての初動措置に関
する情報集約等を行うとともに、官邸危機管理センターに官邸対策室を設置する。」（2003 年 11
月 21 日 閣議決定から引用） 
39 西尾（2000）P74-75 によると、明治 23 年の府県制と郡制と同時に、後世の機関委任事務制度
を法制化した、とされる。「町村および市を地方自治の区画とし、この区域に市・町・村と称する
独立の法人格を有する自治体を設置した。そして同時に、この同じ区画を国の地方行政の区画と
も位置づけ、これら自治体の長を国の機関とした。これこそが、後世にいうところの機関委任事
務制度の法制化であった。」 
40 厚生問題研究会(1988)「厚生省五十年史」P346 
41 厚生問題研究会(1988)「厚生省五十年史」P102 
42 厚生問題研究会(1988)「厚生省五十年史」P448 
43 厚生問題研究会(1988)「厚生省五十年史」P590 
44 「分権型社会における自治体経営の刷新戦略」分権型社会に対応した地方行政組織運営の刷新
に関する研究会（座長：岩崎美紀子筑波大学大学院人文社会科学研究科教授、事務局：総務省自
治行政局行政体制整備室）等において提言されている。 
45 総務省消防庁（2008、2009） 
46 これらの提言では、阪神・淡路大震災や中越地震等を経験した自治体において、危機管理専門
部局の設置や危機管理監の設置等が行われている事例を根拠としている。 
47 感染症法第六十三条の二 厚生労働大臣は、感染症の発症を予防し、又はそのまん延を防止す
るため、緊急の必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、この法律（第八章を除く。）又
はこの法律に基づく政令の規定により都道府県知事が行う事務に対し必要な指示をすることがで
きる。 
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48 「国民の生命、健康、安全に直接関係する事務」かつ「広域的な被害のまん延防止の観点から
の事務」の処理として例外規定の対象となっている。 
49 「地域における健康危機管理について～地域健康危機管理ガイドライン～（平成 13 年 3 月）」 
50 地域保健法（第 9 条）において「第 5 条第 1 項に規定する地方公共団体の長は、その職権に属
する第 6 条各号に掲げる事項に関する事務を保健所長に委任することができる。」とされている 
51 感染症法（第 26 条）において「第 19 条から第 23 条まで、第 24 条の 2 及び前条の規定は、
二類感染症及び新型インフルエンザ等感染症の患者について準用する。」とされている 
52 全国の 47 都道府県および 12 指定都市、保健所設置市（中核市を含む）及び東京都 23 区の衛
生主管部局、合計 123 都道府県市区に郵送による自記式調査を実施。平成 14 年 10 月現在、健康
危機に関して定められている法律の条項について、各県市区の首長が保健所などの出先機関の長
に条項の権限を「事務委任」、またその権限を首長のまま、判断のみを出先機関の長などに任せる
「専決」させているかと把握したもの。 
53 詳細は第 6 章で述べる 
54 「感染症の疑いがある者」は法令では定義されておらず、発生した感染症の感染力等に応じて
個別に設定される。2009（H21）年の新型インフルエンザの例では、流行地域から航空機内で患
者と同一飛行機内で至近距離に着席していた乗客などが「感染症の疑いがある者」とされた。 
55 感染症法（第 64 条）において保健所が設置されている政令市等が都道府県の役割を担う旨が
記載されている「保健所を設置する市又は特別区にあっては、第 3 章から前章までの規定（第 14
条第 1 項及び第 5 項、第 38 条第 1 項、第 2 項、第 5 項、第 6 項、第 8 項及び第 9 項（同条第 2
項、第 8 項及び第 9 項の規定にあっては、結核指定医療機関に係る部分を除く。）、第 40 条第 3
項から第 5 項まで、第 43 条（結核指定医療機関に係る部分を除く。）、第 53 条の 2 第 3 項、第
53 条の 7 第 1 項、第 56 条の 27 第 7 項並びに第 60 条を除く。）及び前条中「都道府県知事」と
あるのは「市長」又は「区長」と、「都道府県」とあるのは「市」又は「区」とする。」 
56 「地方における地域保健対策の推進に関する基本的な指針」（第一 地域保健対策の推進の基
本的な方向、七.地域における健康危機管理体制の確保）地域において発生した健康危機に対し
て、迅速かつ適切な危機管理を行うために、地域における健康危機管理体制を確保する必要があ
る。（後略） 
57 地域保健法第４条において、「保健所の所長は、医師であつて、次の各号のいずれかに該当す
る法第五条第一項 に規定する地方公共団体の長の補助機関である職員でなければならない。 」
と定められていたが、要件が厳しすぎるとして、厚労省内で設置された「保健所長の職務の在り
方に関する検討会」等で緩和要件が検討された。 
58 「地域における健康危機管理について～地域健康危機管理ガイドライン～（（平成 13 年 3
月）」 
59 横浜市をはじめ、定都市では、新型インフルエンザ等対策特別措置法の成立時に感染症法と
同様に指定都市や政令市は都道府県と同等の権限を持つことが必要である点を主張したが、聞き
入れてもらえなかった。感染症は大都市部で最初に流行することが想定されるため、都市として
判断することが重要になる。（2012 年 8 月、横浜市保健所担当者への筆者ヒアリングより） 
60 厚生労働省健康局結核感染症課長発信通知「エボラ出血熱患者等の移送に係る消防機関の協
力について（健感発 1128 第１号平成 26 年 11 月 28 日）」において、「国内において、感染症法
に規定する一類感染症患者又は疑似症を呈する者が発生した場合、都道府県知事、保健所設置市
長及び特別区長は、同法第 21 条の規定により、特定感染症指定医療機関又は第一種感染症指定医
療機関へ移送することとされており、この事務は保健所において実施されることとしている。国
内のどの地域でエボラ出血熱患者等が発生した場合においても、保健所又は都道府県衛生主管部
（局）は、常時、エボラ出血熱患者等の移送を行うことができる基本的な体制を確保する必要が
ある。」という記載がある。MERS も同様に厚生労働省健康局結核感染症課発信の事務連絡（平
成 27 年６月 12 日）都道府県、各保健所設置市、特別区衛生主管部局宛て「中東呼吸器症候群
（MERS）の国内発生時の対応に関するＱ＆Ａについて」において同様の説明がなされている。 
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第2章 新型インフルエンザ H1N1発生初期の国の体制と対応 
 
本章では 2009（H21）年に発生した新型インフルエンザ H1N1 の事例を取り上げ、国
における健康危機管理体制、対応方針決定過程における課題を分析する。特に、発生初期
の「水際対策」と呼ばれる検疫強化対策の実施・縮小の方針決定過程、及びその際の厚生
労働省と内閣官房の対応に着目した。 
具体的には、新型インフルエンザ H1N1 発生前に国が策定した政府行動計画の策定体制
及び過程のほか、発生初期に発出された通知等を発信主体別に調査し、国の組織間の役割
分担を分析する。 
 
第1節 2009年以前の新型インフルエンザ対策の概要 
本節では、2009（H21）年以前の国の新型インフルエンザ対策の概要を示す。当初、厚
生労働省の健康局長の諮問会議で検討されていた対策が、国全体の取り組みに変化した経
緯を分析する。 
 
1.  新型インフルエンザ対策の背景 
1997（H9）年、香港で初めて鳥インフルエンザ H5N1 のヒトへの感染が確認され、世
界的に新型インフルエンザの発生が脅威として認識され始めた。新型インフルエンザは、
毎年流行を繰り返すいわゆる季節性インフルエンザとは異なる。大部分の人が免疫を持っ
ていないため、世界的な大流行（パンデミック）となり、大きな健康被害と社会的影響を
もたらすことが懸念されている。特に、今まで人間に感染したことのない新たな型である
H5N1 は致死率が高いものとして、香港で感染者が確認された際には、世界的な問題とな
った。 
厚生省（当時）は 1997（H9）年「新型インフルエンザ対策に関する検討会」を設置
し、同検討会において「新型インフルエンザ対策報告書」が発出された。しかしこの検討
会は厚生省健康局長の諮問機関として設置されたものであった。 
国全体として新型インフルエンザ対策が開始されたのは、2003（H15）年から 2004
（H16）年にかけて、中国を中心として SARS が世界中に流行し、新興・再興感染症への
危機管理体制の必要性が世界的に高まってきた後である。2004（H16）年に関係各省の局
長級から構成される関係省庁対策会議が設置され、検討が本格化した。その後、2005
（H17）年 WHO において「新型インフルエンザ事前対策計画」が発出され、加盟国に行
動計画を策定することが求められ、日本でも関係省庁対策会議において、省庁横断的な政
府行動計画の策定が行われた。 
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2.  新型インフルエンザ対策の体制 
新型インフルエンザ発生の懸念が高まった 2004（H16）年 3 月、国では省庁横断的に対
策を講じる必要性から平時における組織として「関係省庁対策会議」が設置された。関係
省庁対策会議は、内閣危機管理監を議長、内閣官房副長官補（内政担当）を副議長とし、
関係各省局長クラスから構成されている。（表 2-1）その後、関係省庁対策会議が策定主体
となり、政府行動計画が策定された。 
さらに、新型インフルエンザが発生した場合、内閣に内閣総理大臣を本部長とする政府
新型インフルエンザ対策本部（以下「政府対策本部」という。）を設置することが決定され
た（2007（H19）年 10 月）。政府対策本部は、本部長に内閣総理大臣、副本部長に内閣官
房長官及び厚生労働大臣が就任し、全閣僚が本部員となる。同時に、各省庁に各大臣をト
ップとした新型インフルエンザ対策本部等が設置され、発生時には各省庁を横断的に束ね
る組織として国全体の新型インフルエンザ対策本部が位置づけられることが決定された。 
 
表 2-1 平時の国の新型インフルエンザ対策推進体制（関係省庁対策会議） 
（2009（H21）年 4 月時点） 
議長：内閣危機管理監 、副議長：内閣官房副長官補（内政担当） 
構成員： 
□内閣官房：内閣審議官（内閣広報室） 
内閣審議官（内閣情報調査室） 
内閣審議官（危機管理審議官） 
□内閣府：政策統括官（科学技術政策・イノベーション担
当）／食品安全委員会事務局長 
□警察庁：生活安全局長／警備局長 
□金融庁：総務企画局総括審議官 
□消費者庁：次長 
□総務省：大臣官房長／消防庁次長 
□法務省：入国管理局長 
□外務省：国際協力局長／領事局長 
□財務省：大臣官房総括審議官 
□文部科学省：大臣官房政策評価審議官 
スポーツ・青少年局長 
□厚生労働省：大臣官房技術総括審議官 
健康局長／医薬・食品局長 
医薬・食品局食品安全部長 
□農林水産省：大臣官房総括審議官 
消費・安全局長 
□経済産業省：大臣官房技術総括審議官 
□資源エネルギー庁長官 
□原子力安全・保安院長 
□中小企業庁長官 
□国土交通省：大臣官房危機管理・運輸安全政
策審議官航空局長 
□海上保安庁：次長 
□環境省自然環境局長 
□防衛省：大臣官房衛生監／運用企画局長 
出所：「新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策会議の設置について」（2004
年 3 月 2 日関係省庁申し合わせ）の文書をもとに筆者作成 
 
厚生労働省においても専門的な事項について「厚生労働省新型インフルエンザ専門家会
議」を設置し、検討が行われた。同会議の設置要綱及び委員リストをみると、基本的には
医療関係者で組織されている。（表 2-2、表 2-3） 
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公衆衛生対策には、社会的な側面も必要になるため、2009（H21）年以降には、様々な
分野の専門家を招聘した委員会を開催することとなったが、この時点では、健康局長の諮
問機関でもあり、医学的な側面からの検討にとどまっていることが推察できる。 
 
表 2-2 厚生労働省新型インフルエンザ専門家会議設置要綱 
（前略） 
２．会議の所掌 
（１）新型インフルエンザ出現時の専門的技術的事項（サーベイランス、予防と封じ込め、医療、情報提
供・共有その他の専門の事項）について調査審議すること。 
（２）その他新型インフルエンザ出現時の対策について意見を述べること。 
３．組織 
（１）会議は、新型インフルエンザ対策推進本部幹事会・幹事長である健康局長の下に設置する。 
（２）委員は、新型インフルエンザに関し学識経験のある者のうちから、健康局長が委嘱する。 
（略） 
５．その他 
（１）会議は、厚生労働省健康局長が議題に関連する委員を招集し、開催する。 
（２）会議の庶務は、大臣官房厚生科学課の協力を得て、健康局結核感染症課において処理する。 
出所：厚生労働省新型インフルエンザ専門家会議（第１回）資料（2006（H18）年 4月 24日）を抜粋 
 
表 2-3 厚生労働省新型インフルエンザ専門家会議委員 
区分 サーベイランス部門 予防と封じ込め 
（公衆衛生） 
予防と封じ込め 
（ワクチン及び抗ウイルス薬） 
委員の所
属 
国立感染症研究所 
国立国際医療センター 
東京都健康安全研究センター 
神奈川県秦野保健所 
日本医師会 
成田空港検疫所 
国際感染症研究所 
滋賀県長浜保健所 
横浜市民病院 
福岡検疫所 
国立感染症研究所 
国立病院機構三重病院 
茨城県保健福祉部 
事務局
（関係課
室） 
結核感染症課 
（関係課室：地域保健室、労
働衛生課） 
結核感染症課 
（関係課室：地域保健室、
食品安全部企画情報課） 
結核感染症課 
（関係課室：研究開発振興課、国
立病院課、血液対策課、審査管理
課） 
出所：第１回厚生労働省新型インフルエンザ専門家会議資料（2006（H18）年 4 月 24 日）を抜粋 
 
3.  新型インフルエンザ対策行動計画 
1997（H9）年、厚生省（当時）に設置された「新型インフルエンザ対策に関する検討
会」によって「新型インフルエンザ対策報告書」が検討され、発出された。しかし同検討
会は専門家のみで構成されており、策定された報告書も厚生省としての計画ではなく、専
門家としての計画に留まった。 
国全体としての計画は、内閣官房が事務局を努め、関係省庁対策会議が発出した政府行
動計画である。主な計画策定の経緯を以下に示す。（表 2-4） 
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表 2-4 日本の新型インフルエンザ対策の計画策定の経緯（2009（H21）年 4 月以前） 
策定年月 策定された行動計画・ガイドライン名 策定主体 
1997年 10月 新型インフルエンザ対策報告書 厚生省新型インフルエンザ対策
に関する検討会※１ 
2004年 8月 新型インフルエンザ対策に関する検討小委員
会報告書 
厚生省新型インフルエンザ対策
に関する検討小委員会※１ 
2005年 12月 新型インフルエンザ対策行動計画（政府行動
計画） 
関係省庁対策会議 
2006年 6月 新型インフルエンザ（H5N1）に関するガイド
ライン ―フェーズ３ 
厚生労働省新型インフルエンザ
専門家会議※１ 
2007年 3月 新型インフルエンザ対策ガイドライン～フェ
ーズ４以降 
厚生労働省新型インフルエンザ
専門家会議※１ 
2009年 2月 新型インフルエンザ対策行動計画（政府行動
計画）改定／新型インフルエンザ対策ガイド
ライン（策定） 
関係省庁対策会議 
※１：厚生省健康局長の私的諮問機関 
出所：政府行動計画及びガイドラインを基に筆者作成 
 
2005（H17）年 12 月、関係省庁対策会議が主体となって策定された政府行動計画は、
①実施体制と情報収集、②サーベイランス、③予防・まん延防止（水際対策等）、④ワクチ
ン、⑤医療、⑥抗インフルエンザウイルス薬、⑦情報提供・共有、⑧社会機能の維持、の
８項目から構成されている。 
政府行動計画上の対策の基本目標は「健康被害を最小限にとどめること」、「社会・経済
を破綻にいたらせないこと」という２点であり、そのために「感染拡大のスピードを抑え
る」という戦略がとられている。新型インフルエンザは、世界のいずれかの地域で発生し
た場合、国内への侵入を防ぐことは不可能であるとして、感染拡大のスピードを抑えるこ
とで患者発生のピークを下げることが、医療機能を維持し治療を継続するうえで重要であ
る、とされている。 
新型インフルエンザの発生初期（海外発生期）には、発生国からの入国者（発生国から
の航空機の搭乗者等）に対する検疫が強化され、感染症の疑いのある者の国内流入を防ぐ
対策がとられる。しかし、インフルエンザ一般として、ウイルスに感染していても発症し
ていない「潜伏期間」があることから、インフルエンザの感染者の入国を完全に防ぐこと
が難しい。このため、海外発生期（国内に未だ感染者が確認されていない時期）には、「検
疫強化を行い、入国者に対する健康監視・停留等の措置を強化する」という方針である
が、いったん国内で感染者が確認された後は、国内での患者の治療体制や国民一般の外出
自粛等の公衆衛生対策に大きくシフトする。国内で患者が確認された場合には順次検疫強
化は縮小され、国内で発生した患者の入院措置や、患者との接触者に対する外出自粛や健
康観察が行われる、という計画が策定されていた。（表 2-5） 
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表 2-5 「新型インフルエンザ対策行動計画」及び「ガイドライン」上の計画 
時期 目的及び主な対策 
海外 
発生期 
目的 
１）ウイルスの国内進入をできるだけ阻止する 
２）国内発生に備えて体制の整備を行う 
主な 
対策 
〇感染地域からの入国便に対して検疫を行う空港・海港を集約するとともに、
入国者に対する健康監視・停留等の措置を強化する。 
＜水際対策に関するガイドライン＞ 
〇WHO がフェーズ４宣言した場合、初動対処方針を決定（感染症危険情報／
（民間航空機が運航停止した場合の）代替的帰国手段／外国人の入国制限
（ビザ発給制限など） 
・停留措置：感染のおそれのある入国者を宿泊施設等で最大 10 日間停留 
＜検疫に関するガイドライン＞ 
〇検疫集約化：発生国からの便を検疫実施空港・港（４空港・３港等）に集約
化 
〇国内発生に備え、サーベイランス強化・医療体制の整備を進める 
国内発生 
早期 
目的 １）国内での感染拡大を出来る限り抑える 
主な 
対策 
〇患者に対する感染症指定医療機関等への入院措置および抗インフルエンザウ
イルス薬の投与を行う。 
〇発症者との接触者は外出自粛として、抗ウイルス薬の予防投与及び健康観察
を行う。 
〇発生した地域において、学校等の臨時休業、集会・外出の自粛要請、個人防
護の徹底の周知等の公衆衛生対策を実施する。 
出所：関係省庁対策会議（2009）を参考に筆者作成。傍線部分は 2009（H21）年に実施した事項 
 
後述するとおり、2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 発生時には、事前の行動
計画において「海外発生期（国内未発生期）」に行うものとされていた「検疫強化（水際対
策）」を、国内発生後にも長期にわたり（国内発生から 1 ヶ月後の 6 月 18 日まで）実施し
ていたことが、自治体をはじめとする関係者から批判を受けることとなった。 
本計画策定後、厚生労働省における予防接種のためのワクチンの開発・製造や、治療の
ための抗インフルエンザウイルス薬（タミフル等）の備蓄の検討等が進められた。しか
し、ワクチンや抗インフルエンザウイルス薬の開発等の医薬品開発を行うためには、一定
の予算規模が必要であり、十分な対策が講じられるには至らなかった。 
厚生労働省等を中心とした国の対策が十分進められていないとして、自由民主党の議員
によって「与党鳥由来新型インフルエンザ対策に関するプロジェクトチーム（川崎二郎座
長）（以下、与党 PT）」が設置され、提言書が発信された。 
与党 PT は、2008（H20）年 6 月 20 日に国の新型インフルエンザ対策に対して提言書
を発出した。提言書では、①在外邦人の支援、②水際対策強化の準備、③医薬品（抗イン
フルエンザウイルス薬、ワクチン）の備蓄及び研究開発の推進、等を推進すべき点が示さ
れている。なお、通常のインフルエンザ予防接種は任意接種であり国や都道府県の負担は
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ないが、全国知事会からも「国が責任をもって危機時の対応として予算措置すべきであ
る」、という要望書が出されている61。 
 
第2節 新型インフルエンザ H1N1発生初期の国の対応 
2009（H21）年に発生した新型インフルエンザ H1N1 は、事前に政府行動計画等で想定
した病原性の強いものではなく、季節性インフルエンザ並みのものであったため、内閣官
房及び厚生労働省の対応が混乱した。本項では、2009（H21）年の初動対応について、特
に事前に策定した行動計画及びガイドラインとの差異や、対策方針決定に関連する発信文
書等に着目して調査、分析を行う。 
 
1.  発生時の国の組織体制 
（1） 2009（H21）年時点の国の体制 
2009（H21）年 4 月 28 日に WHO のフェーズ 4（新型インフルエンザ発生）宣言と同
時に、国（内閣官房）において、内閣総理大臣を本部長とする政府対策本部が官邸に設置
された。その後、国の当面の方針や国民に対する要請等を示した「基本的対処方針」が策
定された。国の体制は、官邸に設置された政府対策本部の下で関係省庁が各々の国務大臣
をトップとする対策本部を設置することで、一体的な対策を講じる体制となっている。 
厚生労働省に設置された新型インフルエンザ対策推進本部（以下、「厚生労働省対策推進
本部」という。）も政府対策本部の下に設置されたものである。 
 
図 2-1 発生時の国の新型インフルエンザ対策推進体制 
 
出所：2007 年 10 月 26 日閣議決定及び第 74 回市町村職員を対象とするセミナー「「新型インフルエン
ザ対策の推進について」【行政説明 I】新型インフルエンザ概論62に基づき著者作成 
専門家諮問委員会 
【警察庁】 新型インフルエンザ対策委員会 
【総務省】 新型インフルエンザ対策本部 
【消防庁】 新型インフルエンザ対策本部 
【法務省】 新型インフルエンザ対策本部 
【外務省】 鳥及び新型インフルエンザに関する外務省対策本部 
【文部科学省】 新型インフルエンザ対策本部 
【農林水産省】 高病原性鳥インフルエンザ対策本部 
【経済産業省】 新型インフルエンザ対策本部 
【国土交通省】新型インフルエンザ対策推進本部 
【防衛省】 生物兵器対処委員会 
【国】新型インフルエンザ対策本部※１ 
 本部長：内閣総理大臣、副本部長：内閣官房長官・厚生労働大臣、本部員：全大臣 
厚生労働省専門家会議 
【厚生労働省】 
 新型インフルエンザ対策推進本部 
 本部長：厚生労働大臣 
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（2） 発生時の厚生労働省の組織体制 
2009（H21）年 4 月 28 日、WHO の新型インフルエンザの発生宣言前、厚生労働省の
新型インフルエンザ対策は健康局の結核感染症課等を中心に対策が検討・実施されてい
た。 
前章で述べたとおり、厚生労働省全体の危機管理は大臣官房厚生科学課が所掌し、
WHO 等の国際機関との連絡窓口は大臣官房国際課が勤めるなど、危機管理に関しては大
臣官房の役割が大きい。また、ワクチンメーカー等の指導やワクチン検定等を行う医薬・
食品局（当時）、インフルエンザの診療に携わる医療機関の指導を行う医政局等、複数の部
局にも関連する。 
このため、2009（H21）年に新型インフルエンザが発生した際に厚生労働省内に設置さ
れた厚生労働省対策推進本部では、健康局を中心として、省内の関係する部局が一体とな
った部局横断的な組織が構成された。厚生労働省対策推進本部は、厚生労働大臣を本部
長、健康局長を事務局長とし、検疫班、医療班、ワクチン班等、対策の機能ごとに区分さ
れた「プロジェクト型組織」であった。具体的には、「検疫班」、「医療班」、「ワクチン班」
等の機能別の組織が設けられ、平時に当該業務を所管している省内の各組織から人員が割
り当てられた横断的な対応が執られた（図 2-2）。 
 
図 2-2 新型インフルエンザ発生時の厚生労働省対策推進本部の体制 
（2009（H21）年 5 月） 
 
出所：ヒアリング及び厚生労働省発信文書等を元に筆者作成（詳細構成は非公開） 
 
例えば、新型インフルエンザ発生初期（海外発生期）にはウイルスの国内感染拡大を遅
らせるため、発生国からの帰国者に対する検疫（健康状態の確認や患者等の入院・停留措
置）などの水際対策が強化される。平時の組織としては健康局結核感染症課と医薬・食品
 56 
局（当時）検疫業務管理室が連携して対応を行うことが必要となるが、対策本部の体制で
は「検疫班」として一元化された。（図 2-3） 
各プロジェクトにあたる「班」には省内の複数部局から横断的に人員が召集され、平時
の所属に籍を置いたまま、対策推進本部のプロジェクトメンバーとなる。対策推進本部員
となった職員には、厚生労働大臣名で対策推進本部に併任とする人事発令がなされた。 
この体制は、各機能別のチーム（検疫／医療体制／ワクチン等）で対策を判断し、最終
的には対策本部長（厚生労働大臣）が責任を負う仕組みであった。 
 
図 2-3 新型インフルエンザ発生時の厚生労働省の体制の構造（2009（H21）年 5 月） 
 
●・・主要な対応人員、○・・対応人員 
出所：ヒアリング及び厚生労働省発信文書等を元に筆者作成（詳細構成は非公開） 
 
ただし、各班の所掌等を示す正式な要綱等は存在せず、正式な組織である局・部・課の
業務との責任分担が曖昧であったといえる63。また、本部員は省内の一室に集められ、い
わゆる大部屋方式で業務が遂行された。対策を推進するメンバーが一箇所に集まること
で、情報の共有が円滑になるとともに、互いに協力することが可能となる。 
新型インフルエンザ対策は、時間の経過とともに対応すべき対策が大きく変わる。例え
ば海外で患者が発生した場合は検疫業務に重点が置かれ、国内で患者が発生した場合は国
内対策が重視される。ワクチンの製造流通が可能になった場合は予防接種政策が繁忙とな
る。その点では、大部屋方式で業務量に応じて互いに協力する体制のメリットはあると考
えられる。 
 
2.  発生初期の国の初動対応 
上記に示した国の初動対応の的確さを検討するため、2009（H21）年の新型インフルエ
ンザの被害状況等を以下に示す。 
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（1） 発生状況 
2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 は約 2,100 万人が病院に受診し、そのうち
入院患者は 2 万人、死亡者は約 200 人と推計されている。毎年流行している季節性インフ
ルエンザの受診者が約 1,000 万人、死亡数が約 300 人～1,800 人であることを踏まえる
と、今般の新型インフルエンザ H1N1 は、季節性インフルエンザと比べて、感染して受診
する人数は多かったものの、死亡数は低い水準に抑えられたといえる。（表 2-6） 
 
表 2-6 「新型インフルエンザ対策行動計画」等における健康被害の想定と実際 
 ＜実際の健康被害＞ 
新型インフルエンザ H1N1
の状況（2010 年 3 月時点） 
＜被害想定＞ 
「行動計画」において
想定された健康被害 
（参考） 
季節性インフルエンザ 
発症者数 － 3,200 万人  
受診患者数 約 2,100 万人注１） 1,300～2,500 万人 約 1,000 万人 
入院患者数 約 2 万人 53～200 万人 － 
死亡数 約 200 人 17～64 万人 
約 300 人（H20）～ 
約 1,800 人（H17）注
２） 
致死率 0.001％注３） 0. 5～2% 0.003～0.018％※4 
注１：2010(H22)年 3月 21日時点（総括会議資料） 
注２：総務省統計局「人口動態調査」インフルエンザを直接的な死因とする者の数。間接的な死亡数
を含まない。 
注３：発症者数が不明なため、死亡数を受診患者数で除したものとした 
 
出所：各種資料より、筆者が作成 
 
（2） 国の対応状況 
新型インフルエンザ対策においては、海外発生期（国内未発生期）には新型インフルエ
ンザウイルスの国内での感染拡大をできる限り遅らせるため、発生国からの帰国者に対す
る検疫強化（健康状態の確認や患者等の入院・停留措置）などの水際対策を強化する。し
かし、一旦国内で感染拡大した場合は、検疫強化の科学的意義が薄れるとして、水際対策
を縮小することとしている。 
海外発生時の対応（国内の進入の阻止）から、国内対応（感染拡大の抑制）に切り替え
るという明確な政策決定に困難な面があると考えられる。このため、初動対応から対策の
緩和・切り替えの方針決定が重要となると考え、特に国の初動の対応から対策の緩和にい
たるまでの行政体制の詳細を検証する。 
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新型インフルエンザ H1N1 発生後の内閣官房と厚生労働省の主な動きを（表 2-7）に示
す。対策の方針変更を決定したものが、5 月 22 日と 6 月 19 日の「基本的対処方針の改
定」である。 
政府対策本部は 4 月 28 日に最初の「基本的対処方針」を示した後、国内外の発生動向
やウイルスの病原性の情報にあわせて、5 月 1 日、5 月 22 日と「基本的対処方針」を改定
した。5 月 1 日の改定は、WHO のフェーズ 5 宣言を受けて変更されたもので、同改定に
よって感染拡大防止措置が追記され、「不要不急の外出自粛」や「集会・スポーツ大会の自
粛」、「事業者の不要不急の事業の縮小」などが新たに要請されることとなった。 
政府対策本部が策定した「基本的対処方針」は、事前に策定した「新型インフルエンザ
対策行動計画」の初動対応に基づくものであり、①発生国への渡航延期勧告、②水際対策
（検疫の強化）、③医療体制の強化準備等を呼びかける内容が記載されていた。 
ただし、「基本的対処方針」は概念的な方針を示すもので、具体的な対策は厚生労働省等
の各所管省庁が実施し、適宜、都道府県や業界団体等に周知された。 
一方で、5 月 2 日に国立感染症研究所から、新型インフルエンザ H1N1 の病原性につい
て「今回の新型インフルエンザは、多くの症例が軽症、すなわち季節性のインフルエンザ
に類似の、発熱、呼吸器症状、筋肉痛等」というレポートを発表されるなど、海外におい
ては病原性が低いという情報が得られ始めていた64。後述するように、この段階で厚生労
働省では「水際対策を緩和することを検討していた」が、5 月 9 日に成田検疫で最初の患
者が発見されたことで世論が盛り上がり、「やめられなくなってしまったのが実情」とされ
ている65。 
実際に対策の緩和の方向が初めて示された文書は、「専門家諮問委員会」による報告書
（5 月 13 日）であると考えられる66。同報告書において「症状が季節性インフルエンザと
類似していること」、「（検疫法上の）停留措置の（最大）10 日間は病原性の強い新型イン
フルエンザを想定したものであること」、「潜伏期間は１～7 日である」ことなどの専門的
な知見が示されたうえで、水際対策の再考を促すよう要請された。専門家諮問委員会の要
請を受ける形で、厚労省対策推進本部において停留期間の短縮を決定、同日、事務連絡が
発出された67。 
その後、5 月 16 日に国内で第一例の感染者が確認された際、政府対策本部は開催され
ず、その下部組織である「政府対策本部幹事会」が開催され、「確認事項」という文書が発
出された68。「確認事項」では、新型インフルエンザの病原性について「感染性は強いが多
くの方が軽症のまま回復」という実態や、学校休業に関する基準などが示された。また、
同日（5 月 16 日）医療の専門家で構成される「専門家諮問委員会」より「基本的対処方
針」の実施について」という意見書も発信された。同意見書は、その時点で決定している
「基本的対処方針（5 月 1 日）」で決定された対策の方針を緩和する旨（外出自粛、事業者
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の不要不急の事業の縮小などを行わない）の意見を示したものである。「新型インフルエン
ザ患者の国内発生」という新型インフルエンザ対策において大きな結節点である時に、下
部組織の会議が開催され、政府対策本部が開催されていないこと、また、国の方針である
「基本的対処方針」が改定されていないことが確認できる。 
 
表 2-7 新型インフルエンザ H1N1 発生時の国の初動（2009（H21）年） 
 官邸（内閣官房）の動き 厚生労働省の動き 
4月 28日 〔ＷＨＯ〕フェーズ４（新型インフルエンザ発生）宣言 
4月 28日 
・（8:00）新型インフルエンザ対策本部設
置 
●『基本的対処方針』の決定 
・メキシコへの渡航延期勧告／検疫強化 
・医療体制の強化準備、等の呼びかけ 
●厚生労働大臣が感染症法に基づき「新
型インフルエンザ発生」を宣言。感染
症法に基づく検疫感染症に指定し、検
疫法に基づき検疫の強化を開始 
※発信元：健康局長 
4月 29日 
 ●新型インフルエンザに係る症例定義及
び届出様式について（感染症法に基づ
く患者・擬似症患者の報告義務につい
て） 
※発信元：健康局結核感染症課長 
5月 1日 〔ＷＨＯ〕フェーズ 5 宣言 
5月 1日 ・専門家諮問委員会の設置   
・新型インフルエンザ対策本部（第２回会
合） 
●「基本的対処方針」の改定（感染拡大防
止措置を追記：不要不急の外出自粛、集
会・スポーツ大会等の自粛、事業者の不
要不急の事業の縮小など）    強化 
 
●新型インフルエンザに係る積極的疫学
調査の実施等について（感染症法に基づ
く患者の報告義務） 
※発信元：健康局結核感染症課長 
5月 2日 〔国立感染症研究所〕多くの症例が軽症との報告 
5月 6日 
※産経新聞に東京都が新型インフルエンザ擬似症患者の届出をしていない事実が報道
される 
5月 9日 ※成田空港検疫所で最初の感染患者を確認 ⇒隔離・停留措置へ 
5月 9日 ・新型インフルエンザ対策本部幹事会開催 ●新型インフルエンザに係る症例定義及
び届け出様式の改定について 
※発信元：健康局結核感染症課長 
5月 13日 ○専門家諮問委員会 報告 
・停留期間を 10日間から 7日間に短縮するよう提言      緩和の意見書 
5月 13日  ●新型インフルエンザに係る症例定義及
び届け出様式の改定について 
※発信元：健康局結核感染症課長
（通知） 
・停留期間を 10日間から 7日間に短縮 
一部緩和 
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表 2-7 新型インフルエンザ H1N1 発生時の国の初動（2009（H21）年）（つづき） 
 官邸（内閣官房）の動き 厚生労働省の動き 
5月 16日 ・兵庫県神戸市で国内最初の患者発生を確認 
○専門家諮問委員会（「「基本的対処方針」の実施について」を発出）緩和の意見書 
 ・感染拡大防止措置の緩和（外出自粛、事業者の不要不急の事業の縮小などを行わな
い）の意見 
5月 16日 ・新型インフルエンザ対策本部幹事会開催 
○「確認事項」の発出 
 
5月 18日 新型インフルエンザ対策本部（第 3回会
合） 
 
5月 22日 新型インフルエンザ対策本部（第 4回会
合） 
●「基本的対処方針」の改定（感染拡大防
止措置の緩和：外出自粛、事業者の不要不
急の事業の縮小などを要請しない）緩和 
●「運用指針」の策定 
（全国を地域別に分けて柔軟に対応：学
校休業の基準を季節性インフルエンザ
と同様とする、検疫強化基準見直しな
ど、対策の一部緩和） 緩和 
6月 12日 〔ＷＨＯ〕フェーズ 6 宣言 
6月 19日  ●「運用指針」の改定（検疫強化の大幅
緩和など） 
7月 6日 新型インフルエンザ等対策室の設置  
8月 15日 ・沖縄県において国内発患者死亡確認 
8月 21日  新型インフルエンザ流行入り宣言 
出所：首相官邸 Web サイト「新型インフルエンザへの対応69」及び厚生労働省から発出された「事務
連絡」、「通知」等の文書をもとに筆者作成 
 
 
国内発生から約１週間後の 5 月 22 日に政府対策本部が「基本的対処方針」を改定し、
国内発生を踏まえて、「外出自粛を要請しないこと」、「事業者の事業自粛を要請しないこ
と」など、一部の対策を緩和する方針が決定された。同日（5 月 22 日）、厚生労働省にお
いて「医療の確保、検疫、学校・保育施設等の臨時休業の要請等に関する運用指針（以下
「運用指針」という。）が発出され、地域別に柔軟な対応が可能とするよう、運用を定め
た。「基本的対処方針」及び「運用指針」においては、既に感染者が発生している地域とそ
れ以外の地域を分けて、柔軟に対応するという方針が示された。 
また、その後 6 月 12 日 WHO においてフェーズ 6（大流行）が宣言された。フェーズ 6
宣言を受けて厚労省対策推進本部では 6 月 19 日に「運用指針」を改定し、原則、全ての
医療機関で診療すること、停留措置の中止など、大幅に対策を緩和する方針が決定した。 
さらに、8 月 15 日には、国内最初の死亡例が報告され、8 月 21 日には、定点医療機関
当たりのインフルエンザ様疾患の報告数が１を超え、流行入りが宣言された。 
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第3節 個別対策の初動対応 
上記に示した対策の概要のうち、主な対策である「海外発生期の対応（水際対策（検疫
の強化））」、「海外発生期から国内発生早期の対応（患者の発生動向調査）」、「国内発生時の
対応方針決定プロセス」の３点について、以下に個別に整理する。 
 
1.  海外発生期の対策（水際対策（検疫の強化））について 
新型インフルエンザ発生初期の主な対策の一つに水際対策（検疫の強化）がある。水際
対策は、海外で新型インフルエンザが発生した場合、新型インフルエンザウイルスの国内
への侵入を出来る限り遅らせるために、基本的には国内未発生期に実施するものである。 
2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 発生初期には、日本に到着した発生国（メ
キシコ、アメリカ、カナダ）からの直行便の搭乗者のうち、新型インフルエンザに感染し
ている者を空港で早期発見し、治癒するまで、近隣の宿泊施設に停留するという対策が行
われた。 
具体的には、発生国からの渡航者に対し、検疫所（厚生労働省の組織）の職員が健康状
態（発熱や急性呼吸器症状等のインフルエンザ様症状）について質問紙等を用いて調査
し、インフルエンザ様症状がある場合はその場で医師による簡易検査を行い、インフルエ
ンザが検出された場合には、国立感染症研究所において詳細検査（遺伝子検査）が行われ
た。詳細検査の結果、新型インフルエンザが確定した場合は、一定期間、入院又は停留
（隔離）措置の対象となる。 
また、感染者が確認された飛行機に同乗していた乗客については、本人には感染が認め
られない場合にも、近くの席に座っている者や感染者との同行者等は「濃厚接触者」と定
義され、停留措置の対象とされた70。停留措置とは、感染している可能性がある者を一定
期間、ホテル等の宿泊施設に隔離し、留め置くことである。 
また、インフルエンザには潜伏期間があるため、仮に感染していても、検疫の場ですべ
てを捕捉することが不可能であると考えられている。このため、同一便で感染者が確認さ
れなかった場合でも、検疫所が発生国からの帰国者に対して「健康状態質問表」等で居所
や連絡先等を質問し、居住地の自治体に「健康監視対象者」リストが通知された。居住地
の保健所では、これらの「健康監視対象者」に対し、一定期間（7 日間）、電話等で本人の
健康状態を確認することが求められた。（表 2-8） 
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表 2-8 患者及び接触者等に対する入院措置・健康監視（検疫における対応） 
発生状況 対象者 措置・健康状態の把握等 外出自粛 
飛行機・船舶内
の乗客の中か
ら、機内検疫に
より、患者が確
認された場合 
患者 入院措置 ― 
患者の濃厚接触者 
（患者と２ｍ以内に座ってい
た者及び同行者） 
停留施設（ホテル等）に停
留。医師等が毎日健康状態
を把握 
外出不可 
患者の同乗者 
（上記を除く） 
保健所が毎日電話 
外出自粛が 
望ましい（任意） 
出所：厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部事務局「新型インフルエンザ対策における都道府県
等による健康監視について（事務連絡）」、他を参考に筆者作成 
 
これは、入国後に発症した感染者を早期に発見・捕捉することが目的として、検疫法
（第 18 条第 4 項及び第 5 項）及び感染症法（感染症法第 15 の 3）に定められたもので一
般に「健康監視」と呼ばれる。 
この水際対策は、2009（H21）年 4 月 28 日～6 月 18 日までの期間、成田、関西、中
部、福岡、羽田空港等の検疫所で実施された。同年 5 月 21 日までの約１ヶ月で換算する
と、約 164 万人の帰国者が調査対象となり、10 人の新型インフルエンザ患者が確認され
た。「健康監視対象者」リストが膨大であったこと、国内発生（5 月 16 日）以降も継続さ
れたことなどから、自治体等からの反発が強い対策であった（5 月 22 日以降は「健康監査
対象者」の範囲が限定されて 6 月 18 日まで継続された）。 
特に、空港における健康検査の後に「健康監視対象者リストが保健所等に送付され、保
健所において「電話等により定期的に健康状態を聴取すること」が通知によって決定した
点などにも疑問視する意見もあげられた。 
 
2.  海外発生期から国内発生早期の対応（患者の発生動向調査） 
国内発生対策としても、患者の発生動向調査（サーベイランス）対策の強化のため、都
道府県等に対して、感染症法（第 12 条71）に基づく「新型インフルエンザ患者や擬似症患
者」の報告が要請された。実際の「患者の発生動向調査」の範囲や対象は広いが、ここで
は発生初期に医療機関に受診した患者の中で、新型インフルエンザの感染が疑われる「擬
似症患者」について報告を求める対策に焦点を当てる。 
2009（H21）年に問題になったのは、「擬似症患者」の定義である。「擬似症患者」の報
告は、法に基づいて都道府県から厚生労働省に届け出るよう義務付けられているが、「擬似
症」の定義は法令で定められていない。このため、厚生労働省から都道府県等に新型イン
フルエンザ H1N1 の患者及び擬似症患者の定義が示された。 
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表 2-9 「新型インフルエンザ H1N1 の症例定義」の例 
イ疑似症患者 
医師は、38℃以上の発熱又は急性呼吸器症状＊1があり、かつ次のア）イ）ウ）エ）のいずれかに該当する者
であって、インフルエンザ迅速診断キットによりＡ型陽性かつＢ型陰性となったものを診察した場合、法第１
２条第１項の規定による届出を直ちに行わなければならない。ただし、インフルエンザ迅速診断キットの結果
が A型陰性かつ B型陰性の場合であっても、医師が臨床的に新型インフルエンザの感染を強く疑う場合には、
同様の取り扱いとする。 
ア）10日以内に、感染可能期間内＊2にある新型インフルエンザ患者と濃厚な接触歴（直接接触したこと又は 2
メートル以内に接近したことをいう。以下同様。）を有する者 
イ）、ウ）（略） 
エ）10日以内に、新型インフルエンザが蔓延している国又は地域に滞在もしくは旅行した者 
＊1．急性呼吸器症状：急性呼吸器症状とは、最近になって少なくとも以下の 2つ以上の症状を呈した場合を
いう（ア）鼻汁もしくは鼻閉／イ）咽頭痛／ウ）咳嗽／エ）発熱または、熱感や悪寒） 
＊2 発症 1日前から発症後 7日目までの 9日間とする。 
出所：厚生労働省結核感染症課長〔2009b〕より抜粋 
 
「擬似症患者」については、横浜市や東京都で発生した擬似症患者の取り扱いについ
て、主に公表の範囲を巡って問題が生じた。国と自治体との関係は第３章で詳述するた
め、要点のみ整理する。 
新型インフルエンザ H1N1 発生当時（2009（H21）年 4 月末から 5 月初旬）は、季節性
インフルエンザの流行が収束しておらず、6～10 万人の患者が日本国内に存在したとされ
る72。未だ国内で新型インフルエンザ患者が確認されていない時点において、「10 日以内
に発生国に滞在した帰国者のうちインフルエンザ様症状を呈する患者」は、論理的には新
型インフルエンザではなく、季節性インフルエンザの患者である確率が高いと考えられ
る。 
実際、横浜市は 4 月 30 日に海外から帰国したインフルエンザ患者が「擬似症患者」と
判断されたが、季節性インフルエンザであったことが判明した。ただし、「擬似症患者」の
時点で厚生労働省に報告したところ、厚生労働省からマスメディアに公開され、風評被害
に遭った例もある73。 
 
3.  国内発生時の対応方針決定プロセス 
2009（H21）年5月16日、神戸市で国内第一例目の新型インフルエンザ患者が確認され
た。第一例目の患者は海外渡航歴がなく、また渡航者との接触のない高校生であり、ま
た、同日から兵庫県内及び大阪府内で患者の集団発生が確認されるなど、発生前の想定と
異なる事態であった。 
国内発生を受けて、政府対策本部からの発表は行われず①対策本部長である内閣総理大
臣の「談話」74、②政府対策本部の下部組織である「幹事会」から発表された「確認事
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項」75、③新型インフルエンザ対策本部に設置された専門家から構成される「専門家諮問
委員会」から発表された「『基本的対処方針』の実施について」76の３点が発表された。 
国内の患者第一例目に際して、本来であれば関係省庁の閣僚が構成員となっている「政
府対策本部」名による文書が発表されることも考えられるが、実際にはその下部組織（幹
事会）や外部の専門家（専門家諮問委員会）からの発表のみである点に留意が必要であ
る。その３つの文書・発言を比較したものを表 2-10に示す。 
 
表 2-10 国内発生直後（2009（H21）年 5 月 16 日）に発出された 3 つの文書の比較 
発信主体 文書名 文字数 
内容（以下の項目に関する記述があれば○とする） 
病原性 学校休業 外出
自粛 
事業自
粛 
① 内閣総
理大臣 
なし 
（談話） 
490 字 
○ 
早期に適切な治療を受
けることにより順調に
回復。ただし慢性疾患
患者などは油断禁物。 
× × × 
②新型イン
フルエンザ
対策本部 
幹事会 
（局長級） 
確認事項 
1755
字 
○ 
感染性は強いが多くの
方が軽症のまま回復 
○ 
患者が学校・保育
施設に通う生徒・
児童の場合は、そ
の地域の学校等を
臨時休業を原則と
する。 
× × 
③新型イン
フルエンザ
対策本部 
専門家諮問
委員会 
「基本的
対処方
針」の実
施につい
て 
3181
字 
○ 
感染性は強いが多くの
患者が軽症のまま回
復。 
抗インフル薬が治療に
効果あり。 
○ 
患者が学校・保育
施設に通う生徒・
児童の場合は、そ
の地域の学校等を
臨時休業を原則と
する。 
○ 
外出
自粛
要請
を行
わな
い 
○ 
事業自
粛要請
を行わ
ない 
出所：各発出文書を参考に筆者作成 
 
３つの文書を比較すると、専門家諮問委員会による文書がより具体的な対応方針の記載
があることがわかる。 
内閣総理大臣の談話は、具体的な内容には触れられず、「国や自治体が発する情報をよく
聞いていただき、警戒を怠らない一方、冷静な行動をお願いします。」という文章で締めく
くられている。後の検証の際に、この「冷静な行動」とは何か、という情報提供がなく、
抽象的であったという指摘を受けた。また、政府対策本部幹事会の「確認事項」は専門家
諮問委員会の「基本的対処方針の実施について」の文書を受けて作成されたものなので、
発信情報は類似したものである。つまり、専門家諮問委員会が、病原性等の状況を踏まえ
て外出自粛や学校閉鎖等の対策の可否を提案し、それを受けて政府対策本部幹事会が「確
認事項」を策定した、という流れである。 
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さらに、約１週間後の 5 月 22 日に政府対策本部が「基本的対処方針」を改定し、国内
発生を踏まえて、「外出自粛を要請しないこと」、「事業者の事業自粛を要請しないこと」な
ど、一部の対策を緩和する方針を決定した。 
一方、厚生労働省においては、政府対策本部の「基本的対処方針」の改定を受けて 5 月
22 日「医療の確保、検疫、学校・保育施設等の臨時休業の要請等に関する運用指針（以下
「運用指針」という。）」を別途、策定した。5 月 22 日に発出された運用指針は、国内の対
策について地域を２つに区分し、既に患者が発生している地域については、対策を緩和す
るものであった。対策を緩和した地域では、学校閉鎖の基準等を通常の季節性インフルエ
ンザと同様の対応とすることとされた。 
 
4.  厚生労働省からの文書発信の実態 
2009（H21）年 4 月 29 日の新型インフルエンザ対策本部設置後、厚生労働省からは多
数の通知や事務連絡が発出された。特に発信量の多い初動の１か月に計 71 通であり、そ
のうち対策本部の発信したものは 21 通、それ以外の部局から 50 通が発信された。発信元
は、感染症を所管している健康局（26 通）、医療体制について指導的立場にある医政局
（13 通）、保育所等の対応についての事務連絡を行った雇用均等・児童家庭局（13 通）等
である。（表 2-11） 
内容的に担当部署が実質的な政策形成を行い、都道府県等の担当部局に適宜指示を出し
ていたことが推察できる。 
 
表 2-11 2009（H21）年発生時の通知・事務連絡の発出件数（発出組織別） 
発信日 
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
対
策
推
進
本
部 
平時の組織  
大
臣
官
房 
健
康
局
（
結
核
感
染
症
課
等
） 
医
政
局 
医
薬
・
食
品
局 
保
険
局 
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局 
社
会
・
援
護
局 
老
健
局 
計 
4/29～30 0 0 2 6 0 1 0 0 0 9 
5/1～10 3 1 5 2 1 0 1 1 0 9 
5/11～20 9 2 12 3 2 6 10 9 4 30 
5/21～30 9 0 7 2 2 2 2 2 1 23 
計 21 3 26 13 5 9 13 12 5 71 
出所：厚生労働省の発信文書より筆者作成（連名の発信、複数の宛先の通知等があるため、縦横の合計値
が一致しない。） 
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当時、発信された71通の発信先は主に都道府県（52通）、保健所設置市・特別区（35
通）であった。都道府県の衛生主管部局に届いた通知類は、厚生労働省の様々な部署（対
策本部、健康局、医政局等）から別々に発信されており、かつ 1日平均2通以上の通知類
が都道府県等の混乱を招いたとの意見が寄せられている77。 
主な文書の発信元と発信先の関係を分析した結果を図 2-4に示す。 発信元別の発信先を
みると、健康局は「都道府県及び保健所設置市（又は政令市）・特別区」を対象とし、保険
局からの発信は都道府県の民生部や医療課等の、通常の所管課に宛てられている78。 
 
図 2-4  2009（H21）年新型インフル発生時の発信文書の宛先（発出組織別） 
 
    〔 〕内の数値は発出文書の数。連盟の発信及び複数の宛先の文書があるため、合計値は一致しない。 
出所：厚労省発信文書等より筆者作成。 
 
表 2-12  2009（H21）年新型インフル発生時の通知の例（一部） 
文書名 発信元 
新型インフルエンザに係る対応について（4/28） 健康局 
新型インフルエンザ（豚インフルエンザ H1N１）に係る症例定義及び届け出
様式について（4/28） 
健康局結核感染症課 
新型インフルエンザの海外発生に伴う医薬品、医療機器等の安定供給について
（4/28、4/30、5/1） 
医政局経済課 
新型インフルエンザに係る症例定義及び届出様式の改定について（5/9） 健康局結核感染症課 
新型インフルエンザ対策における都道府県等による健康監視について（5/14、
5/22） 
新型インフルエンザ
対策推進本部 
新型インフルエンザに係る症例定義及び届出様式の再改定について（5/14、
5/22） 
健康局 
新型インフルエンザに係る発熱外来の受診時における被保険者資格証明書の取
扱いについて（5/18） 
保険局 
新型インフルエンザの国内発生に係る血液製剤の安定供給確保について【都道
府県宛／日本赤十字社宛】（5/21） 
医薬・食品局 
 67 
新型インフルエンザの国内発生に係る血液製剤の安定供給確保について【都道
府県宛】 
医薬・食品局 
インフルエンザ施設別発生状況に係る調査について（5/22） 健康局 
出所：厚労省発信文書等より筆者作成 
 
自治体の衛生主管部局への通知・事務連絡については「政令市・保健所設置市等」が加
えられる理由は、感染症法において、「保健所が設置された政令市等は、都道府県と同等の
責務を担う」とされているためである、と考えられる。保健所設置市等の長は、都道府県
を通さずに厚労省に直接患者情報を通知することが義務付けられている。そのため、感染
症患者の情報は都道府県に集約されていないという指摘もある。 
 
5.  国（厚生労働省）における対策の検証（初動対応を中心として） 
新型インフルエンザH1N1発生の約１年後の2010（H22）年3月、対策を検証するために
厚生労働省において、医療関係者、マスメディア関係者、都道府県・市町村関係者等を招
聘し「新型インフルエンザ（A/H1N1）対策総括会議（以下「総括会議」という。）」が設
置され、2010（H22）年3月～6月の間に、計7回開催された。 
厚生労働省としては、対策について「我が国の死亡率は他の国と比較して低い水準にと
どまっており、死亡率を少なくし、重症化を減少させるという当初の最大の目標は、概ね
達成できた」と総括している79。さらに、主に厚生労働省の対策への問題として、①サー
ベイランス（調査）、②広報・リスクコミュニケーション、③水際対策（検疫強化）、④公
衆衛生対策（学校等の臨時休業等）、⑤医療体制、⑥ワクチン、という個別の対策に関する
ものに問題提起がなされた。 
このうち、本章で対象としている水際対策に対しては、対策を実際に担当した自治体、
特に保健衛生部局の担当者からは、①水際対策に意味があったのか、②水際対策の時期が
長すぎて、保健所等に必要以上の負荷をかけたのではないか、という大きく２点の指摘が
あった80。 
１点目は、発生国からの帰国者に対し、保健所から逐一電話等で健康確認することを求
めることに科学的意味が低いのではないか、というものである。総括会議においても、「医
学的に意味のないことに対する徒労感が大きい」という指摘があった。 
水際対策が本格的に実施された5月は、保健所では住民からの相談やインフルエンザ症状
の方の検査等、多数の業務を同時に行うことが求められていた。特に5月16日に国内発生
の一例目の患者が発生した後は水際対策を実施する意味がないという指摘がある。厚生労
働省対策推進本部事務局は「国内で患者を早期に発見してまん延防止を図ることを目的と
して実施した。」として、水際で食い止めるというより、感染拡大のスピードを緩めること
 68 
が目的だったことを示唆した。当時の舛添元厚生労働大臣は、「医学的に意味がないとの指
摘は正しいが「国民の感情を考えた時に、『これだけ政府が頑張っているんだ』という安心
感を与える意味もあった」81との発言をするなど、対策推進本部事務局と対策推進本部長
の間に齟齬があることが確認できる。 
2点目の指摘は、水際対策の中止時期である。水際対策は、患者を早期に発見し、国内で
の感染拡大の時期を遅らせる、という目的で実施されていたにも関わらず、国内で患者が
発生した後も、1ヶ月程度継続された点が自治体から指摘されている。 
国が事前に策定していた「新型インフルエンザ対策ガイドライン」においては、「国内で
の感染が拡大した段階で、状況に応じて検疫措置を縮小する」とされており、総括会議に
おいても、厚労省対策推進本部事務局において、「（5月上旬に）縮小を検討したが、5月9
日に機内検疫で初の隔離・停留のケースが発生し、検疫強化の要望があったため、長期化
した。」したとされている82,83。 
北米から日本への到着機の搭乗者に対する帰国後の健康調査は、検疫法及び感染症法が
根拠にされていると考えられるが、同法には具体的な調査方法等が示されていない。この
ため、新型インフルエンザ発生後、保健所が実施し、厚生労働省に対して通知すべき内容
として、各帰国者から健康状況を聴取し、報告することが課長通知によって示された。 
また、事前に策定した行動計画・ガイドラインでは、発生時の実施プロセスは明確に記
載しているものの、縮小のタイミングを決定するプロセスや意思決定者が未確定であった
点も確認できる。 
議事録中の発言を確認すると、国や厚生労働省により多くの責任を求める意見よりもむ
しろ、「意思決定のプロセスや、だれに最終責任があるかなどに関してやや不明確であっ
た。」ということや、最終的には総理大臣や厚生労働大臣に責任があるという整理に対し
て、「正しい意見を言える専門家が責任をもって議論の道筋を作っていく」ことの必要性な
どが言及され、国にのみ責任を求める意見のみではないことが示唆される。 
 
表 2-13 水際対策に対する自治体の認識 
○発生国からの帰国者（直行便）を対象にしたため、第三国を経由した帰国者は除外されており、
検疫の効果に問題があったのではないか。どちらにしろ発熱のある人は、発熱相談に問い合わせ
をするので、「発熱があった時点で相談を」と検疫所、マスコミ等を通じて周知するのみで十分で
はないか（市区町村） 
○渡航歴のない国内感染者が 5/16 に確認されているにも関わらず、6/19 まで健康監視が継続され
た。国内感染者が発生した段階で中止すべきであった。（市区町村） 
○医学的に意味がないことを継続することによる徒労感が大きい（全国保健所長会） 
○保健所では健康相談等他の対策を実施しており、健康監視のための人員が不足した（全国保健所
長会） 
出所：厚生労働省「第３回新型インフルエンザ（A/H1N1）総括会議（2010 年 4 月 28 日）」議事録 
から抜粋し筆者作成 
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ただし、自治体や医療機関からの意見としては、国が対策の一部について統制的に行い
「物理的に困難な健康監視（という対策）を自治体に丸投げし、感染拡大した際の責任回
避」をしているように見える、という意見や「全体に責任を持って取り組まなかった」点
への指摘があげられた。こうした具体的な対策に関する「国」としては「厚生労働省」を
指していると推察される（表 2-14）。 
新型インフルエンザ対策の意思決定に関しては、決定事項が多岐に渡っており、最終決
定する組織のみが意思決定する、という単純な構造にないことが背景にあることが推察さ
れる。 
特徴的な発言としては、「国の危機管理の組織は内閣官房にあり、そこで、関係省庁や関
係大臣を集めて議論することが決まっていた（厚生労働省健康局長）」、「本来は官邸が方針
を出し、厚労省は実行部隊のはずだが、厚労省が方針と実行部隊の両方を背負わなければ
いけないという状況になった（厚生労働省健康局長）」という発言である。 
これに対して、最終的に内閣総理大臣に責任があるといっても、「正しい意見を言える専
門家が責任をもって議論の道筋を作っていく」ことの必要性が言及されるべきである、と
いう主張もある。つまり、感染症対策においては、意思決定に２つの段階がある、という
趣旨である。１つ目は「専門家による技術的な判断を行う」、２つ目が「経済社会、政治、
文化的に影響がある部分の、最終的な政治的判断を政治家が行う」という２段階である。 
この考え方に基づくと、厚生労働省がまず感染症管理に関する専門的知見を集約し、技
術的（医療・公衆衛生的）にあるべき方向を示すことが必要となる。そのうえで、内閣官
房に設置された政府対策本部において、経済社会への影響を踏まえた政治的判断を行うこ
とが求められていると考えられる。 
 
表 2-14 総括会議の議事録における発言記録（国・厚生労働省／責任） 
• 意思決定のプロセスや、だれに最終責任があるかなどに関してやや不明確であった。また、意思
決定に至る過程が少し長くなったということも含めて、より合理的な、より素早い意思決定ので
きる方法、メカニズムの構築の必要性（がある）。（総括会議構成員：感染症専門家） 
• ややもすると、大臣が常に責任者のような報道がされるんですが、専門家として正しい意見を言
える、医師又は感染症の専門家のような方が、はっきりとした責任の所在をもって議論の道筋を
作っていくことを是非ここの総論の中に入れていただきたいと思います。（総括会議構成員：感染
症専門家） 
• ある意味で国民に対して責任の所在をはっきりさせる。もちろん責任を取れという意味ではなく
てですね。特に、現在の健康局長の立場では、非常にその責任の範囲が広過ぎ・・（総括会議構成
員） 
• 厚生労働省が国民に対するポーズで、物理的に困難な健康監視を自治体に丸投げし、感染拡大し
た際の責任回避に見える。（自治体関係者） 
• （略）行政的な最大の問題点は、国が一部分のみを強制的・統制的に行って、全体についての責
任を持って取り組まなかったというところにあると思います（医療関係者） 
出所：総括会議議事録より引用。強調・下線は筆者が加筆 
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表 2-15 総括会議の議事録における発言記録（国の組織間関係） 
• 国の危機管理は内閣官房に組織が厳然としてあり、そこが関係省庁、関係大臣を集めて議論をす
ることは決まっていた。ただ、２つの要因があって、それは行えなかった。１つの要因は、今回
は病原性が低かったため、余り関係省庁の関与がなく厚生労働省が責任を持てば大体カバーでき
るということに流れていった。本来は官邸が方針を出し、厚労省は実行部隊のはずだが、厚労省
が方針と実行部隊の両方を背負わなければいけないという状況になった。（厚労省健康局長） 
• もう一つの要因は、官邸にやらせたくなくて厚生労働省でやりたかった人がいた。本来の危機管
理のことを考えると、やはり官邸主導であるべきと考えています。（厚労省健康局長） 
• 我々国民としては厚生労働省が責任を持って、いわゆる国民の不安に応えるということに関して
はきちっとしたメッセージを出す方がよろしいかなと考えるんです。（総括会議構成員） 
• ２つの段階があって、一番目には基本的には感染症対策ですから、専門家による技術的な判断、
議論を十分行う。第二段階としてその次に、早く政治家の先生に最終的な判断をしてもらうこと
が必要です。そのメカニズムをつくる必要があるんです（略）。（総括会議構成員） 
• 最終的な責任者は首相であり、大臣であり、そういう方々であると思うんですが、そういう人た
ちに専門的知識は当然あるはずがないわけです。そうしますと、それをきちっとサポートできる
人、グループが本当の意味での組織全体の責任を担う･･（中略）･･、そういう人には当然、専門
知識も必要ですし、行政能力も要求される（総括会議構成員） 
• 政治家の先生たちの役割、専門家の提言を基に最終的には政治家の先生による最終判断が行われ
ることを書くべきだと思います。感染症は基本的には技術的な問題ですから、技術的な議論・判
断をエキスパートがぎりぎりやる。（略）。ただし感染症は、かなり広い、経済社会、政治、文化
的に影響があるから、最終的な政治的判断を政治家が行う必要がある。（総括会議構成員） 
出所：総括会議議事録より引用。強調・下線は筆者が加筆 
 
 
第4節 小括（国における健康危機発生時の課題） 
本章では、内閣官房を中心とした国全体の体制と、厚生労働省内部の組織体制の両面か
ら、2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 対応を中心に調査、分析した。その結
果、国の組織体制と厚生労働省内の組織体制の各々の課題を抽出した。以下に分析結果を
示す。 
 
1.  国の体制について 
2009（H21）年の初期の体制面としては、国は迅速に内閣総理大臣をトップとする政府
対策本部を設置し、厚生労働省も大臣をトップとする厚生労働省対策推進本部を設置し、
部局横断的な対応が執られた。いずれも事前の計画に即した対応であったといえる。 
しかし、対策の役割分担について、事前に策定された行動計画等において明示的に示さ
れていなかった点などもあるなど不十分な点があった。さらに、事前に想定していた病原
性が強いものではなかった「想定外」の事態に際して、判断の遅延や混乱等が生じていた
ことも確認できた。2009（H21）年の新型インフルエンザは事前の行動計画で想定された
病原性が強い H5N1 ではなく、病原性が弱いものであったにも関わらず、厚生労働省にお
いて行動計画に準拠した対応が行われた。総括会議等においても、「国の対策はやりすぎで
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あったのではないか」、という批判があった。つまり「実態に即して柔軟に運用すべき」と
いう意図であったと考えられる。 
厚生労働省の措置は、感染症法や検疫法に基づいて執行することが定められており、柔
軟な対応が不可能なものである。これは前章で示したとおり、歴史的に患者に対する差別
的な隔離政策等が行われた歴史もあり、感染症法では「患者等の人権を尊重」することが
法律の序文に記されており、蓋然性の強い患者にしか適用できないとともに、厳格に運用
が定められているためである。（表 2-16）  
 
表 2-16 健康危機発生時の国の組織体制（想定された業務分担とその根拠） 
 根拠 方針の決定 実施主体 
事前の行動計画上の想
定 
（新型インフルエンザ
の場合） 
政府行動計画（閣議
決定） 
新型インフルエンザ政
府対策本部 
（事務局：内閣官房） 
厚生労働省新型イン
フルエンザ対策推進
本部 
感染症法、検疫法
（新型インフルエン
ザ） 
厚生労働省 厚生労働省健康局又
は医薬・食品局 
2009（H21）年の実態 具体的な方針変更な
し－ 
厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部 
【参考】 
（通常のインフルエン
ザの場合） 
感染症法、検疫法 法的に、隔離・停留・検査、入院勧告等の措置
を実施することはできない。 
出所：筆者作成 
 
官僚制の特徴として、業務が明確に定められている点が挙げられるが、感染症に係る危
機管理については、特に定められた権限を逸脱するのは「人権侵害」にあたるものであ
る。例えば、2009（H21）年の新型インフルエンザが、発生後、「季節性インフルエンザ
並みの」致死率であることを根拠に感染症法上の「インフルエンザ」として扱った場合、
検疫強化のために実施されている隔離や検査、入院措置、外出自粛要請など様々な対応を
実施することができなくなる。（表 2-17） 
2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 の発生は、平時には人権を守るために機能
していた法令が、緊急時には役立たなくなる例であり、「訓練された無能力84」の実例であ
るといえる。平時には、蓄積された科学的根拠に基づいて定められた法令の基準が、「想定
外」の新型インフルエンザの発生によって、不適当な対応となったものである。このた
め、厚生労働省内の判断が遅延した例であるといえる。 
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表 2-17 通常のインフルエンザと新型インフルエンザで実施可能な措置の比較 
類型 五類感染症 新型インフルエンザ等感染症 
疾病名 
措置内容 
インフルエンザ 新型インフルエンザ 
／再興型インフルエンザﾞ 
隔離【検疫法】 × ○ 
停留【検疫法】 × ○ 
検査【検疫法】 × ○ 
入院の勧告・措置 × ○ 
就業制限 × ○ 
医師の届出 ○ ○ 
健康状態の報告要請 × ○ 
外出自粛要請 × ○ 
出所：感染症法研究会〔2008〕より引用、作成 
 
2.  厚生労働省内の組織的の課題 
新型インフルエンザの発生時、厚生労働省内では、検疫や医療体制整備など、各々の
対策に応じてチーム（班）が構成された。対策チームは、平時の局・課・係の枠組みを
超えて、機能別のプロジェクトチームが編成された。例えば、健康局の結核感染症課は
「感染症の発生及びまん延の防止」等を所掌するが、検疫所に関しては、医薬・食品局
（当時）の検疫所業務管理室が一義的に所掌する。これらのメンバーを組み合わせて一
つの「班」を形成し、一体的な対策を行うことが可能となる。 
ただし、こうしたプロジェクトチームのデメリットは、責任の所在が不明確になる点
である。本務である結核感染症課長が責任を持つのか、対策推進本部の「検疫班長」が
責任を持つのか、明確に定めがない状態で、初期の対策が行われた。特に、検疫の強化
を「解除する」際に、誰が責任を持つのかが不明確であった。 
例えば、解除後に、新型インフルエンザの致死率が高いことが判明した場合、感染症
法上ではどのような扱いになるのか、など、法令で定められた事以外の対策を講じると
「人権侵害」にあたる、という制約がある中で、判断を先送りにする傾向が見られたの
ではないか。2009（H21）年の初動対応では厳格な運用のデメリットが顕在化し、「責
任の所在が不明確である」という指摘を受けることとなったといえる。 
また、前章でも示したとおり、公衆衛生部局の長は医系技官で占められており、対策
の評価として、他国と比較した「死亡者数、死亡率」が指標となる。このため、柔軟な
対応よりもむしろ厳格な運用が進められたことにつながったことも推察される。 
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3.  初動対応の国の体制の課題 
国の対応は事前の計画通りに実施され、危機管理の定石どおりであった点は評価され
る。しかし、事前の想定と異なる事態に対し、柔軟性に欠ける対応がなされ、社会の混
乱を招いた点、関係者からの批判を受けた点については、課題が残る。 
柔軟性に欠ける対応がなされた点は、平時と緊急時の判断基準が曖昧であったことが
判断の遅延の要因であると考えられる。通常では厚生労働省が対応を行う感染症対策で
あるが、平時には歴史的な背景から、「柔軟な対応」ができない性質を持っている。具体
的には、感染症法を逸脱する判断は、厚生労働省で行うことが難しい状況にある。 
このため、新型インフルエンザ対策を「緊急時」として内閣官房に政府対策本部を設
置した背景から考えると、想定外であっても平時と異なる対応を執る場合は、内閣官房
を含めた政府対策本部におけるトップダウンの判断・決定が求められると考えられる。 
 
61 全国知事会「新型インフルエンザ対策に関する要望」平成 20 年 5 月 22 日 
62 2007 年 10 月 26 日閣議決定「新型インフルエンザ対策に関する政府の対応について」、
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/ful/kettei/071026taiou.pdf（2018 年 1 月 28 日最終アクセス）、 
第 74 回市町村職員を対象とするセミナー資料「新型インフルエンザ対策の推進について」【行政
説明 I】新型インフルエンザ概論、http://www.mhlw.go.jp/bunya/shakaihosho/seminar/dl/02.pdf
（2018 年 1 月 28 日最終アクセス） 
63 2009 年 5 月時点医薬食品局血液対策課職員ヒアリング 
64 国立感染症研究所感染症情報センター〔2009b〕 
65 第３回 新型インフルエンザ対策総括会議（2010 年 4 月 28 日）「現場からは人繰りがつかない
という悲鳴が上がっており、実は何とか検疫を緩める理由探しをしていたのですが、幸か不幸か
５月９日に成田検疫で最初の患者発見になって、世論が一気に盛り上がって、ますますやめられ
なくなってしまったのが実情です。（厚労省健康局長）」 
66 新型インフルエンザ対策本部専門家諮問委員会〔2009a〕「新型インフルエンザ対策本部専門家
諮問委員会報告（停留に関する報告）（2009 年 5 月 13 日）」（報告書という名称だが、３ページ程
度の論点ペーパー） 
67 厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部事務局〔2009〕「検疫法に基づく停留の期間の考
え方について（事務連絡）」 
68 「政府対策本部幹事会」は政府対策本部の下部組織にあたる各省の局長級の会議であるため、
「確認事項」は「基本的対処方針」の下位の文書に位置づけられるものである。 
69 官邸 Web サイト「新型インフルエンザへの対応」
（http://www.kantei.go.jp/jp/kikikanri/flu/swineflu/（2018 年 2 月 3 日最終アクセス）） 
70 「濃厚接触者」の停留は、5 月 22 日以降は中止された。 
71 感染症法（第 12 条）医師は、次に掲げる者を診断したときは、厚生労働省令で定める場合を
除き、第一号に掲げる者については直ちにその者の氏名、年齢、性別その他厚生労働省令で定め
る事項を、（略）最寄りの保健所長を経由して都道府県知事に届け出なければならない。  
一  一類感染症の患者、二類感染症、三類感染症、四類感染症又は新型インフルエンザ等感染症
の患者又は無症状病原体保有者及び新感染症にかかっていると疑われる者  二  （略）  
２  前項の規定による届出を受けた都道府県知事は、同項第一号に掲げる者に係るものについて
は直ちに（略）当該届出の内容を厚生労働大臣に報告しなければならない。 
72 上田博三〔2010〕 
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73 舛添元厚生労働大臣が 5 月 1 日の未明（4 月 30 日の深夜）に記者会見したことで大きく報道
された 
74 新型インフルエンザ対策本部長（内閣総理大臣）の談話（2009 年 5 月 16 日）
（http://www.kantei.go.jp/jp/kikikanri/flu/swineflu/newflu20090516.pdf（2018 年 2 月 3 日最終
アクセス）） 
75 新型インフルエンザ対策本部幹事会〔2009〕 
76 新型インフルエンザ対策本部専門家諮問委員会〔2009b〕 
77 日本医師会保坂理事「厚生労働省から出てくる情報が非常に頻繁にばらばらに出てきたという
ことが、現場をすごく混乱させた」等の発言あり（第４回新型インフルエンザ等対策総括会議、
2010 年 5 月 12 日） 
78 2011 年 2 月 25 日筆者ヒアリング「（厚労省の）新型インフルエンザ対策本部は、責任の所在
が明確でない組織であり、位置づけが中途半端であった。対策本部で決定しても、責任は担当部
局（医薬食品局）にある、という位置づけであれば、対策に集中できない」（当時医薬食品局血液
対策課職員） 
79 政府行動計画上の対策の基本目標は「健康被害を最小限にとどめること」、「社会・経済を破綻
にいたらせないこと」の２点であるが、後者については、2009 年の新型インフルエンザの病原性
が低いことから、破綻を招く可能性が低いため割愛され、健康被害に着目されてしている。
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/dl/infu100610-00.pdf 
80  第３回厚生労働省新型インフルエンザ（A/H1N1）総括会議議事録（2010 年 4 月 28 日） 
81 「医学的に意味がないとの指摘は正しいが「国民の感情を考えた時に、『これだけ政府が頑張
っているんだ』という安心感を与える意味もあった」（舛添大臣,2012.4.27 参議院予算委員会） 
82 第 3 回新型インフルエンザ対策（A/H1N1）総括会議（2010 年 4 月 28 日）議事録 
83 「国内で患者を早期に発見してまん延防止を図ることを目的として実施した。縮小を検討した
が、5 月 9 日に機内検疫で初の隔離・停留のケースが発生し、検疫強化の要望があったため、長
期化した。」（厚生労働省新型インフルエンザ対策本部事務局、第 3 回総括会議議事録より） 
84 マートン（1961）P181 では「訓練された無能力」について、「訓練と技術にもとづいてこれま
では効果のあった行為も、変化した条件の下では不適当な反応に終わることがある」としてい
る。 
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第3章 新型インフルエンザ H1N1発生初期の自治体の体制と対応 
 
本章では自治体における健康危機管理体制の特徴を把握するため、新型インフルエンザ
H1N1 発生初期の自治体の体制と対応について分析する。 
 
第1節 新型インフルエンザ H1N1発生初期の自治体の対応 
自治体の新型インフルエンザ H1N1 発生初期の体制と対応について調査するため、6 自
治体を対象として調査分析する。 
 
1.  調査概要 
自治体における健康危機管理の体系及び新型インフルエンザ H1N1 発生時の体制と対策
について、文献調査及びヒアリング調査に基づいて整理する。健康危機管理の背景とし
て、自治体内部の危機管理部局と保健衛生部局の関係や、国との関係にも着目した。 
 
（1） 事例調査の対象 
事例調査対象は、国内未発生期や国内発生初期に患者及び疑い患者（新型インフルエン
ザの疑いがある患者85）が発生した自治体とする。 
具体的には国内未発生期の例として、初期段階で疑い患者が発生し厚生労働省との間で
対応の調整を行った横浜市と東京都を調査対象とする。また、国内の患者第一例目が確認
された神戸市及び兵庫県、同時期に高等学校での集団感染が確認された大阪府を調査対象
とする。さらに、東京都内発生の第一例目が確認された八王子市を調査対象とする。 
 
表 3-1 ヒアリング対象の自治体の選定理由 
対象自治体 概要（選定理由） 
都
府
県 
東京都 国内未発生期に新型インフルエンザの「擬似症患者」について、独自判断で厚生
労働省への報告を行っていないとして、批判を受けた。 
兵庫県 県内在住者（神戸市）に国内の新型インフルエンザ患者第一例目が確認され、対
応にあたった。指定都市である神戸市との情報共有に課題を有する。 
大阪府 国内発生の早期に大阪府内で集団発生事例が発生し、早期に学校休業等の意思決
定を行った。県内の指定都市（大阪市等）との情報共有の課題、自治体内の体制
について課題認識を有する。 
市 
横浜市 国内未発生期に新型インフルエンザの「疑似症患者」の第一例が発生。国との情
報共有やマスメディアへの対応に混乱を招いた、という課題認識を有する。 
神戸市 国内の患者第一例目が確認され、対応にあたった。指定都市としての判断と県の
判断の相違で課題認識を有する。 
八王子
市 
国内発生の早期に東京都内の初発事例が発生し、対応にあたった。都との連携の
他、自治体内の他部署との連携が図られたとされる。 
出所：筆者作成 
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ヒアリング対象の自治体には調査項目を事前に送付し、2009（H21）年新型インフルエ
ンザ H1N1 発生時に中心的に対応した保健衛生部局の担当者又は保健所長に対応いただい
た。ヒアリング対象組織の人口、面積の概要を表 3-2 に示す。新型インフルエンザ H1N1
発生初期に感染者が発生した自治体を中心としたため、人口の多い都市部が中心である。 
 
表 3-2 ヒアリング調査組織の概要（2009（H21）年時点） 
自治体名 東京都 大阪府 兵庫県 八王子市 横浜市 神戸市 
区分 都道府県 都道府県 都道府県 
保健所政
令市 
指定都市 指定都市 
人口 1,316 万人 887 万人 559 万人 58 万人 369 万人 154 万人 
面積 2,188 ㎡ 1,898 ㎡ 8,396 ㎡ 186.31 437.38 552.66 
保健所（県型） 6 箇所 13 箇所 13 箇所 6 箇所 1 箇所 1 箇所 
保健所（特別区） 23 箇所 － － － － － 
保健センター － － － － 18 箇所 － 
出所：人口、面積は「平成 22 年国勢調査（総務省統計局）」、保健所・保健センター数は保健所長会の
Web サイトより） 
 
（2） ヒアリング実施方法 
ヒアリング調査は、2012（H24）年 5 月から 12 月にかけて行った。ヒアリングは約 1
時間から１時間 30 分程度で行い、対象者に許可を得て IC レコーダーに録音、そのデータ
を文字化して分析の資料とした。一部は電子メール及び電話による確認を行った。各ヒア
リング対象者に提示した項目は表 3-3 に示すとおり、新型インフルエンザ H1N1）発生当
時の自治体行政内部の組織体制や外部組織との関係、対策及び課題を中心とした。 
 
表 3-3 調査項目 
①2009 年新型インフルエンザ（A/H1N1）発生時の組織体制に関して 
○自治体組織内の体制について 
－新型インフルエンザ対策本部の体制（主導組織：危機管理部局・保健衛生部局） 
－保健衛生部局と危機管理部局の関係／保健衛生部局と保健所の関係など 
○外部との関係・体制について 
－国や市区町村との関係・連携の体制／関係機関（医療機関・学校等）との連携など 
②2009 年新型インフルエンザ（A/H1N1）発生時の自治体の対策と課題 
○水際対策（初発例発生時の対応）、医療対策／公衆衛生対策（学校閉鎖等） 
○国内発生対応の課題について（情報収集・組織体制・費用等） 
③2009 年の新型インフルエンザ（A/H1N1）対策を受けての体制強化等 
○2009 年以降の自治体の計画／体制変更の有無やその考え方 
○国等への要望 
出所：筆者作成 
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（3） 調査対象自治体における都道府県等から保健所長への事務委任状況 
感染症法上の権限は、都道府県や政令市等の首長から保健所長に委任される場合があ
る。調査対象自治体の委任状況を見ると、各自治体の委任規則等で大部分の業務が委任さ
れていることがわかる。就業制限（第 18 条）や入院措置（第 19～22 条）など、私権に係
わる措置についても、対象自治体では保健所長への委任事項とされている一方、情報公開
等（第 44 条の 2）については、委任事項となっていないことが確認できる。（表 3-4） 
 
表 3-4 感染症法上の権限の委任の状況（都道府県の首長から保健所長への委任） 
○・・都道府県知事（又は政令市等の長）の権限又は義務が、保健所長に委任されている項目 
感染症の条文
（区分） 
概要（条文の抜粋） 
東
京
都 
大
阪
府 
兵
庫
県 
横
浜
市 
八
王
子
市 
神
戸
市 
第１２条第１項： 
医師の届出 
医師は感染症患者等の情報を、最寄りの保健所長を経
由して都道府県知事に報告しなければならない。都道
府県は、届出の内容を厚生労働大臣に報告しなければ
ならない。 
○    ○  
第１５条第１項： 
積極的疫学調査 
都道府県知事は、必要があると認めるときは、感染症
等の患者等に対する調査ができる。調査結果は、厚生
労働大臣に報告しなければならない。 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 
第１５条の３ 第
１項，第２項 
検疫所長との連携 
都道府県知事は、検疫所長から感染症等の疑い患者等
の情報の通知を受けたときは、当該者に対し、健康調
査をすることができる。調査結果は、厚生労働大臣に
報告しなければならない。 
○  ○ ○ ○  
第１７条：健康診
断 
当該感染症の疑い者に対し健康診断の受診を勧告する
ことができる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
第１９条～第２２
条：入院、移送、
退院 
都道府県知事は、一類感染症のまん延を防止するため
必要があると認めるときは、当該感染症の患者に対し
感染症指定医療機関への入院を勧告することができ
る。 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 
第３０条：死体の
移動制限等 
都道府県知事は、当該感染症の病原体に汚染された死
体等の移動制限・禁止することができる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
第３３条 
：交通の制限又は
遮断 
都道府県知事は、一類感染症のまん延防止のため緊急
の必要がありかつ消毒により難いとき、政令で定める
基準に従い、当該感染症の患者がいる場所等の交通制
限・遮断することができる。 
   ○ ○  
第３５条 
：質問調査等 
都道府県知事は、当該職員に感染症の患者等がいる場
所、当該感染症の病原体に汚染された場所等に立ち入
り、感染症の患者等の所有者等の関係者に質問、必要
な調査をさせることができる。 
○ ○  ○ ○ ○ 
第４４条の３ 第
１項，第２項 
：感染を防止する
ための協力 
都道府県知事は、当該感染症にかかっていると疑うに
足りる正当な理由のある者に対し、当該感染症の潜伏
期間を考慮して定めた期間内において、当該者の体温
その他の健康状態について報告を求めることができ
る。 
  ○ ○  ○ 
出所：以下の各自治体の規則等に基づいて、筆者作成 
東京都保健所長委任規則（昭和 50年 4月 1日 規則第 136号） 
兵庫県 地方機関処務規定（昭和 43年 5月 1日 訓令甲第 8号） 
府保健所長に権限を委任する規則（2004年 12月 28日 大阪府規則第百九号） 
横浜市保健所長委任規則（2007年 3月 30日規則第 31号） 
八王子市保健所長委任規則（2007年 3月 30日 規則第 52号） 
神戸市保健所長委任規則（昭和 28年 12月 15日 規則第 98号） 
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全国の自治体の保健所長への委任状況を調査した神尾ら（2006）の研究においても、多
数の自治体で保健所長への委任が行われている状況が確認されており、調査対象自治体に
おいても、同様の傾向が見られるといえる。 
 
2.  自治体の新型インフルエンザ H1N1対策の概要  
ヒアリング対象自治体の新型インフルエンザ H1N1 対策の概要について整理した。ヒア
リング調査においては、多様な課題について説明及び指摘を受けたが、本稿で対象とする
「国と自治体の関係」や「自治体内の体制」のみを抽出して整理を行った。 
 
（1） 東京都 
① 東京都の健康危機管理体制（新型インフルエンザ発生時） 
東京都においては、2005（H17）年 2 月に「東京都新型インフルエンザ対策行動計画
（2005（H17）年 2 月）」において、発生段階に応じた健康危機管理体制を整理してい
る。具体的には、海外発生時は、危機管理監が議長を務める「危機管理対策本部」を設置
し、国内発生後（都内流行前）は知事が本部長となる「感染症対策本部」を設置、都内流
行期に「感染症緊急事態対策本部」が設置されることとされている（表 3-5）。 
 
表 3-5 東京都の危機管理体制計画（2009（H21）年時点） 
発生段階 全庁的な体制 
福祉保健局等の動き 
危機管理体制 体 制 
発生前期 
危機管理 
対策会議 
議長：危機管理監 
構成員：各局危機
管理主管部長 
○発生情報収集（日常的な情報収集） 
海外発生期 
○「健康危機管理室」を設置 
○「福祉保健局新型インフルエンザ対
策本部」の設置 
⇒「危機管理対策会議」開催を要請 
国内発生期 
感染症対策本
部 
本部長：知事 
構成員：各局局長 
（参加要請機関）※
１ 
陸上自衛隊、区市
町村、指定公共機
関、指定地方公共
機関 
各局対策本部等の設置・開催 
各局連絡調整会議の開催 
都内流行期（前
期） 
都内流行期（後
期） 感染症緊急事
態 
対策本部 大規模流行期 
※１：災害対策基本法に基づき設置される災害対策本部に準じる体制とする。 
出所：東京都「東京都新型インフルエンザ対策行動計画（2005 年 12 月）」より引用、一部筆者加筆 
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これらの新型インフルエンザ対策の体制は、他の自然災害等と同様、都庁内の総務局・
総合防災課が運営する「危機管理対策会議」等を中心に取りまとめられることとされてい
る。さらに、福祉保健局において独自に「福祉保健局新型インフルエンザ対策本部」を設
置することとされている。 
この体制は新型インフルエンザ H1N1 発生時にも機能しており、全庁的な総合調整は危
機管理部局である総合防災課が行ったものの、実質的な医学・公衆衛生学的な情報収集や
対策の具体的な検討などは、「福祉保健局新型インフルエンザ対策本部」が中心となって実
施された。記者発表等は、感染症対策本部と福祉保健局の部長級が一緒に対応しており、
都庁内の連携は十分図られていた、とされている。なお、2003（H15）年から危機管理監
のポストを設置しており、総務局の次長級として処遇されている（図 3-1）86。 
他の自治体との情報連携の面からは、区市町村が対策本部の一員となっており、東京都
が主催する「感染症対策本部会議」等にも出席し、会議の場で情報共有が図られた、とさ
れる。 
 
図 3-1 東京都の組織体制（2009（H21）年時点） 
 
出所：東京都「東京都組織図」及びヒアリング調査等に基づき筆者作成 
 
② 新型インフルエンザ H1N1発生時の対応実態 
WHO によって新型インフルエンザ発生宣言がなされた 2009（H21）年 4 月 28 日、
福祉保健局から全庁的な危機管理対策会議開催が要請されて、第１回危機管理対策会議
が開催された。 
さらに国内発生後の同年 5 月 16 日、知事を本部長とする「感染症対策本部」及び、
「感染症緊急事態対策本部」が設置された。「感染症対策本部」及び「感染症緊急事態対
策本部」には、東京都の各局長の他、陸上自衛隊、区市町村、指定（地方）公共機関、
指定地方公共機関等が参画することとされている。その他、福祉保健局が中心となった
組織「福祉保健局新型インフルエンザ対策本部」が設置された。 
 
知事本局 
総務局（1,057 人） 
保健福祉局（4,134 人） 
 
総務部 
総合防災部 
総務部 
健康安全部 
知
事 
 
副
知
事 
 
危機管理監 
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表 3-6 発生時に東京都の実施した対策会議等（2009（H21）年） 
実施日 概  要 
4 月 25 日  ・24 時間サーベイランス、相談体制開始 
4 月 27 日 ・第 1 回危機管理対策会議連絡会 ・第 1 回区市町村連絡会 
4 月 28 日 ・第 1 回危機管理対策会議 ・緊急連絡会（保健所・医療機関向け） 
4 月 30 日 ・第 2 回危機管理対策会議連絡会  
5 月 11 日 ・第 3 回危機管理対策会議連絡会  
5 月 16 日 ・感染症対策本部設置 
・第 1 回感染症対策本部会議 
 
5 月 18 日 ・第 4 回危機管理対策会議連絡会 ・第 2 回区市町村連絡会 
・サーベイランス体制の拡大強化 
5 月 20 日 ＜都内で初めての感染者確認＞ 
・第 2 回感染症対策本部会議 
 
 
5 月 22 日 ・第 5 回危機管理対策会議連絡会 
・「発熱相談センター」相談体制強化 
・中小企業等特別相談窓口設置 
・第 3 回区市町村連絡会 
 
出所：東京都（2010）、東京都 Web サイト等に公開された公開情報をもとに筆者作成 
 
また、5 月初旬、擬似症患者が発生した時点で厚生労働省に報告することが義務付け
られていたが、東京都は厚生労働省への報告を行っていなかったとされる87。 
擬似症患者はその後、詳細検査が行われ、約 6 時間後に判明する詳細検査で陽性となっ
た場合、「新型インフルエンザ患者」と認定されることとなるため、その結果を待ってか
ら、陽性であれば公表するという方針だったとされる。なお、擬似症患者は、詳細な検査
結果が出るまで一定の場所で待機させており、感染拡大防止の対策が実施されていた。 
 
表 3-7 報道資料（産経新聞報道 2009（H21）年 5 月 6 日） 
 【新型インフル】都が「疑い例」を届け出ず すでに数人 
新型インフルエンザへの対応で東京都が検疫後に「感染の疑い」症状がある人を把握しているに
もかかわらず、感染症法で定められた国への届け出をしていないことが 5 日、分かった。一般への
情報公開もしていない。都では「実害が出ない体制を整えている」としている。「疑い」段階で積極
的な情報公開をしている厚生労働省の対応と異なる対応で、届け出や情報公開のあり方をめぐって
波紋を呼びそうだ。（略） 
 厚生労働省新型インフル対策推進本部では「早く届けてほしいというのが国の立場だ。ただ、自
治体側が責任を持って独自判断をするなら、無理やりに届けろとはいえない」と話している。88 
出所：安井ら〔2010〕より引用 
 
さらに、国が対策の緩和方針を決定した 2009（H21）年 5 月 22 日以前の 5 月 20 日
に、都内（八王子市）在住の高校生の感染が確認され、第一例目となった。川崎市内の私
立高校の米国の研修プログラムから帰国した生徒であったが、東京都では成田空港からの
詳細帰宅ルート、下車駅、学校名、入院病院などを非公表として、マスメディアとの間で
軋轢を生んだ。 
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③ 新型インフルエンザ H1N1発生初期の問題点 
東京都において、新型インフルエンザ H1N1 発生初期に、特に国との関係で課題となっ
たことは、新型インフルエンザ擬似症患者の症例定義（どのような対象者を新型インフル
エンザと定義するか）、及びマスメディアに公表するか、という点であった。 
「当時は季節性インフルエンザの流行も多く、新型インフルエンザとの区別がつかなか
った」ことや「東京都は人口が多く、検査依頼が膨大なため、海外渡航者で症状がある人
全員に PCR 検査することができない」という事情の他、「国の症例定義に当てはまる（帰
国者でかつインフルエンザ様症状がある者）というだけでメディアに発表していては混乱
を招く」というリスクコミュニケーションを考慮したうえでの、独自の判断に基づいたも
のであるとする。「厚生労働省に報告すると、陰性患者に対してもマスコミに公表し、横浜
市の高校生89のような騒ぎになる」、という思いもあったとされる。しかしこれが国の方針
と異なるということで、マスメディア等でも取り上げられた（表 3-7）。 
また、八王子市在住の川崎市の高校生の事例についても、「患者である生徒は帰国後に登
校していないため、通学途上または学校で感染が拡大する可能性はないため、感染予防対
策上学校名を公表する必要はない」として公表しなかった、とする。また、「成田空港から
リムジンバスと空いた電車を用いて帰宅したので、住所や最終下車駅を公表する必要はな
い」とした。ただし、その後、川崎市の記者会見において学校名を公表、私立高校が記者
会見を行うなど、自治体間の公表方針にも齟齬があった。こうした公衆衛生学的な判断は
健康安全部で行われた。 
 
④ 今後の課題 
東京都では、2009（H21）年の対策を通じて厚生労働省の個人情報の公表方針に疑問を
呈していた。東京都において、公衆衛生学的に不要と判断できる個人情報の公表は、風評
被害を防止するために実施すべきでない、というものである。大都市と地方部では状況が
異なるため、国が一律の基準を設けるべきではない、という主張である。東京都の健康安
全部には、医療の専門家が多数存在し（医師 4 人、保健師 3 人）東京都の地方衛生研究所
には研究職が 200 人いる。患者を拡散させない方法については、疫学的な評価を行い、独
自に判断できる体制であったと考えられる。 
東京都では、個人情報については、実質的にマスメディアの報道が先行する事実もある
が、行政にはプライバシーを守る義務があり、公衆衛生対策上必要性がなくかつ個人特定
につながる情報は、仮に周知の事実となっていても公表しない、ということが重要である
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とされる。今後、マスメディアとの協調を図りながら解決策を見出す必要があると考えら
れている。 
なお、厚生労働省の窓口が一本化されておらず、疑い例が発生したときなどは、複数の
部局から連絡があり、混乱したことは今後、国側でも対応を検討すべきであるという要望
もあった。個人情報の公表については、国全体の共通課題であるため、一定の方針に基づ
いた対応が必要と考えられる。ただし、東京都の主張のように、疑似症患者等の公表方針
等については、地域によって差異を設けることも今後検討する必要があるのではないか。 
 
（2） 横浜市 
① 横浜市の健康危機管理体制（新型インフルエンザ発生時） 
横浜市では、「横浜市新型インフルエンザ対策行動計画（2005 年 12 月策定）」、「横浜市
緊急事態等対処計画」、「横浜市業務継続計画（新型インフルエンザ編）」等を策定し、発生
時の体制について検討されていた。具体的には新型インフルエンザ発生時には市長をトッ
プとし、全局長を構成員とする「横浜市新型インフルエンザ対策本部」が設置されること
とされていた。（表 3-8） 
新型インフルエンザ発生時には、市営地下鉄などの交通遮断や企業の業務自粛など、健
康福祉部の枠を超えた対策を講じることが想定されている。 
 
表 3-8 横浜市の新型インフルエンザ発生時の対処計画（2009（H21）年） 
会議名 区分 概要 
横浜市新型イン
フルエンザ対策
推進会議 
設置基準 新型インフルエンザ未発生期 
廃止基準 上位体制へ移行する場合、国等から再発懸念の状況が払拭された場合 
責任者 副市長 
事務局 健康福祉局及び安全管理局 
組織構成 区、政策局、総務局、市民局、こども青少年局、健康福祉局、環境創
造局、経済局、文化観光局、建築局、都市整備極、道路局、港湾局、
消防局、水道局、交通局、病院経営局及び教育委員会事務局 
横浜市新型イン
フルエンザ対策
本部 
設置基準 新型インフルエンザ未発生期、海外発生期、その他市本部長が必要と
認める場合 
廃止基準 他の体制へ移行する場合、国等から「小康期」宣言がされた場合 
本部長 市長 
事務局 安全管理局 
組織構成 全局 
出所：「横浜市緊急事態等対処計画」を参考に作成 
 
横浜市では、2009（H21）年に市の危機管理に関する業務全般を所掌とする危機管理監
のポストが設置されている。危機管理監の設置は、当時の中田市長の発案で人選を行った
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ため、市長の意向は反映できていたとされる。組織機構上、危機管理監は部局のラインに
属さない、市長と直結の組織であるが、2009（H21）年時点では安全管理局長と兼務であ
った。危機管理監は新型インフルエンザ発生時には、海外発生時の組織である「横浜市新
型インフルエンザ対策推進会議」の副議長を務める（図 3-2 参照）。（2012（H24）年 12
月現在、安全管理局は消防局に名称変更、危機管理監は独立したポストとなっている。） 
また、健康危機管理機能の強化を図るため、2007（H19）年 4 月に 18 区に分散してい
た保健所を１つに集約された。指揮命令系統の一元化により、広域的で緊急的な課題に迅
速に対応するとともに、情報の一元管理を行うことが狙いとされた。2009（H21）年の新
型インフルエンザ発生時には、一保健所体制が有効に機能し、保健所長の指示で、市内各
区の保健センターが同一の方針で動くことができた、とされる90。また、地方衛生研究所
との連携も保健所が一体となって対応できたことに効果があったとされる。 
当初、新型インフルエンザ対策は、事業縮小の要請・交通規制等、複数部局が横断的に
係わる対策が想定されていた。2009（H21）年は大部分が保健福祉局の業務であったた
め、実態としては、安全管理局の機能は大きくなかったが、発生後、対策会議運営等の庶
務を担っていた。新型インフルエンザ発生時は、保健福祉局は非常に多忙となるため、対
策本部等の事務を他部局で行うことは有効であったとされる。 
 
図 3-2 横浜市の組織体制（2009（H21）年当時） 
 
※安全管理局は 2010（H22）年４月１日より消防局へと名称の変更。危機管理監は独立ポスト。 
出所：横浜市「横浜市組織図」を参考に筆者作成 
 
② 新型インフルエンザ H1N1発生時の対応実態 
新型インフルエンザ H1N1 の発生時には、関係区局が連携・協力して対策を講じるた
め、発生状況に応じた全庁的な対応体制が整備された。ただし、発生した新型インフルエ
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ンザの病原性が弱いものであったため、実態としては大部分の対策が保健衛生部局で行わ
れた。 
WHO からフェーズ４宣言が発出された 2009（H21）年 4 月 28 日に「新型インフルエ
ンザ対策本部」が設置されたが、対策本部は健康福祉局の連絡を共有する形で機能したと
考えられている。 
国からの情報は、主に厚労省対策推進本部から、横浜市の「健康福祉部」に直接電子メ
ール等で通知や事務連絡等が送信された。横浜市が保健所を設置しているであるため、厚
生労働省からの直接情報があったとされる。他の市町村には神奈川県経由で同様の情報が
提供されており、横浜市にも県経由で同一情報が提供されていた。ただし県経由の情報は
タイムラグがあること、重複した情報であっても、緊急時には情報を速く得ることが重要
であるため、厚生労働省から保健所設置市への直接情報提供ルートは有益であったとされ
る。 
その他の情報は、例えば文部科学省からは市の教育委員会へ、など関係省庁から各部局
に情報があった。横浜市では、各省庁の担当部署から横浜市の担当部署に送付された情報
が「横浜市新型インフルエンザ対策会議」で共有されており、全庁的な情報共有の場とし
て、本部会議は機能したとされる。なお、2009（H21）年当時は横浜市の危機管理部局で
ある対策本部と、国の危機管理の内閣官房は直接情報の授受はなかったとされる。 
また、保健所と地方衛生研究所が連携し、検査体制が充実していたことから、市内で患
者が確認された後も長期間、疫学的なリンク（誰から誰に感染したか）を追跡することが
できた。検体の搬送などを外部に委託することで省力化できた、とされる91。今後、大き
な健康危機が発生した場合も、外部に委託できるものは外部委託する方向を検討されてい
る。 
 
③ 新型インフルエンザ H1N1発生初期の問題点 
発生時に最も問題であったのは、横浜市で擬似症例が発生した時点で、横浜市との調整
なしに厚生労働省からマスメディアに公表されたことである、とされる。事前に公表範囲
等の調整を行わずに公表されたことで、市の統一見解が整理できないままに記者会見を行
うこととなった点や、情報提供元である学校等の関係者との信頼関係にも齟齬を来たすこ
ととなった点の問題が大きかったとされる。 
また、関連して、厚生労働省からの問合せが複数部署（対策本部、感染症課、医療課な
ど）から別々にあったことにも問題があったとされる。重複した問合せが多かったことか
ら、国は自治体への問合せルートを一元化して欲しい、又は情報を一元化して重複情報の
問合せは避けるべきではないかという指摘が得られた。 
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表 3-9 発生時に横浜市が実施した対策会議等 
実施日 横浜市における対応 厚生労働省との関係 
4 月 
27 日 
「豚インフルエンザに関する横浜市新型インフルエ
ンザ対策推進会議」開催 
 
28 日 「横浜市新型インフルエンザ対策本部」設置 
「第１回横浜市新型インフルエンザ対策本部」開催 
 
29 日  （深夜）厚生労働省から新型インフルエンザ患者（擬似症患者）の症例定義・届出様
式が送付。⇒横浜市から関係医療機関・団体に通知。 
 
30 日 
「緊急の新型インフルエンザ関係者会議」（医師会・
地域中核病院の院長等への周知） 
 
 
 
カナダからの帰国者の「擬似症患者」の事例
が医療機関から区の福祉保健センターに報
告。 
 
（21:30）横浜市保健所から厚労省に対し、インフルエンザ様症状を示す患者の報告。
公表時期等について厚労省と調整することとした。 
（22:00）横浜市健康安全課から厚労省へ感染症発生届を送付。 
5 月 
1 日 
 （0:00）横浜市と学校長が連絡。学校名非公
表と伝える。 
（1:50）福祉保健センターから学校に連絡。
メディアからの強い要請のため、学校名公表
の可能性を示唆。 
（2:00）学校に報道陣が殺到 
（0:30）テレビ各社の速報で「横浜
市で国内初の疑い患者発生」と
の報道。（※1:15 会見実施の連絡
が厚労記者クラブに入ったこと
による速報と推察） 
（1:34）厚生労働大臣記者会見 
（2:07）横浜市１回目記者会見／（3:30）２回目 
（10:00）第 2 回横浜市新型インフルエンザ対策本部
会議開催 
（11:30）横浜市３回目記者会見 
（17:30）横浜市長の定例会見；疑い患者は陰性であ
ったと結果を発表。 
 
11 日 第３回横浜市新型インフルエンザ対策本部会議開催  
出所：安井ら〔2010〕の報告書のうち、岩田真美：「新型インフルエンザ発生初期におけるリスクコミ
ュニケーションの実態と課題：横浜市の経験から（2010 年 3 月）」及びヒアリングを参考に筆者
作成 
 
④ 今後の課題 
現在の国の新型インフルエンザ対策行動計画は、国全体が一律の基準で計画されている
が、大都市部と郊外では、発生状況が大きく異なることが、2009（H21）年の経験でも確
認された。日本全国の都道府県・市町村が一律の基準によって対策を講じるのではなく、
指定都市の中でも特に大都市部については、異なる対応を認めるなどの柔軟な対応が必要
ではないか、という意向が確認された。 
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（3） 兵庫県 
① 兵庫県の健康危機管理体制（新型インフルエンザ発生時） 
兵庫県においては、平時の新型インフルエンザ対策の体制として、防災監を会長とし、
副知事及び医監兼健康局長を副会長とした「新型インフルエンザ対策連絡会議」を設置
し、情報共有等を行わることとされていれた。また海外発生時は、防災監が本部長となる
「新型インフルエンザ警戒本部」を設置し、国内発生時には知事を本部長とする「新型イ
ンフルエンザ対策本部」を設置することが計画されていた。 
実際、新型インフルエンザ H1N1 の海外発生時に、事前の計画では国内発生時に設置す
る予定の「兵庫県新型インフルエンザ対策本部」が前倒しで設置された。 
 
表 3-10 新型インフルエンザ対策本部の体制（兵庫県） 
会議名 設置時期 
会長・ 
本部長 
副会長・副本部長 構成員 
新型インフルエンザ対策連絡会議 平時 防災監 副知事、医監兼健康局長 関係局長等 
新型インフルエンザ警戒本部 海外発生時 防災監 副知事、医監兼健康局長 関係部長等 
新型インフルエンザ対策本部 国内発生時 知事 副知事、防災監 関係部長等 
出所：兵庫県（2009）より引用、筆者作成 
 
また、兵庫県では大規模な災害など緊急事態の発生時に、関係機関との緊密な連携・協
力関係を確保しつつ、迅速・的確な意思決定と、庁内外の総力を結集した緊急事態への対
応を行うことを目的として、2006（H18）年に全国に先駆けて「防災監」の職が設置され
た。防災監の職務は知事・副知事を補佐し、災害対応対策その他の緊急対策を総括的に処
理するとともに、平時から関係機関との連携をはじめとする災害予防その他の防災対策等
を総括的に司るものである。 
2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 発生時にも防災監を中心として、新型イン
フルエンザ対策連絡会議、警戒本部等が設置・運営された92。 
 
図 3-3 兵庫県の危機管理体制 
 
出所：兵庫県組織図をもとに、筆者作成 
企画県民部 
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② 新型インフルエンザ H1N1発生時の対応実態 
2009（H21）年 5 月 16 日、兵庫県神戸市在住の男子高校生の新型インフルエンザ
H1N1 への感染が確認され、国内第一例目の確定例となった。確定患者の確認直後、兵庫
県及び神戸市において、神戸市の一部地域の学校休業やイベントの中止・延期とする方針
を決定していたが、その後、県内の他地域での感染者が確認されたことから制限区域を拡
大し、最終的には 5 月 18 日（月）までに、県内全域での学校休業、イベントの中止・延
期を要請することとした、とされる（詳細は次項の神戸市の部分で整理する）。 
その後、学校休業やイベント中止要請の地域等については、兵庫県内の市町村と連携を
図りながら、拡大・縮小の検討が行われた。特に、県内の保健所設置市（神戸市、姫路
市、尼崎市、西宮市）の担当者との連携を図るため、「疫学調査連絡会」を設置し、患者情
報を互いに持ちより分析を行うなどの協力が行われたとされる。さらに、今後の情報共有
に関して法制度の見直しを含めて検討することが提案されている。 
 
表 3-11 新型インフルエンザ H1N1 発生時の兵庫県の対応 
月日 対策 
5 月 16 日 
（土） 
○ 県内発生確定を受け、対応方針を決定 
〔区域〕神戸第一・芦屋学区（神戸市（東灘区、灘区、中央区）、芦屋市） 
〔内容〕・県立学校及び県立大学（神戸キャンパス）の休校 
・学校行事（修学旅行、校外活動等）の中止又は延期 
・市立学校及び私立学校、大学等に対する休校要請 
○ 他の県立高校の生徒の感染が確認されたことから、制限区域を拡大 
〔区域〕神戸第二校区（神戸市兵庫区、北区、長田区）を追加 
〔内容〕次の内容を追加 
・同区域外の県立学校においては、同区域から通学している児童・生徒に対
し、出席停止（市立学校及び私立学校等の自宅待機措置を要請） 
5 月 17 日 
（日） 
○ 他の県立高校の生徒の感染が確認されたことから制限区域を拡大 
〔区域〕加印校区、南但校区を追加 
〔内容〕次の内容を追加 
・休校措置がとられた場合の外出自粛の徹底を要請 
・大学等に対し、帰省等不要不急の外出の自粛を要請 
○ 大阪府内の私立高校で、県内在住の生徒に感染が確認されたため、患者生徒の住
所地の市区内に所在する県立大学、県立学校及び市立・私立高校を休業とした。 
〔区域〕神戸第三学区、阪神地域（三田市及び芦屋市を除く）、明石市 
〔内容〕制限内容を緩和して実施 
・県立学校及び県立大学（神戸学園都市及び明石キャンパス）の休校 
・学校行事（修学旅行、校外活動等）の中止又は延期 
・市立高校及び私立高校に対する休校要請 
5 月 18 日 
（月） 
○ 他の県立高校の生徒の感染が確認されたことから、制限区域を拡大 
〔区域〕北但学区（豊岡市、新温泉町、香美町北部）を追加 
○ 全県の県立学校を休校とし、全県の小・中・高等学校の休業を要請 
出所：兵庫県新型インフルエンザ対策検討委員会〔2009〕より引用し、筆者作成 
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③ 新型インフルエンザ H1N1発生初期の問題点 
新型インフルエンザ H1N1 発生時に個別の対策を決定する際に問題となったのが、感染
者が確認された神戸市との関係である。感染症の発生の予防及びまん延防止の措置は第一
義的には都道府県の事務とされているが、保健所設置市は新型インフルエンザの感染拡大
防止対策について都道府県と同様の措置ができるとされている。 
 
図 3-4 感染症法に基づいて実施された患者情報の流れ 
 
 
 
 
 
 
出所：兵庫県新型インフルエンザ対策検討委員会〔2009〕より引用 
 
2009（H21）年の例では、国内の患者第一例が発生した神戸市は保健所設置市であり、
感染症法上、県と同様、一義的には保健所設置市の長から厚生労働大臣に報告することと
されている。感染症法に基づいた対応を行った場合、兵庫県は神戸市との情報共有に課題
が生じることとなることが課題となったとされる93。具体的には、今回の対応においては
次のような課題があったとされている。 
 患者の居住地以外で遺伝子（PCR）検査を実施し、確定した事例について、県と保健
所設置市との間の情報共有が不十分で、結果的に公表が遅れたことがあった。 
 知事と市長が発出したメッセージに相違があった。 
 公共施設の休業措置に関し、県と保健所設置市との間に相違があった。 
 県・市町間において、社会活動制限について、決定主体や内容が不明確であったため、
必要以上の不便を県民にかけることになった。具体例としては、保育所等の対応をそ
れぞれの自治体が独自に決定したため、県の休業要請範囲より広く休業が行われた。 
 
④ 今後の課題 
兵庫県は、現在の感染症法において、保健所設置団体中心の体制を前提としている点に
問題があるとしている。国（厚生労働省）に情報を集約し、判断・決定する、いわば中央
集権的な考え方に問題があるという認識が持たれている。 
厚生労働省 
 
兵庫県（知事） 
 
神戸市長 
 
医療機関（医師） 
 
（兵庫県）保健所 
 
（神戸市）保健所 
 
医療機関（医師） 
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都道府県と市町村には、第一義的に住民の生命・健康・財産の保護に責任を負うことか
ら、広域的な危機管理に際しても、地方自治体の役割と権限を明確にし、相互に連携・協
力を図ることができるよう、法制度を見直す必要がある、とされている。 
2012（H24）年に成立した「新型インフルエンザ等対策特別措置法」においては、休業
要請等の社会活動の制限に関しては都道府県知事の権限とされ、保健所設置市に委任され
ないことが法制度化されており、平時の感染症法との対応の相違が課題となる。 
 
（4） 神戸市 
① 神戸市の健康危機管理体制（新型インフルエンザ発生時） 
神戸市においては、2008（H20）年 2 月に「神戸市新型インフルエンザ対策実施計画」
を策定し、新型インフルエンザ発生時の体制等を整備・計画し、対策本部等の設置等が決
定されていた。その際、海外発生期に「神戸市健康危機管理対策連絡会議」の設置、国内
発生期に「神戸市新型インフルエンザ対策本部員会議」を開催することとされていた（表 
3-12）。ただし、2009（H21）年は国内発生時に設置する計画であった「神戸市新型イン
フルエンザ対策本部員会議」を海外発生と同時に設置された。（現在は、海外発生時に市長
の判断によって「神戸市新型インフルエンザ対策本部員会議」を開催できることと変更さ
れている。） 
 
表 3-12 新型インフルエンザ対策本部の体制（神戸市：2009（H21）年時点） 
会議名 区分 概  要 
危機管理室兼務・併任
職員会議 
設置基準 危機管理室常設の定例会議。状況により危機管理室長
が臨時会議を開催する。 
設置時期 未発生期～海外発生期 
構成員 危機管理室兼務・併任職員 
神戸市健康危機管理対
策連絡会議 
設置基準 新型インフルエンザの発生の疑いが高まった場合～発
生した場合など、危機管理室長が保健福祉局庶務課長
と協議し招集する。 
設置時期 未発生期～海外発生期 
構成員 各局室区庶務担当課長及び関係業務所管課長 
神戸市新型インフルエ
ンザ対策本部 
設置基準 海外でヒトからヒトへ感染する新型インフルエンザが
発生したとき 
設置時期 国内発生早期 
構成員 本部長：市長 
本部員：各局室区長 
一部の外部専門家を招集 
出所：神戸市「神戸市新型インフルエンザ対策実施計画」より抜粋、筆者作成 
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また、2002（H14）年から独立した危機管理監のポストが局長級で設置され、市の危機
管理全般を担うこととされていた。危機管理監は他の部局長と横並びの役職であり、危機
管理室は各局の危機管理担当者が併任という形で任命されており、専任の職員は少数にと
どまる94。防災部等の組織とは独立していることから、実働部隊を動かす機動性に問題が
あるという意見もある。 
 
図 3-5 神戸市の組織体制（一部）（2009（H21）年時点） 
 
出所：神戸市組織図より抜粋し、筆者作成 
 
保健衛生部局については、2004（H16）年の地域保健法の改正後、各地区に設置してい
た保健所を一箇所に集約し、一保健所体制を整備した。保健所の場所が本庁の中にあるた
め、市役所本庁の保健福祉局と一体化した対応が可能であったとされる。また、保健所や
病院とも定期的な情報共有の場があり、担当者同士の意思疎通が図れているため、危機発
生時にも信頼関係の下に業務遂行ができた体制であったとされる。 
 
② 新型インフルエンザ H1N1発生時の対応実態95 
WHO が新型インフルエンザ発生宣言をした 2009（H21）年 4 月 28 日、神戸市におい
ても「第１回神戸市新型インフルエンザ対策本部員会議」を開催し、「神戸市新型インフル
エンザ対策本部」を設置した。また、翌 4 月 29 日に発熱相談センターを設置し、市民か
らの発熱相談を受ける体制を整備した。5 月 2 日以降、検疫所からメキシコ等からの帰国
者の要観察対象者リストが送付され、対象者に対し、健康観察を実施したが、いずれも検
査結果、新型インフルエンザを発症していないことが確認された。 
5 月 15 日の深夜、神戸市内の診療所から遺伝子検査を依頼されていた環境保健研究所か
ら、「感染が否定できない可能性のある患者」が発生したことが、神戸市役所に連絡され、
16 日未明（1 時 10 分）に記者会見を実施した。同日（16 日）中に国立感染症研究所にお
いて検査し、感染が確認されたことで、新型インフルエンザ患者の国内第一例として確定
保健福祉局 
 
健康部 
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された。第一例の感染者は海外渡航歴がなく、また渡航者との接触もない高校生であっ
た。 
16 日早朝、第 5 回新型インフルエンザ本部員会議を開催し、事前に作成した計画を踏ま
え、「神戸まつり」の中止、神戸市の一部（第一学区）の学校園の休講措置の決定や要請を
行い、8 時 50 分、市長による記者会見を行った。その後、調査等を行った結果、集団発生
が確認されたこともあり96、翌週の月曜日（18 日）までに、全市一斉に 7 日間の学校園の
休業を行うことが決定された。 
 
表 3-13 発生時に神戸市の実施した対策会議等 
実施日 概  要 内 容 
2009(H21)年
4 月 27 日 
・第 1 回危機管理室兼務・併任職員会議 
・第 1 回神戸市豚インフルエンザ連絡調整会議 
〇情報共有（患者の発生状況､国・県
の対応等､神戸市の対応状況） 
4 月 28 日 ・「神戸市新型インフルエンザ対策本部」設置 
・第 1 回新型インフルエンザ対策本部員会議 
〇情報共有、対応の決定（広報､医療
体制､関係機関との連携､本部体制） 
4 月 30 日 ・第２回新型インフルエンザ対策本部員会議 〇情報共有 
5 月 1 日 ＜フェーズ５宣言＞ 
・第３回新型インフルエンザ対策本部員会議 
○情報共有、連休中を含めた今後の対
応の検討 
5 月 7 日 ・第 4 回新型インフルエンザ対策本部員会議 ○関係機関（指定公共機関等）を含め
た情報共有、意見交換 
5 月 16 日 ＜神戸市内で国内第一例目の患者＞ 
・第５回新型インフルエンザ対策本部員会議 
○方針決定 
・第一学区の幼稚園・小・中・高校等
の休校、神戸まつりの中止 
・公共施設の開館、市役所業務の継続 
5 月 22 日 ・第 6 回新型インフルエンザ対策本部員会議  
5 月 28 日 ・神戸市新型インフルエンザ対策本部関係局区長
連絡会議 
・ひとまず安心宣言 
 
 
その後、新たな患者発生は抑制され、5 月末までの 10 日間に 20 名の新規患者に留まっ
た。5 月 22 日、第 6 回新型インフルエンザ対策本部員会議を開催し、23 日から学校休業
措置が解除された。 
一方、神戸市内は小売店や飲食店などの商業施設の来客・売上が減少し、また修学旅行
や個人旅行のキャンセルが相次ぎ、社会経済活動への影響は多大となった。旅館・ホテル
の利用客が大幅に落ち込むなど、社会経済活動への影響が大きいことを踏まえ、神戸市長
において、5 月 28 日、「ひとまず安心宣言」が発表された。ただし、当時、兵庫県内の他
地域では感染が拡大しており、兵庫県との方針に齟齬が発生した97。 
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③ 新型インフルエンザ H1N1発生初期の問題点 
発生初期に問題とされたのは、水際対策に偏重したことから国内の患者発生の対応への
シフトが遅れた点である。具体的には「海外渡航歴のある人」を重点的に検査していたた
め第一例となった渡航歴のない患者の発症を確認することが遅くなった点である。国内未
発生期には、検疫所からの指導で「発生国からの帰国者」への健康観察を実施し、国内発
生初期にはそれに合わせて、国内で発生した感染者の濃厚接触者等についても健康観察の
対象となり、業務が膨大となった。 
また、国内患者の発生後、特に県との関連で問題となったのは、学校等の休業やイベン
トの中止要請などについて、責任分担が明確でなかった点、学校名等の公表についても、
方針を統一することが困難であった点であるとされる。 
感染者の個人情報については、基本的人権の観点から公衆衛生上必要とされない情報は
非公表が原則となっている。ただし学校で集団発生していること、感染拡大の予測がつか
ないこと、市民への注意喚起等の観点から、神戸市では学校名の公表の必要性を感じてい
たとされる。一方、県では実名公表しないという方針を執っていたため、一定期間、神戸
市立の学校を実名公表し、県立を匿名とする、という対応となっていた98。 
なお、患者情報の共有についても、兵庫県からは、神戸市からの患者情報が、一旦厚生
労働省を通じてから県に提供される点が指摘されていたが、神戸市では市内対策会議の時
間に合わせて情報を収集・整理し、会議開始と同時に兵庫県には情報提供していたとされ
る。それが兵庫県の対策会議の時間とずれているため、情報が１日遅れる、という事態と
なったと考えられる。 
 
④ 今後の課題 
新型インフルエンザ H1N1 の経験を通じて、国や自治体レベルでの担当者間の平時の情
報共有・研修等によるネットワークの重要性が確認された。初動対応時には、平時に情報
共有している国の他、周辺自治体との情報交換（電話等による生の声）が重要であった、
とされる。保健衛生部局間では現時点でも平時から研修等により自治体間のネットワーク
があり、健康危機発生時においても担当者間のネットワークが重要であるという趣旨であ
る。 
さらに、健康危機管理の専門家の育成についても、現在の自治体内部には、危機管理と
感染症や食中毒等の健康リスクについて両方を理解する人材育成やキャリアパスが不足し
ているという問題意識である点が課題である。 
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（5） 大阪府 
① 大阪府の健康危機管理体制（新型インフルエンザ発生時） 
大阪府においては「大阪府新型インフルエンザ設置要綱」に基づいて、発生前の事前対
策及び発生時の初動対応等を実施する「大阪府新型インフルエンザ対策本部（以下「大阪
府対策本部」という。）」を設置することが決定されていた。大阪府対策本部の本部長は知
事、副本部長は副知事であり、危機管理監、健康医療部長、教育長などの関係部長等が本
部員に定められている。 
大阪府対策本部の下部組織として、「大阪府新型インフルエンザ対策本部幹事会」が設置
され、その主宰は「健康医療部保健医療室長」とされている。また、大阪府対策本部の庶
務は健康医療部保健医療室地域保健感染症課が行うこととされており、健康医療部が対策
の中心的役割を担っていることが示唆される。（表 3-14） 
 
表 3-14 大阪府の新型インフルエンザ対策の組織（2009（H21）年時点） 
本部名 区分 概  要 
大阪府新型イ
ンフルエンザ
対策本部 
組織 本部長 知事 
副本部長 副知事 
本部員 危機管理監、政策企画部長、総務部長、府民文化
部長、福祉部長、健康医療部長、商工労働部長、
環境農林水産部長、都市整備部長、住宅まちづく
り部長、教育長、 
府警本部長 
所掌事務 （１）新型インフルエンザに対する事前対策に関すること 
（２）新型インフルエンザ発生時の初動対応に関すること 
（３）パンデミック時における危機管理対策に関すること 
（４）大阪府新型インフルエンザ対策行動計画に関すること 
（５）その他上記以外に必要な事項に関すること 
運営 本部長が本部会議を招集し、これを主宰する 
幹事会 幹事会は健康医療部保健医療室長が招集し、これを主催する 
庶務 健康医療部保健医療室地域保健感染症課 
（大阪府〔2005〕「大阪府新型インフルエンザ設置要綱」を引用し、筆者作成） 
 
大阪府における危機管理体制については、2001（H13）年の同時多発テロや大阪府池
田小学校児童殺傷事件などの発生を受けて、自然災害以外の危機事象を想定した危機管
理を実施すべきであるという判断から、2002（H14）年 4 月に総務部防災室内に危機管
理課が新設された。その後、2003（H15）年に発生した SARS 事案において、迅速かつ
円滑な初動対応が求められることとなり、防災室を危機管理室に変更するとともに、各
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部局の次長を危機管理兼務の危機管理情報担当とされ、危機管理室の位置づけが明確化
された。 
さらに多様化する危機事象に対する体制強化を図るため、2005（H17）年 4 月に危機
管理監が設置された。危機管理監は「知事の命を直接受け危機管理に関する事務を全庁
的に統括する役割を担う」職とされている。ただし、新型インフルエンザ関係は上記の
とおり健康医療部地域保健感染症課を中心とした体制が維持されている。 
 
表 3-15 新型インフルエンザ H1N1 発生時の対応（大阪府） 
実施日 概  要 内容 
4 月 27 日 第 1 回対策本部会議幹
事会 
〇情報共有(患者の発生状況、府の対応状況等) 
4 月 28 日 第 1回対策本部会議 〇情報共有(患者の発生状況、府の対応状況等)､各部局に対し、
行動計画･ガイドラインに基づく対応の指示、電話相談開始 
5月 16 日 ＜国内発生＞ 
第２回対策本部会議 
〇情報共有（神戸市の患者発生状況、学校園の休校、イベント自
粛状況）、府内の対応方針の決定等 
5 月 17日 ＜府内発生＞ 
第 3回対策本部会議 
○大阪府内の患者発生状況の報告・情報共有 
（豊中市・吹田市・茨木市在住の高校生の感染確認） 
○同市内での府立学校の休講、各市教育委員会、私立学校への休
業を要請。 
同市域内での府立施設の休業、府主催のイベント行事の中止決
定。民間に対しても、屋内施設の休業、イベント等の自粛を要
請することを決定。 
○同対策の決定後の 17日午後、八尾市で感染者が確認） 
5月 18日 
（未明） 
 ○知事が「流行警戒宣言」を発表、対策を府全域に拡大すること
を決定。 
5 月 23日 第４回対策本部会議 ○22日に発出された国の「基本的対処方針」を踏まえ、学校の
一斉休業を解除。 
○知事記者会見 
出所：大阪府健康医療部〔2010〕及びヒアリングを基に筆者作成 
 
図 3-6 大阪府の危機管理体制（2009（H21）年当時） 
 
出所：大阪府機構一覧表（2009（H21）年 4 月）及びヒアリングを基に筆者作成 
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② 新型インフルエンザ H1N1発生時の対応実態 
2009（H21）年 4 月下旬、新型インフルエンザの発生が報道された時点から、大阪府新
型インフルエンザ対策本部事務局が健康医療部保健医療室地域保健感染症課に設置され
た。対策本部は 24 時間体制で情報の収集を行うとともに、対策の協議を開始した。急増
する対策業務に対応することが求められ、健康医療総務課をはじめ部内各課の応援を得な
がら業務内容別（相談対応、疫学調査、薬学資機材、医療対策など）に班体制を編成し総
勢 47 名で対策に当たったとされる99。 
 
表 3-16 新型インフルエンザ発生時の大阪府の組織体制（2009（H21）年時点） 
区分 内訳 
総括（3） 健康医療部保健医療室長／保健医療室副理事（事務１名）／ 
保健医療室副理事兼地域保健感染症課長〔医師〕 
総合調整（11名） 調整担当（1）／庶務班（3）／広報報道班（2）／連絡調整班（5） 
相談対応班（6名） 保健師（6） 
※相談対応は本庁ではピーク時に全体で 1 日約 7000 件。24 時間体制 
疫学調査班（9名） 医師（9） 
薬学資機材班（9名） 事務（9） 
医療対策班（9名） 事務（6） 
出所：大阪府健康医療部「新型インフルエンザ(A/H1N1pdm2009)対策の検証」より引用し、筆者作成 
 
大阪府内の高校で感染者が確認された当初（5 月 17 日）、対策本部の決定により感染者
が確認された北部の市（豊中市・吹田市・茨木市）の中学校、高等学校等の一斉休校や各
種イベントの自粛要請が行われた。しかし、同日中に府内の南部（八尾市）においても感
染者が確認されたことから、翌 18 日未明に知事（当時：橋元知事）により「流行警戒宣
言」が行われ、対策を府内全域に拡大することが決定された。 
教育委員会や福祉部、商工労働部をはじめ関係各部局によって市町村教育委員会や私立
学校、各種施設設置者、各種業界団体等へイベント等の自粛要請等が行われた。府からの
情報発信については、大学をはじめ、業態によっては府に所管部局がないもの、業界団体
がないものもあり、事業者全てに個別に周知することは困難であり、知事の記者会見や報
道提供により周知を図るとともに、府内の大学については、危機管理室が府の決定事項を
周知するなど、各部局、市町村等の協力により周知が図られた。 
学校休業や施設への自粛要請などは、対策本部が設置された地域保健感染症課及び対策
本部内で周囲の自治体（神戸市等）との情報交換を行いながら、素案が検討された。その
後、対策本部長である知事に対策案が示され、最終的には知事が意思決定を行った。庁内
の他部局に関連する政策については、保健衛生部局のみでは他部局を動かすことができな
いため、知事の決定権限が不可欠であった、と考えられる。 
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表 3-17 発生時に大阪府の実施した対策会議等（2009（H21）年） 
実施日 概  要  
4 月 27 日 第 1 回対策本部
会議幹事会 
〇情報共有（患者の発生状況、府の対応状況等） 
4 月 28 日 第 1 回対策本部
会議 
〇情報共有（患者の発生状況、府の対応状況等）、各部局に対し、
行動計画・ガイドラインに基づく対応の指示、電話相談開始 
5 月 16 日 第 2 回対策本部
会議 
〇情報共有（神戸市の患者発生状況、学校園の休校、イベント自
粛状況）、府内の対応方針の決定等 
5 月 17 日 第 3 回対策本部
会議 
○大阪府内の患者発生状況の報告・情報共有 
（豊中市・吹田市・茨木市在住の高校生の感染確認） 
○同市内での府立学校の休講、各市教育委員会、私立学校への休
業を要請。 
同市域内での府立施設の休業、府主催のイベント行事の中止決
定。民間に対しても、屋内施設の休業、イベント等の自粛を要
請することを決定。 
○同対策の決定後の 17 日午後、八尾市で感染者が確認） 
5 月 18 日 
（未明） 
 ○知事が「流行警戒宣言」を発表、対策を府全域に拡大すること
を決定。 
5 月 23 日 第 4 回対策本部
会議 
○22 日に発出された国の「基本的対処方針」を踏まえ、学校の一
斉休業を解除。 
○知事記者会見 
出所：大阪府健康医療部〔2010〕及びヒアリングより、筆者作成 
 
施設の自粛要請等は公衆衛生的な根拠のみでなく、政治的な意思決定が働く。5 月中旬
の段階で、発生した新型インフルエンザは致死率が低く、季節性インフルエンザ並みであ
るという評価がされていた。通常のインフルエンザでも死亡者が出るが、このタイミング
で死亡者が出した場合、マスメディアから批判を集めることが予測された。 
 
③ 新型インフルエンザ H1N1発生初期の問題点 
大阪府内において保健所は、初動対応としての情報収集や電話相談対応、検疫所からの
依頼による帰国者の健康観察、国内の医療提供体制の整備、感染が疑われる患者の検体採
取・搬送等の感染拡大防止措置など、広範な業務を担うこととなった。このため、国内発
生後にも、水際対策（検疫強化）の一環である帰国者の健康観察が継続されたことで、業
務がさらに繁忙を極めた、とされる。発生国からの帰国者が多い地域（帰国者の健康観察
を行っている地域）において、国内発生者も多い傾向があり、地域による業務の差も大き
くなった。このため、府内で応援体制を整備することも重要となった。 
府内の指定都市（保健所設置市）との連携にも課題があった。保健所設置市以外は、患
者情報を保健所や保健センターから直接収集できたが、保健所設置市はいったん市に情報
を集約した後に大阪府に情報を回していたため、半日から１日のタイムラグが生じた。国
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からは、指定都市に対して情報提供を依頼するようアドバイスがあるが、既に要請してい
るが、権限がないために提出時期や内容についての指示ができないという状況にあった。 
学校休業等の感染防止策の点でも立場の違いがあった。例えば大阪府の対策本部は、金
曜日の夜、府内発生した情報を受けて、月曜からは学校閉鎖、ということで意見がまとま
ったが、大阪市内には拡大していないという理由で学校休業の方針が決まらない状況もあ
った。 
 
④ 今後の課題 
自治体の健康危機管理体制について、現在、大阪府でも「全庁的な危機管理を統括」と
いう職責を有する危機管理監の職を設置しているが、組織として防災部局のトップに位置
する。日本は自然災害が断続的に発生する「災害大国」であり、法令や体制が自然災害へ
の対策として制定されてきた歴史がある100,101。今後、全庁横断的な健康危機管理体制を整
備していく際には、その意識から変革していく必要があるのではないか。組織の実態とし
ても警察・消防などの防災関係部局は、24 時間体制の勤務形態となっており、緊急時に備
えている。健康医療部は、平時は本来業務を実施しつつ、緊急時も 24 時間体制を求めら
れることとなり、体制的に問題があるのではないか、という指摘も得られた。 
 
（6） 八王子市 
① 八王子市の健康危機管理体制（新型インフルエンザ発生時） 
八王子市の健康危機管理体制は、「地域防災計画」の一部に位置づけられており、他の自
然災害等と同様に、危機（大規模事故等）の発生時には、防災課が事務局を担当し、庁内
の各部長が本部員となる「八王子市危機管理本部」が設置されることとなっている。 
 
表 3-18 新型インフルエンザ発生時の八王子市の組織体制（2009（H21）年時点） 
本部名 役職 構成員 
八王子市  
危機管理本部 
（事務局：防災課） 
本部長 市長 
副本部長 副市長、教育長 
本部員 生活安全部長、総合政策部長、行政経営部長、市民活動推進部長、総
務部長、財務部長、市民部長、健康福祉部長、こども家庭部長、産業
振興部長、環境部長、まちづくり計画部長、まちなみ整備部長、道路
事業部長、学校教育部長、生涯学習スポーツ部長、会計管理者 
新型インフルエンザ
危機対策本部 
（事務局：健康福祉
部保健健康課） 
本部長 担当副市長 
副本部長 健康福祉部長 
※ 本来は保健所が事務局をする計画だったが、2009（H21）年は防災課が事務局を担当。 
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そのうえで、担当副市長が本部長、健康福祉部長が副本部長となる「新型インフルエン
ザ危機対策本部」が設置される。 
八王子市の健康危機管理を担う組織は、「生活安全部」に所属する「防災課」と「健康福
祉部」に所属する「保健総務課、生活衛生課、保健対策課」が該当する。 
八王子市の危機管理体制は、すべての災害に対応する「危機管理本部」と、発生した危
機に対応して所管部局で構成する「対策本部」に分かれている。新型インフルエンザ対策
は、「保健福祉部」の「保健担当部長（保健所長）」が中心となって情報収集、計画策定等
を行っており、対策本部の事務局も保健所が務める予定であった。しかし 2009（H21）年
の新型インフルエンザ発生時には、首長の会見やプレスリリース等、通常の保健所業務で
はない対応が多く、防災課が対策本部の事務局を務めることとなった。保健所は平時から
首長との接点が少なく、危機発生時の会見対応等に不慣れであったことも要因であったと
される。 
 
図 3-7 八王子市の組織図（2009（H21）年時点） 
 
 
八王子市は 2007（H19）年 4 月に保健所政令市に指定され、2009（H21）年の新型イ
ンフルエンザ発生時には、5 年間の経過措置の期間として東京都から多くの派遣職員が所
属していた。保健所長（医師職）は東京都からの出向者であり、課長、医師職の主査、保
健師の係長も東京都から出向者であった。2008（H20）年の新型インフルエンザ発生時
は、保健所の職員は約 60 名であり、そのうち半数が東京都からの出向者だったこともあ
り、東京都との連携は十分図られていた。 
東京都では、都の防災部門の担当が、新型インフルエンザについても研修を定期的に行
っていた。2008（H20）年頃は、東京都の防災部局が中心になって研修を企画し、八王子
市でも防災課と保健所が東京都の研修を受けた。 
生活安全部 
 
保健福祉部 
 
その他の課 
防災課 
高齢者・障害者 
担当部長 
 
市
長 
 
副
市
長 
 
保健担当部長 
（保健所長） 
 
健康福祉総務課 
保健総務課（保健所） 
生活衛生課（保健所） 
保健対策課（保健所） 
保健センター 
その他の課 
※危機管理監に該当する役職者は当時は存在しない 
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② 新型インフルエンザ H1N1発生時の対応実態 
八王子市では、新型インフルエンザ H1N1 発生時に、市長が本部長、副市長及び教育長
が副本部長、全庁の部長級が本部員である危機管理本部を設置した。「対策本部」は、本来
であれば、保健所が事務局を担当することになっていたが、危機後との市長の意向確認や
議会対応、マスコミ対応などは基本的には防災課が取りまとめていた。市長は本庁舎にい
るため、（本庁と場所が離れている）保健所では報告や意向確認などの作業が難しいので、
防災課が対応したことで円滑な実施が可能となった、とされる。 
保健所政令市であるため、厚生労働省と東京都から並行して情報提供を受け、情報伝達
は円滑だった。他の地方の道府県と政令指定都市のような関係より、東京都内は一体とな
って対応する意識が強い。症例定義なども、東京都からその解釈も送られてきていた。 
ただし、東京都内で最初の確定患者（5 月 20 日）が八王子市在住だったことで、混乱が
生じた。最初の感染者は川崎市の私立高校に通い、米国での研修に参加して帰国した高校
生だったが、当初、東京都の方針で成田空港からの詳細帰宅ルート、下車駅、学校名等を
非公表としていた。結果的に、川崎市や生徒の通う私立高校で記者会見によって学校名等
の情報が公表されることになった。 
 
表 3-19 発生時に八王子市が実施した対策等 
実施日 概  要 
4 月 25 日 ・保健所内に対策会議を開催〔保健所⇔保健センター〕 
・関係機関へ FAX で情報提供（３警察署、消防署、二次・三次医療機関の１２病院、市
医師会、薬剤師会へ送信）、市民からの電話相談窓口を設置 
4 月 26 日 ・医療機関への啓発用ポスターやチラシの機関へ FAX で情報提供【保健所⇔市医師会】 
4 月 27 日 ・リーフレット配布プレスリリース、広報特集号発行の調整【保健所⇔広報担当】 
・市施設にポスター掲示【市役所⇔管財課ほか】 
4 月 28 日 ・新型インフルエンザ対策会議の開催【保健所⇔防災課】 
・危機管理本部及び新型インフルエンザ危機対策本部の設置【保健所⇔防災課】 
※防災課が本庁内の連絡調整等、事務局業務を実施（保健所の業務の一部肩代わり） 
5 月 1 日 ・経営会議、危機管理本部会議の開催【保健所⇔保健センター】 
5 月 20 日 ＜都内の第一例目患者確認＞ 
・健安研での精密検査結果が午後 9 時に判明。東京都と並行して記者会見。 
出所：ヒアリング時の受領資料等を参考に筆者作成 
 
③ 新型インフルエンザ H1N1発生初期の問題点 
新型インフルエンザ H1N1 発生時は、都内第一例の感染者が八王子市在住であったこと
で特に公表のあり方について、混乱した。 
当初の行動計画等では、感染者の学校名や帰宅ルート、下車駅等は、個人が特定される
場合は公表しない方針だったが、多くの情報が公開されることとなった。住民の不安を考
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慮すると、下車駅等は公表すべきという考え方もある。保健所や保健センターは、住民の
相談窓口として前面に立つため、板ばさみの状態となった点も指摘された。 
 
④ 今後の課題 
八王子市においては、あらゆる危機に際して、防災課が事務局を担っていることで、市
のトップの方針と対策本部が一体となりやすい点が確認された。 
また、感染者の学校名や帰宅ルートなどの個人情報については、東京都では「基本的に
非公表」という姿勢であるが、住民からの相談窓口となる市においては、住民の不安を解
消する目的で一部公表すべきという考え方がみられた点は今後、継続的に意思統一を図る
べき課題であると考えられる。 
 
 
第2節 自治体の健康危機管理体制 
前節の各自治体の事例調査の結果を整理・分析する。 
 
1.  自治体の新型インフルエンザ H1N1発生時の体制 
調査対象の 6 自治体では、発生前の計画段階において、国内発生時には首長がトップ
（議長又は本部長）となった新型インフルエンザ対策本部を設置することとされていた。
また、2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 発生時にも、事前の計画に従って、各
首長がトップとなった対策本部が設置された。 
新型インフルエンザ H1N1 は、病原性が弱く、社会全体に波及する対策が少なかったこ
とから、各自治体の対策は保健衛生部局を中心として行われた。ただし、首長がトップを
務める対策本部・対策会議の事務局は、危機管理部局が担当した例が多く（6 自治体中の
5 自治体）、首長部局に近い危機管理部局が対応することで、円滑な会議運営が可能となっ
たという利点が挙げられた。また、物理的にも中心的に対策を行っている保健衛生部局の
マンパワー不足もあるため、危機管理部局が対応することで、業務の平準化が行われたと
考えられる。例えば、大阪府では保健衛生部局（健康保健部保健医療室地域保健感染症
課）が事務局を担当し、健康保健部の各課の協力を得ながら対策本部を運営し、負担が大
きかった点が指摘された。また、八王子市では、発生前は保健福祉部に対策本部を設置す
る計画であったが、市長の会見等を行う必要が生じ、調整業務等が錯そうしていたことか
ら、防災課が事務局を担当したとされる。 
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表 3-20 新型インフルエンザ発生時の対策本部の体制 
 東京都 大阪府 兵庫県 八王子市 横浜市 神戸市 
国内発生時
の対策会議
議長・本部
長 
知事 知事 知事 市長 市長 市長 
副本部長 － 副知事 
副知事、 
防災監 
副市長、 
教育長 
－ － 
事務局 総合防災部 
健康保健部
保健医療室 
災害対策課 
防災課※１ 
（保健福祉
部） 
安全管理局 危機管理室 
 ※１ 発生前の計画では保健福祉部が事務局の予定だったが、発生後に防災課が担当することとなった 
（ヒアリング結果を参考に筆者作成） 
 
2.  新型インフルエンザ H1N1発生時の意思決定プロセス 
新型インフルエンザ発生時の自治体における意思決定のうち、社会的に影響が大きいも
のは、施設の使用自粛及び学校休業であると考えられる。2009（H21）年の新型インフル
エンザ H1N1 発生時、特に意思決定が求められたのは、神戸市・兵庫県及び大阪府であっ
たと考えられる。これらの自治体における、第一例目の確定（5 月 16 日）から翌月曜日
（5 月 18 日）の学校休業の判断について改めて整理する。 
神戸市・兵庫県では、当初患者の大部分が高校生であったことから、患者が発生した学
区単位での休業要請が行われた。その後、他の学区の県立高校の生徒の感染が確認された
ことから、翌月曜日（5 月 18 日）以降、全県の県立学校を休校とし、全県の小・中・高等
学校に休業を要請した102。大阪府においても府内の自治体と調整のうえ、最終的には 5 月
18 日以降は府内全域の中学・高等学校を休業した。イベントの自粛や施設の閉鎖等につい
てもこれに準じて、当初、感染者が発生した地域に限定した対策が検討されていたが、同
日中に広範囲での感染者が確認されたことから、兵庫県、大阪府ともに全府県を対象とし
た府県立施設の自粛や民間施設等への自粛要請が行われた。 
ヒアリング調査において、これらの判断は基本的には保健衛生部局で基本的な考え方を
示しつつ、最終的には首長が判断をする、というプロセスが確認できた。これらの意思決
定においては、発生した新型インフルエンザの特徴（病原性の強さ、感染拡大の速さな
ど）の他、社会的な影響や住民に与える不安など、科学的な知見以外の要素が含まれる。
また、教育委員会や商工部局など、保健衛生部局以外の部局との関係も発生するため、首
長が決定する必要がある点が示唆された。 
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3.  自治体間の連絡体制（特に都道府県と保健所設置市） 
2009（H21）年新型インフルエンザ H1N1 発生時、都道府県と保健所設置市の間で情報
共有に齟齬があったことが指摘された。感染症法において、感染者の情報が保健所設置市
から直接厚生労働省に報告されることに対する課題である。 
第一例目が発生した兵庫県及び大阪府は、府県内に複数の指定都市・保健所設置市を有
している。この場合保健所を設置された市は、法的には厚生労働省に直接情報を提供する
ことが義務付けられている。 
もちろん、厚生労働省に報告する際に府県に連絡することを要請することはできるた
め、実際、発生時には各自治体間で情報共有の要請と情報提供・共有は行われていた。た
だし、法的な義務付けではないため、報告時期等の拘束力がなく、府県内の他の自治体と
比較すると情報提供が遅れたという実態が報告された。 
 
 
第3節 小括（自治体における健康危機管理発生時の課題） 
本章では新型インフルエンザ H1N1 発生初期の体制と対応について分析を通じて、自治
体における健康危機管理体制の課題を抽出した。 
 
1.  自治体の健康危機管理における意思決定プロセス 
自治体における意思決定のプロセスについて、2009（H21）年の新型インフルエンザ発
生初期に患者が発生し、学校休業等の対応を行った自治体の事例を調査・分析した。 
調査対象自治体のうち、新型インフルエンザ発生時に全府県の学校休業やイベントや施
設調査自粛等の決定を行った神戸市・兵庫県及び大阪府においては、保健衛生部局におい
て新型インフルエンザの病原性や感染拡大等の現状を整理しつつ、方針案が策定されてい
る。その際、国の動向の他、周辺の自治体との情報交換等を行うことが重要である、とさ
れた。 
新型インフルエンザが初期段階に発生した地域の自治体の各保健衛生部局の担当者同士
は、情報交換や意思の疎通が電話や電子メール等で頻繁に行われていた。こうした意思の
疎通は、平時から県域を越えた関西圏内の保健衛生部局や保健所担当者の交流が日常的に
実施されていることで可能となった、とされている。特に専門職（医療職・保健師など）
の勉強会・研修会等は継続的に行われていたことで、相互の専門的な知識レベルが一定で
あり、円滑な情報交換ができたとされる。緊急時の円滑な意思の疎通には、平時からのネ
ットワークが不可欠であると推察される。 
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各自治体内部では、保健衛生部局（部局長級）で策定した方針案を、危機管理幹部や対
策本部長である首長（知事又は市長）に説明し合意を得る、というプロセスが行われた。
一部の自治体では、保健衛生部局の対応が困難となり、危機管理部局が対応した例も見ら
れた。保健衛生部局は感染症対応が急務であった点や、首長の会見等の対外発信業務等が
必要となったことが、保健衛生部局での対応が困難であった要因であると推察される。日
常的に首長との連携が少ない保健所担当よりも、むしろ緊急対応を専門とする危機管理部
局が対応することで、円滑な情報発信が可能となると判断されたとも考えられる。 
 
表 3-21 健康危機管理発生時の自治体の組織体制（想定された業務分担とその根拠） 
 根拠 方針の決定 実施主体 
事前の計画上の
想定 
 
都道府県等の行動計
画（感染症法、検疫
法に基づく） 
都道府県等のインフルエンザ
政府対策本部 
（事務局：保健衛生部局又は
危機管理部局） 
厚生労働省新型イン
フルエンザ対策推進
本部 
（事務局：保健衛生
部局） 
2009（H21）年
の実態 
同上。 同上。 
ただし、一部の自治体では、
保健衛生部局の対応が困難 
同上。 
出所：筆者作成 
 
対応方針の決定は、対策本部を開催し会議体で行われることになる。このようなプロセ
スを得るため、平時から感染症のリスクについて、危機管理監や首長に理解を得ることが
重要である。そのため、危機管理監が首長に近いポジションに属することで、首長と危機
管理監の意思統一を図るためにも重要であるといえる。 
 
2.  健康危機発生時における情報伝達上の課題 
国との連絡体制については、新型インフルエンザ対策本部関連の情報は、厚生労働省の
対策本部から自治体の新型インフルエンザ対策本部又は保健衛生部局に伝達された。ま
た、その他の具体的な対策の情報は、関係省庁から担当部局に連絡される、という体制で
あった。 
例えば、学校関係の情報は文部科学省から各教育委員会、病院関係の情報は厚生労働省
の医政局から各自治体の病院関係部局に連絡があり、自治体行政内で情報共有会議を実施
し、国の情報と自治体内の対応について報告・情報共有し、方針を決定する、という流れ
が基本であったとされる。 
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この体制は、平時からの情報共有ルートを基本としており、緊急時にも平時のネットワ
ークを活用できる部分は活用することが可能であれば、効率的な情報収集が実現できると
考えられる。 
一方、国の対策本部と自治体の対策本部間では、平時には組織が存在しないため、ネッ
トワークも存在しない。平時に予め定めた政府対策本部と自治体の対策本部の事務局間
で、平時から情報共有や研修を行うなどの体制整備を行う必要があることも指摘された。 
 
3.  健康危機管理体制の主な類型 
事例調査対象の６自治体における危機管理体制を整理すると、主に３つに類型される。 
１つめの類型（Ａ）は危機管理組織が首長直轄に設置され、副首長同等の権限を付与さ
れるものである。２つめの類型（Ｂ）は、危機管理監が独立し部局長級である例である。
この場合は①と異なり他の部局と同等であり、総合調整が難しい面がある。３つめの類型
（Ｃ）は、危機管理監が防災部局長と兼務の例である。防災部局を所管するため、機動的
な動きが円滑になる例もある。 
 
図 3-8 自治体における健康危機管理体制の類型 
 
類型（Ａ）：危機管理監が独立（首長直轄）  ・・兵庫県、横浜市 
 
 
類型（Ｂ）：危機管理監が独立（部局長級）  ・・神戸市 
 
 
 
保健衛生部局 
 
首長 
（知事／市
副知事・ 
副市長 
その他の部局 
危機管理・防災部局 
危機管理監 
危機管理・防災部局 
保健衛生部局 
危機管理室 
防災部 
総務部 
健康安全部 
知
事
／
市
長 
副
知
事
／
副
市
長 
その他の部局 
危機管理監 
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類型（Ｃ）：危機管理監が防災関係部局の長と兼務  ・・大阪府、東京都 
 
出所：調査結果に基づき筆者作成 
 
類型（Ａ）のように、危機管理監が部局長級以上の役職で知事直下に位置づけられてい
る場合、首長の意向を反映しやすく、他の組織を総合調整しやすいと考えられる。兵庫
県、横浜市などが事例となる。先行研究として、総務省に設置された「地方公共団体にお
ける総合的な危機管理体制の整備に関する検討会」においても、自然災害等の危機管理体
制についても、この類型が望ましいとされている103。 
一方、部局長以上の職種でかつあらゆる危機管理に精通した人材が不足している点が課
題とされる。特に感染症などの健康危機管理に際しては、危機管理と医学的知見を有する
人材が求められており、自然災害よりも難しい面があると考えられる。日本における危機
管理は防災を中心に進展してきている背景から、危機管理に関わる行政職員は防災（警
察・消防等）関係者が多いのではないか、という実態がヒアリング調査でも示唆された
104。 
類型（Ｂ）は、危機管理監が独立し部局長級である例である。この場合は類型（Ａ）と
異なり他の部局と同等となるため、総合調整が難しい場合がある。また、防災部局などの
実働部隊を所管していないため、機動的な動きが難しい例もある。さらに、危機管理監と
いう独立した職種を管轄する人材が不足するのは類型（Ａ）と同等である。ヒアリング調
査対象としては神戸市がこの類型にあたる。 
類型（Ｃ）は、危機管理監が防災部局長と兼務している例である。防災部局を所管する
ため、機動的な動きが円滑になることが示唆された。例えば、東京都では、危機管理対策
本部について、庁内の局長級の他、区市町村、自衛隊、指定公共機関等を構成員としてお
り、危機管理部局から市区町村に積極的に働きかけ（訓練・研修など）を行うなど、緊密
な連携が図られている。今後、発生する新型インフルエンザ等が病原性の強いものであっ
た場合の社会規制を必要とする場合などに特に機動力を発揮することが期待される。一方
で、危機管理監の業務が防災部局の業務に偏重される可能性も懸念される。 
現在、危機管理を組織横断的なしくみとする動きは加速しており、全都道府県、また大
部分の指定都市では危機管理監の職種が設置されるなど、体制の整備は進んでいる。ただ
危機管理監（兼務） 
危機管理・防災部局長 
保健衛生部局 
危機管理室 
防災部 
総務部 
健康安全部 
知
事
／
市
長 
副
知
事
／
副
市
長 
その他の部局 
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し、ヒアリング調査でも指摘されたように、体制を整備するのみでなく、実態として実行
力のある健康危機管理を行うことができる人材が問題である。 
現在の日本では、防災を中心に危機管理が進展してきている現状から健康危機管理につ
いての専門家は少数である。このためどのように人材を育成、キャリアパスを構築してい
くかが、地方行政においても課題であるとされる。 
 
4.  危機管理部局及び消防・警察等の実動組織との関係 
自治体（都道府県、市町村）のヒアリングを通じて、共通して得られた知見は、新型イ
ンフルエンザ対策のように全庁的な対応が求められる事態においては、保健衛生部局のみ
でなく、危機管理部局も含めて、危機管理監等のリーダーが中心となって事務局運営等を
担当することが重要であるというものである。 
その背景には、新型インフルエンザのように、全庁的な対応が必要となりかつ長期化す
る緊急事態に対し、保健衛生部局のみで対応するのがマンパワー的に困難である側面があ
る。実際、都道府県においては警察、市町村においては消防が、他の様々な危機に備えて
24 時間で対応する体制が整備されており、その一部として健康危機管理を位置づけること
が考えられる。 
 
 
 
85 新型インフルエンザの疑いがある患者として、厚生労働省が症例定義を行った対象者。感染
症法に基づいて、医師が都道府県等、および都道府県厚生労働省に報告することが求められてい
る。 
86 東京都組織規程第９条４：局に次長、技監及び理事を、知事本局に儀典長を、総務局に危機
管理監を、建設局に道路監を置くことができる。（東京都組織規程（昭和 27 年 11 月１日）規則
第 164 号） 
87 厚生労働省からの通知において「発生国（米国、カナダ、メキシコ）からの帰国者のうち、
発熱等の症状があり、PCR 簡易検査で陽性となった者」が擬似症患者とされていた。 
88 厚生労働省新型インフルエンザ対策本部は「本事務局においてはこのようなコメントはして
おりません。感染症法 12 条等に規定する都道府県の国に対する届出は、いずれも、直ちにもれな
く行わなければならないものです。自治体の独自判断により届け出ないことは法律に違反するこ
とです。」という事務連絡を発出している（2009 年 5 月 6 日「本日付産経新聞報道の記事につい
て（事務連絡）」） 
89 横浜市において、カナダからの帰国者のうちインフルエンザ様症状を呈する者が 4 月 30 日に
確認された。その後、5 月 1 日に厚生労働大臣が横浜市との調整なしにマスメディアに公表した
とされる。 
90 ヒアリングにおいて「保健所が複数設置されている他の自治体で、PCR 検査の方針等、細かな
ところで対応が異なっていた。」という指摘もある。 
91 検体搬送を外部委託可能か否かは、厚生労働省からも指針が出されておらず、横浜市の判断
で実施。 
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92  2009 年 4 月時点で、防災監、健康福祉部長ともに同月異動した直後であった。防災監（前県
立美術館副館長）、健康福祉部長（前健康福祉部福祉参事兼企画少子局長）が着任。 
93 2012 年 5 月に「新型インフルエンザ等対策特別措置法」が制定され、休業要請等の決定は都
道府県知事に集約されることとなった。 
94 2009 年当時は前消防局長が嘱託職になって危機管理監に就任していた。 
95 神戸市新型インフルエンザに係る検証検討会〔2009〕 
96 5 月 16 日 12 名、17 日 31 名、18 日 14 名、19 日 17 名、20 日 14 名、と 5 日間で 88 名の患
者が確認された 
97 「新型インフルエンザひょうご安心宣言」は（2009 年 6 月 3 日）に発出された。 
98 県立高校についても、マスメディアによって実名報道されていた。 
99 平時の感染症対策は、地域保健感染症課感染症グループで行っており 13 名体制であった。 
100  中邨ら（2012）P77 第３章「国と地方の危機管理」において、現在の災害を中心とした危機
管理体制が説明されている。 
101 平成 24 年 3 月 24 日参議院内閣委員会において、後藤内閣副大臣が「自然災害に備えて、地
震、津波、火山、いろいろなものに備えて実践的な訓練をしている」ため、新型インフルエンザ
でも指定公共機関等の民間事業者を含めた訓練を実施すべき、との指摘をしている。 
102  学校休業は、設置者の判断で行われるため、県立学校は県の判断、市立学校は市の判断で休
校が可能であるが、私立学校については休業要請をし、設置者の判断で休業が可能となる。 
103 地方公共団体における総合的な危機管理体制の整備に関する検討会（2008）において、主に
自然災害を対象とした危機管理体制が検討されており、防災部局と危機管理幹部の関係について
類型化されている。 
104 例えば内閣官房に属する歴代の危機管理監は警察庁又は警視庁の出身者であり、ヒアリング対
象自治体の危機管理監の一部は消防署長出身である。 
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第4章 新型インフルエンザ予防接種事業実施時の国の体制と対応 
 
本章では、2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 発生時の「新型インフルエンザ
予防接種事業」に関する国の対応方針決定過程の分析を行う。 
通常のインフルエンザの予防接種は、予防接種法に基づき接種対象者等が定められ、市
町村事業として実施されるが、2009（H21）年当時、予防接種法において病原性が強くな
い新型インフルエンザに対応した制度が存在しなかったため、厚生労働省において予防接
種法に基づかない「新型インフルエンザ予防接種事業」が実施された。 
2009（H21）年に実施された新型インフルエンザ対策のうち、予防接種事業が自治体及
び医療機関に最も大きな混乱を招いたことが、翌 2010（H22）年に開催された新型インフ
ルエンザ対策総括会議でも大きく取り上げられた。予防接種事業の混乱はその後、特措法
成立の契機となるものであると考えられることから、特措法以前の政策の経緯として事業
の経緯を振り返る。 
分析に当たっては、内閣官房主導で予算措置が執られるなど、厚生労働省の枠を超えた
対応が行われた点にも着目する。また、厚生労働省内では、公衆衛生的な観点から予防接
種事業を推進する健康局、薬事行政の観点からワクチンの認定・指導等を行う医薬・食品
局（2009（H21）年当時）、及び健康危機管理の総合調整を行う大臣官房厚生科学課、の 3
部局が主に関与する。本章ではこれらの組織間の関係について、先行研究を踏まえながら
総合的に分析を試みる。 
 
第1節 2009（H21）年以前の予防接種政策 
本節では、新型インフルエンザの予防接種事業の背景となる、予防接種法の変遷につい
て触れ、2009（H21）年に予防接種法に基づかない新型インフルエンザ予防接種事業に至
った背景を分析する。 
2009（H21）年 4 月以前の新型インフルエンザ対策のうち、予防接種事業の経緯や各組
織の役割、課題に着目した。特に、2009（H21）年の新型インフルエンザが発生した際に
機動的に法に基づく接種が実施できなかった点を中心に、組織間の関係も含めて分析す
る。その後 2009（H21）年新型インフルエンザ発生時について、厚生労働省及び内閣官房
の動きを中心に分析する。 
 
 
 
 110 
1.  予防接種制度の歴史的経緯について 
わが国における感染症対策はコレラや赤痢などの 8 疾病を対象とし、患者等の届出義
務、隔離等の対策が執られた 1897（M30）年の伝染病予防法の制定に遡る。その後 1945
（S20）年の第二次世界大戦の終戦時の混乱からコレラや痘そうなどの外来感染症が流行
や GHQ の指導を背景に、世界的にも例がない強力な予防接種政策が講じられ、国内の感
染症の多くは消滅した。 
インフルエンザの予防接種の法律上の位置づけを振り返ると、1948（S23）年の予防接
種法制定時から対象疾病として位置づけられていた。法制定当時は感染症の拡大が社会問
題となっており、定期接種に規定された対象者は予防接種が義務付けられ、感染症の流行
抑制に大きく貢献したと考えられている。 
予防接種には感染のリスクを予防する効果があるとともに、副作用のリスクが存在す
る。当時義務化されていたインフルエンザの予防接種は、学校での集団接種を行うことで
高い接種率を維持していたが、健康被害の他、接種した場合でも罹患することに対して、
有効性への懸念を示す動きが拡大した。厚生省公衆衛生審議会等で議論を重ねた結果、「イ
ンフルエンザは個人の疾病予防の効果はあるが、社会全体の流行を抑止するデータは十分
にない」105とする審議会答申が発表され、1994（H6）年の予防接種法改正時に、定期接
種の対象外となった106。（表 4-1） 
 
表 4-1 予防接種政策の歴史的背景  
年 概要 概要及び備考 
1948 年 
（S23） 
予防接種法の
施行 
天然痘、百日せき、ペスト、コレラ、インフルエンザ等の 12 疾病
を対象とし、定期接種、臨時接種の枠組みを定めたもの。 
※被接種者に罰則付きの接種義務規定あり。1994 年の予防接種法の改正に
より努力規定と改正されるまで義務規定があった。 
1957 年 
（S32） 
アジアインフ
ルエンザ 
アジア風邪と呼ばれた新型インフルエンザの流行を契機として、イ
ンフルエンザワクチンの国内量産体制が確立された。 
1976 年 
（S51） 
予防接種法改
正 
健康被害救済制度の導入等 
※種痘後脳炎などの副反応が社会的に大きな問題となり、S45 年に救済制度
が閣議了解の形で発足。 
※被接種者に対する接種義務の努力規定を残すものの、罰則を廃止（ただ
し、緊急の場合の臨時接種は罰則付きの接種義務あり） 
1992 年 
（H4） 
予防接種ワク
チン集団訴訟 
予防接種ワクチンによる副反応訴訟。 
国の無過失責任を認める判決がなされた。（東京高裁） 
1993 年 
（H5） 
MMR ワクチ
ン使用中止 
1989 年 4 月から使用されるようになった MMR ワクチン（麻し
ん・風疹・おたふくかぜ混合ワクチン）について、副反応として無
菌性髄膜炎の発生が問題となり 1993 年 4 月に使用中止となった。 
1994 年 
（H6） 
予防接種法一
部改定 
予防接種法対象疾病からインフルエンザ、コレラ、痘そう、ワイル
熱が削除された。 
公衆衛生や生活水準の向上により、予防接種は「社会防衛」から各
個人の疾病予防のために接種を行い自らの健康の保持増進を図ると
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いう考え方へ変化したためである。それに伴いインフルエンザワク
チン接種は義務接種の対象外となり、接種率が著しく低下した。 
★インフルエンザは流行の抑止効果はないとされ対象疾病から除外
（平成５年公衆衛生審議会答申） 
2001 年 
（H13） 
予防接種法の
改正 
予防接種法対象疾病にインフルエンザが再度追加された。（ただ
し、高齢者に限定） 
※インフルエンザによる高齢者の肺炎や死亡が社会問題化したため。 
対象疾病が類型化され、インフルエンザ以外を一類疾病として接種
の努力義務化。 
2008 年 
（H20） 
感染症法の改
正 
新型インフルエンザが、感染症法上の新たな類型「新型インフルエ
ンザ等感染症」として組み込まれた。 
2011 年 
（H23） 
予防接種法の
改正 
新たな臨時接種を創設（努力義務を課さないが、行政が勧奨する。 
 
出所：厚生労働統計協会〔2012〕及び厚生労働省「予防接種制度の見直しについて（第二次提言
（案））」平成 24 年 5 月 23 日をもとに筆者作成） 
 
その後、高齢者施設におけるインフルエンザの集団発生や死亡等の事例が増え、2001
（H13）年予防接種法改正時に再び定期接種に位置づけられた。その際、国会（衆議院）
において「当該市町村の区域内に居住する高齢者であって政令で定めるもの」という附帯
決議がなされ、法律上、高齢者のみがその接種対象となった107。予防接種ワクチンの接種
対象者は、通常は厚生労働省の政令で定められる。しかし、この附帯決議に（高齢者であ
って）という文言が加えられたことで、厚生労働省の政令では高齢者以外に接種すること
ができなくなった。これには、厚生労働省が政令で予防接種対象者の範囲を拡大すること
がないよう、国会で監視することができる、という意味を持つと考えられる。 
 
2.  2009（H21）年時点の予防接種制度の状況 
上記のとおり、我が国の予防接種制度は時代背景とともに変遷がある。2009（H21）年
時点の予防接種法では、目的に応じて①定期接種（一類疾病、二類疾病）、②臨時接種の２
つが定められていた108。なお、臨時接種はまん延予防上緊急の必要があると認められる場
合に、都道府県又は市町村が行うものであるが、被接種者に接種の努力義務が発生するも
のであり、2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 には当てはまらないため対象外と
し、以下に定期接種について整理する。（表 4-2） 
予防接種法に基づく定期接種は政令で対象者及び接種時期が定められ、市町村が実施主
体となり、接種費用も市町村が支弁する（ただし、被接種者からの実費徴収可能）。インフ
ルエンザは「個人の発病又はその重症化を防止する」という個人防御の目的とされ、二類
疾病に区分され、法に基づいて接種対象者が「高齢者のみ」に限定されている。政令で対
象者が定められている場合、新たな科学的知見等が解明された場合の対象者変更手続きと
して、厚生労働省の審議会等で議論したうえで変更することができる。 
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表 4-2 予防接種法に基づく定期接種の類型（2009（H21）年時点） 
区分 一類疾病 二類疾病 
対象疾病 
ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎
（ポリオ）、麻しん、風しん、日本脳
炎、破傷風、結核、その他政令で定め
る疾病（痘そう） 
インフルエンザ 
目的 疾病の発生及びまん延を予防 
個人の発病又はその重症化を防止し、
併せてこれによりそのまん延の予防に
資する 
対象者 政令で定める者 
政令で定める者 
※ただし、予防接種法（附則）において、
高齢者に限定する旨の文面が記載されてい
る。 
努力規定 対象者に接種を受ける努力義務あり なし 
実施主体 市町村 
接種費用 市町村が支弁（被接種者からの実費徴収可能（経済的困窮者を除く。）） 
救済給付 
死亡一時金約 4,300万円 例：遺族一時金約 700 万円 
【救済給付に係る費用負担】 国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4 
出所：予防接種法に基づき、筆者作成 
 
一方、インフルエンザは、高齢者以外を接種対象とすることが必要であると医学的に判
断された場合でも、国会の審議を経て法律改正をすることが必要となる。現状の法律では
高齢者以外の対象者に国が費用を支弁することは不可能である109。予防接種法に基づかず
個人が医療機関で接種することは可能だが、国の定期接種の指定から除外されたこと、個
人の費用負担が必要であることなどから、インフルエンザの予防接種率は急激に減少し
た。（図 4-1） 
なお、インフルエンザの予防接種の対象範囲や義務化の背景には、ワクチン製造業者の
意図もあったことも指摘されている。小中学校での集団接種が実施されていたインフルエ
ンザは、ワクチン製造業者の「ドル箱」であるとも言われていた110。その後、ワクチン製
造業者との関係も問題とされ、厚生労働省内部で役割分担を進め、ワクチン製造業者に対
する許認可や品質管理、需要予測・供給体制の構築等については医薬・食品局（当時）血
液対策課が担い、予防接種事業の推進については、健康局結核感染症課が担うこととなっ
た背景もある111。 
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図 4-1 インフルエンザワクチン製造量の推移 
 
出所：厚生労働省第 14 回インフルエンザワクチン需要検討会会議資料を参考に筆者作成 
 
 
予防接種法の対象疾病のうち、過去にワクチンの緊急輸入に踏み切った例として、1959
（S34）年の後半から増加した急性灰白随炎（ポリオ）が挙げられる。ポリオワクチン
は、政策的に緊急輸入されたのち、緊急の予防接種も実施され、本稿で対象とする新型イ
ンフルエンザワクチンの緊急輸入と類似点もあるため、以下に経緯を示す。 
ポリオは 1949（S24）年から 1951（S26）年にかけて流行が拡大し、ピーク時には
4,233 人（1951（S26）年）の患者が発生した。1953（S28）年には、米国のソーク教授
によってワクチンが創製され、欧米諸国でポリオワクチンの予防接種が採用された。厚生
省は 1958（S33）年から国立予防衛生研究所において、ワクチンの試験製造を行うととも
に、1959（S34）年から 12 万人分のワクチンを海外から輸入し、ワクチンの接種を開始
した。またポリオを伝染病予防法において予防方法を施行すべき伝染病として指定し、法
定伝染病と同じ扱いとすることとなった（厚生省告示）112。 
一方、1959（S34）年の後半からポリオ患者の届け出数が増加したことで、国は 1960
（S35）年 8 月閣議了解により「急性灰白随炎（ポリオ）緊急対策要綱」を定め、ワクチ
ンの確保を開始することとした。さらに 1961（S36）年には予防接種法が改正され、ポリ
オは定期及び臨時に予防接種を行うべき疾病に加えられた。しかし、ポリオ患者数はその
後も増加を示したころから、定期接種該当者以外の年齢層にもワクチン接種を希望する声
が高まった。このような要望に対処するため、厚生省は 1961（S36）年 6 月に緊急の行政
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措置として、生ワクチンの大量使用を判断した。1961（S36）年 7 月、生ワクチンシロッ
プ剤 300 万人分、ボンボン剤 1,000 万人分がカナダ及びソ連より空路輸入され、おおむね
生後３か月以上 10 歳未満の希望者に投与された。そのうち 6 歳未満の者には全額公費で
行われた。この結果、1962（S37）年以降、患者数は激減し、流行も急速に鎮静化した。 
一連の経緯をみると、ワクチンの生産・承認等を担当する薬務局の所掌を超えて、厚生
労働大臣や閣議による意思決定がなされていることが確認できる。 
 
表 4-3 生ワクチン輸入の際の経緯：当時の厚生労働省薬務局長の手記 
・ 昭和 35 年 6 月、薬務局長に任ぜられて、（略）私が最初にぶつかった課題は、幼い子どもを
抱えて局長室に押しかけてきて、「ワクチンよこせ」とわめき叫ぶお母さん方を向こうに回し
た、いわゆるポリオ騒動の始末をどうずるかということであった。 
・ 生ワクチンに対する専門家の評価は概して厳しいものであった。「ソークワクチンと異なり、
生きた菌を使ったものである以上、ポリオ流行の燃え盛る火の手を消すどころか、火に油を注
ぐ結果にならぬとも限らぬ。ソ連で成功しているというがそのデータは不詳であり有効性も安
全性もともに確信がもてない」というのである。 
・ しかし二年続きの大流行と子どもを持つお母さん方の不安と、そしてそれらを背景とした大衆
運動の展開、毎日のように押しかけてくる陳情団の波、総評を手動とする革新系の集団動員は
厚生省のみでなく細菌製剤の専門の先生方に対しても、生ワクをソ連から早急に輸入して、こ
の急場を救えと訴え続けたのである。 
（略） 
・ 国自ら、薬事法違反を犯すことになるわけだが、私は緊急避難という理屈は薬事法にはないと
思うので、これは『実験投与』というか、大規模があっても新しい薬品の開発段階における、
いわば野外実験投与ということで説明できるのではないか。 
・ しかし、また、たいへんな冒険をあえて行うわけであるので、薬務局長としての私の首はもち
ろん覚悟しているが、薬務局長や公衆衛生局長が責任をとるというだけでは世間は納得すま
い。まことに申し訳ないが、『大臣談話』か何かの形で、厚生大臣自身が全責任をもつという
形をとってもらえないだろうか」と（官房長に）申し上げた。 
・ 官房長から後刻、電話連絡があり、大臣も同意見だったし、大臣談話は大臣自ら作成するとの
ことであった。 
出所：厚生省五十年史から引用 
 
 
3.  2009（H21）年以前の新型インフルエンザ予防接種事業の概要 
新型インフルエンザ対策の政府行動計画上では、ワクチンの接種体制を構築すること、ワ
クチンの製造供給体制を整備すること、可能となり次第順次接種すること、という方針のみ
が示され、具体的な実施主体、費用負担等が示されていない（表 4-4）。 
 
 
表 4-4 日本の新型インフルエンザ対策行動計画におけるワクチン接種の方針 
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【未発生期】 
パンデミックワクチンの接種体制を構築する。【健康局】 
パンデミックワクチンをできるだけ速やかに製造・供給できる体制を整備する。【医薬・食品局】 
 
【発生後】 
パンデミックワクチンの開発・製造を開始する。【医薬・食品局】 
パンデミックワクチンの製造を進め、可能となり次第順次接種する。【健康局】 
（各行動計画より抜粋、下線部は筆者加筆） 
 
新型インフルエンザワクチンの接種体制や役割分担については、厚生労働省健康局長の
私的諮問機関である「新型インフルエンザ専門家会議」が検討し、2006（H18）年 6 月、
2007（H19）年 3 月に、各々ガイドラインを作成し、「都道府県及び市町村を実施主体と
する」、という案が示されている。この内容は専門家の責任において発出されたもので、厚
生労働省が行政として作成したものではないが、厚生労働省健康局が事務局を務めてお
り、行政の意思を示していることは示唆される。一方で、全国知事会及び全国市長会から
は国に対し、都道府県・市町村等が行う「ワクチン接種等に係る費用への財政措置を講ず
ること」という要望書が、継続的に提出されている113。 
さらに、2008（H20）年 1 月に川崎二郎議員を中心として与党鳥由来新型インフルエン
ザ対策に関するプロジェクトチームが設置され、2008（H20）年 6 月に「鳥由来新型イン
フルエンザ対策の推進について」を発出したことから、国における新型インフルエンザ対
策の検討が本格化した。（表 4-5） 
 
表 4-5 日本の新型インフルエンザ対策行動計画等の策定状況と各段階での予防接種事業
の位置づけ（2009（H21）年 4 月以前） 
策定年月 計画等の名称 策定主体 概要 
2007 (H19) 
年 3月 
新型インフルエンザ
対策ガイドライン 
～Phase４以降 
厚生労働省新型イン
フルエンザ専門家会
議【専門家】 
専門家が国の行動計画のあるべき方向を示
したもの。 
ワクチンについては、都道府県及び市町村
を実施主体とする旨が記載されている。 
2009(H21) 
年 2月 
新型インフルエンザ
対策ガイドライン 
関係省庁会議 関係省庁対策会議が行政として初めてのガ
イドラインを示した。ワクチンに関しては
具体的な記載なし（白紙のガイドライン） 
出所：各行動計画及びガイドラインをもとに筆者作成 
 
 
2009（H21）年 2 月に関係省庁対策会議において策定された「新型インフルエンザ対策
ガイドライン」は全 165 ページに及ぶものであり、予防接種以外の分野については、対策
の実施主体や役割分担等が示されたが、予防接種ガイドラインは白紙であった。この背景
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には、特に予防接種について、国と都道府県・市町村の役割分担や費用分担について、行
政レベルでの結論を得ることができなかったことによると考えられる114。 
財政措置を講ずる場合、仮に全国民の半数の約 6,400 万人が接種すると仮定すると接種
費用のみでも 4,480 億円115となり、国にも都道府県・市町村にも大きな負担となる。厚生
労働省は、都道府県・市町村及び総務省の他、財務省との調整も必要となる。平時にこう
した調整を行うことが困難であったことが、白紙のガイドラインとなった一つの要因であ
ることも推察される。 
 
第2節 新型インフルエンザ予防接種事業の概要と課題 
本節では、2009（H21）年に厚生労働省の事業として実施された「新型インフルエンザ
予防接種事業」の課題を分析する。 
 
1.  新型インフルエンザ予防接種事業の概要 
2009（H21）年 10 月 13 日に厚生労働事務次官発信の事務連絡「新型インフルエンザ
（A/H1N1）ワクチンの接種に関する事業実施要綱」が発表され、法に基づかない事業と
して予防接種が実施された。 
通常は法に基づかない予防接種は、市場流通に任され、医療機関がワクチンメーカーか
らワクチンを購入し、接種される。この場合、接種費用は被接種者の負担となり、医療機
関によって任意の価格が設定できる。しかし、新型インフルエンザ発生時に市場流通に任
せた場合、ワクチンの高騰や買い占め、医療機関による接種費用の高騰などの事態が発生
することが推察される。こうした点を考慮し「予防接種事業」として、ワクチンを国が購
入し、医療機関に販売する、という特殊なフレームで実施された。 
ワクチンの購入を希望する医療機関は、都道府県に届け出、都道府県単位でワクチン量
を決めて、製造されるごとに国から割り当て分のワクチンが都道府県の卸売業者に届く流
れである。都道府県内の各医療機関への配分は都道府県に一任された。このフレームは、
2010（H22）年 3 月から実施された新型インフルエンザ総括会議の場で、都道府県や医療
機関から批判を受けた。法に基づかずに予算事業として都道府県や医療機関に予防接種を
丸投げした、というものである。 
 
 117 
図 4-2 新型インフルエンザ予防接種事業におけるワクチンの流通スキーム
 
出所：厚生労働省「新型インフルエンザ（A/H1N1）ワクチン接種事業要綱」を元に筆者作成 
 
 
2.  ワクチンの供給 
毎年接種される季節性のインフルエンザワクチンは新型インフルエンザに効果が認めら
れないため、2009（H21）年に流行した新型インフルエンザの患者から採取したウイルス
を用いて、新たに製造する必要があった。そのためには季節性インフルエンザの製造ライ
ンを止めて、新型インフルエンザワクチンの製造に切り替える判断をする必要がある。季
節性インフルエンザは流行することで年間約１万人の死亡者が発生する例もあり、どちら
のワクチンを製造すべきかの判断は医学的・科学的な判断が求められる。また、国内ワク
チン製造業者の製造能力が不足した場合、海外からの輸入を行う必要がある。主な動きを
表 4-6 に示す。 
2009（H21）年 4 月 27 日、医薬・食品局から国内のインフルエンザワクチン製造販売
業者 4 社に対して、新型インフルエンザワクチンを製造する場合に備え、生産体制の準備
等について協力の依頼がされた。また翌 4 月 28 日には、外資系のワクチン製造業者か
ら、製造予定や製造見込み量、日本への輸出可能性等についての情報収集が開始された。
これは、ワクチンの供給を所管する医薬・食品局血液対策課が、新型インフルエンザワク
チンを製造・供給する可能性があるものとして先手を打ったものである。厚生労働省の対
策本部設置前であり、役割が明確な対応については、各課が自律的に実施している状況が
わかる。 
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表 4-6 新型インフルエンザ H1N1 発生時の国の予防接種対策（主要な対応） 
凡例：○厚生労働省（行政）、△内閣官房（行政）、●厚生労働大臣、▲内閣官房長官 
月日 主な動き 
2009(H21)年
4月 27日 
○【医薬・食品局】新型インフルエンザワクチン供給体制に備えるよう、ワクチン製
造業者通知【発信元：医薬・食品局長】 
4月 28日 △政府対策本部設置、○厚生労働省対策本部設置 
4月 2８日 
○【医薬・食品局】外資系のワクチン製造予定等に係る情報収集開始（国内に支社の
ある欧米豪の大手 6社のワクチン製造業者から、製造予定や日本への輸出可能性につ
いて情報収集） 
5月 1日 △【政府対策本部】パンデミックワクチンの製造を進める方針（基本的対処方針） 
5月 16日 兵庫県神戸市で国内最初の新型インフルエンザ患者確認 
6月 19日 ○【厚労省対策本部】季節性インフルエンザワクチンから新型インフルエンザワクチ
ンへ製造を切り替える方針を決定。ワクチン国内生産量の試算発表。2 月末までに
約 2560 万人分（国民の約 20%分） 
7月 3日 ○【厚労省対策本部】厚生労働省は、年内に製造できる新型インフルエンザワクチン
量を、これまでの試算より約 1000万人分下方修正し、1400万～1700万人分になる
との見通しを発表。 
7月 10日 ●【厚労大臣】舛添厚労大臣が記者会見で新型インフルエンザワクチンについて、海
外企業から最大約 2000万人分を購入する方針を明らかにした。※１ 
7月 14日 ○【厚労省対策本部】国内製造業者に対し、製造開始依頼 
7月 21日 衆議院解散：自民党政権（麻生太郎総理大臣） 
 ○【厚労省対策本部】ワクチン接種に関する意見交換会の開催（輸入、優先順位等） 
8月 18日 衆議院選挙公示 
8月 23日 ▲【官房長官】河村官房長官が街頭演説でワクチン確保に関し、「国内生産が間に合
わない場合、輸入しないといけない。予備費は今、5000億円ほどあり、対応でき
る。25日の閣議で麻生首相から指示してもらう」と発言。※２ 
8月 25日 ●【厚労大臣】舛添厚労大臣が閣議後記者会見で、妊婦、乳幼児等 1700人に優先接
種する意向を示した。ワクチン輸入の意向も改めて示した。ワクチン代は基本的に
は国費負担したいとも発言。※３ 
8月 29日 ●舛添厚労大臣が遊説先でワクチン輸入する旨発言（「6000～7000万人分のワクチン
は確保できると思う。安心してほしい」と発言：読売新聞他）※４ 
8月 30日 衆議院選挙（投開票） 
9月 4日 ●舛添厚生労働大臣が国内産、輸入あわせて 6～7000万人分確保したい旨を表明。 
9 月 6 日～ 
9 月 13 日 
「ワクチン接種について」厚生労働省試案の公表、パブリックコメントを募集 
9月 16日 民主党鳩山内閣発足（長妻厚生労働大臣） 
10月 1日 △【内閣官房】ワクチン接種の基本方針を策定（接種順位） 
10月 2日 ○「新型インフルエンザ（A/H1N1）ワクチンの接種について」を公表。※「厚生労働
省」名で発信 
10月 6日 ○海外からの輸入を目的とした海外メーカー２社との契約 
10月 19日 ○ワクチン接種開始 
出所：首相官邸 Web サイト「新型インフルエンザへの対応」及び厚生労働省から発出された 
「事務連絡」、「通知」等の文書をもとに筆者が整理したもの。（※１～４）は新聞報道。 
 
 
同年 5 月 1 日政府対策本部が策定した基本的対処方針において、パンデミックワクチン
の製造を進める方針が示された。政府対策本部の方針を受け、ワクチン製造の準備が整っ
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た 6 月 19 日、厚生労働省対策本部から新型インフルエンザワクチンの製造を開始する文
書を発信し、製造計画を示した。同年 12 月までに製造できる生産量は、約 2,540 万人分
（全国民の約 20%）である試算も示された。しかしその１か月後の 7 月 9 日には、年内の
生産量は 1,400～1,700 万人（国民の 15%程度）と下方修正され、大部分の国民が接種で
きないことが示された。 
その結果、マスメディア等による不安が報道、内閣官房長官から財源について 5,000 億
円の予備費を活用する可能性が示されるとともに、厚生労働大臣から輸入の方針が示され
た。その後、優先順位を決定するとともに 1,000 億円のワクチン輸入が決定された116。 
経緯を追うと、「2,000 万人分のワクチンを輸入する方針を明らかにした」とされる時点
（7 月 10 日）から 1 か月程度（8 月 29 日時点）で、「国産と輸入を合わせて 6～7,000 万
人分」という表現に変化し、最終的には 9,900 万人分のワクチンを購入している。こうし
た飛躍には、標準事務処理手続きを無視したトップダウンの決定という、非常時の特徴が
みられる。なお、最終的には 1,000 億円を投じて購入した輸入ワクチンはほとんど用いら
れなかった。 
 
表 4-7 新型インフルエンザ H1N1 発生時の国の初動 
 概要  
2009(H21)年 9
月 6 日～ 
9 月 13 日 
「ワクチン接種について」厚生労働省試案の公表 
パブリックコメントを募集 
厚生労働省新型インフ
ルエンザ対策推進本部 
10月 1日 
「新型インフルエンザ（A/H1N1）ワクチン接種の基 
本方針」の公表 
政府新型インフルエン
ザ対策本部 
10月 6日 
海外メーカーとの契約 厚生労働省新型インフ
ルエンザ対策推進本部 
10月 16日～ ワクチン接種回数に関する意見交換会の開催  
10月 19日 ワクチン接種開始（医療従事者から順次接種）  
12月 4日 
「新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済
に関する特別措置法」公布・施行 
 
2010(H22)年 
1月 15日 
輸入ワクチンについて、薬事・食品衛生審議会薬事 
分科会において特例承認を可とする旨答申 
 
一般健康成人への接種解禁（時期は都道府県の判断）  
出所：厚生労働省総括会議資料等を基に、筆者作成 
 
表 4-8 新型インフルエンザ H1N1 発生時の国のワクチン購入費 
ワクチンの確保量（2009（H21）年 12 月 15 日時点） 
○国内産ワクチン：約 5,400 万回分（約 259 億円） 
○輸入ワクチン：約 9,900 万回分（約 1,126 億円） 
出所：厚生労働省総括会議資料等を基に、筆者作成 
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3.  予防接種対象者について 
前項で示したとおり、2009（H21）年 5 月時点、新型インフルエンザは「基礎疾患を有
する者」、「若年者」において死亡や重症化のリスクが高いとされていた。ただし、予防接
種法上ではインフルエンザの定期接種対象者は高齢者に限定されているため、法に基づく
接種を行うことが困難であった。ただし、季節性インフルエンザのように、ワクチンの流
通を市場に任せた場合、混乱が予想される。苦肉の策として、厚生労働省の事業として厚
生労働省と直接契約した医療機関にワクチンが配分される事業とされた。なお、その調整
役として都道府県を通じて医療機関にワクチンが供給されるという手法が選択された。 
接種対象者については、意思決定が混乱したが、専門家を含めた意見交換会等の議論を
厚生労働省で行い、最終的には内閣官房に設置された政府対策本部で「ワクチン接種の基
本方針」が決定された。 
2009（H21）年 8 月下旬から新型インフルエンザは流行が始まっており、メディアの報
道が過熱していたこともあり、10 月時点では接種希望者が多数に上ることが想定された。
優先接種対象者を決定する方向で、7 月 30 日以降、10 月 1 日の「ワクチン接種の基本方
針」を策定するまでに、11 回の意見交換会が行われた。官房長官等によるトップダウンの
判断でワクチンの輸入が決められた時期（8 月 23 日～29 日）に、並行して有識者による
議論が行われていた。注意すべきは、有識者の意見交換会では輸入ワクチンについては、
「現時点で緊急性や必要性、安全性・有効性の面で疑問視」という議論がなされている点
である。有識者の議論は、トップの意思決定に反映されずに 8 月 25 日の閣議で、予備費
5000 億円の一部をワクチン輸入に投じることが決定されたのである（表 4-9）。 
これは、分野は異なるものの福井（1974）が緊急時の意思決定の特徴として挙げる「標
準事務処理手続き（SOP）の無視、恣意的で上から押し付けられた決定」と類似した意思
決定方法であるともいえる。 
 
表 4-9 新型インフルエンザワクチンの接種対象者に対する専門家の検討経緯 
日付 検討の経緯 
7 月 30 日 【厚生労働省対策本部】有識者：意見交換会の開催〔非公開〕 
・ワクチンの量が限られる中、優先接種対象者を決めることには合意されたが、対象
者については様々な意見があった。 
・輸入については、危機管理のために輸入する必要がある、という意見がある一方
で、緊急で輸入する必要性や安全性を懸念する意見があった。 
8 月 3 日 【内閣官房】専門家諮問委員会の開催〔非公開〕 
・接種対象者については、医療従事者や妊婦、基礎疾患を有する者、小児などへの接
種の必要性が言及された。 
・輸入については、更なる情報収集・提供したうえで必要性を検討する方針が示され
た。 
8 月 20 日 【厚生労働省対策本部】有識者：意見交換会の実施 
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・接種対象者については様々な意見があった（医療従事者、妊婦、基礎疾患患者、小
児、健康な若年層、等） 
・輸入については、途上国への寄付や安全性の担保、感染の広がりや重篤度に応じて
対応すべき、との意見があった。 
8 月 26 日 【厚生労働大臣】厚生労働大臣アドバイザー 
・接種費用や補償の問題等、法改正を含めた検討について言及された。 
8 月 27 日 【厚生労働省対策本部】有識者：意見交換会の開催〔公開〕 
・ワクチンの量が限られる場合、優先接種対象者を決めることについて合意 
・輸入ワクチンについては、現時点で緊急性や必要性があるかということや、安全
性・有効性の面で疑問視する意見が多数を占めた。一方、国産ワクチンだけでは高齢
者を含めた対象者をカバーすることができないという懸念も挙げられた。 
8 月 31 日 【厚生労働省対策本部】有識者：意見交換会の開催〔非公開：要旨公開〕 
・輸入ワクチンについては、免疫賦活剤が使用されていること、投与経路が日本と異
なる筋肉内注射であること、他国での使用実績のないワクチンが含まれることなどか
ら、輸入ワクチンに関する積極的な情報公開・安全性の確保が求められた。 
9 月 2 日 【厚生労働省対策本部】有識者：意見交換会の開催〔非公開：要旨公開〕 
・国産ワクチンのみでは優先接種対象者への接種がカバーできないことから、可能な
限り情報提供すること、安全性に疑義があった場合は使用を中止する、等を条件に輸
入が容認された。 
出所：厚生労働省公開資料に基づき、筆者作成 
 
 
4.  検討体制について 
2009（H21）年以前の新型インフルエンザ予防接種政策については、事前の計画から
は、ワクチンの供給に関しては医薬・食品局、接種の実施については健康局の役割である
ことは明確にされているものの、体制整備や費用負担等の面で組織間の調整が困難であ
り、予防接種の実施体制の検討や法整備ができなかったと考えられる。専門家及び行政機
関によって行動計画やガイドラインは作成されているが、具体的な実施主体や費用負担に
ついての検討が行われなかった点が確認できる。 
図 4-3 に示す組織体制のうち、厚生労働省健康局と総務省（全国知事会等）の葛藤が推
察できた。通常の予防接種事業では高齢者のみを対象として実施しているが、新型インフ
ルエンザ発生時にこの接種対象が全住民に拡大された場合、市町村にとっては大きな負担
となる。 
実際に新型インフルエンザの流行は予測が不可能な面も多いため、市町村レベルで不透
明なリスクを負うことはできない、という背景も考えられる。 
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図 4-3 2009（H21）年以前の新型インフルエンザワクチン接種に関わる組織間の関係 
 
出所：調査結果から筆者作成 
 
医薬・食品局血液対策課の職員も健康局長が事務局長を務める、新型インフルエンザ対
策本部の本部員として務めることとなっている。この体制は、平時には医薬・食品局長が
責任を負うワクチン供給についても、形式的に新型インフルエンザ対策本部事務局長（健
康局長）が負う形となっている。実態として新型インフルエンザ対策本部（健康局）と担
当部局（医薬・食品局）のどちらが責任を負うのか不明確な点が多く、供給体制の検討に
集中できない、といった意見も聞かれた117。 
また、内閣官房に設置された政府対策本部には、厚生労働省の技術総括審議官が内閣審
議官（兼務）として派遣されていた。技術総括審議官は、厚生労働省内では健康局長が事
務局長を務める厚生労働省新型インフルエンザ対策本部の幹部を務めており、内閣官房の
対策本部員としての役割と交錯している面もある118。 
上記のとおり、厚生労働省健康局長は平時の所掌を超えて対策本部の事務局長を務めて
おり、「本来は新型インフルエンザの危機管理は内閣官房（官邸）の業務であるはずであ
る」、という趣旨の発言を、新型インフルエンザ発生の１年後の総括会議の場で、数回に渡
り行っている119。 
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図 4-4 新型インフルエンザ発生時の厚生労働省の対策推進体制 
 
出所：筆者作成 
 
 
第3節 小括（平時と緊急時の予防接種行政の対応と今後の課題） 
2009（H21）年新型インフルエンザ発生時の予防接種事業に関する対応方針決定過程の
分析を通じて、健康危機管理の課題を抽出した。以下に分析結果をまとめる。 
 
1.  事例分析結果 
新型インフルエンザの予防接種に係る方針決定過程をみると、2009（H21）年の新型イ
ンフルエンザ発生前には、白紙の予防接種ガイドラインに象徴されるように「決定の回避
（不作為過誤）」が確認できる。一方、発生時には、内閣官房長官、厚生労働大臣を始めと
する政治家を含め、検討に関与し、1000 億円以上の予備費を投じて海外からのワクチン購
入に踏み切った判断が確認できる。後者の判断には科学的根拠を検討する時間がない中の
「政治的な」判断であったことが推察できる。 
第 2 章で示したとおり、日本の健康危機管理は、国では厚生労働省、自治体では保健衛
生部局において、「医学的・科学的根拠」に基づいて実施されている。しかし一旦危機が発
生した場合、「医学的・科学的根拠」の議論から切り離され、政治的な判断となる。 
また、本来であれば、予防接種法等において様々な緊急事象の発生に備えるべき問題
を、緊急時に検討・実施せざるを得なかった面もある。 
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2009（H21）年の事例を手塚（2010）の行政の不作為過誤のモデルに基づき分析する
と、結果的には、表 4-10 に示す「類型 C：ワクチン接種対象者を拡大することが適切で
あるにも関わらず、対象者が限定されている状態」にあたると考えられる。ただし、新型
インフルエンザに関しては発生するまでは、どのような対象者が重症になりやすいか不明
な点も多いため、「とるべき行動」が「ワクチン接種対象者の範囲拡大」か否か不明確であ
り、【類型 A】のように接種対象者を拡大した場合、結果的に【類型 B】の作為過誤になる
可能性もある。 
 
表 4-10 行政の作為過誤及び不作為過誤 
とるべき行動 
とった行動 
ワクチン接種対象者の範囲拡大 現状維持（ワクチン接種対象者は
高齢者のみ） 
接種対象者拡大 【類型 A】 
○適切な対象者へのワクチン接種推進 
○インフルエンザによる重症者・死亡者の
減少 
【類型 B】作為過誤 
×適切でない対象者への接種勧奨 
×副反応被害の増大 
現状維持（ワクチ
ン接種対象者は高
齢者のみ） 
【類型 C】不作為過誤 
×必要な対象者へのワクチン接種が不可能 
×インフルエンザによる重症者・死亡者の
増大 
【類型 D】 
○適切な対象者へのワクチン接種
推進 
○副反応被害の低減 
 出所：手塚（2010）「戦後行政の構造とディレンマ－予防接種行政の変遷」図 0.1 を参考に筆者作成 
 
この、「適切なワクチン接種対象者」について、誰が判断すべきか、という点が論点にな
る。疾病に対する評価は、厚生労働省の組織である国立感染症研究所が実施することにな
るが、その後の政策判断についての意思決定者が不明確である可能性もある。実際、新型
インフルエンザ発生後に設置された厚生労働省新型インフルエンザ対策本部では、事務局
長（健康局長）が自ら「国の危機管理の組織は内閣官房にあり、そこで、関係省庁や関係
大臣を集めて議論することが決まっていた（厚生労働省健康局長）」、「本来は官邸が方針を
出し、厚労省は実行部隊のはずだが、厚労省が方針と実行部隊の両方を背負わなければい
けないという状況になった（厚生労働省健康局長）」という発言をしており、内閣官房と厚
生労働省の役割分担が不明瞭であった点が示唆される。 
それに伴い、対策本部員として務める職員からも「（厚生労働省の）新型インフルエンザ
対策本部は、責任の所在が明確でない組織であり、位置づけが中途半端であった。対策本
部で決定しても、責任は担当部局（医薬・食品局）にある、という位置づけであれば、対
策に集中できない。」といった批判的な指摘が得られた。 
本稿で課題としている組織間関係に着目すると、厚生労働省健康局長が緊急時の予防接
種に関する意思決定を行えないとすると、内閣官房が総合的に判断し、その役割を担う必
要があり、そのための法整備等を行うことが求められる。 
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2.  発生時の国の対応 
新型インフルエンザワクチンの予防接種については、事前に関係省庁間の調整がつか
ず、ガイドラインが白紙のままであった点も課題であるといえる。その結果、実施体制や
予算の責任の所在が定まらず、法的根拠に基づかない予防接種事業として実施された。法
的根拠がない状態で、都道府県が個別医療機関へのワクチン配布数を調整する役割を担う
こととなったため、責任を押し付けたものとして、厚労省への批判が集まった。 
その後、2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 発生時の対応の反省を踏まえ、
2013（H25）年に予防接種法の改正が行われた。具体的には二類疾病（インフルエンザ）
のうち、「まん延予防上緊急の必要性があると認められるとき」に厚生労働大臣が定める対
象者に予防接種ができる、という新たな「臨時の予防接種」という分類が創設されたもの
である。これに伴い、定期の予防接種で対象となっていない高齢者以外の対象者に対して
も、予防接種を勧奨することや、行政が予算措置を講ずることが可能となった。 
また、2009（H21）年 7 月に設置された内閣官房新型インフルエンザ等対策室の提案に
より、2012（H24）年 5 月に「新型インフルエンザ等対策特別措置法」が成立、翌年施行
された。本法により、大規模な感染症が生じた場合は国・自治体が費用負担し、全国民に
予防接種を行うことが可能となった。 
2009（H21）年の新型インフルエンザ発生後の国の対応は、比較的明確にトップダウン
の方針が示され、ワクチン輸入等の政策が決まっていった状況がうかがえる。一方で、並
行して検討されていた専門家によるワクチン輸入に対する安全性への懸念等の意見は黙殺
されていた。通常、厚生労働省で検討される場合、専門家等で組織する審議会において議
論を行い、専門家の承認が得られた後に、医薬品等の輸入が行われる。今回の輸入決定に
ついても、最終的には審議会が開催されて承認された形となったが、政治家による記者会
見等における発表によって、事実上の輸入決定という世論を形作っていた傾向がある。 
厚生労働省の措置は、感染症法や検疫法に基づいて執行することが定められており、柔
軟な対応が不可能なものである。これは前章で示したとおり、歴史的に患者に対する差別
的な隔離政策等が行われた歴史もあり、感染症法では「患者等の人権を尊重」することが
法律の序文に記されており、蓋然性の強い患者にしか適用できないとともに、厳格に運用
が定められているためである。  
マスメディアを利用していた面もあり、自治体や医療関係者からの批判的な意見として
も、輸入ワクチンに関するものは少なく、むしろ厚生労働省が行政的に策定した都道府県
を活用した新型インフルエンザ予防接種事業への批判等が多くあげられた。 
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表 4-11 ワクチン接種事業における意思決定プロセス（想定された業務分担とその根拠） 
 根拠 方針の決定 実施主体 
事前の行動計画上の想
定 
（新型インフルエンザ
の場合） 
政府行動計画（閣議
決定） 
記載なし 記載なし 
予防接種法 病原性の弱い新型イン
フルエンザについては
記載なし 
同左 
2009 年の対応 政府行動計画（閣議
決定） 
内閣官房 厚生労働省、 
都道府県 
出所：筆者作成 
 
3.  今後の課題 
2009（H21）年の反省を踏まえ、2013（H25）年に予防接種法の改正が行われた。具体
的には二類疾病（インフルエンザ）のうち、「まん延予防上緊急の必要性があると認められ
るとき」に厚生労働大臣が定める対象者に予防接種ができる、という新たな「臨時の予防
接種」という分類が創設されたものである。 
これは 2009（H21）年の新型インフルエンザの発生を待たずに、検討・実施する必要が
ある改正であると考えられる。何か事象が発生した後でないと、具体的な対応が進まな
い、という官僚組織の具体例ともいえるが、今後は平時から、緊急時に備えた体制整備及
び情報・意識の共有を図る必要がある。 
新型インフルエンザに関しても、本稿で示したとおり事前に体制整備や行動計画の策定
が行われていたが、実際には平時においては十分に機能していなかった面がある。事象が
発生した後でないと、具体的な対応が進まない、という官僚組織の具体例ともいえるが、
今後は平時から、緊急時に備えた体制整備及び情報・意識の共有を図る必要がある。 
新型インフルエンザに関しても、本稿で示したとおり事前に体制整備や行動計画の策定
が行われていたが、実際には十分に機能していなかった面がある。現在及び今後の課題
は、体制は整備されているものの、実行的に機能するための運用体制であるともいえる。
自然災害の例にならえば、日々の訓練や情報共有のために研修など、様々な機会で、様々
な組織が横断的に機能するための基礎を構築する必要があると考えらえる。健康危機管理
分野でどのように実行性を担保するかについて、引き続き検討を行う必要がある。 
 
105 平成５年公衆衛生審議会答申 
106 手塚（2010）は、副作用のリスクを恐れて予防接種事業を縮小する行政判断について、「不作
為過誤」であるとし、その１例としてインフルエンザの定期接種の中止をあげている 
107 附帯決議予防接種法：附則（平成 13 年 11 月 7 日法律第 116 号） 抄 
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（インフルエンザに係る定期の予防接種に関する特例）インフルエンザに係る予防接種を行う
場合については、当分の間、同項中「当該市町村の区域内に居住する者であって政令で定めるも
の」とあるのは、「当該市町村の区域内に居住する高齢者であって政令で定めるもの」とする。 
※同附則は第 153 回国会（衆）厚生労働委員会（平成 13 年 10 月 19 日）において附帯決議と
して可決。 
108 2013 年の予防接種法改正で、一類を A 類、二類を B 類という名称変更が行われたが、本稿で
は 2009 年時点の表記・分類とする。 
109 市町村が独自事業として接種費用を支弁することは可能。 
110 手塚（2010）p233 
111 2015 年 4 月、厚生労働省健康局に「健康課」が新設され、ワクチンの許認可と推進が健康課
で一元化されることとなった。 
112 厚生省五十年史 P1086-87 
113 全国知事会「新型インフルエンザに関する国への要望」引用 
114 実際のガイドラインは１枚の白紙ページに「追って作成することとする。」という１行が記載
されたのみであった。「ガイドラインは行政文書なので、（自治体と）調整できていないものを出
すことはできない（ためにそのような記載となったのであろう）」（2011 年 2 月 28 日 筆者ヒア
リング：2009 年当時厚生労働省結核感染症課課長補佐） 
115 接種費用を 2009 年に厚生労働省が設定した価格と仮定した（１回目 3600 円、2 回目 2500
円）。 
116 総括会議資料（厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部、平成 22 年 5 月 19 日、参考資
料１：今般の新型インフルエンザ（A/H1N1）対策について（ワクチン）） 
117 2011 年 2 月 25 日筆者ヒアリング（医薬食品局課長補佐「新型インフルエンザ対策本部は、
責任の所在が明確でない組織であり、位置づけが中途半端であった。対策本部で決定しても、責
任は担当部局にある、という位置づけであれば、対策に集中できない。」） 
118 吉川肇子（2009）によれば、内閣官房の政府対策本部員を務めた厚生労働省大臣官房技術総
括審議官が官邸の無味乾燥な通知をマスメディアに対し、肉声で伝えた点が好感がもたれた点が
示されている一方で、内閣官房と厚生労働省に板挟みであった点も示唆される。 
119 2010 年 3 月 31 日「新型インフルエンザ対策総括会議」において、健康局長から以下の発言
があった。「国の危機管理は内閣官房に組織が厳然としてあり、そこが関係省庁、関係大臣を集め
て議論をすることは決まっていた。」、「本来は官邸が方針を出し、厚労省は実行部隊のはずだが、
厚労省が方針と実行部隊の両方を背負わなければいけないという状況になった。」、「本来の危機管
理のことを考えると、やはり官邸主導であるべきと考えています。」 
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第5章 特措法成立後の国における運用方針決定過程 
 
日本では新型インフルエンザ H1N1 発生時、政府行動計画等に基づいて内閣官房及び厚
生労働省等の関係省庁、自治体が連携して対応を行ったが、第 2 章・第 4 章で分析したと
おり、大きな混乱も招いた。2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 は病原性が弱い
ものであったが、今後、病原性の強い新型インフルエンザや新感染症等の発生した場合を
想定し、2012（H24）年 5 月に特措法が成立した。同法では、新型インフルエンザ等発生
時の緊急事態宣言下において、国民一般に対する外出自粛や民間の施設を含む使用制限等
の私権を制限する措置が含まれる。本章では、特措法のうち私権制限を含む措置の運用方
針決定過程を分析する。 
 
第1節 特措法の成立の背景と経緯 
本節では、2012（H24）年 5 月に成立した新型インフルエンザ特措法の背景をまとめ
る。感染症対策は、平時からの感染症発生状況調査や患者への健康診査や入院措置等を実
施する感染症法を中心として実施されている。しかし緊急時に、感染症の拡大を未然に防
止するために、健常者を含めた措置が可能な新型インフルエンザ特措法の成立を行う必要
性や、成立前後の議論を分析する。 
 
1.  特措法の検討の背景と経緯 
2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 発生後の 2010 年 3 月に厚生労働省におい
て対応を総括する「新型インフルエンザ（A/H1N1）対策総括会議」が開催され、同年 6
月に報告書が発出された。その後、予防接種法の改正など、大規模感染症への対応が可能
なよう、対策が進められた。厚生労働省における対策の総括として特徴的であるのが、他
国と比較した死亡率等を示している点である120。 
一方、内閣官房においても、2009（H21）年 7 月「新型インフルエンザ等対策室」が設
置された。その後、2012（H24）年 5 月、内閣提出法案である特措法が第 83 回国会で成
立し、2013（H25）年 4 月に施行された。 
同法は、内閣官房新型インフルエンザ等対策室において、法制度の検討から法律提案が
なされた。議論の経緯を表 5-1 に示す。新型インフルエンザ H1N1 発生から 2 年を経ての
法案提出であったが、この背景には、2011 年の東日本大震災を経て、今後、万一病原性が
強い新型インフルエンザ等が発生した場合、現在の厚生労働省中心の体制では対応が困難
であると考えられたためであった121。 
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内閣官房新型インフルエンザ等対策室では、法律検討の論点として、「官民の事前の備
え、民間の協力確保、国民生活・国民経済の維持」などを挙げている122。提案の趣旨とし
て、経済被害が甚大となる新型インフルエンザが発生した場合、最低限の国民生活を維持
するために、社会インフラを構成する事業者との官民連携の必要性を提示しているもので
ある。具体的には、医療関係者、公共サービス提供者（電気、ガス、水道等の事業者）、医
薬品製造・販売事業者、運送事業者、報道機関等の社会機能の維持に関わる事業者に対
し、事前に協力体制を構築すべきである点を提示している。 
法制度の論点整理については、経済団体（日本経済団体連合会）、医療関係者（日本医師
会、日本病院会、全日本病院協会）、自治体関係者（全国知事会、地方公共団体関係者実務
者協議会）等、多様な関係者にヒアリングを行い、適宜修正を重ねている。 
 
表 5-1 特措法の検討経緯 
月日 説明対象 概要 
2011（H23）年 
11月 10日 
関係省庁対策会議 
新型インフルエンザ対策のために必要な法制度の論点整
理 
12月 14日 日本経済団体連合会 
「新型インフルエンザ対策のために必要な法制度の論点
整理」についてのヒアリング 
12月 19日 
日本医師会、日本病院会、全
日本病院協会 
「新型インフルエンザ対策のために必要な法制度の論点
整理」についてのヒアリング 
2012（H24）年 
1月 17日 
関係省庁対策会議 新型インフルエンザ対策のための法制のたたき台の議論 
1月 19日 全国知事会 新型インフルエンザ対策のための法制のたたき台の議論 
2月 2日、13日 
3月 6日 
地方公共団体関係者実務者
検討協議会 
新型インフルエンザ対策のための法制のたたき台の議論 
2月 6日、16日 学識経験者の意見を聞く場 
新型インフルエンザ対策のための法制のたたき台の議論 
※参照条文の提示（国民保護法、災害対策基本法等） 
3月 9日 法案閣議決定 
新型インフルエンザ等対策特別措置法案（平成 24年 3月
9日閣議決定） 
5月 11日 
法案成立 
新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年法律第
31条） 
出所：内閣官房 Web サイト123を基に筆者作成 
 
表 5-2 法制度の論点整理についてのヒアリングにおける主な議論 
（略） 
 新型インフルエンザ対策は、学校の関係だと文部科学省、運行自粛の関係だと国土交通省と
多岐に渡る。（略）法制度としての大枠は内閣官房で検討しているが、実際の運用については
厚労省にお願いすることも多いので、連携して参りたい。（2011 年 12 月 19 日、内閣審議
官） 
 （新型インフルエンザが発生すると）全閣僚で対策本部を立ち上げることになるが、単に計
画を作るだけでなく、対策の実施主体、責任所在について法的に位置づけることが必要と考
えている。（2011 年 12 月 19 日、内閣審議官） 
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 2 年前（2009 年新型インフルエンザ発生時）も自治体においても保健部局が中心となり対応
していたが、自治体でも特にしっかりやっているところは、健康、危機、防災関連の部署が
連携していたようである。（2011 年 12 月 19 日、内閣審議官） 
（略） 
    出所：医療関係者との意見交換会（2011 年 12 月 19 日）議事録から抜粋 
 
2.  特措法と感染症法の関係 
特措法は、感染症法で実施する入院措置等の患者の隔離等にかかる措置に加え、患者以
外の健常者に対する外出自粛要請、学校等の施設の使用制限などを可能とするものである
124。 
前述したとおり、日本における感染症対策は、感染症法や予防接種法によって対応され
てきた。特措法の成立にあたっては、感染症法や予防接種法の限界を踏まえて、危機管理
としての性格が備えている点が明示的にされている125。 
具体的には、感染症法では、感染した患者や感染の可能性のある家族等の濃厚接触者や
汚染された施設への対処を規定している。一方、特措法では、感染症のまん延を未然に防
ぐ目的で、感染していない国民一般の外出自粛や、汚染されていない施設を含めた使用制
限を実施するものである。 
また、感染症法の範囲で対応できないものとして、「医師に対する補償制度の創設」と
「都道府県知事に対する権限の付与」もある126。2010（H22）年 3 月～6 月に開催された
「新型インフルエンザ対策総括会議」においても、仮に強い病原性のインフルエンザが発
生した場合の医療体制については、医師への補償等も含め、検討する必要がある点が示さ
れている127。 
日本において災害時の対応については、災害対策基本法及び災害救助法において定めら
れており、医師への補償等も担保されている。これは、避難所等に医師が派遣された際
に、事故や病気等により健康被害を受けた場合の補償が想定されているが、医師が自施設
の診療中に感染症に罹患した場合の補償は含まれない128。 
 
3.  新型インフルエンザ等発生時の体制 
新型インフルエンザ等129が全国的かつ急速にまん延し、病状が重篤であり、国民生活及
び国民経済に重大な影響を及ぼすおそれがある場合に、政府対策本部長（内閣総理大臣）
が中心となり国の新型インフルエンザ等対策本部が設置される。同本部においては、内閣
官房が総合調整を行い、厚生労働省等の関係省庁と連携しながら、地方公共団体とも相互
連携することとなる。 
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2009（H21）年の新型インフルエンザ H1N1 対応との大きな差異は、国民への外出自粛
要請等を行う際の国から自治体への要請や、都道府県知事から住民への要請に法的根拠が
整備されたことである。また、特措法に基づいて、各都道府県においても知事をトップと
する対策本部を設置することが求められている。 
 
 
図 5-1 発生時の政府対策本部の体制（2017 年時点） 
 
出所：内閣官房「新型インフルエンザ等対策有識者会議」の資料を基に筆者作成 
 
第2節 緊急事態宣言の運用に関する検討の経緯 
1.  検討の経緯 
2012（H24）年 5 月に成立した特措法は、全国的かつ急速にまん延し、病状が重篤で
あり、国民生活及び国民経済に重大な影響を及ぼすおそれがある感染症が発生した場合
の緊急時対応が想定されている。ただし法律制定時に、私権の制限を最小限とすること
や、緊急事態宣言の際には科学的な根拠を明確にするべき、という指摘があった。 
 
表 5-3 新型インフルエンザ等対策特別措置法に関する附帯決議 
（略） 
３．本法の規定に基づく私権の制限に係る措置の運用に当たっては、その制限を必要最小限のもの
とするよう、十分に留意すること。 
４．新型インフルエンザ等緊急事態宣言を行うに当たっては、科学的根拠を明確にし、恣意的に行
うことのないようにすること。 
（略） 
    出所：平成 24 年 3 月 28 日衆議院内閣委員会議事録から抜粋 
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私権制限に対する科学的根拠を明らかにすべき、という附帯決議に対応するため、
2012（H24）年 8 月、新型インフルエンザ等対策有識者会議が設置され、緊急事態宣言
の運用等について検討された。主に議論されたものが、緊急事態宣言のうち特に社会的
に影響が大きいと考えられる施設の使用制限の根拠である。 
 
表 5-4 新型インフルエンザ等対策有識者会議の検討経緯 
会議 開催日 主な議論 
第１回 
有識者会議 
2012 年 
8 月 7 日 
・新型インフルエンザ等対策特別措置法の概要／等 
・会議開催の趣旨説明 
第２回 
有識者会議 
2012 年 
9 月 11 日 
・ 新型インフルエンザ等対策実施上の留意点を議論 
第３回 
有識者会議 
2012 年 
10 月 16 日 
・ 新型インフルエンザ等対策実施上の留意点を議論 
・ 緊急事態宣言について、科学的根拠を必要にする必要がある点が示され
た。 
第４回 
有識者会議 
2012 年 
11 月 7 日 
・ 新型インフルエンザ等緊急事態／感染防止の協力要請／在留邦人への対応 
・ 学校など、根拠資料がある施設と根拠資料がない施設がある点が示され
た。興行場や映画館等は実証研究が困難であり、根拠データはないが、閉
鎖の対象となる点が示された。 
第５回 
有識者会議 
2012 年 
12 月 10 日 
・ 地方公共団体における連携方策／感染を防止するための協力要請等のあり
方について、議論された。 
第６回 
有識者会議 
2013 年 
1 月 15 日 
・ 感染を防止するための協力要請等／中間とりまとめについて 
 
出所：内閣官房「新型インフルエンザ等対策有識者会議」の資料を基に筆者作成 
 
表 5-5 新型インフルエンザ等対策有識者会議の検討事項 
１．新型インフルエンザ等緊急事態（法第 32 条関係） 
（1） 新型インフルエンザ等緊急事態の宣言・解除の要件 
（2） 新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき期間・区域 
２．感染防止の協力要請（法第 45 条関係） 
（1） 外出自粛要請、施設の使用制限等を実施すべき期間・区域 
（2） 施設の使用制限等の対象となる施設 
（3） 施設の使用制限等の具体的な措置 
３．国民への情報提供（法第 6 条第 2 項第 2 号ロ関係） 
４．その他 
（1） 新感染症についての行動計画上の取扱い／（2） 基本的人権の尊重／ 
（3） 国内発生初期における現地対応／（4） 在留邦人への対応／ 
（5） 発生国からの航空機・船舶等の運航制限要請等／（6） 国際的な連携・協力など 
出所：内閣官房「第 1 回新型インフルエンザ等対策有識者会議（資料 4）」を基に筆者作成 
 
専門家会議の議論では、実証研究により施設閉鎖の根拠がある施設と、検証が困難であ
り根拠となるデータがない施設に分かれる点が示された。しかし、専門的知見からは閉鎖
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すべきであるという議論があった。科学的根拠はないものの、専門的知見からは対策すべ
き、という意見で対応が決定された。 
また、感染症の発生初期は病原性等が不明確であり、その判断は専門家にも困難である
点も示された。不明な場合は最悪の事態を想定して、政治的な判断をするのが危機管理の
鉄則である、という意見も得られた。 
最終的に、施設使用については、「（区分 1）学校や高齢者施設等」、「（区分 2）興行場や
映画館等」、「（区分３）医療施設、事業所等」の３つのグループに分類され、新型インフル
エンザが発生した場合、積極的に使用制限されるべき場所と継続すべき場所に区分され
た。 
区分１に該当する施設は、感染リスクが高いことが実証的に確認されているため、積極
的に閉鎖すべき施設である。区分２は感染リスクがあることが想定されるが、根拠が薄い
ため、状況に応じて柔軟に対応すべき施設である。区分３は社会機能を構成する重要な施
設であり、感染症が流行していても出来る限り継続することが望まれているものである。 
 
表 5-6 特措法における施設使用制限の運用 
区分 主な対象施設 対応 
（区分１） 
感染リスクが高い施設
等 
・学校 
・保育所、高齢者施設等 
積極的に使用制限を検討する
施設 
（区分２） 
運用上柔軟に対応すべ
き施設 
・大学、専修学校等 
・劇場、観覧場、映画館、演芸場 
・集会場、公会堂、展示場 
・百貨店、マーケット（※1）等 
・ホテル、旅館 
・体育館、水泳場、ボーリング場等 
・博物館、動物園、美術館、図書館 
その他 
状況に応じて使用制限を検討
する施設 
（区分３） 
社会生活を維持する上
で必要な施設 
・病院、診療所 
・卸売市場、食料品売場、飲食店、料理店 
・ホテル、旅館、寄宿舎、下宿 
・工場、銀行、事務所 
・保健所、税務署 
・公衆浴場、等 
社会生活を維持する上で必要
な施設であるため、事前に業
務計画及び事業継続計画等を
作成し、継続する 
※１）マーケットのうち（区分３）の食料品売場等に該当する部分は除かれる 
出所：政令第 122 号新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令130を元に筆者作成 
 
これらの議論では、私権を制限する施設使用制限等の措置は、科学的な根拠に基づき実
施されるべき対策であるが、科学的のみには対応できない面もある、という趣旨である。
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一方で、行政的に線引きを行う必要があるため、一部には科学的には説明できない線引き
を行うこともやむを得ない点も議論された。 
 
2.  緊急事態宣言の発動の流れ 
新型インフルエンザ等の発生が確認された場合、特措法に基づく「新型インフルエンザ
等対策本部」を設置することなどが定められている。 
新型インフルエンザ等の発生の疑いを把握した場合、官邸連絡室又は官邸対策室が設置
され、厚生労働省及び内閣官房・新型インフルエンザ等対策室から、官邸連絡室・官邸対
策室に連絡することとなる。新型インフルエンザ等の発生については、WHO による
PHEIC（国際的に懸念される公衆の保健上の緊急事態）の認定が事実上の発生のトリガー
の１つになる可能性が高いと考えられている。 
厚生労働大臣が感染症法に基づき新型インフルエンザ等の発生を宣言した後、内閣総理
大臣に発生状況の報告することとされている。報告を受けた内閣総理大臣は、その新型イ
ンフルエンザ等が季節性のインフルエンザより病原性が弱いものである場合以外は、直ち
に閣議にかけて新型インフルエンザ等対策本部が設置される。 
 
3.  新型インフルエンザ等緊急事態宣言時の措置 
新型インフルエンザ等が全国的かつ急速にまん延し、病状が重篤であり、国民生活及び
国民経済に重大な影響を及ぼすおそれがある場合に、政府対策本部長（内閣総理大臣）が
「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」することになる。 
緊急事態宣言が発令された場合、表 5-7 に示す対応が可能となる。なお、その際、新型
インフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき期間及び区域、緊急事態の概要について、国
会に報告する必要がある。緊急事態措置は、通常のインフルエンザ等の対応で感染拡大を
制御できない状況になった場合に発動されるものであり、措置は要請であり、罰則規定は
ない。 
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図 5-2 緊急事態宣言の運用の流れ 
 
出所：内閣官房 新型インフルエンザ等対策有識者会議資料等を基に筆者作成 
 
表 5-7 日本の新型インフルエンザ等対策特別措置法等における措置 
項 目 概  要 主体 期間 
医療関係者への医療等の
実施の要請等 
（新型インフルエンザ等緊急事態宣言時） 
医療関係者（医師、看護師等）に対し、場所及び期間等を示
して、当該患者等に対する医療を行うよう要請することがで
きる。【特措法第 31 条】 
都道府県
知事 
２年未満
（１年延長
可能） 
不要不急の外出の自粛等
の要請 
（新型インフルエンザ等緊急事態宣言時） 
住民に対し、都道府県知事が定める期間及び区域において、
生活の維持に必要な場合を除きみだりに居宅等から外出しな
いことその他の新型インフルエンザ等の感染の防止に必要な
協力を要請することができる。【特措法第 45 条 1】  
都道府県
知事 
２年未満
（１年延長
可能） 
学校、興行場等の使用等
制限等の要請等 
住民に対し、都道府県知事が定める期間及び区域において、
学校、社会福祉施設、興行場その他の政令で定める多数の者
が利用する施設を管理する者等に対し、当該施設の使用制
限・停止や催物の開催の制限・停止その他政令で定める措置
を講ずるよう要請することができる。【特措法第 45 条 2】 
都道府県
知事 
２年未満
（１年延長
可能） 
住民（全国民）への予防
接種 
【特措法第 46 条】 
 
都道府県
知事 
２年未満
（１年延長
可能） 
緊急物資の運送等 
国の（地方）機関の長又は都道府県知事は、運送事業者であ
る指定（地方）公共機関に対し、緊急物資の運送を要請する
ことができる。【特措法第 54 条】 
都道府県
知事 
２年未満
（１年延長
可能） 
特定物資の売渡しの要請
等 
都道府県知事は、 医薬品や食品等について、所有者に対
し、売渡しを要請できる。【特措法第 55 条】 
都道府県
知事 
 
出所：新型インフルエンザ等対策特別措置法を元に筆者作成 
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4.  新型インフルエンザ等対策有識者会議における検討 
新型インフルエンザ等対策有識者会議では、住民の主権を侵害する外出自粛等が実施で
きる「緊急事態宣言」について、科学的根拠を明確にする必要がある点が示され、議論と
なった。 
まず、論点となったのは、根拠（エビデンス）の有無である。そもそも感染リスクが高
い根拠があるのが学校のみであるため、政令で指定する施設名は限定的にすべきである、
という意見である。政令に記載することで、判断は施設側に委ねられ、施設が責任を負う
ことになる懸念である。 
しかし一方で、政令に記載がなければ、行政が制約することが難しいのではないか、と
いう懸念が示された。また、事態を軽く見た後で対応レベルを上げるのではなく、根拠が
ないとしても、最悪の事態を想定して、対応するのが、危機管理の鉄則ではないか、とい
う意見である。 
 
表 5-8 新型インフルエンザ等対策有識者会議の検討経緯と主な意見 
★・・医療系の専門家の意見 
① ヒトとヒトの接触密度の高い学校は感染リスクが高くエビデンスがある。 
・ 感染リスクの高いところから閉めていくということが当然なされるべきことだと思うのです。感
染リスクが高いということは、非常にたくさんのエビデンスがある学校ですね。学校はまず感染
リスクが非常に高い。学校、幼稚園で、多分、保育園も高いのですが、この保育園に関してはは
っきりとしたエビデンスはないですけれども。（略）それ以外の施設を閉めることによって感染
拡大が抑えられるというエビデンスは全くないと思います。だから、そういうものを積極的にや
るだけの根拠のない中でやっていくというのはやはり問題かと思います。（10 月 16 日第 3 回押谷
委員★） 
・ インフルエンザの圧倒的多数は家庭と学校で起こるのです。これは、家庭と学校でなぜ起こるか
ということは疫学的にはっきりとわかっていて、それはヒトとヒトの接触密度の違いなのです。
ヒトとヒトの接触密度がどのくらいあるかということで感染のリスクが変わってくるというのは
はっきりしているのです。（10 月 16 日第 3 回押谷委員★） 
・ 学校は、子供たちが接触密度が非常に高いということが問題なのです。それで、学校で感染が起
こる。子供たちが感受性が高いということもあるのですけれども、一義的には接触密度の問題で
理解していると思います。（第 3 回押谷委員★） 
 
② 博物館や美術館、スーパーなどの施設は感染リスクが低い 
・ 博物館とか美術館とか、これは多分、非常に圧倒的に感染リスクの低い施設ですね。大きい施設
かもしれませんが、ヒトとヒトの接触密度が非常に低い施設です。実際に、一般のスーパーとか
銀行とかも、集客施設ですね。こういうところで集団感染が起きたという事例はほとんど報告が
ないのです。学校はもちろん、たくさんあります。そういう感染リスクを全く考慮せずに、面積
と不特定多数の人がいるということだけで、この要件を決めてしまっていいのか。（第 3 回押谷
委員★） 
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③ 政令に指定する施設名は慎重にするべきである 
・ 政令に施設の名前が書かれれば、本当に閉鎖するかどうかは、その施設の経営者なり管理者の判
断とはいえ、もし閉鎖しなかった場合、書いてあるのになぜやっているのだと言われることにな
ると思うのですよ。したがって、それは割と大きな意味を持つと私は考えるのですが。（第 3 回
大西委員） 
 
④ 政令に指定されていない場合は行政が指示することが難しい 
・ 附帯決議もあるので、「集会の自由等の人権が過度に制約されることがないように」ということ
からすると、政令で認められたこと以外のことについてはそういう要請はできないというふうに
明確に割り切って考えておられるのか、そこを少し残す余地があるのかどうかということについ
て。（第４回櫻井委員） 
・ 感染症の発生初期は情報が非常に限られて不正確である。そのため最終的には判断が必ず出てき
ます。ある公式に数を入れて、何点以上であれば緊急事態宣言ということになることは、あり得
ない。最終的には多角的に判断して、感染拡大の可能性がある、と判断したら緊急事態宣言を出
して、いろいろな情報が明らかになってきたら、それを適宜対処して変えていくということ
（2012 年 11 月 7 日第４回尾身委員：座長） 
・ 危機管理をする国の立場としては、完全に可能性が 100％あるとわかったときに非常宣言を出し
ても遅いですね。感染の可能性が否定できない、もしかすると、このままいくと重大なことにな
るおそれがあれば、それは危機管理の鉄則だと思いますけれども、最悪の状態をまず想定してや
ると。（第４回尾身委員：座長） 
・ 事態を軽く見て、後で事態のレベルを上げるというよりも、最初に最悪の状態を想定してレベル
を上げておいて情報がより正確になった時点で、適宜下げるというのが感染症でも危機管理でも
鉄則だと思います。そのことが多分ここに書かれているのだというふうに私は理解しています
（第４回尾身委員★） 
・  ある種の施設は二面性がある。国民生活にも役立っているのだけれども、一方でそこに人が大
勢集まることによって、感染、流行する、そういう場になるおそれもある。その感染、流行のお
それがあるほうについては回避しなければいけない。一方で、国民生活が継続されるようにしな
ければいけないということなので、例えば、ここでは、その①で公共交通機関については制限し
ないと言っているのだけれども、例えば博物館みたいに駅等で入場制限をすることも可能なわけ
ですね。だから、そういう方法も入れれば、一定の交通のサービスは提供しつつも、そう大勢が
一遍に駅に集中しないとか、先ほど午前中の議論でありましたけれども、車両に集中しないとい
う状態をある程度つくることはできると思うのですね。（第４回大西委員） 
  出所：内閣官房 「新型インフルエンザ等対策有識者会議議事録」から抜粋 
 
これらの議論を踏まえて、最終的に表 5-6 に示すように、リスクの差異を示しつつも、
多数の施設に対する制限が可能なような構成とされた。 
感染症は発生時点では、一部の患者のみの情報が把握されるのみで、全体像を把握する
ことが困難である。そのため、発生初期にはどの程度の被害になるか不明な点が多く、科
学的根拠が明確にしにくい。このため、他国において、緊急事態宣言等がどのように運用
されているか、などを参照しながら、手続きが検討された131。 
内閣官房「新型インフルエンザ等対策有識者会議」の議事録を分析すると、危機管理に
関わる立場と、保健衛生に関わる医師の立場での発言に大きく二分されることが読み取れ
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る。保健衛生の専門家の立場からは、疾病の「科学的根拠（エビデンス）」が必要であり、
それが確認できない限り、対応が難しいという意見である。一方で、感染症は初期段階で
は、発生状況に不明点が大きく科学的根拠が十分でない。その中で、厚生労働省の技術官
僚は保健衛生のプロフェッショナルとして、死亡率が諸外国と比較される、という結果責
任を負っている立場であることも念頭に置く必要がある。 
危機管理、マネジメントの立場からは、社会経済の安定を図るためにどのような政策を
図るべきか、という意見が得られた。このような議論は 2009（H21）年の新型インフルエ
ンザ対策の総括会議では得られなかったものである。 
 
表 5-9 国の健康危機管理体制の各組織の特徴及び行動原則 
 危機管理 
（マネジメント） 
保健衛生 
（プロフェッショナル） 
担当省庁 内閣官房 厚生労働省 
特徴 特徴 社会経済の安定を志向 
 
科学的根拠に基づく政策を志向 
目標 社会経済の安定 
※民間事業者等も含めた対応
の実現性も志向する。 
死亡者数の重症者数の減少 
※大規模な世界的流行の場合、死亡率が
諸外国と比較され、評価の対象となる。 
判断の
基準 
危機管理の原則として、迅速
かつ柔軟な判断を求める。 
・疫学的にパンデミックの懸念があるか
否かを科学的エビデンスに従った判断を
求める。 
・最終的に世界保健機構（WHO）等に
より、諸外国の死亡率等が比較・公表さ
れ、評価の対象となるため、厳格な対策
となる傾向もある。 
出所：内閣官房「新型インフルエンザ等有識者会議議事録」を参考に筆者作成 
 
 
第3節 米国の健康危機管理体制及び緊急事態宣言 
本節では、2009（H21）年新型インフルエンザ H1N1 発生時の日本と米国の初動対応を
比較し、各々の体制の特徴と課題を分析する。 
日本における危機管理法制の検討においては、随所で米国における緊急事態宣言の制度
についても参照されている。このため以下に、米国における公衆衛生危機管理体制及び公
衆衛生緊急事態宣言について、概要を分析する。 
連邦国家である米国と日本では国の統治体制が根本的に異なるとともに、健康危機管理
の位置づけも異なる。つまり、健康危機管理を「安全保障」と位置付ける米国と、公衆衛
生の一環と位置付ける日本の違いもある。 
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1.  検討概要 
2009（H21）年に発生した新型インフルエンザ H1N1 では、当初想定されていた致死率
が高いものではなかったことから、各国とも対策の変更等を余儀なくされた。米国では、
病原性の判明後、早期に対策を切り替えるとともに、迅速に医薬品の緊急時使用許可
（Emergency Use Authorization：：以下「EUA」と記す。）の承認等が行われた。 
米国連邦政府の危機管理体制については、青山（2009）や伊藤ら（2010）において連邦
緊急事態管理庁（Federal Emergency Management Agency ：以下「FEMA」と記す。）
を中心とした米国の危機管理体制について調査・分析されている。また、米国州政府の公
衆衛生危機対応に関しては Rutkow（2014）において、明示的な権限を含む州の公衆衛生
緊急事態宣言等について調査され、各州の公衆衛生緊急事態宣言の法整備状況や発出状況
が分析されている。 
 
図 5-3 本節の対象範囲 
 
 出所：筆者作成 
 
本節では、米国連邦政府の公衆衛生危機時の初動対応及びその体制を調査し、迅速に方
針決定を行った背景を分析する。さらに、日本への適用可能性を分析する。 
 
2.  新型インフルエンザ H1N1発生時の米国の初動対応 
米国ではカリフォルニア州の患者から新型インフルエンザウイルスを検出後、2009
（H21）年 4 月 26 日に保健福祉省長官が公衆衛生緊急事態を宣言し、翌 4 月 27 日に米国
食品医薬品局（U. S. Food and Drug Administration ：以下、「FDA」と記す。）が未承認
の医薬品の使用を認める緊急時使用を承認した。これにより一歳未満の小児へのタミフル
使用や、通常は医師が処方する処方薬であるタミフルやリレンザ等の抗インフルエンザ薬
を大規模な集団に配布することが可能となった132。公衆衛生緊急事態宣言及び EUA は
危機事象 
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WHO が新型インフルエンザの発生を宣言する 2009（H21）年 4 月 28 日より前であり、
米国独自の判断であったと考えられる。EUA により、連邦疾病予防管理センター
（（Centers for Disease Control and Prevention：以下、「CDC」と記す。）は H1N1 イン
フルエンザ検査キットを配布することが可能となり、それまでは CDC に限定されていた
H1N1 型の同定が他の研究所においても可能となった。 
また、当時のオバマ大統領は国家緊急事態法の規定に基づき、緊急事態を宣言し、これ
により医療機関は連邦政府が定めた通常の手続きの一部を省略してインフルエンザの患者
に対応することが可能となった133。新型インフルエンザ H1N1 対策の概要を以下に示す
（表 5-10）。 
 
表 5-10 新型インフルエンザ H1N1 発生時の米国の対応 
年月日 米国 
2009 年 4 月
18 日以前 
カリフォルニア州で 2 人の患者から新型インフルエンザウイルスが検出（4/15,4/17）。 
CDC は国際保健規則（IHR）に基づき、世界保健機関（WHO）に報告（4/18）。 
4 月 21 日 CDC は新たな型の豚インフルエンザの症例報告。ワクチン製造開発に着手。 
4 月 22 日 CDC は、緊急オペレーションセンター (EOC)を設置。 
国家危機管理システム(NIMS)に基づいたチームに編成（サーベイランス、検査、広報、抗ウ
イルス薬、ワクチン等）。 
4 月 23 日 CDC は最初の公式会見を開き、事態の報告と公衆へのガイダンスを発表 
4 月 24 日 CDC は 2009 年 H1N1 の全遺伝子配列を研究材料として世界の研究者に情報提供 
4 月 26 日 米国保健福祉省長官が、公衆衛生緊急事態を宣言134 
CDC の戦略的国家備蓄の 25%を各州に供給開始（抗ウイルス薬 1100 万回分、3900 万人分の
マスク等個人防護具等） 
4 月 27 日 CDC の要請により FDA は緊急時使用許可(EUA)を承認：タミフルの 1 歳未満児への適用等 
メキシコへの渡航注意勧告 
4 月 27 日 WHO 事務局長がパンデミック宣言 
4 月 30 日 保健福祉省は戦略的国家備蓄に追加するため、1,300 万人分の抗ウイルス薬の購入を発表 
CDC は学校閉鎖等の病気の拡大を抑制するコミュニティレベルの社会的距離政策開始 
5 月 6 日 新型ウイルスの認定検査キットがほぼ全州の当局に配布（各州で独自に検査可能） 
5 月 15 日 CDC トラベルヘルスワーニングを格下げした（メキシコへの渡航制限緩和） 
6 月 11 日 WHO がパンデミック宣言 
7 月 9 日 保健福祉省長官が州の対策を支援するため 3.5 億米ドルの拠出を発表。
EmergencyPreparednessFund にはさらに 75 億米ドルの資金があると発表135 
10 月 23 日 FDA は抗インフルエンザ薬（ペラミビル）の緊急使用承認（EUA）を発行 
10 月 24 日 オバマ大統領は国家緊急事態法に基づく緊急事態を宣言136 
出所：米国 CDC の Web サイト 145から筆者作成 
 
米国において危機事象が発生した場合、郡や市町村等の自治体が対策を行うのが基本で
ある。州の支援が必要な場合はまず州知事による州の緊急事態宣言によって、州の緊急事
態対応計画を発動させ、計画に基づいて、州警察・州兵など州の要員が出動し災害の対応
にあたる。感染症の場合も個人の隔離を含む公衆衛生対策は自治体及び州政府が一義的な
決定権を有している。 
 142 
米国州政府の公衆衛生危機対応に関しては Rutkow（2014）において、明示的な権限を
含む州の公衆衛生緊急事態宣言等について調査・分析がなされている。この中で、各州の
公衆衛生緊急事態宣言の法整備状況や発出状況が分析されている。同調査によると、2005
～2011 年に発出された公衆衛生緊急事態宣言は 11 件中 7 件が 2009（H21）年の新型イン
フルエンザ H1N1 に対するものである。2009（H21）年に公衆衛生緊急事態宣言された州
の関連する法令及び概要を表 5-11 に示す。 
 
表 5-11 米国の州政府で行われた公衆衛生緊急事態宣言の例 
年月日 発行州 関連する法令 発行者 概要 期間（日
数） 
2009 年
4 月 29
日 
テキサス
州（TX） 
テキサス州健康安全法第
81 条 003(7),082 公衆衛生
危機宣言137 
知事 ・公衆衛生災害の宣言された地域内
での検査、観察、隔離、治療、また
は管理措置のためのサービスを提
供。 
30 日（30
日延長可
能） 
2009 年
4 月 30
日 
ウィスコ
ンシン州 
ウィスコンシン州法 323 
危機管理,  II 危機管理
における権限と義務（知
事の宣言）138 
知事 ・資材や施設の優先的利用 
・緊急事態管理の目的での私有財産
の取得、使用、破壊 
・緊急事態は 60 日以内。立法府は
執行命令を取り消すことができる。 
60 日 
2009 年
5 月 1 日 
フロリダ
州 
フロリダ州法
（§381.00315） 
 
州保健担
当官（事
前に知事
と相談） 
・指定された処方薬・市販薬の優先
出荷 
・医療関係者の従事要請（医師、看
護師、看護師、救急医療救命士等。
資格保持者の休眠資格の有効化。 
・感染症の検査、予防接種、治療、
隔離 
60 日 
2009 年
5 月 1 日 
メリーラ
ンド州 
メリーランド州法,公衆衛
生 § 14–3A-02 
知事 ・医療従事者の従事要請 
・避難指示、施設閉鎖及び除染 
・隔離指示 
30 日（30
日延長可
能） 
出所：Rutkow（2014）及び各州の緊急事態法及び公衆衛生法に基づき筆者作成。 
 
各州においても、公衆衛生緊急事態宣言によって、従来は実施することができない公衆
衛生対応が可能となったことが推察できる。 
 
3.  米国の公衆衛生危機管理体制と法制度 
連邦国家である米国では、一般的な行政の中心は州政府にあり、自然災害、テロ等の危
機管理や公衆衛生に係る対応は州の権限で、各州法等に基づいて行われる。しかし、大規
模災害・事件対応については、連邦政府レベルで国土安全保障省（Dept. of Homeland 
Security）や FEMA を中心に対応されている。公衆衛生上の隔離政策や学校閉鎖政策等の
対策の実施基準等についても、CDC が各州とモデル事業として検討した背景があるなど、
連邦が主導的に実施している。 
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（1） 連邦政府の公衆衛生危機管理体制 
保健福祉省は、米国民の保健福祉の向上を図ることを目的とする連邦政府機関であり、
保健・教育・福祉省（1953 年創設）が分離し、1979 年に創設された。歴史的には船員の
疾患等の救済を目的として 1798 年に病院ネットワークが構築され、検疫法の制定（1878
年）、食品医薬品法の制定（1906 年）、社会保障法の制定（1935 年）、メディケア・メディ
ケイドのプログラム創設（1965 年）等を経て、組織の再編・強化が行われ、現在の保健福
祉省となった139。 
国民の健康に重大な危害を与えるおそれが生じた場合、保健福祉省長官が公衆衛生緊急
事態（Public Health Emergency）を宣言することができる（42 U.S. Code§247d）。保健
福祉省長官は、助成金支給・契約締結・疾病や障害の原因調査・治療または予防等の緊急
措置140を講ずる権限が付与される他、無認可医薬品の使用等の例外措置が可能となる
（FDA 法 564 条）141。さらに医療機関に対して通常の手続きの一部を省略する特例措置
を認める権限が付与される（社会保障法第 1135 条）142。①保健福祉長官による公衆衛生
緊急事態宣言及び②大統領による緊急事態宣言の二つが条件とされる143。 
2009（H21）年新型インフルエンザ H1N1 発生時、保健福祉省長官による公衆衛生緊急
事態宣言及び大統領による緊急事態宣言がなされ、戦略的国家備蓄の供給や、医薬品の緊
急時使用許可等が可能となった。公衆衛生緊急事態宣言後、保健福祉省長官 48 時間以内
に書面による通知を議会に提出しなければならない。公衆衛生緊急事態は、緊急事態が存
在しないと宣言された時、または宣言後 90 日が経過したときのいずれかの早い時期に終
了する。 
感染症に対応する連邦機関としては、保健福祉省に属する CDC が中心的な役割を担っ
ている。CDC は第二次世界大戦中の戦争地域におけるマラリア対策機関が前身となり
1946 年アトランタに感染症センター（Communicable Disease Center）として設立され
た。当初はマラリア対策を中心としていたが、1947 年にサンフランシスコの公衆衛生感染
症研究所を引き継ぐことで疫学部門が統合され、ポリオ、狂犬病、レプトスプラ症、イン
フルエンザ、HIV、SARS 等広く感染症の研究が行われるようになった。また、1951 年に
は生物兵器や人為的に作成された感染症への対策を支援するために疫学情報局が設立さ
れ、生物兵器への対応も可能となった144。保健福祉省が策定した HHS パンデミック・イ
ンフルエンザプランにおいては CDC の役割として表 5-12 の内容が列挙されている。 
具体的にはインフルエンザの臨床的、ウイルス学的な調査や健康への影響のモニタリン
グ等を行うこととなる。患者の隔離や検査等の具体的な事項は各州が行うため、感染症対
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策における科学的・医学的な調査の他、疾病の予防・抑制に関するコミュニティへの対策
の評価・勧告などの役割を担っている。 
2009（H21）年の新型インフルエンザ発生時には、米国における最初の患者が 4 月半ば
に新型インフルエンザと確認された後、4 月 22 日に EOC の緊急対応活動が開始された
145。2014（H26）年のエボラ出血熱の世界的流行の際には、4000 人の職員を現地に派遣
する拠点となった。 
さらに、2004（H16）年「バイオシールド計画（医薬品の緊急時使用許可等含む）」、
2006（H18）年「パンデミック・オールハザード事前準備法」、2009（H21）年「国民健
康安全保障戦略（NHSS）」などが定められている。これらの対策は、2001（H13）年の
同時多発テロや 2005（H17）年のハリケーン・カトリーナへの対応の不備等を踏まえて、
改変・更新されている。 
 
表 5-12 パンデミック・インフルエンザ対策計画における CDC の役割 
 インフルエンザの臨床的、ウイルス学的調査の実施・支援 
 パンデミック（感染症の世界的流行）に伴う健康への影響をモニタリング 
 パンデミックの米国へのまたは州から州への伝来、伝染、まん延を予防するために必要な渡航関連対
策及び封じ込め措置を実施 
 州・地方等の公衆衛生当局のパンデミック対策の連携 
 パンデミックに関する疫学的及び臨床的性質を調査 
 ワクチンプログラムの実施及びワクチン副作用のモニタリング・調査を支援 
 人口ベースの研究でワクチン効果に関する分析を実施 
 戦略的国家備蓄制度に基づく備蓄からの抗ウイルス薬及びその他の薬品の送達の調整 
 抗ウイルス薬の使用、効果、安全性及び抵抗力のモニタリング 
 公衆衛生保護対策の実施／効果のモニタリング 
 疾病の予防・抑制に関するコミュニティへの対策の評価・勧告 
 インフルエンザの診断及び管理に関する勧告 
 適切な感染対策勧告に関する助言、州、地方、その他の公共の保健施設との連絡 
 Assistant Secretary for Public Affairs の指示に従い、世界的流行病に関する情報伝達 
 医薬品及びワクチン製造業者との緊密な連携を維持 
  出典：HHS「Pandemic Influenza Plan」から抜粋、筆者仮訳 
 
（2） パンデミック・オールハザード事前準備法146 
2006（H18） 年 12 月、パンデミック・オールハザード事前準備法（Pandemic and 
All Hazards Preparedness Act；PAHPA） が成立し、あらゆる公衆衛生上の危機への事
前準備、対応、復旧までを保健福祉省が包括的に統括する体制が整備されることとなっ
た。 
2005（H17）年に発生したハリケーン・カトリーナへの連邦政府の対応が遅れた最大の
原因の 1 つは、州や地域での実動的な支援を行う医療チームで構成される国家災害医療シ
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ステム（National Disaster Medical System）が国土安全保障省のもとで充分に機能しな
かったことが挙げられていた。PAHPA により、保健福祉省が疾病の発見と調査を含む、
重要な公衆衛生安全保障能力（public health security capabilities）を維持、発展させる
こととなり、「国家対応計画で言及されている公衆衛生の緊急事態や出来事について、保健
福祉省長官が全ての連邦政府の公衆衛生及び医療対応を統制する」と規定された。 
パンデミック・オールハザード事前準備法は 2012（H24） 年末で期限切れとなった
が、2013（H25）年 3 月、オバマ政権下で 5 年間の延長が決定された。 
 
4.  州における公衆衛生危機管理に関する法整備 
前述の通り、米国において、自然災害、テロ、人災等による危機発生時の対策は基本的
には各州の憲法（州法）に基づいて行われる。隔離は基本的に州の権限であり、州の支援
が必要な場合はまず州知事による州の緊急事態宣言によって、州の緊急事態対応計画を発
動させ、計画に基づいて、州警察・州兵など州の要員が出動し災害の対応にあたる。感染
症の場合も個人の隔離を含む公衆衛生対策は自治体及び州政府が一義的な決定権を有して
いる。 
しかし、移動制限は基本的人権に関わる問題であり、各州において効果的な立法が行わ
れているか、裁判所を含めて検討する必要がある。そのため、CDC が中心となって社会的
距離の法整備評価プロジェクト（Social Distancing Law Assessment Project）（以下、「社
会的距離プロジェクト」という。）において、州における法整備について検討がなされた。 
CDC は 2007（H19）年から州・準州保健担当職員連盟（ASTHO）と共同で、公衆衛生
対策に関する立法範囲を検討するプロジェクトを実施した。 
2007（H19）年以降、CDC が複数の州と連携し、各州の法整備について助言を行いな
がら、州政府のパンデミック・プランの策定が進められた。具体的には 2007（H19）年に
17 件、2010 年 9 件、計 26 州が参画し、人の移動制限や公衆衛生緊急宣言の際の法的権限
の十分性等が検討された。このうち、ミシガン州の事例が CDC においてモデルプランと
して紹介されているため、本節ではミシガン州の法令について分析した。 
ミシガン州では、2002（H14）年にパンデミック・インフルエンザ計画（Pandemic 
Influenza Plan）が作成されたが、2005（H17）年の改訂でオールハザード対応計画（All 
Hazards Response Plan）として、すべての公衆衛生危機に対応する方針が執られてい
る。また、ミシガン州公衆衛生法（Public Health Code）では、地域の保健衛生官（local 
health officer）に緊急命令を発令する権限を付与している。知事が州の緊急事態を宣言し
た場合、保健衛生局は公衆衛生法に基づき、集会の禁止や個人に対する隔離を強制するこ
とができる（MCL333.2453）。 
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ミシガン州緊急事態法（Michigan Emergency Management Act）では、州知事が州の
緊急事態を宣言した場合に、事態に対応するための包括的な権限を州知事に付与してい
る。緊急事態下において州知事は、州内のあらゆる資源や連邦政府から供与された資源を
利用して事態に対応することができる、とされている。ミシガン州における公衆衛生緊急
事態下の役割分担や権限について、表 5-13 に示す。 
緊急事態宣言発令下において発せられた州知事の命令に対する違反は軽犯罪となり、90
日以下の禁錮及び／又は 500 ドル以下の罰金が科される（MCL30.405（2）、750.504）。 
 
表 5-13 ミシガン州における公衆衛生緊急事態時の対応と権限 
権限 関連する法令 発行者 概要 
監査または調査
の権限 
§ 2221(2)d 
§ 2241(1)  
§ 2433(2)c 
§ 2446 Rule 173(9) 
州の保健局
長、又は地域
保健担当官 
・アウトブレイクまたは曝露の疑いがあった場合、公衆衛
生上、重要性を有する疾病の患者または罹患のおそれが
ある者に対する検査・調査権限を有する 
差し迫った危機
に関する命令 
§2251 
§2451 
 
州の保健局
長、又は地域
保健担当官 
 
（健康や生命に差し迫った危機がある際の通知・命令） 
・人の健康や生命に差し迫った危機が存在すると判断され
た場合、ただちに被災者に緊急の危機を知らせ、危機を
除去または回避するための要求を行う。 
・危機を除去するために必要な個人を除いて撤去を命じる
ことができる。 
・知事が公衆衛生上の脅威であると判断した場合、州及び
地方の法・規則・条例の管理を担うことができる。 
地域内の感染拡
大を制御するた
めの緊急措置 
§2253 
（Epidemic） 
知事、州の保
健局長、又は
地域保健担当
官 
（鳥インフルエンザ流行時の緊急命令と手続き） 
・集会の禁止等保健上の緊急措置 
・その他、必要な公衆衛生サービスの施行 
§2453 
（Epidemic） 
地方の保健局 ・リスクの高い感染症患者の拘禁及び治療（第 5201～
5238 条に規定） 
・健康上、他人に脅威である個人を、観察・検査・診断・
治療のために救急医療施設に移送し、一時的に勾留する
ことができる（5207） 
§2453（2）  
（Epidemic） 
§§ 5201 - 5205 
州保健省長官
又は地元保健
担当者が発行 
•書面通知（緊
急時は口頭
で、3 日以内
に書面通知） 
・特定の感染性病原体または重大な感染性疾患の罹患者に
対し、感染拡大を抑制するために、保健省と協力する必
要があることを伝える 
•警告に従わなかった場合、裁判所命令を求めることを個
人に知らせなければならない 
§9203 地方の保健局 ・集団予防接種の実施 
・知事から指示された予防接種を公衆に無料で提供する 
迷惑の除去の権
限 
§2455 州の保健局
長、又は地域
保健担当官 
・保健衛生法に違反する建物について、所有者の費用負担
で、違反を除去するための施策をとることができる。 
監査または捜査
令状 
§§ 2241-2247 § 
2446 
州の保健局
長、又は地域
保健担当官 
・押収すべき財産を確認することができる 
刑事訴追 §2261  ・法務省の規則または命令に違反した者は 6 ヶ月以下の懲
役または 200 ドル以下の罰金、または併科 
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・警察官が個人が規則や秩序に違反していると合理的に判
断する場合、逮捕されることがある。（MCL 764.15
（1）） 
出所：ミシガン州緊急事態法（Michigan Emergency Management Act）及びミシガン州公衆衛生法
（Public Health Code）等を参考に筆者仮訳・作成147 
 
5.  米国の制度の日本への応用可能性 
2009（H21）年の対応では、米国においては、承認前であった抗インフルエンザ薬の小
児への投与とするなど迅速な対応がとられたが、その背景には保健福祉長官の緊急時の権
限であったことが確認された。保健福祉長官には PAHPA に基づき、公衆衛生の「安全保
障」に関わる権限が付与されており、日本において公衆衛生対策を所掌する厚生労働大臣
と比較すると未然対策にも関わる大きな権限であるといえる。「安全保障」を目的としてい
るため、罰則規定を伴う命令であり、命令に従わない場合は罰則規定もある。 
米国の例は連邦制・大統領制という根本的な統治体制の相違を有するため、直接的に日
本に活用するのは難しい。また、健康危機を安全保障の１部ととらえている米国と、公衆
衛生の一部としてとらえている日本の相違でもあると考えられる。 
一方で、日本では、公衆衛生を所管する厚生労働省の上位組織として、内閣危機管理監
が国の安全保障を所管する立場にある。米国の保健福祉長官に付与されている健康危機安
全保障に係る権限については、厚生労働省の行政官ではなく、内閣組織及び内閣危機管理
監で担うべきではないかと考える。 
 
第4節 小括（特措法の運用方針決定過程） 
1.  日本における健康危機対応 
日本における感染症対策は、通常、厚生労働省が所管する感染症法に基づいて、患者の
隔離等等の対策が行われる。しかし、2013（H25）年特措法が施行され、新型インフルエ
ンザ等が全国的かつ急速にまん延し、国民生活及び国民経済に重大な影響を及ぼすおそれ
がある場合に、内閣総理大臣が緊急事態措置を宣言することで外出自粛や施設使用制限等
の措置が、法的に講じられることが可能となった。 
人権にかかわる措置であるため、運用に際しては厳格性が求められることから、慎重な
検討がなされているが、これらの議論を分析すると、社会経済の安定の志向と、致死率を
下げるための科学的な根拠に基づく対応のための仕組みづくり、の２つに議論が集約され
た。特に医療関係の専門家からは、科学的な根拠に基づく世界標準の考え方に基づく対策
を求める意見が得られた。 
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2009（H21）年の新型インフルエンザ対応の終了後、WHO によって日本を含めた各国
の対策と死亡者数が示された。厚生労働省は、当時の対策の科学的根拠が国内的にも追及
され、さらに結果としての死亡者数や致死率等が国際的に比較・評価される立場であっ
た。厚生労働省は専門家を含め、技術官僚についても説明責任を負う立場にあったといえ
る。 
 
2.  内閣官房の位置づけと意義 
特措法では、政府対策本部長（内閣総理大臣）が中心となり国の新型インフルエンザ等
対策本部が設置される。その中では、内閣官房が総合調整を行い、厚生労働省等の関係省
庁と連携しながら、地方公共団体とも相互連携される。また特措法に基づいて、各都道府
県においても知事をトップとする対策本部を設置することが求められている。 
2009（H21）年の新型インフルエンザ発生時は、政府対策本部から様々な文書が発信さ
れていたが、法に基づかず内閣官房は法的には責任も負っていない位置づけにあった。特
措法において、内閣官房が主体となって対応を実施する意義は、厚生労働省が実施してい
る通常の公衆衛生対策とは異なり、危機管理として実施することで内閣官房も責務を負う
ことになる。 
特措法は感染症対策における患者の入院措置による隔離等の対応と性格が異なり、社会
防衛のために実施される前提であるが、私権制限を伴う措置については、科学的根拠の元
に対応することが求められる。 
一方、感染症が一旦発生した場合、時間経過とともに感染が拡大するため、社会の安定
のためにも早期の対応が非常に重要である。感染症の病状等が不明な段階でも、重篤にな
る可能性がある場合、緊急事態措置として、外出自粛や施設使用制限等の措置を講ずるこ
とが重要であり、内閣官房のリーダーシップが求められる。 
 
120 「新型インフルエンザ（A/H1N1）対策総括会議 報告書（2010 年 6 月）」において、「我
が国の死亡率は他の国と比較して低い水準にとどまっており、死亡率を少なくし、重症化を
減少させるという当初の最大の目標は、概ね達成できたと推察される。」という記載があり、
その根拠資料として 2010 年 6 月 8 日の新型インフルエンザ（A/H1N1）対策総括会議にお
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人口 10 万人対死亡率：米国（3.96）、英国（0.76）、フランス（0.51）、ドイツ（0.31）、日本
（0.16） 
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第6章 特措法施行後の自治体における健康危機管理体制の現状 
 
自治体における健康危機管理体制の課題を抽出するため、特措法後の体制について調
査・分析を行う。本章では、筆者が自治体を対象として実施したアンケート調査のほか、
実施した研修等の結果から得られた知見も踏まえて分析を行う。 
 
第1節 自治体の健康危機管理体制の概要 
1.  自治体の健康危機管理体制の歴史的経緯 
特措法施行後の自治体の健康機器管理体制を論ずる前提として、それ以前の歴史的背景
を振り返る。 
自治体の健康危機管理体制は、GHQ による衛生部及び民生部の設置推進の指導により
大きく変わった。1947（S22）年の地方自治法改正によって自治体の衛生部が必置とな
り、警察部で所管されてきた急性伝染病予防対策等が衛生部で所管されることとなった
148。  
保健所は、地方における国の健康指導相談の拠点として 1937（S12）年に設置されてい
たが、終戦後、1947（S22）年の保健所法の全面改訂に伴い、行政機能を併せ持つ公衆衛
生の主要な機関と位置づけられた。このとき、市設置の保健所にも都道府県知事の権限を
委任するという制度が採用され、現在にも続いている149。  
自治体の組織体制は、2000 年 4 月の地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関
する法律（以下、「地方分権一括法」）の施行に伴い、自治体行政を自主的かつ総合的に実
施するよう変革が求められた。総務省に設置された研究会（分権型社会に対応した地方行
政組織運営の刷新に関する研究会）が発表した「分権型社会における自治体経営の刷新戦
略（2005 年）」においても、自治体の自主的、総合的な行政運営のためには、「首長のリー
ダーシップとそれを支えるトップマネジメントサポート機能の強化が重要」である点が指
摘されている150。山之内ら（2008）は、先進的な自治体において首長のトップマネジメン
トをサポートするために民間企業の組織管理手法の一部を取り入れるなど、様々な取り組
みがされている点を明らかにするとともに、これらの取り組みが恒常的になるよう、条例
等により制度的な位置づけを明確にすべきであると論じている。 
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2.  危機管理に関する法令 
感染症対策のうち、全国的かつ急速にまん延し国民生活及び国民経済に重大な影響を及
ぼすおそれがある新型インフルエンザ等の感染症が発生した場合は、特措法の対象とな
る。特措法では、医師への医療従事要請・指示（第 31 条）、学校や社会福祉施設等の施設
使用制限要請・指示（第 45 条）をはじめとして、感染予防のための措置を行う権限が都
道府県知事に付与されている。同法には政令市等に都道府県と同様の義務を課すことがな
いため、政令市等は都道府県知事の指示に従うこととなる。 
また、発生時に設置される対策本部の本部員については災害対策基本法等の他の危機管
理法令に準じ、都道府県では警察本部長、市町村では消防長が指定されている。厚生労働
省において作成された地域健康危機ガイドラインでは「健康危機管理の中核的役割を果た
す」とされている保健所は、法令は対策本部員として位置づけられていない。保健所が本
庁の保健衛生部局の一部として位置づけられている場合には、対策本部の政策決定に関与
できるが、それ以外の保健所では、首長が保健所を対策本部員として任命しなければ、対
策の政策決定に直接関与することが難しい状況にあることが推察できる。 
 
表 6-1 発生時の対策本部の体制：特措法の規定 
 都道府県 市町村 
発生時に設置さ
れる対策本部 
都道府県対策本部 市町村対策本部 
設置義務 
政府対策本部が設置されたときは、設置しな
ければならない（第 22条） 
新型インフルエンザ等緊急事態宣言がさ
れたときは、設置しなければならない
（第 34条） 
本部長 都道府県知事（第 23条） 市町村長（第 35条） 
本部員 
・副知事  
・都道府県教育委員会の教育長  
・警視総監又は道府県警察本部長 
・特別区の消防長  
・その他、都道府県知事が当該都道府県の職
員のうちから任命する者 
（第 23条） 
・副市町村長  
・市町村教育委員会の教育長 
・消防長又は消防吏員（又は消防団長）  
・その他、市町村長が当該市町村の職員
のうちから任命する者 
（第 35条） 
首長の主な 
責務 
・特定接種の実施への協力（第 28条） 
・医師等への医療従事の要請・指示等（第
31条） 
・学校、社会福祉施設等の施設使用制限等の
要請・指示（第 45条） 
・予防接種の実施への協力（第 46条） 
・病院や、医薬品販売業者等である指定（地
方）公共機関における診療、薬品等の販売
（第 47条） 
・臨時の医療施設の開設、土地等の使用（第
48条、49条） 
・特定物資の売渡しの要請･収用（第 55 条） 
・特定接種の実施への協力（第 28条） 
・住民に対する予防接種（第 46条） 
出所：新型インフルエンザ等対策特別措置法を参考に筆者作成。 
 153 
 
3.  自治体の健康危機管理に関する法体制の現状と課題 
自治体における健康危機管理は、厚生労働省が所管する地域保健法や感染症法において
は、現場レベルで保健所や保健衛生部局の責務が定められている。保健所長は医師の資格
を持つものが充てられることとなっている。 
一方、大規模感染症発生時に発令される特措法では、都道府県と市町村の役割が明確に
定められ、政令市等も他の市町村と同様、都道府県知事の方針に従って公衆衛生対策を行
う必要がある。 
健康危機管理に関しては、平時の現場レベルでの対応と緊急時の自治体の役割、特に政
令市等の役割が異なり、情報共有体制の一部も変更される。このため、平時から緊急時に
移行する際の切れ目のない対応のためには、平時から緊急時の体制を十分検討する必要が
ある。 
 
第2節 特措法施行後の自治体の健康危機管理体制の実態 
健康危機発生時には、発生状況に応じて行政による患者の隔離や入院、学校休業、施設
使用制限等の措置が講じられることとなる。感染症対策のために行われる社会的措置は、
迅速に行うことで感染拡大を防ぐ効果が期待されているため、行政の初動における情報収
集や初動体制が重要となる。 
以下に、文献調査の他、筆者が都道府県等（都道府県及び政令市等）を対象に実施した
「自治体の健康危機管理体制に関するアンケート調査（以下「筆者アンケート」151）」、及
びヒアリング調査に基づき、自治体における健康危機管理体制について整理・分析した。 
 
1.  実施時期と実施方法 
筆者アンケートは 2015（H27）年 7 月から 8 月にかけて、郵送式で実施した152。調査
項目は表 7-3 に示すとおり、各自治体の危機管理体制及び新型インフルエンザ対策につい
て、危機事案ごとに確認した。以下に、回答を得られた都道府県 33 件（回収率 70%）、政
令市等 44 件（回収率 64%）の結果から、実態を考察する。 
なお、ヒアリング調査の実施方法等は、第 3 章第 1 節に示すとおりである。 
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表 6-2 調査項目 
①各自治体の危機管理体制 
○危機管理専門部局、危機管理専門幹部の設置状況 
－危機管理専門部局及び専門幹部の所掌（感染症を所掌しているか） 
－危機事象発生時の対応体制 
②新型インフルエンザ等対策 
○新型インフルエンザ等対策行動計画の策定主体及び策定協力主体 
 －医療関係者、保健所、学校関係者、学識経験者の参画 
○危機発生時の組織体制・事案発生時の対応部局（自然災害・感染症） 
○危機管理に関する情報共有体制（医療機関・医師会等／保健所／警察／消防等） 
－緊急時の情報交換体制（エボラ出血熱／MERS の国際的な感染拡大時） 
○感染症患者発生時の救急搬送体制 
出所：筆者作成 
 
2.  健康危機発生時の危機管理組織と保健衛生部局の関係 
感染症等の患者情報は医師から都道府県及び政令市等の保健所に連絡され、厚生労働省
に集約されることとなる。健康危機発生時に、危機管理部局が中心となって対策本部を設
置した場合でも、医師からの患者情報は保健所に集約される。 
このため、健康危機発生時に意思決定や判断を行う危機管理部局と保健衛生部局の連携
が非常に重要なものとなる。本節では、分野横断的な危機対応を行う危機管理部局と事業
部門である保健衛生部局の関係について実態を明らかにした。 
 
（1） 自治体の危機管理組織の類型と感染症対応 
各自治体の危機管理組織の位置づけ及び危機管理組織が感染症を所掌するか否かについ
て、行政組織規則に基づき調査・分析を試みた。自治体の危機管理組織の組織上の位置づ
けとしては、①首長直轄（知事公室・市長公室）に所属する例、②危機管理部局が独立し
ている例、③総務部に所属する例、④生活環境部局等に所属する例の４つに分類される。 
都道府県では独立した危機管理部局が設置されている例が多く、政令市等では総務部の
一部に位置づけられている例が多い。 
総務省（2008）の調査時点では総務部局に所属する都道府県が最も多いことが確認され
ていたが、危機管理部局が独立している例が増加している傾向がわかる。また、筆者アン
ケートの回答のあった自治体のうち、部長・次長以上の危機管理幹部（危機管理監等）を
設置している自治体は 79%（都道府県 82%、政令市等 77%）であり、多数の自治体が危
機管理幹部を設置している実態が把握できた。総務省（2008）の検討会等において示され
ている「総合的・組織横断的な危機管理体制のためには、独立した危機管理部局を設置
し、危機管理幹部を設置すべきである」という方針に従って、自治体の体制が整備されて
いる状況が確認できる。 
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表 6-3 各自治体における危機管理部局の設置状況（2012（H24）年 4 月時点） 
都道府県 部局 課室 担当（又は副担当） 
北海道 総務部危機対策局     
青森県 総務部  防災消防課    
岩手県 総務部  総合防災室   防災危機管理担当 
宮城県 総務部  危機管理監  （危機対策課）  
秋田県 総務部  総合防災課    
山形県 環境エネルギー部  危機管理・くらし安心局  危機管理課  
福島県 総合安全管理室   総合安全管理課    
茨城県 生活環境部  防災・危機管理局  防災・危機管理課 
栃木県 県民生活部  消防防災課  危機管理・災害対策室 
群馬県 総務部  危機管理室   
埼玉県 危機管理防災部  危機管理課    
千葉県 防災危機管理部  危機管理課  （防災計画課）  
東京都 総務局  総合防災部  （防災管理課／防災対策課）  
神奈川県 安全防災局  総務室  安全防災部  
新潟県 危機管理監  防災局  （防災企画課／危機対策課）  
富山県 知事政策局  防災・危機管理課   
石川県 総務部  危機管理監室  危機対策課  
福井県 安全環境部  危機対策・防災課   
山梨県 総務部  防災危機管理課   
長野県 危機管理監  危機管理部  （消防課／危機管理防災課） 
岐阜県 危機管理統括監  危機管理課／防災課   
静岡県 危機管理部  危機政策課／危機対策課  
愛知県 防災局  防災危機管理課／災害対策課  
三重県 防災対策部  災害対策課／危機管理課  
滋賀県 防災危機管理局    
京都府 府民生活部  防災・原子力安全課   
大阪府 危機管理監  危機管理室  防災企画課  
兵庫県 防災監  企画県民部  防災企画局防災企画課／災害対策局
災害対策課 
奈良県 総務部  知事公室  防災統括室  
和歌山県 総務部  危機管理局  危機管理課／総合防災課  
鳥取県 総務部  危機管理局  危機管理政策課／危機対策・情報課  
島根県 防災部  消防総務課／防災危機管理課  
岡山県 危機管理監  危機管理課   
広島県 危機管理監  危機管理課   
山口県 総務部  防災危機管理課   
徳島県 危機管理部  危機管理政策課／南海地震防
災課 
 
香川県 危機管理局  危機管理課   
愛媛県 県民環境部  防災局  （危機管理課）  
高知県 危機管理部  危機管理・防災課   
福岡県 総務部  防災危機管理局  （防災企画課）  
佐賀県 統括本部  危機管理・広報課  
※インフル含む 
 
長崎県 危機管理監  危機管理課   
熊本県 知事公室  危機管理防災課   
大分県 生活環境部  防災危機管理課   
宮崎県 総務部  危機管理局  （危機管理課）  
鹿児島県 危機管理局  危機管理防災課   
沖縄県 知事公室  防災危機管理課   
出所：筆者調査 
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以下に、これらの危機管理部局において、大規模感染症の対応が行われているか、とい
う視点から分析する。 
回答のあった 33 道府県のうち 15 府県（45%）、45 市のうち 21 市（47%）において、
危機管理幹部が感染症を所掌しているという結果であり、半数程度の自治体では危機管理
部局で感染症を所掌している実態が把握できた。逆にいうと、半数の危機管理部局では感
染症を所掌していないこともわかる。 
類型化した危機管理部局（課室）の位置づけ別にみると、「②危機管理部局が独立」とい
う類型で、16 府県中の 9 府県（56%）、14 市中の 10 市（71%）が感染症を所掌してお
り、組織横断的な体制にあることが推察できる。 
また、危機管理幹部の所掌に大規模感染症が含まれる場合でも、感染症は事業担当部局
が中心になる例があることも確認された。以下に神戸市及び大阪府の体制を示す。 
神戸市では、2002（H14）年から独立した危機管理組織（危機管理室）が設置されかつ
危機管理専門幹部（危機管理監：局長級）が配置されていた。健康危機管理対応として
は、新型インフルエンザが海外で発生した際、危機管理室長が保健福祉局と協議し、「神戸
市健康危機管理対策会議」を設置するなど、連携して対応する体制が整備されていた。し
かし危機管理室には専任職員が少数であり、関係各局の危機管理担当者が併任という形で
任命されているという組織上脆弱な点もあり、保健衛生部局が中心になって対応を行った
153。 
大阪府では、自然災害以外の危機事象を想定した危機管理を実施すべきであるという判
断から、2002（H14）年 4 月に総務部防災室内に危機管理課が新設された。その後、2003
（H15）年 SARS 発生を受けて防災室を危機管理室に変更し、危機管理全般に対応する体
制となり、2005（H17）年 4 月に危機管理監が配置された。ただし、危機管理室は防災部
局・消防部局の上部組織であり、新型インフルエンザ発生時の「対策本部の庶務は健康医
療部保健医療室地域保健感染症課が行う」、など健康医療部が対策の中心的役割を担う体制
であったとされる154。 
自治体において危機管理部局の設置が進められている傾向は、先行研究（総務省、
2008）から進行している状況が確認されたが、危機管理部局の設置によって大規模感染症
が庁内組織横断的な対応とされるか否かには関連性が少ないことも示唆された。また事例
調査からは、危機管理部局や危機管理幹部の設置のみでは、健康危機管理に対して十分と
はいえない実態も明らかになった。 
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（2） 健康危機発生時の危機管理部局と保健衛生部局の役割分担 
自然災害と大規模感染症が発生した場合の行政体制について筆者アンケートの内容を分
析すると、自然災害では危機管理部局が発生当初から一義的に対応する自治体が大多数で
あるが、新型インフルエンザ等の大規模感染症の場合は事業担当部局が一義的に対応し、
必要に応じて危機管理部局が対応するという傾向が確認できた。 
具体的には、危機事案発生時に「発生当初から一義的に危機管理部局が対応する」自治
体が自然災害では 84%、大規模感染症では 10%である。大規模感染症の場合「事業担当部
局が一義的に対応し、必要に応じて危機管理部局が対応する」という自治体が 65%、と最
も多く、「事業担当部局が第一義的に対応する」という自治体が 23%で続いている。 
現場の実態として、危機管理幹部は警察又は消防部門の出身者である場合、自然災害等
は対応するものの健康危機管理に関しては事業担当部局が一義的に対応する例があること
も示唆される。たとえば、前述した神戸市では、危機管理幹部（危機管理監）は前消防局
長が就任しており、主に自然災害を想定した体制であったことが推察される155。また、大
阪府についても危機管理室の所掌業務には大規模感染症も含まれているが、2009（H21）
年の新型インフルエンザ H1N1 発生時には、保健衛生部局で対応したとされる。しかし、
保健衛生部局は平時の業務を継続しながら危機対応が求められるために、長期の危機管理
対応に無理が生じた点や、学校休業や施設への自粛要請などは庁内の他部局に関連する政
策であり、保健衛生部局のみでは他部局を動かすことが難しかった点などが指摘された
156。 
一方、「事業担当部局が第一義的に対応し、必要に応じて危機管理担当部局が対応する」
という対応として、技術的な判断は事業担当部局、事務局運営等の事務的な部分は危機管
理部局が実施した、という役割分担ができた例もある。八王子市では、2009（H21）年の
新型インフルエンザ発生当時、保健所で新型インフルエンザ等対策本部の事務局を担当する予
定であったが、実際には危機管理を所管する防災課が事務局を担当した157。 
自治体の組織の実態として、警察・消防などの危機管理部局は 24 時間体制の交代制勤
務形態で緊急時に備えられているが、保健衛生部局は本来業務を継続しつつ緊急時対応す
ることが求められ、大規模感染症のような長期的な危機への対応は体制的に問題がある。
保健衛生部局は技術的な判断に特化し、部局横断的な対応や判断は危機管理部局が行う体
制を構築することが必要であると考えられる。 
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3.  健康危機発生時の関連部局間の連携 
大規模な危機発生時には、対応が求められる関係機関が多数にのぼるため、平時から関
連する機関の情報共有や連携が求められる。本項では、危機管理部局と保健衛生部局の連
携や、患者搬送時の保健衛生部局と消防機関の連携について整理・分析した。 
 
（1） 危機発生時の危機管理部局と保健所の連携 
危機発生時に設置される対策本部は、危機に対する政策判断を行う重要な組織である。
前述したとおり、新型インフルエンザ等発生時に特措法において設置される都道府県（市
町村）対策本部では、知事（市長）が本部長となり、都道府県（市町村）教育委員会の教
育長、警察本部長、消防庁等が本部員になることが定められている。また、全部局の長が
対策本部に参画することも大部分の自治体で定められており、自治体の本庁の保健衛生部
局は対策本部に参画している。 
対策本部に保健衛生部局や保健所がいかに参画・連携するか、という点は自治体の健康
危機に対する方針が推察できると考えられる。総務省（2008）では、自治体の危機管理部
局と消防・警察・自衛隊などの関係機関が、平時から人事交流するなどの連携を図るべき
であるとしている。健康危機管理においては、消防・警察・自衛隊に加えて、危機管理部
局と保健所との連携や、保健所と消防機関との連携も必要となると考えられる。 
本項では、現場レベルで健康危機管理の中心となる「保健所関係者」に着目して、保健
所関係者が対策本部員として対策本部に参画するか、調査・分析を試みた。保健所長は医
師又は医師と同等以上の医療・公衆衛生の知識を有している専門家であり、保健所関係者
が対策本部に参画する自治体は専門的な知見を政策判断に活用する体制が確立しているこ
とも推察できる。 
筆者アンケートでは、危機管理幹部の所掌に大規模感染症が参画する自治体は 71%（都
道府県 72%、政令市等 71%）で、都道府県、政令市等ともに多数の自治体で危機管理幹部
が本部員となる。一方、対策本部に保健所が参画する自治体は 46％（都道府県約 10%、政
令市等 73%）である。都道府県と政令市等の保健所の参画の差は、１都市１保健所の体制
である保健所と、１都道府県複数保健所の体制である都道府県では、保健所の自治体にお
ける位置づけが異なることも推察される。都道府県型保健所と、市型保健所の求められる
機能に相違があることにも起因すると考えられる158。 
危機管理幹部の所掌に大規模感染症が含まれる自治体は、庁内の組織横断的な役割が重
視されていると推察することができる。危機管理幹部の所掌に大規模感染症が含まれるこ
とで、保健所が対策本部に参画する方向に進み、危機管理部局と保健衛生部局が連携し対
策本部に保健所が参画するのではないか、という仮説は、本調査では検証できなかった。
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しかし、保健所が専門的な知見の部分を担うことを想定すると、危機管理部局の政策判断
に専門的な知見からの判断からの関与をすることが重要であると考えられる。 
危機管理部局には大規模な健康危機（感染症や食中毒等）について知見を有する人材
は、不足しているため、危機管理部局と保健衛生部局のより積極的な連携が重要となって
くることが推察される。 
 
表 6-4 危機管理幹部の所掌と保健所の新型インフルエンザ等対策本部への参画 
＜都道府県＞ 
 危機管理幹部の所掌に 
「大規模感染症」が含まれる 
危機管理幹部の所掌に 
「大規模感染症」が含まれない 
保健所が対策本
部に参画する 
徳島県 鳥取県、長崎県 
保健所が対策本
部に参画しない 
山形県、群馬県、岐阜県、静岡県、
滋賀県、大阪府、岡山県、山口県、
佐賀県、熊本県、沖縄県、 
北海道、青森県、岩手県、秋田県、福島県、
埼玉県、千葉県、富山県、石川県、福井県、
山梨県、愛知県、兵庫県、和歌山県、島根
県、広島県、香川県、高知県、大分県 
＜政令市等＞ 
 危機管理幹部の所掌に「感染症」が
含まれる 
危機管理幹部の所掌に 
「感染症」が含まれない 
保健所が対策本
部に参画する 
新潟市、相模原市、大阪市、広島
市、秋田市、宇都宮市、長野市、豊
田市、高槻市、東大阪市、西宮市、
奈良市、高松市、松山市 
札幌市、千葉市、横浜市、川崎市、函館市、
青森市、いわき市、前橋市、柏市、富山市、
岡崎市、倉敷市、高知市、久留米市、宮崎
市、鹿児島市、八王子市、佐世保市 
保健所が対策本
部に参画しない 
仙台市、静岡市、福岡市、北九州
市、熊本市、川越市、四日市市 
旭川市、大津市、尼崎市、大分市、町田市 
出所：筆者アンケート調査、等を元に筆者作成。 
 
（2） 感染症患者の搬送時の保健衛生部局と消防機関の連携 
感染症患者発生時の初期対応として、患者の搬送の実施主体や体制が大きな課題であ
る。感染症患者及び疑似症患者の搬送は、感染症法上（第 21 条）は都道府県等の役割で
あり、保健所や都道府県等の衛生主管部局が体制を確保することとなっている。 
2012 年に発生したエボラ出血熱や中東呼吸器症候群（MERS）の国内発生時の対応とし
て、厚生労働省は、健康局結核感染症課長発信の通知で「保健所又は都道府県・保健所設
置市衛生主管部（局）は常時、エボラ出血熱患者等の移送を行うことができる基本的な体
制を確保する必要がある。」と説明している159。ただし、保健所等は搬送体制が十分でな
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い自治体も多いことから、総務省消防長に対して協力要請を行い、各自治体で消防機関と
の事前の協定の締結等を行う旨の技術的な助言を行っている。 
各自治体では、この通知を受けて各々で消防機関に協力要請しており、44%（都道府県
33%、政令市等 52%）が「消防機関と協力のうえ、必要に応じて救急搬送の協力を仰ぐ」
と回答している（筆者アンケート）。 
消防機関は市町村が所管しているため、都道府県が消防機関に協力要請し、事前協定等
を締結するのは難しい場合があることも想定されるが、33%の都道府県においてすでに消
防機関との連携が進んでいることが確認された。感染症患者の搬送に関して消防機関と連
携ができている自治体について、危機管理幹部の設置状況や所掌に「大規模感染症」が含
まれるか否かについての関連はみられず、現場レベルで必要に応じて対応している実態が
示唆される。 
 
（3） 平時における部局間の情報共有 
自治体の危機管理体制において平時からの他の関係部局との連携が重要である点は、先
行研究においても指摘されている。特に消防・警察・自衛隊との連携については、平時か
らの人事交流等の例が確認されている（総務省､2008）。本項では 2013 年に施行された特
措法に基づき、都道府県等に作成することが求められた行動計画策定時等に着目し、関係
部署間の連携の実態を把握した。 
新型インフルエンザ等対策は、感染症対策のみでなく、学校休業や施設使用制限等の社
会的な対応が必要となるため、国の内部でも横断的な対応を行う内閣官房が法律を所管し
ている。特措法（第 7 条、第 8 条）において、都道府県及び市町村は「都道府県（市町
村）新型インフルエンザ等対策行動計画」を策定することが義務付けられている。自治体
への筆者アンケートによると、83%の自治体では保健衛生部局が行動計画を策定してお
り、危機管理部局が 8%、保健衛生部局と危機管理部局が共同で作成しているのは 8%にと
どまる。基本的には事業担当部局である保健衛生部局が中心となって対応している実態が
確認できた。 
行動計画策定時に実施した他部署との情報交換・調整等としては、医療関係者や保健所
関係者は大多数の自治体で情報交換を行っている（医療関係者 94%、保健所関係者
91%）。また、搬送等の際に協力する必要のある消防機関とは 71%の自治体が事前に情報
交換している160。その他、危機管理幹部の所掌事項に大規模感染症が含まれる都道府県の
場合、対策部局と警察・消防関係者との日常的な情報交換の機会が多いことも確認された
161。 
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4.  実態調査を踏まえた考察 
調査・分析の結果、自治体において危機管理専門部局の設置は進んでいるが、危機管理
専門部局の所掌に感染症が含まれていない自治体の存在も確認できた。また、自然災害発
生時は発生当初から危機管理部局が対応される一方、感染症発生時は保健衛生部局が一義
的に対応する例が多いことも確認された。具体的には、都道府県等の 8 割以上で危機管理
専門部局・危機管理幹部を設置しているが、そのうち感染症を所管している割合は 5 割程
度であり、健康危機発生時には一義的には保健衛生部局が対応するという自治体が約 9 割
を占める。これらの結果から、自治体において健康危機管理対応は危機管理対応と異なる
体制にあることが確認できた。 
事例調査を行った自治体のうち、神戸市、大阪府については、危機管理専門部局及び部
局長級の危機管理専門幹部を設置し、危機管理の面では先進的な自治体であるが、2009
（H21）年の新型インフルエンザ発生時には、いずれも保健衛生部局が中心となって対応
している。その要因として、危機管理部局の職員や幹部の専門性が、自然災害・消防関連
に偏りがある点が推察された。健康危機管理の行政対応を進めるためには、行政体制のみ
ではなく、幹部を含めた専門人材の育成や、部署間の連携等も重要であることが示唆され
る。 
また、危機管理の政策判断を行う重要な組織である都道府県（市）対策本部に保健衛生
の現場である保健所関係者が含まれない例も確認され、保健衛生の行政担当者と危機管理
部局の連携が十分行われていない可能性も推察された。一方で、感染症患者搬送時の消防
機関と保健衛生部局の連携は比較的進められている。 
 
第3節 自治体における行政職員と医療従事者の連携強化 
新型インフルエンザ等発生時には、都道府県においてそれぞれの流行状況を踏まえて対
策を判断する必要がある。本節では、自治体において行政職員と医療従事者が連携強化す
るために、実証的な研修を行ったうえで検証した結果を示す。 
 
1.  実証的な研修の概要 
実証的な研修は筆者らが企画し、自治体職員を対象として実施した。研修では、新型イ
ンフルエンザ発生時に想定される様々な局面を想定し、付与されたシナリオと課題に対し
て複数の利害関係者が討議を行う形式で実施した。研修実施後、参加者から自治体におけ
る新型インフルエンザ対策に関してアンケート調査を実施した。 
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（1） 研修の対象者 
新型インフルエンザ対策に関わる自治体職員（保健衛生部局・危機管理部局等）及び感
染症対策に関係のある医師・感染管理看護師を対象とし、公募により参加者を募った。そ
の結果、自治体職員 22 名と医療関係者 11 名を対象として実証的な研修を実施した。 
研修対象とした自治体職員と医療従事者を 5~6 名の班に分け、筆者らが作成した架空の
新型インフルエンザ発生のシナリオを提示後、各参加者に自治体の視点で対応を検討し、
課題を特定することを訓練内容とした。 
発生時に想定される課題を特定し、班ごとに発表したうえで、講師による講義を行っ
た。 
 
（2） 研修のための新型インフルエンザ発生のシナリオ 
研修のための架空の新型インフルエンザ発生のシナリオは、内閣官房新型インフルエン
ザ等対策室が作成した「新型インフルエンザ等発生時の行政対応訓練・研修ツール(平成
25 年度版)162」を活用した。 
まず「海外発生期」を想定したシナリオを付与した。「海外発生期」とは、新型インフル
エンザが海外で発生したと認められるが、国内ではまだ発生していない段階を言う。ヒト
ーヒト感染を起こす新たなインフルエンザ亜型ウイルスについて、世界保健機関(WHO)が
国際的に懸念される公衆の保健上の緊急事態を宣言し、各国に注意を呼びかける状況であ
る。国内では、当該ウイルスによる感染症について、感染症法上の「新型インフルエンザ
等感染症」と位置付けられる。厚生労働大臣による「新型インフルエンザ等感染症」の発
生の宣言によって、内閣官房において政府対策本部の設置等、特措法に基づく様々な対応
が開始される。 
 
表 6-5 新型インフルエンザ研修のための状況設定（海外発生期） 
■発生疑い 
(世界)1 年前から東南アジア M 国で拡大していた鳥インフルエンザ A(H7NX)のヒトへの感染が再
燃。世界保健機関(WHO)は M 国に専門家派遣チームで現地調査を開始。X 年 4 月 26 日、WHO が
緊急委員会の開催を発表。 
■海外発生期 (1) 
(世界)WHO がインフルエンザ A(H7NX)について、国際的に懸念される公衆の保健上の緊急事態
(PHEIC)に該当すると発表。 
(日本) 厚生労働大臣が新型インフルエンザの発生を宣言。政府対策本部が設置され基本的対処方
針を決定。 
出所：筆者ら作成 
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次に、患者が国内で発生し、国及び自治体が意思決定を行う局面での判断を企画した。 
患者が国内で発生した際の行政判断のための基準は、「患者の接触歴を積極的疫学調査
163で追うことができるか」、「患者が不特定多数に感染させていた可能性があるか」という
2 点である。積極的疫学調査で感染経路が明らかになり、不特定多数に感染させていた可
能性がなければ、この時点で市中に感染しているリスクは低いと考えられる。 
特措法の下では、国内で患者発生時に、その重篤度とまん延の可能性が認められれば
「緊急事態宣言」を発出し、不要不急の外出自粛や、施設使用の制限の要請等が可能にな
る。 
表 6-6 に示したとおり、筆者らが研修のために作成した国内発生期の想定は、「国内で
初めて患者が発生したものの、患者は発生国からの帰国後、公共交通機関等の不特定多数
との接触がない」、というものである。この場合、感染させている可能性がないことから、
地域発生早期に当たると考えられ、また、緊急事態宣言には至らないと判断される。 
まん延防止対策として行う施設やイベントの自粛要請を行うにあたっては、流行状況に
ついての疫学的な知見を解釈し、行政関係者に的確に伝え、利害関係者にその必要性につ
いて理解を得なければ実効性が保たれない。参加した医療関係者にあっては、初期は情報
が非常に限られること、しかし、その限られた情報をもとに判断を行っていかなければな
らないという行政の立場を理解し、行政的判断に資する助言を行うために、限られた情報
を如何に解釈して伝えるかを学ぶ機会とすることを企図した。 
 
表 6-6 新型インフルエンザ研修のための状況設定（国内発生期） 
■海外発生期(2) 
(世界〕致命率が約 2%。季節性インフルエンザと比べ、病原性が高い可能性があると発表。 
(日本)M 国から帰国した日本人女性 2 人に新型インフルエンザ A(H7NX)感染が確認。 
 
■国内発生早期 
(1) 5 月 12 日【海外発生から 14 日目】、A 県 G 市の工場勤務の従業員のグループにインフルエンザ
様症状の患者が約 20 人発生。そのうち 6 人が新型インフルエンザ A(H7NX)と確認された。 
(2) 同工場では、M 国の出身者が多数勤務し、4 月下旬にグループで里帰りした。 
(3) 政府は緊急で基本的対処方針等諮問委員会を開催し、さらに 12 時から政府対策本部会合を開催
されたが、緊急事態宣言は見送られた。 
(4) 確認された 20 人は、皆工場に隣接する寮に住んでいた。 
(5) 帰国時には症状がなく、皆「健康カード」を受け取った。 
(6) 帰国後、寮で複数の従業員が体調不良を訴えたため、工場には出勤していない。 
(7) 寮の管理人が帰国者・接触者相談センターに連絡し、マイクロバスで G 市立病院を受診した。 
 
■設問(2) 非緊急事態宣言下でのまん延防止対策の範囲の設定 
あなたは A 県の対策本部員です。まん延防止のために何を行いますか?実施する対策と実施しない
対策を考えてください。その理由も考えてください。 
 
出所：筆者ら作成 
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2.  実証的な研修・訓練の結果 
（1） 海外発生期 
自治体職員ら研修参加者の議論のうち、都道府県等の対応については、各自治体の行動
計画の内容に沿った対応を行うことが、最低限必要であるという共通認識が得られた。 
その中で行政から住民への情報提供の重要な論点として、利害関係者、特に医療機関と
の意識共有の重要性が挙げられた。また、国から発表される情報を二重に県から発表しな
い、など情報量が過度にならないような工夫に関する議論もあった。 
 
（2） 国内発生期 
今回、筆者らが提示したシナリオでは、医学的には A 県 G 市の工場勤務者に感染は限ら
れている状況にある。まん延防止策として、地域のイベント等の開催自粛要請等を検討す
ることを研修素材として設定したが、科学的にはイベントを自粛する必要ないはずであ
る。 
しかし、行政担当者（危機管理部局又は保健衛生部局）の議論では、科学的にリスクが
低いとしても、市民・県民の安心のために、イベント等の自粛を検討する可能性がある、
という意見が得られた。 
患者の疫学調査で確実に行動履歴を聞けていたのか、感染者が発生した工場は、従業員
を接触者外来に連れてくるなど真摯に対応してくれてはいるものの、嘘をついていたりす
る可能性はないのか、など、不確実な部分がある点も検討する必要がある。患者が本当に
出社や外出をしていないと言えるのか、という声が社会の不安を煽る可能性もある。住民
の不安や、患者が発生した工場や従業員への誹謗中傷など、起こりうる様々な状況を想定
することが求められる。 
特措法では、都道府県知事に施設の使用制限や外出自粛等の権限が付与されている。今
回の研修で想定したシナリオに基づいて、「全県レベルでイベント自粛等の対応が必要であ
る」という結論とした参加者はなかったが、感染者が発生した G 市内ではイベント自粛す
べきである、という意見もあった。 
疫学調査の結果をどのように受け止めるかで、判断が分かれた可能性がある。また、現
時点での情報の不確実性も織り込み、新しい情報が得られた場合には、対策も流動的に変
わることも合わせて周知する、という点まで議論が進められていた。 
新型インフルエンザ等対策は、解が一つでない問題について意見調整を行いながら合意
形成することが求められる。また、組織や役割によって適切な対応が異なる。今回、自治
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体では保健衛生部局と危機管理部局を対象として、研修参加者を募集したことで、その判
断の視点が異なることも確認できた。 
 
第4節 小括（自治体の健康危機管理体制に関する考察） 
自治体の危機管理体制については、先行研究において危機管理部局の設置や危機管理幹
部の権限の付与が重要である点が言及されており、阪神淡路大震災や東日本大震災を機に
体制が整備されていることも確認された。また、2009（H21）年の新型インフルエンザ発
生時に、保健衛生部局での対応が余儀なくされた事例もある。 
本研究を通じて、特措法施行後においても健康危機管理については危機管理部局の所掌
外とされ、保健衛生部局で一義的に対応している例も多いことも確認できた。 
 
表 6-7 健康危機事態発生 
 
 出所：筆者作成 
 
 近年、世界的に感染拡大したエボラ出血熱や MERS 等の感染症対応の際に、法的には
保健所が実施することを義務付けられている患者の移送について、一定割合の自治体で消
防機関と協力して移送を行うなどの協力もできている。 
健康危機管理の中心となっている保健所では、医師又は同等の医療・公衆衛生の知見を
有する者が担当することが求められており、危機管理部局又は危機管理幹部が一元的に判
断をすることが困難となることも推察される。このため、健康危機管理事案に関しては、
今後、危機管理部局の関与を深め、部局横断的な危機管理体制と同時に、対策検討の際に
は保健衛生部局・保健所等の専門的な知見を活かす体制を構築することが求められるので
はないか。 
今後、具体例を分析しながら、健康危機管理の特性を踏まえた、部局横断的な自治体に
おける健康危機管理体制のあり方等を検討することが課題となる。 
 
 
148 厚生問題研究会(1988)「厚生省五十年史」P588 
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149 厚生問題研究会(1988)「厚生省五十年史」P590 
150 「分権型社会における自治体経営の刷新戦略」分権型社会に対応した地方行政組織運営の刷新
に関する研究会（座長：岩崎美紀子筑波大学大学院人文社会科学研究科教授、事務局：総務省自
治行政局行政体制整備室）等において提言されている。 
151 筆者アンケート調査では全国 115 か所の地方自治体（都道府県 47、政令市 68）に送付し、都
道府県 33 件、政令市 44 件の計 77 件の回答が得られた（回収率 66％）。 
152 都道府県 47 件、政令市等 68 件、計 115 件配布 
153 神戸市「神戸市新型インフルエンザ対策実施計画」（2008 年 2 月）。現在は海外発生時に市長
の判断で「対策本部員会議を開催できることなど、一部、変更されている。 
154 2012 年 12 月 6 日著者ヒアリング（大阪府保健所担当者）より 
155 神戸市では、歴代の危機管理監は消防局長経験者であった。2009 年の新型インフルエンザ発
生時には対策の内容面の検討は保健福祉部が主体となって実施した。（2012 年 12 月 6 日著者ヒア
リング（神戸市保健所担当者）より） 
156 2012 年 12 月 6 日著者ヒアリング（大阪府保健所担当者）より 
157 2012 年 8 月 11 日筆者ヒアリング（八王子市保健所担当者）より 
158 県政令市の保健所は都道府県と同様の保健所機能の他、市町村保健センター機能である対人サ
ービスを行う例が多い。 
159 厚生労働省健康局結核感染症課長発信通知（都道府県、各保健所設置市、特別区衛生主管部
（局）長宛て）「エボラ出血熱患者等の移送に係る消防機関の協力について（健感発 1128 第１号
平成 26 年 11 月 28 日）」において、「国内において、感染症法（平成 10 年法律第 114 号）に規
定する一類感染症患者又は疑似症を呈する者が発生した場合、都道府県知事、保健所設置市長及
び特別区長は、同法第 21 条の規定により、特定感染症指定医療機関又は第一種感染症指定医療機
関へ移送することとされており、この事務は保健所において実施されることとしています。した
がって、国内のどの地域でエボラ出血熱患者等（エボラ出血熱患者又は疑似症を呈する者）が発
生した場合においても、保健所又は都道府県衛生主管部（局）（保健所設置市衛生主管部（局）を
含む。）は、常時、エボラ出血熱患者等の移送を行うことができる基本的な体制を確保する必要が
あります。」という記載がある。 
MERS も同様に厚生労働省健康局結核感染症課発信の事務連絡（平成 27 年６月 12 日）都道府
県、各保健所設置市、特別区衛生主管部局宛て「中東呼吸器症候群（MERS）の国内発生時の対
応に関するＱ＆Ａについて」において同様の説明がなされている。 
160 筆者アンケートでは回答のあった 77 自治体のうち、行動計画策定にあたって情報交換した
割合は以下のとおり。医療機関、医師会等の医療関係者（計 94%：都道府県 94%、政令市
94%）、保健所関係者（計 91%：都道府県 91%、政令市 91%）、学識経験者（計 88%：都道府県
91%、政令市 86%）、関係する行政機関（計 84%：都道府県 82%、政令市 86%）、消防関係者
（計 71%：都道府県 58%、政令市 82%）、学校関係者（計 64%：都道府県 64%、政令市 64%）
等、警察関係者（計 38%：都道府県 61%、政令市 21%）、産業界（計 22%、都道府県 37%、政令
市 11%） 
161 危機管理幹部の所掌範囲に感染症が含まれる場合、警察関係者や消防関係者との「日常的に情
報交換している」という回答との相関係数が中程度みられる。警察関係者（相関係数 0.60）、消
防機関（同 0.38）。 
162 内閣官房「新型インフルエンザ等発生時の行政対応訓練・研修ツール（平成 25 年度版）」  
https://www.cas.go.jp//jp/seisaku/ful/h25_kunren_kenshuu.html 
163 積極的疫学調査とは、患者が誰から誰に感染したか、行動履歴等から調査するもの。 
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第7章 結論 
 
本稿では、健康危機発生時の国と自治体の危機管理体制及び組織間関係に着目し、現状
把握とその課題を分析した。現状把握のために、国及び自治体が対応した健康危機発生時
の事例分析から、大規模感染症等の有する政策特性を明らかにするとともに健康危機管理
体制の課題を明確化した。 
近年の大規模な健康危機の事例として、2009（H21）年の新型インフルエンザを題材と
して、分析を試み、平時の感染症対策と緊急時の感染症対策の相違を明確にする必要性を
示した。また、2009（H21）年の対応の反省から、成立した特措法成立後の国と自治体の
健康危機管理体制についても分析を行った。 
感染症対策は、隔離や入院措置等、感染症患者の人権を制限する政策であるという政策
特性を歴史的経緯や具体的活動事例から調査研究を進めた。その結果、公衆衛生対策の持
つ歴史的背景や不確定要素等の政策特性に深く関与することが示唆された。また、健康危
機発生時の活動を分析することで、その体制の課題を明らかにすることができた。以下
に、本稿で分析した結果を示す。 
 
第1節 健康危機管理の政策特性 
健康危機管理の体制の課題分析の一部として政策特性を把握するために歴史的背景を調
査・分析した。 
 
1.  国の公衆衛生対策の歴史的経緯 
公衆衛生対策は戦前から戦後にかけて、内務省及び厚生省（現厚生労働省）が担ってい
たが、行政警察の一部として、または GHQ の指導によって強制的な対応が執られていた
歴史的背景もある。特に予防接種行政については、世界的にも類を見ない規模で罰則規定
を以って強力に進められた。 
その後、各種予防接種の副反応に対する国民からの批判や、訴訟での国の敗訴等を踏ま
え、予防接種行政の縮小という歴史もあった。インフルエンザワクチンについても、一時
期は予防接種法上の義務が課されかつ学校における集団接種等が行われていたが、現在の
予防接種法上の定期接種対象者は高齢者のみであり、かつ任意接種であるなど、縮小の流
れが続いている。 
 168 
本稿では、公衆衛生対策の患者等を隔離し公衆衛生を守る衛生警察的な観点と、個人の
健康を守る保健衛生的な観点の間で、揺れ動いてきた歴史が確認した。 
 
2.  自治体における公衆衛生対策の歴史的背景と課題 
自治体の保健衛生対策の体制は、1947（S22）年の地方自治法の改正に伴い各府県に設
置された衛生部を中心に実施されてきたが、保健所は健康危機管理の主要な組織としてき
た。保健所は都道府県の他、政令市等に設置されたが、市設置の保健所にも都道府県知事
の権限を委任するという独特の法制が採用されたのは戦後の GHQ の指導による。 
現在も都道府県の保健所とともに、指定都市等の保健所は都道府県と同様の機能を有
し、保健所長に委任されている業務も多い。また、保健所は厚生労働省の「地域保健対策
の推進に関する基本的な指針」において健康危機管理の拠点として位置づけられている。
実際、健康危機発生時も厚生労働省は衛生主幹部局として「都道府県及び保健所設置市
（又は政令市）・特別区」に直接連絡がなされているなど、国との連携がある。 
健康危機に関する国と自治体の関係については、1947（S22）年の保健所法の全面改訂
の際に、市の保健所にも都道府県知事の権限を委任するという制度が採用されて以来、保
健所と国の直接の情報共有の仕組みが維持されている。保健所の長には医師または医師相
当のものが就くこととされた GHQ の指導を背景に、現在も保健所には衛生技官が配置さ
れており、一部の自治体では自治体同士の連携体制も確認できた。 
また、感染症法に関しては、地方分権一括法後も法定受託事務として、国と都道府県及
び政令市等・特別区の連携が維持されている。 
こうした公衆衛生の行政体制の背景に対し、2013（H25）年に施行された特措法では、
保健所設置市も通常の市の一部として、配慮しないものであり、通常の体制との連続性に
欠けるものであると考えられる。 
 
第2節 健康危機対応における事例分析 
健康危機管理体制の課題を把握するために、活動事例の分析から、政策の方針決定に関
わる組織的課題を明確化した。 
 
1.  事例分析の概要 
本稿では 2009（H21）年の新型インフルエンザ発生時の例を取り上げ、健康危機発生時
の活動事例を分析した。 
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国においては、事前の計画どおりに内閣総理大臣をトップとする対策本部の設置や内閣
官房を事務局とする会議運営が行われた。一方、想定外の事態に対し、決定の遅延が見ら
れた。具体的には、病原性が弱いにも関わらず、病原性が強い前提で策定した計画どおり
の「水際対策（検疫の強化）」を続けた点である。 
一方で、病原性が弱いインフルエンザであるため、通常の「公衆衛生対応」とみなし、
厚生労働省が対応することも期待されていた面もある。この組織間の意識の齟齬があった
点が課題であった。また厚生労働省内においても、ワクチンの輸入の可否等の判断の役割
分担が不明確であるという課題も確認できた。 
自治体においては、国の対応を踏まえつつ、知事をトップとして危機管理部局も一体と
なって活動した事例が確認できた。 
 
2.  国の健康危機管理体制 
（1） 国の健康危機への対応及び組織体制 
2009（H21）年の新型インフルエンザ対策の事例では、国は内閣総理大臣をトップとす
る政府対策本部を設置し、厚生労働省も迅速に対策本部を設置し、部局横断的な初動対応
が執られた。しかし、発生した新型インフルエンザが、事前に想定していた病原性が強い
ものではなかったという「想定外」の事態に際して、迅速に対応を変更する事ができなか
った点に課題が見られた。 
具体的には、事前の想定より病原性が弱いものであったにも関わらず、行動計画に準拠
した対応が行われた。総括会議等においても、自治体や医療関係者等から「国の対策はや
りすぎであったのではないか」、という批判があった。 
厚生労働省が実施する感染症対策に関する措置は、感染症法や検疫法に基づいて執行す
る内容が厳格に定められている。（表 7-1）  
 
表 7-1 想定された業務分担とその根拠（再掲） 
 根拠 方針の決定 実施主体 
事前の行動計画上の想定 
（新型インフルエンザの場
合） 
政府行動計画（閣議
決定） 
新型インフルエンザ政
府対策本部 
（事務局：内閣官房） 
厚生労働省新型イン
フルエンザ対策推進
本部 
感染症法、検疫法 厚生労働省 厚生労働省健康局等 
2009（H21）年の実態 具体的な方針変更な
し－ 
厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部 
出所：筆者作成 
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感染症法の運用に厳格性が求められるのは、患者に対する差別的な隔離政策等が行われ
た歴史に対する反省に基づくものである。 
2009（H21）年時点の感染症法及び検疫法において、新型インフルエンザは病原性が弱
い場合でも法的には病原性が強い想定で設計されているため、強制的な対応を執ることが
可能であった。通常の感染症対策では厳格な運用が求められる担当者が、緊急事態に柔軟
な対応を行うという運用は難しい。 
感染症に発生初期は、病原性や感染力が不明であり、科学的根拠に基づく正確な判断が
可能でないことも想定される。これらの対応について、事前に意識共有が図られていない
ことが、政策判断の遅延につながったといえる。 
こうした保健衛生部局による判断の短所を補う形で検討されたのが、2012（H24）年の
特措法であると考えられる。特措法では、「国民生活及び国民経済に重大な影響をおよぼす
おそれがある場合」に緊急事態宣言が行われることとなる。これは、急速なまん延や病状
の重篤性等の科学的根拠に基づきつつ、即時に判断することが志向されており、社会経済
の状況をみながら、柔軟な対応を行うことができる長所がある。 
一方、特措法では、感染症が発生している現場と距離がある行政組織で判断されること
となるため、現場の実態とのかい離が生じやすいという短所もある。このため、平時から
保健衛生部署の専門家からの情報共有を十分に図る必要がある。 
 
表 7-2 国の健康危機管理体制の各組織の特徴 
 危機管理（マネジメント） 保健衛生（プロフェッショナル） 
担当省庁 内閣官房 厚生労働省 
特徴 社会経済の安定を志向し、社会情勢を
踏まえた判断を行う。 
※特措法では、「社会経済に影響を及ぼす
感染症の場合」発令される 
【集中】トップダウンの判断 
医師の資格を有する技術官僚（医系技
官）が中心となり、科学的根拠に基づく
政策を志向する。 
 
【分散】現場に即した判断 
長所 迅速かつ柔軟な判断が可能 医療現場等の実態に即した判断が可能 
短所 現場の実態とかい離する可能性があ
る。 
十分な科学的根拠を集約するまでに時間
を要する。 
法律の枠を超えて、平時の政策と異なる
判断を行うことが難しいが、平時と同様
の政策を続けることで実態に即さない可
能性がある。 
出所：筆者作成 
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（2） 厚生労働省の組織体制の実態と課題 
新型インフルエンザ H1N1 の発生後、厚生労働省では、厚生労働大臣を本部長、健康局
長を事務局長とし、検疫班、医療班、ワクチン班等、対策の機能ごとに区分された対策本
部が構成されプロジェクトチーム（班）として対応にあたった。しかし対応について、平
時の組織と緊急時の組織の対応方針決定が交錯するなど、指示系統が複数化したことで問
題が生じた。 
具体的には、厚生労働省の様々な部署からの自治体等への情報発信である。プロジェク
トチームのデメリットは責任の所在が不明確になる点である。特に、対策本部は大部屋方
式であり、所掌も不明確な点があった。厚生労働省の健康局長が実質的に方針決定を行う
対策本部の指揮下に、他の局（医薬・食品局等）の職員が入った形の運用が困難であった
ことが示唆された。 
健康局長は医系技官であるのに対し、医薬・食品局の審議官や血液対策課の課長補佐等
は薬系技官であることなど、セクショナリズムの弊害が推察された。本稿では、組織間関
係を焦点とし、官僚の人事制度上の課題についての詳細分析は今後の課題としたい。 
 
（3） 国の健康危機管理体制の現状 
特措法成立後、国の健康危機管理体制の一部を内閣官房の新型インフルエンザ等対策室
が担うこととなった。内閣官房の新型インフルエンザ等対策室は 2009 年 7 月に設置さ
れ、その後、2012 年の特措法の立案、法律制定の担当部署として機能した。 
2009 年以前は内閣官房の参事官（内政）が担当していた健康危機対応を、2012 年以降
は新設された新型インフルエンザ等対策室が対応することが可能となった。 
 
表 7-3 国の健康危機管理体制（2012 年以降） 
 根拠 方針の決定 実施主体 
平時 感染症法、検疫法 厚生労働省 厚生労働省 
新型インフルエン
ザ等発生時 
特措法 新型インフルエンザ政府対策
本部 
（事務局：内閣官房） 
内閣官房／厚生労働省 
出所：筆者作成 
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3.  自治体の組織体制の実態と課題 
（1） 自治体の健康危機への対応及び組織体制 
新型インフルエンザ H1N1 発生時の自治体の初動対応と体制について、6 自治体を対象
として分析を行った。その結果、新型インフルエンザ H1N1 は病原性が弱かったことか
ら、各自治体では保健衛生部局を中心として対策が行われたが、首長がトップを務める対
策本部等の事務局は、危機管理部局が担当した例が多いことが確認された。首長部局に近
い危機管理部局が対応することで、スムーズな会議運営が可能となったという利点が挙げ
られた。また、対策を中心的に行っている保健衛生部局のマンパワー不足もあるため、危
機管理部局が対応することで業務が平準化できるというメリットもある。 
大規模かつ長期に渡る健康危機発生時には、危機管理部局が首長との調整や横断的な庁
内調整を行うことで、自治体の統一的な危機管理が可能となる。 
 
表 7-4 新型インフルエンザ発生時の対策本部の体制（再掲） 
 東京都 大阪府 兵庫県 八王子市 横浜市 神戸市 
国内発生時の対
策会議議長・本
部長 
知事 知事 知事 市長 市長 市長 
副本部長 － 副知事 
副知事、 
防災監 
副市長、 
教育長 
－ － 
事務局 総合防災部 
健康保健部
保健医療室 
災害対策課 
防災課※１ 
（保健福祉
部） 
安全管理
局 
危機管理室 
 ※１ 発生前の計画では保健福祉部が事務局の予定だったが、発生後に防災課が担当することとなった 
（ヒアリング結果を参考に筆者作成） 
 
（2） 自治体の健康危機への対応の変化 
各自治体レベルでは、保健衛生部局（部局長級）で策定した方針案を、危機管理幹部や
対策本部長である首長（知事又は市長）に説明し合意を得る、というプロセスが行われ
た。一部の自治体では、保健衛生部局の対応が困難となり、危機管理部局が対応した例も
見られた。これは、保健衛生部局は感染症対応が急務であった点や、首長の会見等の対外
発信業務等が必要となった点などが要因となる。日常的に首長との連携が少ない保健所担
当よりも、むしろ緊急対応を専門とする危機管理部局が対応することで、円滑な情報発信
が可能となると判断されたことが推察される。 
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一方の流れとして、自然災害等を中心とした危機管理対応の重要性の高まりから、自治
体において危機管理部局を設置する動きもある。健康危機管理対応である新型インフルエ
ンザに関しても、自治体の危機管理部局が所管する自治体も一部には見られた。ただし、
本調査時点（2012 年の筆者アンケート）では、危機管理部局の所掌業務に感染症が含まれ
ない事例も確認できた。 
 
表 7-5 健康危機管理発生時の自治体の体制 
 根拠 方針の決定 実施主体 
2009 年以前 
 
都道府県等の行動計
画（感染症法、検疫
法に基づく） 
都道府県等のインフルエン
ザ政府対策本部 
（事務局：保健衛生部局又
は危機管理部局） 
都道府県等新型インフル
エンザ対策推進本部 
（事務局：保健衛生部
局） 
2012（H24）年
以降 
都道府県等の行動計
画（感染症法、検疫
法、特措法に基づ
く） 
都道府県等のインフルエン
ザ政府対策本部 
（事務局：保健衛生部局又
は危機管理部局） 
都道府県等新型インフル
エンザ対策推進本部 
（事務局：保健衛生部局
又は危機管理部局） 
出所：筆者作成 
 
 
第3節 健康危機管理体制のあり方 
1.  国における内閣官房の危機管理機能強化について 
厚生労働省の所掌する感染症法においては、感染症のまん延を防ぐために、蓄積された
科学的根拠に基づいて、必要最低限の患者の隔離等の措置を実施することとなっている。
一方で、感染者以外については、感染症に罹患しているという蓋然性がない限り、措置が
できない。厚生労働省の措置に対して、科学的な根拠が強く求められているが、感染症の
発生初期には病原性や感染力が不明であり、科学的根拠に基づく正確な判断が可能でない
ことが、専門家からも指摘されている。 
このため、感染力や病原性について、データに基づく科学的な判断のみでなく、社会情
勢等を踏まえた判断が必要になる。 
平時の公衆衛生対応については、蓄積された科学的根拠に基づき厚生労働省が評価、対
応方針決定している。しかし、健康危機事態発生時には、事態の評価については、厚生労
働省が実施する一方で、対応方針の決定については社会情勢を踏まえて内閣官房において
実施されるべきである。 
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これは、特措法成立時の議論にあったように、大規模な感染症が発生した場合、保健衛
生行政のみでなく、学校等の市民生活の他、観光等の商工行政にも広く関わることから、
国全体でも横断的な組織が健康危機管理にあたる必要があるためである。 
 
表 7-6 健康危機事態発生時の国の役割分担 
 事態の評価 対応方針決定 施策実行 
平時 
（公衆衛生対応） 
厚生労働省 
（蓄積された科学的根拠に
基づき評価） 
厚生労働省 
（蓄積された科学的根拠に
基づき判断） 
厚生労働省、 
自治体等 
健康危機事態 
発生時 
厚生労働省 
（一部不明確な科学的根拠
を含めて評価） 
内閣官房 
（社会情勢を踏まえて判
断） 
厚生労働省、 
自治体等 
 出所：筆者作成 
 
2012（H24）年 5 月に成立した特措法は、2013（H25）年 4 月の施行まで、有識者を中
心とした委員会において、運用について詳細に検討された。特に危機管理法令であること
を踏まえ、緊急事態宣言の運用方針について、発令条件等の厳密性等が議論された。 
一般に感染症は発生初期にその被害の範囲の想定が困難である。しかし科学的な根拠な
しに緊急事態宣言を発令し、外出自粛等の措置を行うことの是非について、問題視する意
見が多く得られた。 
人権に関わる方針決定場面であることから、科学的根拠を持って宣言する必要があるこ
とを主張する専門家に対し、科学的根拠が確認された後の行政判断では時期を逸すること
を懸念する行政の立場から判断することが必要である。 
感染症に発生初期は、病原性や感染力が不明であり、科学的根拠に基づく正確な判断が
可能でないことも想定される。日本では災害対策基本法に代表される緊急事態への対処が
自治体に普及していることから、刑罰を伴わない要請レベルの緊急事態措置が望ましいと
考えられる。 
 
2.  自治体における危機管理部局の強化について 
自治体における健康危機管理に関する対応のうち感染症に着目すると、平時は首長の権
限が保健所長等に委任されている内容が多く、保健衛生部局が判断・実施していることが
確認できた。一方で、健康危機事態の発生時には、2009（H21）年の実態を踏まえると首
長が総合的に判断した例も確認できた。首長の判断の場合、科学的根拠とともに社会情勢
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を踏まえた判断となる。科学的判断では外出自粛の必要がない場合でも、市民の不安を低
減するために自粛要請を行うことも想定される。 
平時に科学的根拠に基づき市民に対する措置を行う保健衛生部局が、総合的な判断に基
づく判断を行うことは、行政の連続性の観点からも望ましくない。表 7-7 に示すとおり、
平時の方針決定は保健衛生部局が実施しているが、健康危機事態発生時には首長の判断と
し、施策実行については保健衛生部局が実施する流れが、平時との連続のためにも望まし
いと考える。 
また、健康危機発生時に、危機管理部局が保健衛生に関する専門的な知見を理解して適
切な措置を講ずるためには、一定の公衆衛生的な知見が必要になる。そのためには、平時
からの危機管理部局と保健衛生部局間の情報共有等の他、研修や訓練等の教育の場が必要
になると考えられる。 
 
表 7-7 健康危機事態発生時の自治体の対応 
 対応方針決定 施策実行 
平時 
（公衆衛生対応） 
保健衛生部局 
（首長からの委任） 
保健衛生部局 
健康危機事態 
発生時 
首長・危機管理部局 
（社会情勢を踏まえて判断） 
保健衛生部局 
（ただし首長対応は危機管理部局） 
 出所：筆者作成 
 
3.  国と自治体の関係 
国と自治体の関係については、感染症法において、政令市等は都道府県と同等の権限を
付与されており、独特の制度となっている。具体的には、平時の感染症の発生動向調査等
においても、政令市等から厚生労働省に直接患者発生を報告し、また厚生労働省からの通
知等も都道府県及び政令市等に直接発信される。一方、特措法においては、こうした制度
はなく、政令市等も一般市と同様、都道府県を通じての情報提供・情報共有がされ、また
施設閉鎖等についても都道府県知事の判断を仰ぐこととなる。 
前節で述べたとおり、平時の公衆衛生対策において、国と自治体（都道府県及び政令
市・特別区）の関係において、政令市に都道府県と同様の機能が付与されている独特の体
制がある。これは、感染症の発生現場により近い、政令市等については、直接、国への情
報提供、情報共有が必要である、という必要性に基づく措置であると考えられる。こうし
た平時の体制を緊急時のみ異なる体制とすることは、通常の体制との連続性に欠けるもの
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であると考えられる。また危機発生時に、平時と異なる体制をとることで、連絡体制の不
備が生じる可能性が高いことも推察される。 
このため、緊急時においても平時と同様に、政令市等に都道府県と同様の役割を付与す
るべきであると考える。 
 
第4節 残された課題 
1.  官僚制に対する一般的な批判について 
本稿で分析した感染症等の危機事態への対応における関係機関間の役割分担に関する議
論は、官僚制に対する一般的な批判に通じるものでもある。 
具体的には、官僚制に対する一般的な批判としての「訓練された無能力」については、
従来の手法で問題なく実施された対応を、状況が変化した状態で実施しても有効ではな
い、という状況が確認されている。本稿ではこの「訓練された無能力」について、健康危
機発生時について実証的に検証した。批判の背景には、状況の変化に柔軟な対応を執るこ
とを期待されていると考えられる。本稿で例に挙げた感染症対策については、状況に応じ
た対応が人権侵害にもつながることから、行政の判断で行うべきではなく、厚生労働省は
基本的には日常的な保健衛生の立場で役割分担を明確に行うべきであると考えた。 
しかし、役割分担を明確化し、緊急時の判断を内閣官房のトップの判断に仰ぐ場合、近
年の官僚制の批判である「行政の縮小」を助長する可能性も否定できない。この点は引き
続き課題として検証していきたい。 
 
2.  人事面からの検討：技術官僚の位置づけ 
先行研究において、日本における官僚の大部屋主義が、責任の所在を不明確化し、適切
な判断を阻害するものとして分析されている。本稿で事例分析を行った新型インフルエン
ザ対策についても、対策本部が大部屋であった点、通常の組織体制から、一時的に対策本
部員を配置している点など、人事的な問題も多く散見された。特に「技術官僚」について
人事面からの自治を有していることで、組織内の縦割りの問題を生じさせている点が問題
視されている。 
事例分析を行った厚生労働省の新型インフルエンザ対策に関わる部局についても幹部
（局長・部長・課室長）の多くが医系技官のポジションであることが確認できた。先行事
例においても、法令官僚である局長が医系技官である課長に意見することが難しいこと
で、政策判断を誤った事例も指摘されている。公衆衛生関係の部局責任者に医系技官を充
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てることは、戦後の GHQ の組織改革時に決められており、その後、前例を踏襲して現在
に至っている。 
本稿では、厚生労働省の歴史的経緯から、公衆衛生の専門職を組織の長とし、医学的・
科学的な行政を行うことが宿命付けられている点からも、社会情勢を踏まえた行政判断に
ついては、内閣官房が実施すべきであると結論づけた。しかし、その前提となる厚生労働
省の役割について再考することも可能であり、その点は今後の研究課題としたい。 
本稿では、主に健康危機発生時の体制に着目して分析を行い、技術官僚の問題について
は、深く分析することができなかった。公衆衛生行政において、重要なテーマであると考
えられるため、技術官僚を管理する立場にある局長・課長級のポジションにも技術官僚を
充てる、という現在の人事制度に対する課題については、今後の課題としたい。 
 
3.  保健所と都道府県・政令市等の関係 
保健所の組織については、都道府県と政令市等に行政機関として保健所が設置されてい
る、という独特の制度である。この制度も、戦後の GHQ による公衆衛生体制強化の一環
として成立した。 
本稿において、平時において都道府県と同等の権限を有する政令市の体制を尊重し、健
康危機発生時にも政令市等に都道府県と同等の権限を有するべきであると結論づけた。 
しかし一方で、平時における都道府県と政令市等の関係について、踏み込んだ検討を行
うことができなかった。戦後直後から長い歴史があり、自治体に定着している制度ではあ
るが、その妥当性については、今一度検証する必要がある。 
 
4.  海外の制度との比較について 
第 5章で分析した米国の危機管理制度との比較については、米国では健康危機管理が
「安全保障」という国家政策に含まれており、日本との大きな差異が確認できた。 
本稿においては、健康危機管理は非常事態であり、日本においても「平時」の健康管理
を所掌する厚労省の行政官ではなく、内閣直属組織がトップダウンで担うべきであると提
案している。本来であれば、日本と米国の統治体制の根本的な相違等について、具体的に
検証する必要があるが、文献調査の限界等もあり、本稿においては、深い分析を行うこと
が困難であった。 
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本稿で事例に挙げた新興感染症は、いったん拡大すると、世界中に拡大することが懸念
されるものである。世界的に方針を統一して実施する必要がある対応もあることから、海
外の制度との比較については、今後の検討課題としたい。 
 
5.  官邸機能の強化との関係について 
本稿では、健康危機事象に際しては、内閣官房が横断的に対応すべきという結論を論じ
た。これは単に官邸機能の強化を進める意図ではなく、役割と責任を一体化する意図でも
ある。2009（H21）年の対応時、内閣官房においてワクチンの緊急輸入等の方針が示され
たが、対策実行後の説明責任を厚生労働省が負う形となっていた。 
2012（H24）年に整備させた特措法に基づき、役割とともに説明責任を果たすことが求
められる。そのための体制構築については、今後も研究課題としていきたい。 
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ヒアリング先一覧 
 
 
日時：2011 年 2 月 22 日 13:30～14:50 
場所：厚生労働省医薬・食品局 6 階会議室 
ヒアリング先：厚生労働省医薬・食品局 担当者 3 名（2009 年 4 月時点：医薬・食品局血液対策
課） 
 
日時：2011 年 2 月 25 日 10:30～11:40 
場所：厚生労働省医政局 21 階会議室 
ヒアリング先：厚生労働省医政局 担当者１名（2009 年 4 月時点：医薬・食品局血液対策課） 
 
日時：2011 年 2 月 28 日 18:00～18:30 
場所：厚生労働省 21 階会議室 
ヒアリング先：厚生労働省精神・障害保健課 担当者１名（2009 年 4 月時点：健康局結核感染症
課） 
 
日時：2012 年 5 月 16 日 10:00～12:00 
場所：東京都 福祉保健局会議室 
ヒアリング先：東京都健康安全部 幹部１名（2009 年 4 月時点：福祉保健局健康安全部） 
 
日時：2012 年 8 月 11 日 15:00～16:00 
場所：八王子市保健所 
ヒアリング先：八王子市健康福祉部保健総務課 担当者 1 名（2009 年 4 月時点：福祉保健局健
康福祉部） 
 
日時：2012 年 11 月 26 日 10:00～11:00 
場所：横浜市保健所 
ヒアリング先：横浜市健康福祉部保健総務課 幹部１名 
 
日時：2012 年 12 月 6 日 9:30-11:30 
場所：大阪府本庁舎（合同ヒアリング） 
ヒアリング先：神戸市保健所幹部 1 名、大阪府保健所幹部 1 名 
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（参考資料）健康危機管理体制に関するアンケート調査票 
貴自治体名  
貴部署名  
ご担当者のお名前  
連絡先電話番号  
連絡先メールアドレス  
 
（当てはまる番号に○を付けてください。またはご記入ください） 
貴団体の危機管理体制について 
 
問１ 貴団体において、危機管理専門部局を設置していますか。（2015年 4月 1日現在） 
※ 「危機管理専門部局」とは、自然災害、武力攻撃、大規模感染症等を統括する部局をいいます。 
 1. 設置している   具体名をご記入ください→ 
2. 設置していない     
 
問２ 貴団体において、危機管理専門幹部を配置していますか。（2015年 4月 1日現在） 
※ 「危機管理専門幹部」とは、部（局）次長以上の幹部で、知事を補佐して危機管理対応を主たる業
務として担当する専門職員をいいます（危機管理監等）。 
 1. 配置している    2. 配置していない     
 
（問２で「1.配置している」と回答した団体の方のみ） 
問３ 危機管理専門幹部について、以下の内容をご記入ください。 
※3名以上いる場合は、階級上位の 2名についてご回答ください 
 
役職名 ①  ②  
階級   
設置した時期      年    月      年    月 
所管する危機
管理事案 
（複数回答
可） 
□ 自然災害（「災害対策基本法」に定義され
る事案） 
□ 武力攻撃 
□ テロ（爆発物、放射性物質、化学・生物薬
剤等によるもの） 
□ 大規模感染症（新型インフルエンザ等対策
特別措置法に定義される事案等） 
□ 大規模食中毒 
□ その他 
□ 自然災害（「災害対策基本法」に定義され
る事案） 
□ 武力攻撃 
□ テロ（爆発物、放射性物質、化学・生物薬
剤等によるもの） 
□ 大規模感染症（新型インフルエンザ等対策
特別措置法に定義される事案等） 
□ 大規模食中毒 
□ その他 
 
（問２で「1.配置している」と回答した団体の方のみ） 
問４ 危機管理専門幹部と、自然災害、新型インフルエンザ等の担当部局の関係について、別
紙を参照のうえ、以下の内容をご記入ください。 
※危機管理幹部と各担当部局の関係を把握できる組織図等の添付をお願いします。 
※パターン１から３については別紙参照 
 
1. パターン１：危機管理専門幹部が副知事級・副市長級で、他の事業担当部局の上位に位置する 
2. パターン２：危機管理専門幹部が危機管理部局又は自然災害部局の上長を兼務する 
3. パターン３：危機管理専門幹部は独立した専門部局の長に位置する 
4. パターン４：その他 
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（すべての方に伺います） 
問５ 貴団体における危機事案発生時の対応について、以下の５つの区分から、最も近い番号
を事案ごとに選択して○をつけてください。 
 
 
 
事案 
１
．
危
機
管
理
担
当
部
局
が
第
一
義
的
に
担
当 
２
．
事
業
担
当
部
局
が
第
一
義
的
に
対
応
し
、
必
要
に
応
じ
て
危
機
管
理
担
当
部
局
が
対
応 
３
．
事
業
担
当
部
局
が
第
一
義
的
に
担
当 
４
．
発
生
状
況
に
応
じ
て
対
応
す
る 
５
．
わ
か
ら
な
い
、
そ
の
他 
自然災害 
（災害対策基本法に定義されている事案） 
１ ２ ３ ４ ５ 
新型インフルエンザ等 
（新型インフル特措法に定義されている事
案） 
１ ２ ３ ４ ５ 
その他の感染症 
（上記以外） 
１ ２ ３ ４ ５ 
 
新型インフルエンザ等対策について 
 
問６ 貴団体の「新型インフルエンザ等対策行動計画」の作成担当部署名をご記入ください。 
 
  
 
問７ 貴団体で「新型インフルエンザ等対策行動計画」を作成された際、以下の関係者と情報
交換等を行いましたか。下表に挙げる関係者ごとに、１～３のうち、あてはまる番号に
○を付けてください記載してください。 
※ ここでは、「情報交換」とは、文書での必要最低限の「部局間協議」のみでなく会合を持つなどの積極
的な意見交換をいいます。 
 
 
 
関係者 
１． 
情報交換した  
２． 
情報交換 
していない 
３． 
わからない、
その他 
関係する行政機関 
（隣接する都道府県や市町村等） 
１ ２ ３ 
医療機関、医師会等の医療関係者 １ ２ ３ 
保健所関係者 １ ２ ３ 
警察関係者 １ ２ ３ 
消防関係者 １ ２ ３ 
学校関係者 １ ２ ３ 
産業界（施設使用制限の対象となる施設等） １ ２ ３ 
感染症等の知見を有する学識経験者 １ ２ ３ 
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（問７で「情報交換した」と回答された団体のみ） 
問８ 関係者との情報交換の方法や頻度について、具体的にご記入ください。 
 
 
 
 
 
 
 
問９ 新型インフルエンザ等発生時に、貴団体に設置される「都道府県(市区町村)対策本部」の
体制について伺います。以下のうち当てはまるものに○をつけてください。（複数回答可） 
※知事(市長)、副知事(副市長)、教育長、警察本部長、消防長等、特措法で定められている体制以外について伺いま
す。 
 
1. 対策本部に危機管理専門幹部が参画する 
2. 対策本部に関係する地方公共団体（市町村等）が参画する 
3. 対策本部に医療機関等が参画する 
4. 対策本部に保健所関係者が参画する 
5. 対策本部に学校関係者が参画する 
6. 対策本部に学識経験者が参画する 
7. その他の特徴 
 
問 10 新型インフルエンザ等発生時に、「都道府県（市区町村）対策本部」以外の組織を設置す
る仕組みがありますか。 
1. 「都道府県（市区町村）対策本部」以外は設置しない 
2. 学識経験者等で組織する諮問委員会を設置する予定である 
→組織の具体名 
3. 保健部局を中心とした対策本部を別途設置する予定である 
→組織の具体名 
3. 自治体内の関係機関との情報交換のための会議体を設置する予定である 
→組織の具体名 
4. その他 
  →具体的に 
 
問 11 新型インフルエンザ等が発生した場合、感染を防止するための協力要請として、学校、
社会福祉施設、興行場等の管理者等に「施設使用制限」等の措置を行う必要がありま
す。貴団体において、施設使用制限の対応方法・手順が検討されていますか。 
1. 検討している        2. 現在、検討中である 
3. 今後、検討する予定である 4. 発生時に検討・決定する予定である 
5. わからない 
 
（問 11 で「検討している」と回答された団体のみ） 
問 12 施設使用宣言時の対応方法について、概要をご記入ください。または、 
内容を把握できる文書を添付してください。 
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健康危機管理に備えた関係機関との連携 
 
問 13 貴団体では、感染症等の健康危機発生時に備えて、以下のような関係者と情報交換して
いますか。下表に挙げる関係者ごとに、「1.定期的に情報交換している」、「2.エボラ出血
熱」や「3.MERS」について情報交換を行った場合、あてはまる番号に○をつけてくださ
い。 
 
 
 
 
関係者 
１．定期的に
情報交換して
いる 
２．エボラ出
血熱発生に関
して情報交換
した 
３．MERS の発
生に関して情
報交換した 
関係する行政機関 
（隣接する都道府県や市町村等） 
１ ２ ３ 
医療機関、医師会等の医療関係者 １ ２ ３ 
警察関係者 １ ２ ３ 
消防関係者 １ ２ ３ 
学校関係者 １ ２ ３ 
産業界（施設使用制限の対象となる施設等） １ ２ ３ 
感染症等の知見を有する学識経験者 １ ２ ３ 
  
問 14 エボラ出血熱や MERS等の患者が発生した場合に、「消防機関から保健所に引き継ぐこ
と」という趣旨の通知が出されています。（別紙参照）貴団体において、エボラ出血
熱や MERS等の感染症患者が発生した場合に、どのような対応を執られますか。 
1. 保健所が主体となって搬送する予定である 
2. 近隣の医療機関に協力を仰いで搬送する予定である 
3. 消防機関と協力のうえ、必要に応じて救急搬送の協力を仰ぐ予定である 
4. わからない、未定である 
5. その他 
 
 
問 15 貴団体では、新型インフルエンザ等発生時に備えた研修や訓練を実施していますか。 
 
1. 実施している  2. 今後、計画中である  3. 実施していない 
 
貴団体の健康危機管理体制の特徴 
 
問 16 貴団体の健康危機管理に関して特徴的なこと、又は課題になっていることがありまし
たら、ご自由にご記入ください。 
 
 
 
 
以上で質問は終了です。ご協力ありがとうございました。 
 
  
（別紙） 
問３関連の組織図 
 
（パターン１）：危機管理専門幹部が副知事・副市長級で、他の事業部門の上位に位置する 
 
（パターン２）：危機管理専門幹部が危機管理部局または自然災害対応部局の上長を兼務する 
 
（パターン３）：危機管理監が独立した専門部局の長に位置する（部局長級） 
 
 
問 14関連の通知 
宛先：各都道府県消防防災主管部(局)長 、発信元：消防庁救急企画室長 
（消防救第 182 号 平成 26 年 10 月 28 日消防救第 229 号 一部改正 平成 27 年 5 月 11 日） 
エボラ出血熱の国内発生を想定した消防機関における基本的な対応について（依頼） 
当該通知においては、エボラ出血熱の感染が疑われる患者の移送については、地域の実情に応じ
て、衛生主管部（局）と消防機関との連携体制の構築など、必要な調整をあらかじめ済ませてお
くこととされ、この「消防機関との連携体制の構築」について、消防庁において以下のとおり、
消防機関における基本的な対応を定めました。 
（略） 
② 救急要請時に発熱症状を訴えている者には、ギニア又はシエラレオネへの渡航歴の有無を確
認し、過去１ヶ月以内の渡航歴があることが判明した場合は、本人に自宅待機を要請するととも
に、直ちに保健所に連絡し、対応を保健所へ引き継ぐこと。（当該者はエボラ出血熱への感染が
疑われる患者として取り扱われるため、自宅待機が要請され、保健所職員により診断が行われる
ものであること。） 
③ 救急要請時に当該国への渡航歴を確認できなかった場合でも、現場到着時に発熱症状及び渡
航歴を確認した場合には、その時点で本人に自宅待機を要請するとともに、直ちに保健所に連絡
し、対応を保健所へ引き継ぐこと。 
※同種通知：消防庁救急企画室長「韓国における中東呼吸器症候群（MERS）の発生について」平成 27 年 6 月 9 日 
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